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この事業は、 競輪の補助金 を受 けて実施 した ものです。
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データベ ースは,わ が国の情報化の進展上,重 要 な役割を果たす もの と期待 されている。今後,

データベースの普及により,わ が国において健全な高度情報化社会の形成が期待される。さ らに,

海外に対 して提供可能 なデータベースの整備 は,国 際的な情報化 への貢献及 び自由な情報流通 の

確保の観点か らも必要であ る。 しか しなが ら現在わが国で流通 しているデータベースの中でわが

国独 自の ものは1/3に す ぎないのが現状であ り,わ が国データベースサー ビスひいてはバラ ンス

ある情 報産業の健全な発展を図 るためには,わ が国独 自のデータベースの構築及びデータベース

関連技術の研究開発を強力に促進 し,デ ータベースの拡充を図 る必要があ る。

このよ うな要請 に応え るたあ,働 データベース振興セ ンターでは 日本 自転車振興会か ら機械工

業振興資金の交付を受 けて,デ ータベースの構築及び技術開発について民間企業,団 体等に対 し

て委託事業を実施 している。委託事業の内容は,社 会的,経 済的,国 際的に重要で,ま た地域及

び産業の発展の促進に寄与すると考え られているデータベースの構築 とデータベース作成の効率

化,流 通の促進,利 用の円滑化 ・容易化などに関係 したソフ トウェア技術 ・ハ ー ドウェア技術で

ある。

本事業の推進に当た って,当 財団 に学識経験者の方々で構成 されるデータベ ース構築 ・技術 開

発促進委員会(委 員長 山梨学院大学教授 蓼沼良一氏)を 設置 して いる。

この 「データベ ース構築促進及 び技術開発 に関す る報告書(要 旨)」 は平成5年 度のデータ

ベ ースの構築促進及び技術開発促進事業 として,当 財団が民間企業,団 体等 に対 して委託実施 し

た課題 にっ いてそれぞれの成果の概要を とりまとめたものであ る。 この成果が,デ ータベースに

興味をお持 ちの方 々や諸分野の皆様方のお役に立てば幸 いであ る。

なお,平 成5年 度データベースの構築促進及 び技術開発促進事業で実施 した課題 と委託先は次

表の とお りである。

平成6年3月

財団法人 データベース振興セ ンター



平成5年 度 デー タベー ス構築 ・技術 開発促進委託課題一覧

分 野 課 題 名 委 託 先

1CD-ROMに よる テ レ ビ視 聴 率 デ ー タベ ース の 構 築 ㈱ ビデ オ ・リサ ーチ

2輸 入畜肉貨物の規格 ・重量等の検証用データベースの構築 五十嵐冷蔵㈱

3知 的資源型データベースの調査研究 ㈱ ジ ャパ ンコ ミュニ ケ ー シ ョ ンズ イ

ンス テ ィテ ユ ー ト

社 会 4ビ ジネス雑誌記事データベースの共同構築 とその利用に 経済文献研究会

関する調査研究

5新 しい電子情報サービスに関する調査研究 ㈱日本経済新聞社/㈱ 日経データ社

6研 修用教材データベースのプロ トタイプ作成 ㈱大阪科学技術センター

7マ イクロマシン技術情報データベースの構築調査 ㈱ マ イ ク ロマ シ ンセ ンタ ー

8異 分 野 研 究 の た め の 知 的 オ リエ ンテ ー シ ョ ン ・デ ー タベ ー ㈱けいはんな

スシステムの構築

9関 西広域データベースセンター設立のたあの調査研究 関西データベース協議会

中小企業振興 10地 域活性化のための産 ・学交流支援データベースのプロ ト 東 北 イ ンテ リジ ェ ン ト ・コス モ ス学

地域 活性化 タイプ作成 術機構

11中 小企業技術情報データベースの構築 ㈱ オ ー ネ ッ ト

12地 域情報を対象にした分散協調型データベースシステムの ㈱ エ マ ーズ

開発

13電 子デバイス情報の海外提供サービスに関する調査 電子デバイス情報サービス㈱

14英 田キ ー ワ ー ド変 換 機 能 を もつ デ ー タベ ー ス検 索 シス テ ム カテナ㈱

海 外 の開発

15CD-ROMに よる5ヵ 国対訳特許用語辞典及び関連諸制 丸善㈱

度一覧の構築

16人 体形状画像データ合成のための技術開発 閲人間生活工学研究セ ンター

170CRを 利用したキーワー ド自動抽出に関する調査研究 ㈱ エ レ ク トロ ニ ッ ク ・ライ ブ ラ リー

18既 存 画 像 デ ー タの フ ォーマ ッ ト変 換 シ ステ ムの プ ロ トタイ ㈱ ジー ・サ ー チ,

プ作成

技 術 19安 全研究における多重シソーラス ・システム構築のための ㈱紀伊國屋書店

基本安全用語データベースの開発

20デ ー タベ ー ス検 索 サ ポ ー トシ ステ ムの プ ロ トタイ プ作 成 セントラル開発㈱情報図書館

RUKIT

21グ ル ー プ ワ ー ク支援 の た めの 分 散 型 トラ ンザ クシ ョン管 理 ㈱新世代 システムセンター

方式の調査研究
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1.CD-ROMに よ る テ レ ビ視聴 率 デー タベ ー スの構 築

1.1は じめ に

㈱ ビデオ ・リサーチでは1962年 よ り約30年 間にわたってテ レビ視聴率調査を実施 してきた。得

られた調査結果はテ レビ ・広告業界のみな らず,広 く国民のライ フスタイルや,社 会の動きを映

す鑑 と してさまざまな分野で活用 されている。に も係わ らず,視 聴率 はその性格上,番 組放送後

素早 く結果が分かればそれで事足 りて しま うため,過 去のデータのデータベース化 とい う点 に関

しては,他 の情報サー ビス業界に くらべ立ち後れているといわざるを得 なか った。

調査結果 は主に定型帳票か らな る印刷物 とオ ンライ ンによるデータベ ース(「 オ ンラインデー

タバ ンクサー ビス」)の 二つの経路でユーザに提供 してきたが,毎 日送 り出され るデータは膨大

であ り,印 刷物に関 してはその保存 スペース,オ ンライ ンデータベースに関 してはデータデ ィス

ク容量や管理,運 用の面で多大な コス トを余儀な くされていた。

テ レビ視聴率に関する唯一のデータベースである 「オ ンライ ンデータバ ンクサー ビス」 は公衆

回線を使 ったメイ ンフレーム上のデータベースであ るが,検 索で きるデータの内容や期間が限 ら

れている(番 組別視聴率過去13ヵ 月,時 間区分別の視聴率最近10日)た め,現 在の システムでは,

過去のデータの検索 にっいては印刷物 に頼 るしかな く,特 に放送 日,番 組開始時間,番 組名等が

正確 に分か っていない と検索が非常 に困難 であった。また 「オ ンライ ンデータバ ンクサー ビス」

は1981年 にサ ー ビスを開始 して以来,大 幅な改良が行われていないため,ユ ーザイ ンタフェース

が十分でない,端 末 と して利用で きるコ ンピュータの機種が限 られてい る,運 用 コス トが高い,

等 さまざまな問題 をかかえていた。

本 システムで はこのよ うな状況を改善す るため視聴率データベ ースの システム化をCD-RO

Mを メデ ィアと して使用 して行 った。 この システムの開発 によ り17地 区1年 分のデータをわずか

CD-ROM2枚 に格納す ることが可能 にな った。 また,MS-Windowsを ベ ースと したシステム

であるため,グ ラフィカルでユーザ フレン ドリなユーザイ ンタ フェースを実現できた。

1.2テ レ ビ視 聴 率 に つ いて

㈱ ビデオ ・リサ ー チ は全 国17地 区 の調 査 エ リア(合 計3,600世 帯 対 象)に お いて オ ンライ ン方

式 に よ るテ レビ視聴 率 調 査を実 施 して い る。(調 査 地 区 は関東 ・関西 ・名古 屋 ・北 部九 州 ・札幌

・仙 台 ・広 島 ・静 岡 ・福 島 ・新 潟 ・岡 山香 川 ・熊本 ・鹿 児 島 ・長野 ・長 崎 ・金 沢 ・山形 計17地

区)
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視聴率調査の標本世帯 は,国 勢調査の調査区世帯をサ ンプ リングフレームとして ランダムサ ン

プ リング(無 作意2段 抽 出法)で 抽 出 している。

テ レビ視聴率は大 きく分けて,「 毎分世帯視聴率」 と 「番組平均世帯視聴率」に分け られる。

毎分視聴率 は文字 どお り1日(5:00～29:00)の 分刻みの視聴率を各局 ごとに集計 した もの

で,「 番組平均世帯視聴率」の基本 ともなる ものであ る。

「番組平均世帯視聴率」 は番組放送時間内の分刻みの視聴率を合計 した放送分数で除算 した も

のであ る。新 聞 ・雑誌等で取 り上 げ られ る数字の ほとん どは,こ れである。

今 回の 「CD-ROMに よるテ レビ視 聴率データベ ース」は,こ の 「毎分世帯視聴率」 と

「番組平均世帯視聴率」の2種 類のデータを搭載 して いる。

過去のデータに関 しては㈱ ビデオ ・リサーチはすべて印刷物 と磁気テープ(MT)で 保存 して

いるが,保 存 のスペースや管理す るための人件費の削減が課題 とな ったいた。今回のCD-RO

Mに よるシステムの完成によって これ らのMTに よる保存 は基本的に不要 となった。

1.3デ ー タ ベ ー ス搭 載 デ ー タ の作 成

「CD-ROMに よるテ レビ視聴率データベース」には,番 組別世帯視聴率データ全17地 区,

毎分世帯視聴率データ全17地 区それぞれ1993年 の1年 分を搭載 した。 ソースデータは㈱ ビデオ ・

リサーチか ら,ユ ーザに販売 しているMTと 同様のフォーマ ッ トに従 って,ホ ス トコンピュータ

で作成 した。作成 したMTの 内容は以下の(1)～(3)の3種 である。

(1)番 組世帯視聴率

このMTは 番組 ごとの平均視聴率を集計 した ものであ る。

② 毎分世帯視聴率

毎分の世帯視聴率を集計 した もので ある。局 ごとに時点数分 レコー ドが くりかえ される。

(3)実 放送毎分世帯視聴率

②の毎分世帯視聴率は"単 純毎分"と 呼ばれ,早 朝や深夜 など実際には番組がオ ンエアされ

ていない時点(通 称"ア キ時間")で も視聴率00.0%と してカウ ン トしている。そのたあ,毎

5分,毎15分,毎30分 な どの平均値を算 出す る場合,ア キ時間のある時間帯で は平均視聴率 は

低 くな って しま う。 この 「実放送毎分」で は,毎60分 刻 み と"時 間区分"と 呼ばれる業界で慣

例的 に用 い られている時間帯区分 についてのみ,放 送の有無を考慮 した集計を行 っている。
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1.4デ ー タ ベ ー ス の 基 本 構 成

「CD-ROMに よ るテ レビ視 聴率 デ ータベ ー ス」の ハ ー ドウ ェア及 びオペ レーテ ィ ング シス

テ ム(OS)等 の仕 様 は以 下 の とお りであ る。

(1)シ ス テ ム構 成

① パ ー ソナル コ ン ピュー タ本 体MS-Windowsバ ー ジ ョン3.1が 動作 す る環境 の もの

② オペ レーテ ィ ング システ ム(OS)日 本 語MS-DOS

MS-Windowsバ ー ジ ョン3.1

③CD-ROMド ラ イ ブ一 式CD-ROMド ライ ブ

デバ イ ス ドライ バ

イ ンタ フェー ス ボ ー ド

(2)開 発言 語

マ イ クロ ソフ トVisualC十 十Ver1.0

(3)ソ フ トウ ェア

①CD-ROM1セ ッ ト デ ー タ内容 に よ り2枚 に分 け る

(A)毎 週調 査地 区1枚 関 東 ・関西 ・名 古屋 ・北 部九 州 ・札 幌 ・仙 台 ・広 島 ・静 岡

(B)月2週 調 査地 区1枚 長 野 ・福 島 ・新 潟 ・岡 山香川 ・熊 本 ・鹿 児 島 ・長 崎 ・金 沢

・山形

② イ ンス トールFD1枚 契約 地 区情 報 を収録(顧 客別 に異 な る)

1.5検 索 シ ス テ ム の 作 成

検索 プログラムを起動す ると,メ イ ンウイ ン ドウが表示 され る。画面上部の,メ ニ ューバ ーよ

り 「検索 メニ ュー」を選択す ることによ って,大 きく分 けて 「番組名 による検索」 「放送 開始時

間 によ る検索」 「時間区分別視聴率検索」の3パ ターンに分かれ る。

一3一



メ イ ン ウ イ ン ドウ

1 1
番組名による検索 放送開始時間による検索 時間区分別視聴率検索

1 1

1 1
毎分 、毎5分 、毎15分 、

毎30分 視 聴率検 索

毎60分 、時間区分別

視聴率 ・占拠率検索レ ・イル保存1 該当番組一覧

1 1

レ ・イル保存1 番組データの表示 放送開始

終了時間

データ表示

データの表示 レ ・イル保存1

(毎分のみ)

毎分 データの表示1フ ・イル保司 1平均視聴 劃

1平均視聴 言司

図1-1検 索 プ ログ ラム フ ローチ ャー ト

検索 メニ ューや検索データの種類を切 り替え るには,画 面上部のメニ ューバ ーよ りプルダウ ン

メニ ューを選択す る。利用可能なメニ ューは以下の とお りで ある。
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〈メニ ュー内容 〉

「フ ァイル 」 メニ ュー

新規保存

保存

印刷

ページ設定

プ リンタ設定

終了

「検索 メニュー」 メニュー

F

:A

S

P(無 効)

:T(無 効)

T(無 効)

X

　　 一 「

高視聴率番組検索(無 効)

時間区分別視聴率

時間区分別占拠率

⊥

番組名による検索

放送開始時間による検索

帯番組サマ リー検索(無 効)

毎分

毎5分

毎15分

毎30分

毎60分 一 丁

　 一⊥

毎60分

時間区分

月～日曜日

平 日平均

週平均

月～ 日曜日

平日平均

週平均

月～ 日曜日

平日平均

週平均

月～日曜日

平日平均

週平均
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「検 索 地区 」 メニ ュー 「表示 順 序 」 メニ ュー

〈A>

関東

関西

名古屋

北部九州

札幌

仙台

広島

静岡

〈B>

長野

福 島

新潟

岡山 ・香川

局 順

[ 時間順

熊本

鹿児島

長崎

金沢

山形

「ヘル プ」 メニ ュー

ヘ ル プ(今 回 の バ ー ジ ョ ン で は,無 効)

[ 視聴率検索について

⊇

ファイル([)

弓
▽

時間区分世帯視聴率

時間区分世帯占拠率

放送開始時間による検索
寅索)

レ一
番組 放送 期間(1992年12月28日 ～1993年12月26日 を11又録)

11992年 閣 匝 璽128日(月)閨 わ、ら

團

翻

11993年 圏 匝 亘図126日(日)陰1ま で

番組タイ トルを指定してください

図1-2検 索 画 面 メ ニ ュー
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視聴率検索:関 東

ファイル(Pメ ニュ'一(図}検 索地区(ム)表 示苅賂(Ω)そ の他(Pヘ ルプ(ti)

番組視聴率(組 名による検索)

検索対象放送局

lNHK総 合 匡

番組放送期間 (1992年12月28日 ～1993年12月26日 を収録)

1993年t囲26日(月)tか ら

1993年t囲22日(日)± まで

番組タイ トルを指定してください

圏

"料 理'と い う番組名 をキーに して検索

「き ょうの料理」 を検索

一1視 聴率検索:関 東

ファイル([)メ ニュー(》ρ 検索地区(ム》 表示踊序(Ω)そ の他(Pヘ ルづ(昼)

番組名からの検索:該 当する番組の一覧

07F料 理

ξ望郷63日(金)1ぴ 励29(25分 間'国 璽

翻幽幽 醗
　

サブタイ トル 放 送 局1視 聴率川
.放送欝 謡ll裂ぱ 品 品 トル ー　

ll%溜{綴21麟 轟a量 料理 聞 賭 §1:}

= 亨
}A三 一 ー 一.一

ファイル《Pメ ニュー(》ρ 検索地区(△}表 示順序(Ω}そ の他(Pヘ ルプ`n)

番組詳細データ:さようの料理

欝 磯 目(月)～1993年12月25日(土)247回 放送 麟 惑

07F料 理NHK総 合
1993年07月23日(金)10:05～10:29(25分 間)

番 組 放 送 時 間

橋座 ヨ■ 三酩榴"≡ ■■・一 ・蛤・一"・

93年14日 ♪i10

93年15!火10

93年1'610

93年1710

93年1810

93年19日10

93年111日10

93年1.12日 火10

13日 水1093年1

93年 所U目 木10

93年1弄16白 土10

05
05
05
05
05
05
05
05
05
05
05

平 均1前4平 均 終 了 持 前4終 了 占 拠 率

252.43.1買 う3.35.5

252.63⑳23.43.16.7

252.93.23.73.28.2

254.02.74.72.59.0

252.64.32.34.59"5

253.13.43.03.38.1

254.32.54.72.914.1

254.42.74.72.717.1
254.33.84.34.015.4

253.53.25.03.111.2

253.23.42.73.λ 只 含

8

ミ

蓑

七

獲
↓

各放送回の視聴率を表示

視聴率検索=関 東

ファイル(Dメ ニュー(妙 検索地区(△)表 示順序(Ω)そ の他(Dヘ ルづ(旦)

組放送時間帯:局 別毎分視聴率
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1.6検 索可能地 区プ ロテ ク トプ ログラム の作成

今回作成 した システムは,現 在テ レビ視聴率データを提供 している顧客に販売を予定 して いる。

現在のテ レビ視聴率データの提供契約及び提供料金設定は調査地区を単位 と してい るが,作 成す

るCD-ROMは 一枚 に複数地区を同時 に搭載 しているため,特 定の地 区のみのデータ提供契約

顧客 に対 して は,契 約外地区のデータを検索できないようにす る必要がある。

まず,㈱ ビデオ ・リサーチ社内の顧客デ ータベースより契約地区の情報を 自動的 にフロ ッピー

デ ィスク(FD)に 書 き込むプログラムを作成 した。FDに 書 き込んだ契約情報は暗号化 され,

第3者 が勝手 に修正できないようになって いる。

本 システムのセ ッ トア ップ時にCD-ROM内 の実行 ファイル とともに契約情報をハー ドデ ィ

スクにイ ンス トールする。

検索実行時 「検索地区」メニ ューの地区は契約 されている地区以外 は無効表示 され選択で きな

くなる。

1.7CD-ROMデ ィ ス クの 作 成

本 システ ム完成 後CD-ROMデ ィス クを作 成 した 。具 体 的 な作 成行 程 は以下 の とお りで あ る。

(1)㈱ ビデオ ・リサ ーチ 内 ホス トコ ンピュー タで作 成 した デー タMTを リー ドしMS-DOSフ

ァイ ル に変 換 す る。

② デ ー タ処 理 プ ロ グラムを 用 い て,本 仕 様 の フ ァイル に変 換,イ ンデ ック スを作 成 す る。

(3)CD-ROM用 のデ ー タ構造 に変換 す る。(ISO9660フ ォー マ ッ ト化 作 業)

(4)プ リマス タ リングを 行 う。

(3)のデー タ にECC,EDCの エ ラー訂 正符 号,ス クラ ンブ リング等 を行 い,3/4イ ンチ ビ

デオ テ ープ に記録 す る。

(5)マ スタ リングを行 う。

(4)のデー タを デ ジタル化 しマ ス タテ ー プを作 成 す る。

(6)CD原 盤 を作成 す る。

(7)プ レス作 業→CD-ROMデ ィス ク完成 。

1.8今 後 の課 題

今回のCD-ROMに よるテ レビ視聴率 データベ ースの開発によ り,1年17地 区分の世帯視聴
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率を2枚 のCD-ROMに 集約 し保存す ることが可能にな った。

これにより,社 内外でのテ レビ視聴率の保存 スペ ースの大幅な削減 となった。 しか し,検 索機

能 に関 してはまだ不十分な ところ もあ り,今 後 とも改良を重ねて行 きたいと考 えてい る。

今後の課題 としては具体的には以下の点を検討中である。

(1)検 索機能の拡張

・検索結果の印刷機能の追加

・毎分視聴率など時間区分別データの グラフ作成機能の追加

・操作方法な どを説明す るヘルプ機能の追加

② 搭載データの拡張

・個人視聴率データの搭載

今回の システムには 「世帯視聴率」(世 帯単位で視聴の有無を集計 した もの)の みを搭載

したが,今 後同 じフォーマ ッ トで 「個人視聴率」と呼ばれる,個 人の特性区分単位の視聴率

を搭載 したCD-ROMも 発行 したい。

(3)社 内でのCD-ROMの 作成

・CD-ROMラ イターの導入

今回の システムでは!CD-ROMの 作成 に関 しては,㈱ 東芝に委託 して行 ったが,今 後

はCD-ROMラ イターの導入 による社内作成を行 い,外 注 コス トとCD-ROM作 成時間

の削減を検討 してい る。

1.9ま と め

㈱ ビデオ ・リサーチではテ レビ視聴率を始め として,さ まざまなメディア関連の リサーチ,

市場 調査等を定期的 に行 い,放 送局,広 告代理店,広 告主向けに報告書を販売 している。

この中で もデータのボ リュームの大 きい報告書 に関 しては従 来よ り電子 レポー トの発行が検

討 されてきてお り,今 回のCD-ROMに よる検索 システム開発の経験 を生か した開発がで き

る もの と期待 している。
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2輸 入畜 肉貨物の規格 ・重量等の

検 証用 データベ ースの構 築

五 十 嵐冷蔵株 式会 社





2.輸 入 畜肉貨物 の規格 ・重量等 の検証用 データベー スの構築

2.1構 築 の 背 景

2.1.1輸 入畜 肉の動 向と冷蔵倉庫業の事業環境

(1)わ が国の畜肉消費量は,か っては食生活の洋風化を反映 し,ま た,近 年 は食の外部化を背

景 に安定的 に増加 を示 している。 これ らの畜 肉消費量増大の相当部分を賄 う輸入畜肉量の推

移 は表2-1の とお りであ り,最 近では一 時程 の伸びは無い ものの依然 と して相 当の伸びを示

し平成4年 には1,380千tに 達 した。従来畜 肉(冷 凍)は 主 としてハム ・ソーセー ジ等の加

工用原料 として輸入 され,数 量は徐 々に増加 してきた ものの,昭 和60年 まで は年 間530～560

千tで 推移,昭 和61,62年 頃か ら外食産業の急伸等を支え る形で著増 を示 してい る。 なかで

も平成3年4月 の牛肉輸入 自由化が,当 業界に与えた影響が大 きい。即 ち,

表2-1畜 肉輸入量の推移
(単位:千t)

合 計 内牛肉 内豚肉 内羊肉 内鶏肉 冷凍貨物合計

昭和58年 530 137 168 83 100

1

1,746

昭和61年 550 132 208 79 96 2,282

昭和62年 743 160 279 77 195 2,684

昭和63年 961 264 323 77 261 2,763

平成1年 1,067 349 345 70 267 2,864

平成2年 1,108 376 343 64 292 2,830

平成3年 1,209 353 413 65 347 3,336

平成4年 1,380 411 480 67 394 3,513

(冷凍食品年鑑)

(2)輸 入畜 肉は,従 来 は大量保管 ・大量出庫 を前提 とす る 「原料」 として,港 湾倉庫の代表的

な貨物であ ったが,大 手スーパ ーを中心 に輸入畜肉を直接消費に結 びつ ける動 きが活発化 し

たため に,資 本集約的装置産業の体質の まま,冷 蔵倉庫 は,程 度の差 こそあれ,「 製品」を

扱 う 「物流 セ ンター」の機能発揮を強 く求め られることとな った。 このため 当業界の対応 は,

総 じて人海戦術で しの ぐ以外の途な く,日 常業務 に追われているのが現状で ある。

(3)輸 入畜肉の数量面での伸びは,冷 凍貨物全体の輸入量 と合わせて考え るに,今 後 も過去 と

同様の テ ンポで増加 を示す とは考え られな いが,高 級 品化(鶏 →豚→牛 肉),高 加工度化

(枝 肉→部分 肉→ ステーキ等のカ ッ ト肉)が,多 品種化の姿を とって現れて くる と考え られ

る。既 に当社保管品の中にも,外 食産業の特注品(カ ッ ト肉等)が 徐 々に増加 してお り,そ
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の結果貨物 の店舗別,車 両別の仕分及び 納入店 ごとのラベル貼 り作業等,消 費者物流の相

当範囲を分担 している昨今の状況か らして,出 庫段階での チェックがますます重要性を もつ

と考えている。

2.1.2輸 入畜肉の流通 と冷蔵倉庫業務

(1)輸 入畜肉の大部分 は,骨 を除いた上,肉 の部位(ロ ース等12～14の 部分肉)ご とに箱 に詰

めた荷姿(注)と な っている。

(注)畜 肉の性格上,箱 ごとの重量にバ ラツキが あるが,製 造時に箱 ごとの重量を調整 し

た製品(定 貫)と 調整 していない製品(不 定貫)が ある。

概 して いえば,牛 肉,子 羊は不定貫が多 く豚 鶏 羊は定貫が多 い。

売買は重量取引で冷蔵倉庫 に対 しては 「(販 売契約重量 ÷輸入時の箱当た り平均重量)で

求 めた箱数」を買主に引 き渡すよ う指示があ る。倉庫側では出庫指示 ごとにブラン ド,部 位

を確認の上所定の箱数だけ出庫する。貨物の引渡 しに際 しては,不 定貫貨物の場合 には個 々

の箱に表示されて いる重量を記録 した 「出庫重量報告書」を作成の上,貨 物 とともに買主に

引渡 してい る。 なお,売 主に対 して も同様の報告書を渡すので,両 当業者 はこの報告書を も

とに契約重量 と引渡 し重量の差異を精算す る。

したが って

② 冷蔵倉庫のサ ー ビス レベルは,主 と して貨物の ブラン ド,部 位をチ ェックしっっ重量を記

録す る 「切付作業」の正確性 と,迅 速度で評価 され ることとなる。 しか し既 に見た とお り,

輸入量 の増大 に加えて,同 一 ブラン ド内の規格の細分化(外 食産業各社 ごとの仕様に合わせ

た特注カ ッ ト肉等の種類増加)が 進む等作業の量,質 ともに増大又は高度化 を要求 され る一

方,冷 蔵倉庫側で は貨物チ ェックや切付に従事す る作業員が程度の差はあ るものの不足 して

いるのが実情 であ り,ベ テラ ンの ノーハ ウを効率良 く未熟練作業員に伝承す る方法の開発が

待たれている。

(3)次 に畜肉の輸入代金精算にっいて見 ると,理 論的 には入庫時に切付作業を行 えば,直 ちに'

精算可能 であ るが,冷 蔵倉庫 側で は,既 に見 た とお りの状況 か ら,ベ テラ ンは出庫 作業

(チ ェック,仕 分,切 付等)に 忙殺 され時間的余裕が乏 しいことか ら入庫時切付を行 うこと

は稀で,実 情 は輸入1単 位(ロ ッ ト)ご との商品 をすべて売却 した時点で,出 庫重量の累計

と契約重量 との差異を求め代金精算を行 ってい る。

したが って,出 庫 のテ ンポ如何 によ って代金精算 の時期 に遅早が生ず るために,場 合 に

よ っては,時 間的に輸 出元に精算の交渉をす るタイ ミングを失 うことも起 きて くる。 したが

って,ベ テラ ン作業員をチ ェックや切付作業か ら解放す ることがで きれば,入 庫時の切付が
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可能 となるので,輸 入元 は精算交渉のタイ ミングを失することもな く,加 えて,該 当商品を

すべて売却す るまでの間の個別販売契約 ごとの重量管理をす ることも不要 となるが,前 述の

状況か ら現状を余儀 な くされているのが実情である。

2.1.3冷 蔵倉庫業と情報化の現状

当業界 は前身を大手水産系に置 く冷蔵倉庫を頂点 とする ものの零細性が強 く(注),情 報化

への取 り組みが遅れがちである。

(注)平 成3年12月 末の事業所(営 業倉庫)当 た りの平均保管能力は,約4,800t(1837事 業

所)で あ るが,収 支が償 う冷蔵倉庫の最小規模 は,現 在10,000tと いわれて いる。

ここに情報化の度合 いを管理部門 と現場部門に分けてみると,

(a)管 理部門

在庫管理,保 管料 ・荷役料等の売掛管理,人 事 ・労務 経理等の業務は基本的には他業種

との相違点が無いために,パ ッケージプログラムの購入 ・改良が進んでお り,自 社開発を含

めて相応に情報化 は進んで いる。

(b)現 場部門

・冷蔵倉庫内作業 と,庫 外作業に分けて観察す るに庫内作業 は冷凍,冷 蔵の環境 に耐え る電

子機器が極めて少 ないために,大 手企業の一部で情報化を進めてい る程度で,中 手以下で

はほとん ど手付かずの模様である。

・塵外作業については,作 業環境(温 度差,結 露,衝 撃等)に 耐える電子機器が少ない こと,

市場 規模が普通倉庫等に比べて大 きくないこと等か らか,パ ッケージプログラム もあま り

無いよ うで,各 社が各様 に情報化を進め る現況にあり,中 手以下について は,総 じてその

テ ンポは遅い。特 に,食 材の流通面に占めるであろう冷蔵倉庫の今後の役割を予想 した場

合,第 一番に庫外作業の情報化,シ ステム化が必要だ と思われ る。

2.2実 施 の 目的

2.2.1構 築の 目的

(1)当 社 はかねてよ り,輸 入畜肉の外箱 に貼 られたバーコー ドラベルが切付作業機械化の手掛

りとな ると考え,貼 付割合 を注視 して きた。 その結果,現 状の ソースマ ー ク状況であれば

バ ー コー ド利用 システムの開発 ・運用が可 能 と判 断,自 社 内に蓄積 した ブラ ン ドデ ータ

(バー コー ドラベルデータ)を もとに,輸 入畜肉貨物のブラン ド,部 位をチェ ックしっっ,

重量を半 自動で記録するためのデータベース(以 下DBと いう)を 構築 し,公 開することと
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した。DBは 現場で作業員が携帯 して切付作業に使用す る機械 に搭載で きることが前提であ

る。

(2)社 内データ公開の理由は冷蔵倉庫 業界の情報化気運 の促進にあ る。 なかで も,合 理化の遅

れている現場部門の情報化が緊急課題であ り,作 業員が 目に見え る形で合理化効果を実感で

きる作業機器が開発で きれば,情 報化 を具体的に検討す る呼び水 と しての効果が大 きい と考

えている。

(3)輸 入食肉市場(東 京保税倉庫平成4年 ベース)で の当社 シェアは,牛 肉32%,豚 肉21%,

羊肉62%と 高 く本DBの 開発及 び維持 に最適の地位にあると思え る。

加えて,当 社 は特定荷主企業の影響下に無 いため,DB利 用者か らの利用結果の フィー ド

バ ックが期待できる。なお,当 業界には同様のDBは 存在 して いない。

(4)DBの 購入(希 望)者 を荷捌場に案 内する等 して,使 い勝手を説明す る結果,お のず と作

業 ノウハ ウが流出す ることとなる。 その他 に,顧 客情報の流出や諸 々の リアクションも発生

しようが,業 界の意識及 び水準向上 の一助 とな るな らば幸い と考えている。

(5)閲 日本冷蔵倉庫協会の情報化への取 り組み につ いて付言すれば,平 成4年11月 に 「情報 シ

ステム対策専門委員会」を発足 させ,検 討 テーマの一つ にバ ーコー ドの利用研究を掲 げる等

情報化 に取 り組んでいる。 しか し,構 成メ ンバー(企 業)の 規模や,認 識 レベルが区々であ

り業界 と しての方向性を打ち出すには長期を要す ると思われる。

2.2.2内 容

(1)BD収 録項 目

切付作業に必要な項 目は肉の種類 ・ブラ ン ド・部位 ・重量及び,時 と して製造工場,屠 殺

日等であるが,産 地国により,又 は製造企業によりバ ーコー ド化 して いない もの,複 数のバ

ー コー ドに分散表示 してあ るもの等区 々であり
,DBの 規模,開 発 コス ト,現 場での実用性

を考慮 して,屠 殺 日等相対的に指定の少ない項 目は,目 視に依 ることと した。

収録項 目は以下の とお りであ る。

(a)バ ーコー ドの属性

バーコー ドの種類,け た数,バ ーコー ドラベルの枚数(最 大2枚/1組)

(b)産 地国,肉 の種類,工 場(又 は,製 造企業)コ ー ド

キー項 目,工 場 コー ドは略々ブラン ドに対応

(c)ブ ラン ド,部 位データ

(d)重 量データ

なお,参 考 までに図2-1,2-2に 代表的なバーコー ド付 ラベル及びデータ レイアウ トを示
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した。

(2)DB設 計 の留意点

(a)現 場作業員が使用する携帯用機器(ハ ンデ ィター ミナル等)に 搭載できるよ うコンパ ク

トで あること。

(b)汎 用性を考え,ブ ラン ドごとの部位 コー ドその ものではな く,工 場 コー ド・部位の所在

す るけた位置をDB化 す る。加えて,検 索速度を上げ るために,同 一データ レイア ウ トの

ブラン ドを要約す るテーブル(オ ース トラ リア ビーフの65～70%程 度が同一 レイアウ トの

バー コー ドを使用等)を 別途設 ける。

(c)今 後予測され る冷凍食品の取扱増加を考え,定 貫製品であ って も,メ ーカ,ア イテムを

チ ェックで きる機能を もたせ,食 材流通経路 の広い範囲での使用を可能 とす る(JAN

コー ドへの対応を可能 とする)。

(d)国 内取引は大部分がKG建 てのたあに米国製品の重量換算を工夫す る。即 ち,外 箱上 は

LBSとKGの 両方を表示 しているが,バ ーコー ド上 はLBS表 示のためにKG換 算が必

要 とな るので,換 算値等のルールを ブラ ン ドごとに当た り,ラ ベルのKG表 示 と換算結果

に斉合性 をもたせ る。

単価の高い部位では,KG当 た り6～7千 円のために,実 用上の要請か ら対策の必要が

ある。

(e)本DBは ハ ンディター ミナルに搭載 して使用す ることを前提 と しているので,ハ ンディ

ター ミナル用アプ リケーシ ョンプログラムを開発す るパ ソコンとの互換性及び公開後のD

Bメ ンテナ ンスの簡便性を考え フロ ッピーディスク(3.5イ ンチ740KB)渡 しとす る。

(f)DBの 使用状 況フロー(参 考:DBテ ス ト用のプログラム部分 は委託対象外であ る)

・システム全体 の操作性,簡 便性,携 帯性を強 く意識 してDBの 設計を進 めている。

・作業員がキー項 目(3項 目)と1箱 目の重量を手入力→手入力の工場 コー ドを もとにD

B検 索→ 当ブラ ン ドの工場 コー ド,部 位 コー ド,重 量のけた位置を決定→1箱 目のバ ー

コー ドをスキ ャナで読取。

同時に今読取 った重量 と手入力の重量を突合(正 データの検証 に合わせてデータ レイア

ウ トの変更有無をチェック)→ 正 データと して取 り込み→2箱 目のバ ーコー ドをスキ ャ

ナで読取。工場 コー ド,部 位 コー ドが1箱 目と一致す ることを自動検証→重量を自動取

り込 み(以 下略)。
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t使 用状況 オ ース トラ リア産牛肉の65～70%に 貼付されている

特色等 同 じラベルを羊肉に使 っているメーカ もある

ニ ュー ジー ラ ン ドの一 部 に も普 及 して い る

ラ
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倍 した値とな ってい る

図2-1バ ー コー ド付 ラベ ルの実 例
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1.使 用状況 アメ リカ産牛 肉に貼付 されている

特色等 ラベル2は アメ リカ国内共通の標準物流 シンボルラベルである

表示項 目に重量が無いために別の ラベル(ラ ベル1)に 重量 を表示 してい る
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ラ ベ ル 1

インターリーブド

6け た

1～4け た
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重 量(ポ ン ド表示)

ラ ベ ル 2

同 左

14け た
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ド

図2-2バ ー コー ド付 ラベ ル の実 例
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2.3デ ー タベー スの評価 と今後の課題

2.3.1デ ータベースの評価

今回の作業においては,ほ ぼ計画 に沿 ったDBを 構築することができた と思われる。加えて

ブラ ン ドごとのバー コー ドデータの蓄積 も順調 に進んでいる。当社ではDBの 機能をテス トす

るために委託対象外 ではあるが,実 証性 テス ト用の プログラムを開発 し,現 場作業に応用 中で

ある。

現場 の反応はおおむね1順調であり,特 に出庫個数の多い場合に威力を発揮 して いる。また,

自動的に部位,ブ ラン ドをチェックして いるために従来,切 付に携 っていなか った未熟練 の作

業員で も正確な作業が可能 とな った。

ただ し,ほ とん ど無いと考えていたデータ レイアウ トの変更が若干起 きてお り,迅 速なデー

タ解析 と現場への フィー ドバ ック方法の開発が必要 と思われ る。 なお,変 更のパ ター ンは,重

量のみの表示に部位,ブ ラ ン ド等の表示 を追加 した ものが多 くDBの 開発 は時期 を得 た もので

はなかろ うか と考えている。

2.3.2今 後の課題

(1)早 急 に取 り組むべき課題

(a)効 率的な未登録ラベル(未 登録及 び レイア ウ トの変更)の 収集方法 の確立

(b)ラ ベル解析の効率化 と現場への迅速 なフィー ドバ ック方法の開発

(2)長 期的な展望 による課題

(a)ソ ースマー ク率の引上げ依頼

輸入 商社,最 終需要家を通 じて産地国製造業者 に地道に説得 を続 ける

(b)オ ンライ ンによる更新後DBの 配付
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知 的資源 型デ ータベ ースの調査研 究

 

3

ジ ャパ ンコミュニケ ーションズインスティテユート株式会社





3.知 的資源 型 データベー スの調査研究

3.1調 査研 究実施概要

天然資源に乏 しいわが 国にとって,知 的資源はよ り一層貴重な資源 と して,そ の有効かつ高度

な利用が求め られる。 したが って知的資源の利用ニーズを明確 に し,そ の蓄積,整 備,流 通,利

用 システム等のあるべ き姿 を調査研究することとした。

本年度 は,知 的資源の利用調査研究のすすめ方にっいての5回 の 自由討議 を もとに,「21世 紀

に向けてのわが国の課題対応 と知的資源の整備 についての有識者調査」を平成5年 度 に計2回 実

施す ることになった。第1回 調査は平成5年10月 有識者1,500人 を対象に重要 な課題を5項 目提

示 し,そ れぞれの課題 に係わる問題点,問 題の捉え方,解 決策を見 出すための方策 につ いて回答

を求あ るとともに,知 的資源の整備の必要性にっ いて質問を行 った。結果 は,問 題点につ いて,

人類全体への視野や歴史的,民 族的な差異を超越 した思想 の欠如 など,哲 学 ・理念に係わ る適切

な指摘によりパ ラダイム転換の必要性が浮彫 りにされ,知 的資源の整備につ いて も約90%の 賛同

が得 られた。

第2回 調査は第1回 調査 と同一対象 に平成6年1月 に実施 した。第1回 調査結果の分析 によ り

集約 された,「 重要課題の多 目的同時解決型の解 の必要1生」を主題 に,知 的資源の対応 ・内容 ・

方法 について探索 した。知的資源 は 「情報資源」,「 利用 システム」,「 利用技術」に分 けて質

問 し,併 せて国の政策にっ いての意見を聞いた。今年度 はこの調査を報告書 にまとあ提言 す る。

3.2実 施 内 容

3.2.1第1回 調査

(1)第1回 調査実施概要

① 調査名 「21世紀にむけてのわが国の課題対応 と知的資源の整備 についての

有識者調査(第1回 調査)」

② 調査 目的

現在,日 本 も世界 も転機にさ しかか ってい るといわれている。

日本で は,本 年初め以来,政 界 は激動期 に入 り,40年 近 く続いた体制が解体 し,大 規模

な再編成が進んで いる。 また,経 済 はバブル崩壊後不況期 に入 り,更 に未曾有の円高 と,

不況の一層の深刻化が心配 されている。

一方,世 界 では,旧 ソ連,東 欧の社会主義体制の崩壊によ って,冷 戦 は終わ り,二 超大
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国体制に代わる新 しい世界秩序の形成が求 あ られている。 また,開 発途上 国では,い まな

お,飢 餓や貧 困に加 え,人 口の増加 に苦 しんで いる。先進国において もそれぞれに経済的

困難を抱えている。その中で民族 間の争いや宗教対立な ど,新 たな地域紛争 も激化 してい

る。

更に地球環境破壊によ り人類社会全体が脅 かされ るよ うにな り,「 持続可能な発展」の

道が探 し求め られるようにな った。

このよ うな環境下では,こ れまでの発想や思考の枠組 みにとらわれない新 しい行動原理

を確立 し,新 たな方策を実行に移す ことが強 く求 め られ,パ ラダイム変換,構 造変革,政

治 ・行政の変革,あ るいはライフスタイルの変革等が さまざまに叫ばれている。 しか しな

が ら現実にはほとん ど実行 されていないばか りか,具 体的な推進方法にっいては手掛か り

さえ も得に くくな って いる状態である。

その原因の少 な くとも一つは,こ の ような複雑,多 面的な問題 に関す る,広 い意味での

知的資源,即 ち,情 報 知識 理論 経験 などが不足 している,あ るいは存在 していて も

社会的に有効 に組織 され,利 用 されて いない,又 はそれが意志決定 と実行 に結び付かない

ところにあ ると思われる。知的資源利用に係わ る技術についてはさまざまな方向に発展 し

ているが,技 術 だけの進歩では,知 的資源の高度活用には必ず しも結 び付かないのが現状

であると思われる。

どの よ うに した らこのよ うな状況を打開で きるのか,の 具体的 な方策を探 ることが,

「知的資源利用調査研究委員会」の課題であ る。第1回 調査 はそのために,有 識者に具体

的な社会的課題にっ いて,そ の解決策を考え,実 行す るに当た り,知 的資源の面で障害が

あるが,そ れを打破す るにはどのようにすればよいのかの判断を聞 くことに主 目的を置い

た。

③ 調査対象者

調査対象者 の合計 は1,500名 とし,そ の内訳 は以下の とお りである。

(a)学 識経験者 ・研究者 …900名

以上,「 全 国大学職員録」,「 研究者研 究過程総覧」 より抽 出

(b)民 間企業の管理職 …200名

以上,「 会社職員録」より抽 出

(c)行 政関係者 …200名

以上,「 中央官庁地方幹部一 覧」よ り抽 出

(d)各 種民間団体の代表者 …100名

以上,「 社会参加活動団体名簿」 より抽出
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(e)そ の他(ジ ャーナ リス ト,評 論家,議 員等)…100名

以上,「 よみ うり年鑑(日 本のキーマ ン)」,「 会社職員録」(一 部)よ り抽 出

④ 回収サ ンプル数 と回収率

合計210サ ンプルが回収 された(回 収率14%)。 その内訳 は以下の とお りである。

(a)学 識経験者 ・研究者 ・・・・・・・・・…81名

(b)民 間企業の管理職 ・・・・・・・・・・…67名

(c)行 政関係者 ・・・・・・・・・・・・・…40名

(d)(e)各種民間団体の代表者/そ の他 ・・・・…22名

(合計210名)

⑤ 調査方法

アンケー ト用紙(調 査票)を 郵送 し,記 入後郵便 により返送の郵送法によ り行 った。

⑥ 調査時期

平成5年10月 下旬～11月 下旬

⑦ 調査項 目

第1回 調査は,知 的資源に対す る基本的なニーズを探索す るために調査 タイ トルを 「21

世紀 にむけてのわが国の課題対応 と知的資源の整備についての有識者調査」 と設定 し,マ

クロ視点か らのアプローチを試みた。設定の方法 はテーマ別 に,文 章 による視点の例示を

行い,回 答者に賛否 を問 うと同時 に意見を幅広 く提示 して もらう形をとった。設問項 目は

以下の とおりであ る。

(i)21世 紀への問題提起

賛否 とそれに対す る理 由,意 見

(li)わ が国にとって現在重要 と思われ る五つの課題

賛否 とそれに対す る理 由,意 見

(a)安 全保障 ・国際貢献 ・国際化問題

(b)地 球環境保全 ・エネルギー需給 ・食糧 問題

(c)日 本的経営のあ り方 ・複合景気対策

(d)東 京の一極集中 ・地方整備 問題

(e)日 本人の社会 ・家庭生活

(皿)知 的資源の整備について

賛否 とそれに対す る理由,意 見

(iv)そ の他 の課題 について

提示 された五つの課題以外で重要 と思われる課題
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(2)第1回 調査結果概要

問題提起 した文章の例示に対 しては,平 均90%以 上の賛同が得 られ,日 本 も世界 も種 々の

課題 問題を抱えてお り,そ の解決には困難を伴 うもの と考 え られている。また,課 題の解

決に当たって は単一の解決方法ではな く,同 時多 目的解が求め られていることか明 らかにな

った。各設問 に対す る回答概要は以下の とお りである。

①21世 紀全般への問題提起

思想 ・哲学 ・理念の欠如

(全地球的,長 期的,歴 史的,民 族的など)
意志決定 ・合意形成の欠如

政治行政,組 織 ・制度の不備
日本人の行動 ・意識の問題

情報についての問題

解決が困難であるという当

〈何が問題か〉

世界の情勢が不安定

利害対立 と合意協調が困難

(民族 ・宗教、先進国 ・途上国など)

〈何が足 りないか〉

思想 ・哲学 ・理念

(全地球的、長期的、歴史的、民族的など)

・意思決定

・合意形成

・政 治 ・行 政

・組 織 ・制 度

図3-121世 紀全般の問題が解決が困難であるという理由
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② わが国にとって現在重要と思われる課題

● 思想 ・哲学 ・理念の欠如
● 政治 ・行政に関す る問題

・意志決定,合 意形成
・人材,組 織 ・体制
企業に関す る問題

・経営体質 ・ビジョン

・人材,組 織 ・体制
ジャーナ リズムの問題

日本人の行動 ・意識の問題
教育の問題

情報 についての問題

問題解決のための課題(最 大の困難) 問 題 解 決 の た め の 方 法

〈何が問題か〉

国際関係の複雑さ
国際的な課題の生起
日本経済に固有の課題の生起
日本人の生活に関する複雑な
問題の生起

〈何が 足 りな いか 〉 〈ど うす れ ば よいの か〉

・意思決 定肋ニズム

・合意形 成

・人 材

(り一ダーシが 不 足 など)

・ジャーナ リズム

(偏 向な ど)

・国 民

(行 動 ・意識 な ど)

・情 報 の収集 分析

⇒

⇒

・政 治 ・行政 施 策

の 変革

・ジ ャー ナ リズム

の 変革

・研 究 ・技術 開 発

機 関 の設立

・ll知的資源の璽

図3-2 わが国にとっての問題解決のための課題 と解決方法
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③ 課題 ・問題を解決するために必要とされる事柄

一.

● 思想 ・哲学 ・理念の変革

(パ ラダイム ・シフ ト)
● 社会全体の変革

・政治行政施策の変革
・社会制度の変革
・企業の変革
・ジャーナ リズムの変革

・国民の変革

● 研究 ・技術開発機関の設立
● 情報環境の整備
● 教育の変革

知的資源整備の課題(最 大の困難) 課 題 解 決 の た め の 方 法

⇒

⇒

・基本理念の欠如

(合 目的性、意味内容の

明確 さなど)

・知的資源整備の理念の

明確化

・情報内容

(偏重 、画一化、有効性
の問題 など)

一 ・情報内容への留意 一

一

・情報公開への留意

・情報提供方法

(統 制、秘匿、機器の
価格など)

一 ・情報提供への留意

(シ ステム、アクセス

方法など)

・制度 ・組 織 ・体制

一

一

・ネットワークの 整 備

・人 材 一

一

一・情報機器への留意

・情報利用

(情 報公開、所在 など)

一

二
・制度 ・組織 ・体制

(法制度 など)

・情報 技術

(ソ フ ト・ハ ー ドウ ェア

な ど)

一 ・人 材

・推進体制の確立
・情報産業

(経 営困難など)

一

一

・国民(利 用者)の 意識

(認 識不足など)

・国民(利 用者)の 意識

改革

図3-3知 的資源整備の課題と解決のための方法
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3.2.2第2回 調査

(1)第2回 調査実施概要

① 調査名 「21世紀にむけてのわが 国の課題対応 と知的資源の整備についての

有識者調査(第2回 調査)」

② 調査 目的

第1回 調査の趣 旨は,現 状 について,何 が問題であるかを明 らか にす ることにあ り,む

しろ現状においてネガティブな面を浮かび上が らせ,そ の解決のために何をすべ きかを問

うた。 それに対 しては日本,あ るいは世界が直面 している重要 な課題 として,例 えば人類

全体への視野の欠如や,歴 史的 ・民族的な差異を超越 した思想 の欠如などといった,哲 学

や理念 に係わる多 くの問題点にっ いての指摘がなされた。 しか しなが らこの調査の趣 旨は,

これ らの問題 に対する解決策を直接提示す ることではな く,む しろ,一 般的にこのような

問題点 に対す る解決を容易 にす るような条件 をどのよ うに作 り出 し,ま た,そ のために広

い意味の知的資源をどのように利用すべ きかを明 らかにす ることにある。第2回 調査にお

いて は,こ のような観点か ら有識者の意見を調査を通 して尋ねた。

③ 調査対象者

第1回 調査の対象者 に対 して再度実施 した。

④ 回収サ ンプル数 と回収率

合計151サ ンプルが回収 された(回 収率10%)。 その内訳 は以下の とお りである。

(a)学 識経験者 ・研究者 ・・・・・・・・・…60名

(b)民 間企業の管理職 ・・・・・・・・・・…47名

(c)行 政関係者 ・・・・・・・・・・・・・…28名

(d)(e)各種民間団体 の代表者/そ の他 ・◆・・…16名

(合計151名)

⑤ 調査方法

ア ンケー ト用紙(調 査票)を 郵送 し,記 入後郵便によ り返送の郵送法により行 った。

⑥ 調査時期

平成6年1月 下旬～2月 下旬

⑦ 調査項 目

第1回 調査の結 果か ら明確化 された問題点の解決策の方 向性を問 うた。

(i)知 的資源整備 への問題提起(知 的資源の必要性)

是非 とその理由 ・意見

(li)課 題解決のための問題点の重要度
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課題解決に影響が大 きいと思われ る10の 問題点の優先順位づけ

(ト ップ3)

(皿)知 的資源の整備 にっいての提言

是非 とその理由 ・意見

(iv)課 題解決のために必要 と思われ る知的資源のあ り方

(a)情 報資源(課 題解決のために必要 と思われ る情報資源)

(b)利 用 システム(情 報を活用す るための システム)

(c)利 用技術(情 報資源や システムを活用するための技術)

(v)政 府 あるいは国と して推進すべ き具体的な政策

イ ンフラス トラクチ ャーの整備/基 本的 ソフ トウェアの整備/教 育,訓 練の整備 ・改

善/国 際協力につ いてなすべ き事柄

(2)第2回 調査結果概要

① 第2回 調査への問題提起

提言:

「現在の状況は基本的にいって,も はや単一の明確な目標 に向か って努力すればよいとい

う局面 ではない。多様 な問題の多 くの局面 を考慮 して,幾 つかの 目標 基準を同時 に満 たす

よ うな解(多 目的同時解決型の解)を 見出す ことが求め られて いるので ある。その困難性が

方 向性 の喪失 として現れているので ある。」(抜 粋)

結果:

提言 に対す る意見を問 うたところ,「 そ うは思わない」 とい う否定 的意見を述べ た回答が

151人 中17名(11.2%)程 度であ った。その反対理由の主な ものと して,「 多 目的同時解決

型 の解を見出す ことは困難であ る。」 という意見が多か ったが,基 本的には研究委員会の考

える方 向性 に同意する ものが多数を 占めていた。

② 「知的資源の整備 についての提言」

提言:

「わが国においては,多 様な問題 の多 くの側面を考慮 して,幾 つかの 目標,基 準を同時に

満たす ような解(多 目的同時解決型の解)を 導 きだす ような体制は極めて不十分である。

「この ような状況の下 でまず第一 になすべ きことは,問 題 状況の正確な把握であり,そ れ

に対処す る明確な方針を打ち立て ることであ ると思われ る。そのために可能な知的資源を最

高度に利用す ることが必要である。 ここで知的資源 とは(a)知 的資源,(b)利 用 システム,

(c)利 用技術が相互 に関連を もち,そ れ らが融合 したある形を もっ ものであ る。」狭義の情

報技術だけで知的資源の高度利用が可能 になるわけではない。 そのためには,知 的資源を広
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く情報公有財 として利用で きるための公正な処理機構が必要 にな ると思われ る。 そ して,情

報技術を手段 として有効 に活用す るための 「メタ技術」や,あ るいは 「社会 システム」が作

り出されなければな らない。そのためには何 をすべきか?そ れがわれわれの基本的問題であ

る。」(抜 粋)

結果:

このパー トにおいて は提言 に対す る是非と理由,意 見を求 めた。結果 と して,「 そ うは思

わない」 とい う否定的意見を述べた回答が151人 中24人(15.9%)程 度で あ り,お おむね賛

同が得 られた。 また,反 対意見の中で も回答者が知的資源を狭義のデータや情報 と捉え たた

めに 「そ うは思わない」 と した人が多かったようであ る。 したが って広義にと らえた知的資

源の整備 に対す るニーズは高 くな っていることが明 らかになった。

③ 「課題解決のために必要 と思われ る知的資源のあり方」

ここで は 「知的資源の整備 にっいて」のパ ー トで提言 されたような,知 的資源を最 高度

に活用す るたあの三つの側面である(a)知 的資源,(b)利 用 システム,(c)利 用技術につ

いてそれぞれどの ような ものが課題解決 に必要であるかにっいて意見を求あた。代表的な

意見は以下の とお りである。

(a)情 報資源につ いて

● 西洋的価値観 と東洋的価値観を融合 し,新 しい融合文化を提示(思 想 ・哲学 ・理念

の欠如の対策 として)

● 課題 に対す る現状,原 因,対 応策 に関する各国の情報及び 日本における過去 の類似

課題 に対する対応の概要や関連文献(思 想 ・哲学 ・理念の欠如の対策 として)

● 複数の課題解決の条件 と実行結果の予測値を文字あ るいは画像で示 した もの。 その

結果に対す る反応を集約 した情報(意 志決定の欠如の対策 と して)

● 政治 ・経済 ・行政の透明化を促す情報(政 治 ・行政の不備の対策 と して)

● 経済的価値観以外の価値観 による現象行動情報(国 民の行動 ・意識の問題への対 応

策 と して)

(b)利 用 システムにつ いて

● 定性 的情報 と定量的情報を長期にわた って連続的 に得 るシステム

● 個 々の リソースを どう選択 し,組 み合わせるか とい った価値判断の入 った総合的情

報提供

● 個別情報か らグローバルに共通す る情報へ。積み上 げ思考か らコンセプ ト重視思考

へ。時間管理か らビッ ト管理へ

● 結果でな くプ ロセ ス情報が利用できるシステム

ー27一



● 公的機関におけ る民間データベ ースの利用

(c)利 用技術にっいて

● 国民や企業などの意識 の変化を時系列,規 模別,地 域別に捉え,解 析 して,あ るべ

き姿に向けて国民や企業 を誘導す る方策を探 る技術

● 特定層での情報独 占を排除す るための操作性の向上

● 日本語意味理解技術

● 若干のあいまいさを許容 して推論 を重ねる論法の開発

● 自己組織化(self-organizing)コ ンピュータ

④ 政府 あるいは国として推進すべ き具体的な政策

・ 「イ ンフラス トラクチャーの整備」,「 基本的 ソフ トウェアの整備」,「 教育,訓 練 の

推進」,「 法的制度の整備 ・改善」,「 国際協力にっ いてなすべ き事柄」の五つの カテ ゴ

リーにっ いて具体的な政策の提案 を求めたところ,さ まざまな側面か らの多 くの貴重な意

見が得 られた。

⑤ 調査報告書の方向性

以上 に挙げた結果に加え,そ の最終章 には2回 の調査結果をふまえた上で知的資源利用

調査研究委員会の委員全員による,全 く新 しい視点か ら将来の知的資源の蓄積,整 備,流

通,利 用 システム等のあるべ き姿 にっいて,ま た同時 にその効果 と問題点を含めた位置で

の提言執筆を依頼 した。その成果 をまとめて報告書 と した。

3.3成 果

平成5年 度 の2回 にわたる有識者調査 によって,今 後の 日本や 日本を取 り巻 く世界環境 の激変

に対 し,知 的資源の不備 と整備の必要性が浮 き彫 りになった。その主要なポイ ン トは以下 のとお

りであ る。

(1)日 本や 日本を取 り巻 く世界環境の激変に対 し,パ ラダイムの変換が明示 された。

② 既存パ ラダイムに対す る転換への キーワー ドとしては

・思想 ・哲学 ・理念の欠如

・意志決定 ・合意形成の しくみの欠如

・政治 ・行政,組 織 ・制度の不備

・国民の行動 ・意識の問題

・企業の行動 ・意識の問題

・人材の欠如
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・ジャーナ リズムの問題

・教育 の不備

等が挙 げ られた。

(3)21世 紀 に向けての重要課題(前 出)は それぞれ単独 に存在す るのではな く,相 互 に関連 し

て いることが明確 となり,解 決に当た っては 「単一 目標解決型」で はな く,「 多 目的同時解

決型」の方向が明示 された。

(4)パ ラダイム転換要求 と多 目的同時解決法を思考 してい くためには可能な限 りの知的資源の

利用が必要であることが明確 とな った。

(5)知 的資源の整備につ いては(a)情 報資源,(b)利 用 システム,(c)利 用技術が それぞれ関

連 しあ って高度 に活用 されてい くことが必要であることが確認され,そ れぞれの項 目にっ い

ての有識者ニーズが明 らか となった。

3.4今 後 の課 題

(1)知 的資源の概念の形成 と規定

有識者調査によ って提示 された知的資源(情 報資源,利 用 システム,利 用技術)の 分析 と規

定

(2)知 的資源の需要の態様 とデータ開発の展望

有識者調査によって方向づけ されたニーズの分析 と知的資源の整備方法の検討

(3)望 まれる知的資源提供,利 用のためのデータベース システムのあ り方

時間軸での知的資源ニーズの予測 と対応技術活用可能時期の予測

(4)市 場形成 に必要な要素技術の検討及び課題
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4ビ ジネス雑誌記事 デ ータベースの共 同構 築 と

その利用 に関 す る調査研 究

経 済 文 献 研 究 会





4.ビ ジネ ス雑誌記事 データベー スの共同構築 と

その利 用 に関 す る調 査研究

4.1概 要

4.1.1目 的

経済文献研究会で は会員15機 関の共同事業 と して,ビ ジネス分野の雑誌記事索引データベー

ス(JOINT)を 作成 してお り,現 在,デ ータ作成か ら利用 までに約2ヵ 月を要 している。

このタイムラグを短縮すべ く努力を重ねているが,共 同事業 と しての性格か ら,現 状の方法で

は困難が多 い。 その解決策 として,会 員機関間に電子的なネ ッ トワー クを形成 し,パ ソコン等

で作成 したデータをネ ッ トワークを通 じて登録する方法及 び,登 録後即座にデータベース化 し,

検索を可能にす る方法 についての調査研究を行 った。

4.1.2実 施 内容

(1)ビ ジネス雑誌記事データベースの特性 と構築上の問題点 の検討

(2)ビ ジネス雑誌記事データベースとしてのJOINTデ ータベースの分析

(3)デ ータベ ースを共同構築するための調査研究

(4)デ ータベ ースを統合化す るための調査研究

(5)構 築 され たデータベースを共 同利用するための調査研究

(6)JOINTデ ータベースの将来展開に関す る検討

4.2ビ ジネ ス雑誌記事 データベー スの特性

4.2.1ビ ジネス情報の特性

(1)ビ ジネス情報 とは

ビジネ スに必要 とされ利用 され るすべての情報

(2)情 報源 と しての ビジネス資料

ビジネス情報の多 くは雑誌

(3)情 報流通の ポイ ン ト

ビジネス情報のポイ ン トは速報性

(4)情 報発信の重要性

専門情報機関(専 門図書館)の 発信情報 と して 「JOINTデ ータベ ース」は伝統的図書
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館の領域か ら踏み出 してお り,他 の類似事業のパイ ロッ トモデル と位置づ けることも可能

(5)ビ ジネス情報源の形態 と問題点

紙媒体 ・印刷物に限定 されない多様 で多数の情報源

電子化図書の新版が毎 日発行 され る時代の到来 もあ りうる

4.2.2ビ ジネス雑誌記事データベース化の 問題点

(1)ビ ジネス雑誌 とは

「雑誌記事索引」(国 立国会図書館編)並 びに 「経済学文献季報」(経 済資料協議会編)

と重複 していないrJOINT採 録誌」が一例

② ビジネス雑誌記事の特徴

① 速報性が重要 だが,記 事寿命 は短 い

② 内容 より見出 しが重要 な場合 もあ る

③ 速報性がない業界誌で も他で得 られない情報源 と して不可欠な場合 もある

④ 学術雑誌 とは異なるア クセス方法

⑤ 記事量(記 事件数)が 経済 ・産 業の趨勢を表現

等

(3)対 象分野 と主題分類 コー ドの妥当性

①JOINT分 類 コー ド表は産業分類 に基づ く独 自分類

② 項 目コー ドの他 に地域 コー ドを併用

③ 複数 コー ドの組み合わせ も可能

(4)速 報性 と正確 さ

拙速記事 も存在す る

(5)事 業化 と共同作業の可能性

従来方式のままではJOINT継 続 は困難

新たな方策の検討が必要

4.2.3JOlNTデ ータベースについて(事 例研究)

(1)経 済文献研究会設立の経緯

経済 ・産業 ・経営 ・労働の諸分野 における文献情報に関す る調査研究 と文献流通 に関する

相互協力促進を目的に1979年2月 に設立。発足時には11機 関が参加 〔発起人:経 済団体連合

会,野 村総合研究所,産 業能率大学(現 ・産能大学)〕 。

(2)JOINTフ ァイルの特徴
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(a)採 録の対象分野

商業誌と定期刊行物形態の灰色文献の大幅採録に特徴

表4-1JOINTフ ァイル と 「雑誌記事索引」 ・ 「経済学文献季報」 との重複度

重複誌数 重複率

「雑誌記事索引一人文 ・社会編」との重複誌数

「雑誌記事索引一科学技術編」との重複誌数

「経済学文献季報」との重複誌数

93

14

89

18.9

2.8

18.1

(b)デ ータベ ー スの 内容

表4-2JOINT分 類表の体系

大分類項目 分類項目の数

0経 済 29

1金 融 ・通貨 104

2財 政 19

3社 会 ・法 律 ・政 治 52

4労 働 41

5科 学 ・技術 14

6産 業 39

7個 別産業 186

8企 業動向 ・経営動向 72

(c)編 集体制

① 参加各機関が採録雑誌 を分担 して採録記事を選択,イ ンデクシングを実施

② 各機関で作成 した原稿 は月3回 に分 けて編集セ ンターに郵送

③ 編集セ ンターでデータイ ンプッ トか ら出版までの一連の作業を実施

(d)採 録対象誌数の推移

冊子体JOINT創 刊時に899誌,1994年1月 現在493誌

〈減少要因〉① 代替可能な商用オ ンラインデータベースの普及

② 会員機関の退会

③ 作業負担増大の回避

等

(3)経 済文献研究会の事業内容

JOINTフ ァイルの共同編集の他,各 種調査研究の実施,研 究会 ・セ ミナーの開催,文

献相互貸借等の 日常業務面での相互協カ
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4.3JOlNTデ ー タ ベ ー ス共 同構 築 の高 度 化 に 向 け て

4.3.1こ れ までの取 り組み

(1)雑 誌記事データベースの共同構築 と提供の現状

(a)共 同作業の現状

他の基準による範囲 「記事採録作業の基準」の範囲,内 容一
握
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分類コー ド

の付与

前処理

JOINT

デ ィス ク リ

プ タ

國

一この基準の目的,適 用範囲

一採録対象誌,採 録担当機関

一原稿 シー ト,目 次の複写

一筆記具

一記事の選定基準

一採録 しない記事の処理

一書誌記述の補正 ・補完

一書誌記述の標準型

一記事標題

一執筆著名 ・訳者名 ・編者名

一誌名 ・巻号 ・年月(日)次

一掲載ページ

ー分類コー ドの付与

地域 コー ド

特集記事の分類コー ド

ーディスクリプタの付与

一編集センターへの提出,締 切 り期 日

一本基準の改訂の手続 き

一原稿シー トの提出日及び締切 り期 日

一適用開始日
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(b)提 供方法

① 冊子体 〈いずれ も口外 アソシエーツ発行〉

「月刊JOINTA(経 済 ・産業編)/B(企 業 ・経営編)」1979年8月 か ら月刊

「累積版経済産業雑誌記事索引」1980年 分か ら1984年 分 まで

「年刊企業 ・団体情 報事典」1980年 分か ら1983年 分 まで年刊

「現代 日本執筆者大辞典」1984年 版及 び1993年 版にデータ利用

「現代 日本人名録」1987年 版,1990年 版及び1993年 版 にデータ利用

② 機械可読 ファイル

「NEED-IRJOINTフ ァイル」

「日経 ニ ューステ レコン 雑誌記事タイ トル」

以上 オ ンライ ンデータベ ース,日 本経済新聞社よ り提供

「NICHIGAIASSISTMAGAZINE」

オ ンライ ンデータベース及 びCD-ROM版,口 外 アソシエーツよ り提供

「JOINTフ ァイル」

磁気テ ープ版,紀 伊國屋書店 より提供

(2)イ ンデクシングの高度化

(a)自 動索引化の実験

1985年 に口外 アソシエーツの 「用語管理 システムNICE」 を用いてディスク リプタの

自動切 り出 しを行 い,通 常作業 との比較 を したが,作 業量増加 に見合 うだけの便益は得 ら

れなか った。

(b)日 経 シソーラス ・補助キー ワー ド集CD-ROM版 の作成

1992年 にCD-ROM版(8cm電 子 ブ ック版)を 開発作成,参 加機関で試用 している。

一覧性は劣 るが用 語の階層構造の確認 ,後 方一致 による確認等,従 来 よ り利便性が増 した。

(c)個 別参加機関の独 自仕様 による雑誌記事索 引 システムの利用

コンピュータを導入 し独自の雑誌記事索引編集を行 う機関が 出て きたが,JOINT採

録作業 と調整で きずに二重作業にな っているところ もある。従来型原稿作成方式か ら新 し

い共同構築方式 に移行で きるか どうかは,専 門図書館間のネ ッ トワーク構築 にとって も大

きな課題であろ う。

(3)イ ンデ クシ ング等高度化のための問題 点

(a)作 業機関側の改善

マニ ュアル類 の改訂,シ ソーラス用語+(各 機関にとって必要 な)フ リーターム付与方

式へ
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(b)提 供す る側の改善

シソーラスを利用 した上位語を含めた検索,正 式名称 ・通称 ・略称間の参照 コン トロー

ル

4.3.2共 同構築参加機関の電子化 ・機械化の現状

(1)共 同構築参加機関に対す るア ンケー ト調査(1993年9月 時点)

(2)調 査結果 にみ る共同構築参加機関の現状

(a)JOINT採 録作業 の電子化 ・機械化の状況

15機 関中4機 関でパ ソコ ンを利用(他 に1機 関が1994年 度中に導入予定)。 パ ソコンは

同一機種で,使 用 ソフ トウェア も日本語MS-DOS上 で作動す る同一の アプ リケー ショ

ンソフ トウェアを部分的に各機関のニーズに適合 させた ものであ る。

未使用の機関か らは,既 に使用 している機器 との兼用の可能性,電 子化 に伴 う入力の負

担増の問題点指摘や,電 子化の共通 フォーマ ッ トが確定 した時点で採録作業を図書館 シス

テムに組み込む予定 とい う課題が 出されてい る。

(b)JOINT採 録作業以外の電子化 ・機械化の現状

オ ンライ ン情報検索用にパ ソコンを利用 してい る機関が12,オ ンライ ン端末を利用 して

いる機関が1機 関。それ以外の図書資料管理,貸 出返却管理等の業務で は,大 型 コンピュ

ータ利用5 ,オ フコン ・ミニコ ン利用2,ワ ークステーシ ョン利用1,パ ソコン利用9機

関(重 複回答 あ り)。

(a)で1994年 度 に導入予定 と回答 した1機 関のほか,1機 関が 日本語の雑誌記事索引の電

子化準備 中,2機 関が独 自の雑誌記事索引 システムを稼働中であ る。

雑誌記事索引 システムについて は,6機 関が稼働 してお り,う ち4機 関はJOINT採

録作業 と リンクさせている。更に,2機 関が準備 中である。

(3)共 同構築高度化のための問題点

(a)提 出原稿 の電子化 の際の検討事項

・提 出データの統一形式

交換メデ ィア:FD(フ ォーマ ッ ト等)/通 信

回 収 方 法:通 信/郵 送

ファイル形式:各 項 目デ ータの区切 り ・順等

デ ー タ 項 目:固 定長/可 変長

・入力内容

著 者 名:姓 名の区切 りやカナ読 み と表記
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ディスク リプタ:半 角 カナか全角漢字か

データ項 目の順序

ゲタ字の処理等

・調整作業負担 ・費用の手 当

(b)現 提供手段以外の方法 の模索等

・経済文献研究会 による自主制作 ・配布

例:CD-ROM,光 磁気 ディスク,通 信ネ ッ トワーク

・参加機関以外か らの新規参加

・作業マニュアルの再検討

4.4採 録 作 業 の省 力 化 と相 互 利 用環 境 構 築 の た め に パ ソ コ ンを利 用 す る事 例

4.4.1使 用す るパ ソコンとソフ トウェア

(1)日 本電気製PC-9821Apシ ステムを使用 したが,他 の国産の主要機種,IBMPS/55

等で も使用できる。

(2)ア プ リケー ションは,MS-DOS環 境下で動作す るものと した。

4.4.2採 録作業のためのアプ リケーシ ョン

(1)レ コー ド構成

ほぼ3万 件のデ ータファイルの レコー ド内容を,書 誌事項項 目と検索用語項 目について検

討を加え,1レ コー ド長 を約1キ ロバイ トとした。

(2)書 誌事項の項 目

記事標題 著者名,掲 載詩名,発 行年月日,巻 号,掲 載ペー ジ,抄 録 ・要約等

(3)検 索用語(デ ィスク リプタ)の 項 目

著者名,団 体名,一 般検索用語,分 類等

(4)そ の他

文献番号,登 録 日,処 理機関名(記 号)等 の処理事項

4.4:3ア プ リケーシ ョンの機能

① データ入坑 訂正,削 除 レコー ド内容の印刷等

② 採録雑誌管理,及 び連載論文 ・記事の管理

③ 検索用語の管理
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④ 「論文 ・記事紹介」の印刷

⑤ データファイルのイ ンハウスでの検索 ・利用

⑥ データ交換のためのテキス トフ ァイルの作成

(1)書 誌事項の入力

書誌事項の漢字入力は,使 用するフロン トプロセ ッサの使用法 に準拠す る。入力画面はカ

ー ドイメージで設計
,画 面のスクロール範囲をほとん どな くしたが,画 面をスクロールさせ

て入力す る形で もよい。

② ディスク リプタの入力

「漢字」 と 「か な」(半 角)の どちらに も対応 しているが,相 互利用のためには,い ずれ

かに統一 してお く必要がある。 また,一 般検索用語 として フ リータームの使用を想定 してい

る。

(3)デ ータ訂正

該 当す る レコー ドの文献番号を指示 して,画 面上で訂正する。

(4)デ ータ削除

該 当する レコー ドの文献番号を指示 して,タ イ トルを表示させ,画 面上で確認の上削除す

る。

(5)レ コー ド内容印刷

文献番号の範囲を指定 し,そ の範 囲内の全 レコー ド内容を印刷す る。訂正,削 除の場合の

典拠 となるだけでな く,登 録データ台帳 としての役割を もたせ る。

(6)採 録雑誌管理

採録雑誌のデータ入力,訂 正,削 除,採 録雑誌一覧表の印刷等の処理で構成 してい る。採

録作業時に,該 当雑誌名を直接入力 しないで,雑 誌 コー ド(予 め決めてお く)を 入力す ると

雑誌名に変換される。 これは入力の手間を省 くだけでな く,雑 誌名の表記形式(入 力形式)

を標準化す るために必要であ る。

予め雑誌 コー ドと雑誌名対応 リス トを印刷 しておき入力時に使用するか,又 は,画 面 にウ

イ ン ドウを開いて参照入力す るかいずれかを選択す るよ うにする。

前者の場合 は,雑 誌 コー ドが単純 な方が入力 しやすいが,後 者のよ うにウイ ン ドウか ら参

照入力す る場合は,ISSN等 を用いて もか まわない。

また,こ のファイル は,そ れぞれの雑誌の,発 行頻度,発 行所,所 蔵期間,詩 名変更等の

記録に も使える注記等の項 目で構成 している。 したが って,イ ンハ ウスで利用す る 「採録雑

誌一覧表」がで きる。

各機関のデータを統 合化 した場合,任 意の印刷様式で参加機関 ごとの所蔵 リス ト(ユ ニオ
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ソリス ト)も 極めて簡単に作成で きることにな る。

(7)連 載記事の管理

連載記事 ファイルは,採 録作業時に,連 載記事である ことを認識 させ る記号を入力す るこ

とによって 自動 的に作成 される。

任意の時点で,「 連載記事一覧表」を印刷 しておき,次 回の入力時に参照表示 し,必 要部

分に訂正を加えて確定データとする。採録作 業を省力化す るだけでな く,デ ィス クリプタの

統制に も役立っ。

(8)デ ィスク リプタ管理

任意の時点で,デ ータベースで使用 しているディスクリプタとその使用件数を表示 した一

覧表を印刷 して検討 し,用 語の統制 ・管理 を行 う。使用 中のディスク リプタの一括更新がで

きる。また,デ ィス クリプタを指示 し,そ れを含む レコー ドだけを表示 させて用語を修正す

ること も可能である。

(9)イ ンハ ウスで行 うデータ検索

蓄積処理 したデータベースをインハ ウスで利用す る。検索の都度演算式を記述す る煩雑 さ

を省 くため,予 め条件式を内在 させてい る。検索条件指示画面の項 目の横の関係をOR,縦

の関係 をANDと している。

雑誌 の発行年を指定 して綴 り込む こともで きる。

検索結果 は,一 画面4件 ずつ至近データか ら降順 に一覧表示す る。

この画面で,ノ イズと考え られるデータは排除 し,該 当データの詳細を1件 ずっ表示 させ

るか,印 刷す るかを指示す る。

⑩ 雑誌論文 ・記事紹介

採録 データを 「雑誌論文 ・記事紹介」 として印刷 ・利用 できる。

⑪ テキス トファイルの作成

データ交換のたあのフ ァイルを作成す る。

文献番号の範 囲を指定 して,フ ロ ッピーデ ィスク上にテキス トファイルを作成す る。テキ

ス トフ ァイル は,リ ス ト形式,固 定長形式 に加え,デ ータを統合化す る側で処理 しやす いも

のであれば他の形式で も良い。

4.4.4相 互利用環境の構築

フロ ッピーディスク,通 信回線CD-ROM等 があるが,最 も簡単で安価な方法 として フ

ロッピーディスクをデータ交換媒体 と して用いる方法を とりあげた。

そ して,参 加各機関が個 々にデータ交換を行 うので はな く,デ ータ管理セ ンター(仮 称)を
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設 けてデータを統合化 し,参 加機関が検索利用できるような仕組みを考えている。

(1)セ ンターの必要 とす るハー ドウェア

セ ンターで管理 ・保守するデータ量は膨大になるので,大 容量の記憶装置 と高速処理機

また,不 測の事態に対処す るため,バ ックア ップ装置が必須であろう。

② セ ンターが必要 とす るソフ トウェア

各機関が提供す るデータを統合化で きる機能,各 機関に配布す る交換媒体の作成機能だけ

でな く,デ ータ管理上の幾つかの処理,例 えば,機 関別提供 データの量,機 関別利用状況等

の把握のための処理等 も必要 となろ う。

フロッピーデ ィスクをデータ交換媒体 とする場合 に限って考えたが,通 信回線を利用 して,

個 々の参加機関がデータをセ ンターに送信 して蓄積 し,オ ンライ ンで検索利用す る方が合理

的であろうし,蓄 積 されたデータをCD-ROMで 利用す る方が より経済的であ る場合 もあ

ろ う。

いずれに して も,ま ず参加機関が機械可読 ファイルを作成することが前提であ り,っ いで

セ ンターを どのような組織で,何 処 に設けるか,費 用負担を どのように分担 してゆ くか等が,

今後検討さるべ き課題である。

4.5JOlNTの 将 来 の展 開

4.5.1現 状の問題点

(1)JOINTの 原点

① 専門図書館同士による共同作業

② 図書館本来の理念に基づいた社会貢献活動

② 技術的な問題点

① 作業量の増大

② データ作成から利用までのタイムラグの長期化

(3)事 業としての問題点

会員機関の相互補完的な非営利団体が一般の営利企業とタイアップして事業展開すること

の難 しさが表面化

4.5.2将 来 の展 開

(1)二 つ の将 来像

① 自 己充 足的 な システ ム(ク ロー ズ ドネ ッ トワー ク)

-40一



② クローズ ドネ ッ トワークのオープ ン化

② 将来の方 向性

(a)セ ールスポイ ン ト

① 広範な定期刊行物形態の灰色文献を採録対象

② 雑誌記事索 引 としての質の高 さ

(b)フ ルテキス トのデ リバ リーサー ビスが将来的な方向性を決め る上での鍵

著作権 の問題等

(c)国 の内外を問わず専門性の高いデータベ ース同士の有機的結合への期待
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5新 しい電子情報 サー ビスに関 す る調査研 究

株式会社 日本経済新聞社

株式会社 日経 デ ー タ 社





5.新 しい電子情報 サー ビスに関す る調査研究

5.1調 査研究 の背景 と目的

マルチメデ ィア関連技術の進歩は,CD-ROM,CD-ROMXA,CD-LCD-R

(Recordable),DVI(デ ジタル画像データの圧縮技術)や マルチメデ ィアアプ リケーシ ョン

作成用のオーサ リングソフ トウェアなど目覚 ま しい勢 いであ る。情報通信分野 において も,ク リ

ン トン政権の 「情報 スーパ ーハイウェー」構想 に刺激され,政 府 は1993年 春の総合経済対策議論

の中で 「新社会資本」 と して,B-ISDNの ようなマルチメディアを意識 した次世代通信網の

整備が急速に浮上 して きた。 また,近 年のCD-ROM内 蔵パ ソコ ンの急速 な普及 に伴い,マ ル

チメディアによる新 しい情報提供,デ ータベースサー ビスの可能性が広が って いる。 その市場 は

印刷 ・出版関連企業や家電機器メーカ,ソ フ トウェアメーカ,教 育関連企業 などを巻 き込み,巨

大にな ると予測 され,社 会的な影響 も大 きいと考え られ る。

しか し,社 会のニーズをっかみ きっていないため,理 念やアイディアが先行 し,具 体的 な市場

の姿が見えていないのが現状であ る。

本調査はマルチメデ ィアな どによる新 しい電子情報サ ー ビスの将来市場をデルフ ァイ法 によ り,

需要面か ら情報の利用形態 情報提供の方法,新 システム,サ ー ビスに必要な技術的な要件 を明

らかにす る。更に将来市場を展望 し,具 体的な商品イメー ジを策定する。

5.2実 施 内容

有識者 による委員会を設置 し,以 下 の方法で調査 ・研究を実施 した。

(1)調 査方法

マルチメディアにっいて一定の見識を もった専門家,関 連業界人並びに,マ ルチメデ ィア

による新 しい電子情報サー ビスの主要ユ ーザとなるであろ う各産業界か ら幅広 くサ ンプルを

抽 出 し,デ ルファイ法によるア ンケー ト調査を実施 した。

② 主な調査項 目

①2000年 における新 しい電子情報サー ビスの市場予測

・マルチメディアデータベースの概念,種 類 などの現状 と社会 ・生活環境への影響

・消費者市場での応用分野 と将来展望

② 新 しい電子情報サー ビスの普及への要件

・マルチメディアデータベース関連技術の現状 と課題
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・新市場の開発 に必要なサ ー ビス システム とその課題

③CD-ROM型 及 びオ ンライ ン リアル タイム型電子新聞につ いて

・新 しい電子情報サー ビスの商品 イメージの策定

(3)海 外調査の実施

デル ファイ法による国内調査を補完す ると同時に国内調査分析の基礎 とす るため,わ が国

よ り先行 し,既 に実現 しつつ ある米 国のマルチメデ ィアをベース とした新 しい電子情報サー

ビスの実態を調査。同調査は米国4thWave,Incに 委託。

5.3実 施 結 果

5.3.1調 査 対象 の サ ンプル数 と属 性

(1)調 査 対 象及 びサ ンプル 数(第1回)

・情 報 関連 専 門 家:231

・学 生(慶 大 環境 情 報学 部):45

(2)有 効 回 収数(率)(第1回)

・情 報 関連 専 門 家:143(61 .9%)

・学 生(慶 大 環境 情 報学 部):17(37 .8%)

(3)調 査 期 間(第1回)

1993年12月1日 ～12月15日

(4)回 答 者 の属 性(第1回)

回 答者 数20歳 台

全体(学 生 を除 く)14310

パ ー セ ン ト(100 .0)(7.0)

(5)調 査対 象 及 びサ ンプル数(第2回)

・情 報 関連 専 門家(第1回 調 査 回答 者):151

(6)有 効 回収 数(率)(第2回)

・情 報 関連 専 門家:117(77 .5%)

(7)調 査 期 間(第2回)

1994年1月27日 ～2月7日

30歳 台

36

(25.2)

40歳 台50歳 以上 無回 答

53404

(37.1)(28.0)(2.8)
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(8)回 答者 の属 性(第2回)

① 年 齢

回 答者 数

全体117

パ ーセ ン ト(100.0)

② デ ータベ ース の利 用経 験

回答 者 数1.現 在 利 用

して い る

全 体11776

パーセント(100.0)(65.0)

③ パ ソコ ンの 自宅 利用

回 答者 数1.現 在利 用
して い る

全体11772
パーセント(100.0)(61.5)

20歳 台30歳 台

829

(6.8)(24.8)

2.以 前 利用

した こと

が あ る

19

(16.2)

2.以 前利 用

した こ と

が あ る

11

(9.4)

40歳 台50歳 以上 無回 答

42326

(35.9)(27.4)(5.1)

3.利 用 した
い と思 っ

て い る
17

(14.5)

3.利 用 した

い と思 っ

て い る

27

(23.1)

利

い

1
旬

も

な
う

仕

後

し
思

(

今

用
と

4
.

利

い

2
D

も
な

う

L

後
し

思

(

今

用
と

4

無回答

4
(3.4)

無回答

5
(4.3)

5.3.2調 査結果

(1)新 しい電子 情 報 サ ー ビスに よ る社 会へ の 影響

電 子情 報 サ ー ビス の 中核 とな って い るデ ー タベ ース は 「仕 事 上 不可 欠 な もの」 「現 代 人 の

必需 的 なサ ー ビス」 で あ る と70%以 上 が回 答。 マル チ メデ ィア デ ータベ ー ス は21世 紀 の 社会,

生活 環 境 を大 き く変 え ると76%が 見 てお り,特 に教 育 システ ム分 野 で の変化(89%)を 指 摘 。

また,紙,新 聞,テ レビ,郵 便 な どの既存 メデ ィアを 代替 す る もので はな く,全 く新 しい メ

デ ィアで あ る と大 半 が と らえ て い る(図5-1参 照)。

(2)新 しい電 子 情 報サ ー ビスの2000年 まで の平 均成 長率

形 態別 で見 る と,オ ンラ イ ン ・デ ータベ ー ス,パ ッケ ー ジ型 デ ー タベ ー ス と もに,成 長 率

が"高 い(年 平 均成 長 率 約15%)"と の回答 が それ ぞれ66.7%(第2回 調 査 結果,以 下 同 じ),

47.9%で 最 も多 いが,パ ッケ ー ジ型 は"非 常 に高 い(同 約25%)"が37.6%,オ ンラ イ ン型

は同17.9%で,今 後,2000年 まで の 間で は,パ ッケー ジ型 デ ー タベ ー スの 成長率 が オ ンライ

ン型を 上 回 る との見 通 しが 示 され た。

ア プ リケ ー シ ョ ン別 で群 を抜 いて い るのが,ゲ ー ムな どの 「エ ンターテ イ メ ン ト」(第2

回調 査 で選 択肢 を追 加)で,"非 常 に高 い"が43.6%,"高 い"を 合 わせ る と88.0%に 達 し

た。 ゲ ーム アプ リケ ー シ ョンはや は り,マ ルチ メデ ィア市 場 の 先導 役 で あ る,と の認識 が 一

般 化 して いる よ うだ。 「プ レゼ ンテー シ ョン」 で も,"非 常 に高 い"が40.2%,"高 い"を

合 わ せ る と83.8%が 同市場 を有 望 と見 て い る。 既 に,建 築,自 動 車,家 電 設 計 や科学 技 術 分
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野 で,CAD技 術 に基づ くプ レゼ ンテ ー シ ョングラ フ ィ ックスが一 般 化 して い るた めで あ ろ

う。 また,「 電 子 出版 」,「 教 育 ・ トレーニ ング」(第2回 調 査 で選 択 肢を追 加)で は,"

非 常 に高 い"と"高 い"を 合 わせ た 回答 カミ それ ぞれ82.9%,82.0%あ った。 この他 は,ど

ん ぐりの背 比べ 状 態で,"高 い"に 回答 が 集 中 した。 「遠 隔 医療 ・診 断 」 ,「 トラ ンザ ク シ

ョン」,「 電子 会議 」,「 ビデオ ・オ ン ・デ マ ン ド」 な ど は,・ 高 い・ に次 い で,・ や や 低

い(同 約5%)"と の 回答 が多 い。 「遠 隔 医療 ・診 断 」 にっ いて は,医 師法 な どの法 律 問 題

が ネ ックに な るとの意 見が 多 か った 。 「電 子会 議 」,「 ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ド」 な どの 成

長 率が"や や低 い"の は,通 信 速 度 ・容 量 ・回線 利用 コス トな どの技 術 的問 題が 大 きいた め

と見 られ る。全 体 を通 じて 「2000年 まで と限定 す る と,日 本 で は通信 イ ンフ ラの整備 が 追 い

つ かず,ネ ッ トワー ク型情 報 サ ー ビス普 及 の最 大 の ネ ックにな る」 との意見 が圧 倒 的多 数 を

占あ た。(図5-2参 照)。

(3)新 しい電 子情 報 サ ー ビスの2000年 頃 の普 及率

形態別 の 企業 ・団体 普及 率 で は,「 オ ンライ ン ・デー タベ ー ス」,「 パ ッケ ー ジ型 デ ー タ

ベ ー ス」 ともに,"15～50%"と い う回答 が最 も多 か った。 形態 別個 人(家 庭)普 及率 で は,

「オ ンライ ン」,「 パ ッケ ー ジ型 」 と もに"3～15%"と の 回答 が,そ れ ぞれ43 .6%,49.6

%と 最 も多 か った。 「オ ンライ ン ・デ ー タベ ー ス」 に関 して は,普 及 率 が"3%未 満"に と

ど まる との 回答 も35.0%と 多 か った。 個 人 普及 率 は企 業 ・団 体普 及率 と比べ て か な り,見 劣

りす る もの の,通 信 イ ンフラ未整 備 下で も安価 に利 用 で きるCD-ROMな どのパ ッケ ー ジ

型 デ ータベ ース普及 率 は高 くな りそ うな見 通 しで あ る。

ア プ リケ ー シ ョ ン別 で は,「 教 育 ・ トレーニ ング」,「 電 子 出版 」,「 トラ ンザ ク シ ョ

ン」,「 ナ ビゲ ー シ ョ ン」 な どの 普及 率 が 企業 ・団体,個 人 と もに比 較 的高 い。 特 徴 的 なの

は 「プ レゼ ンテ ー シ ョン」 と 「電 子 会 議 」 で,企 業 ・団体 普 及 率 が 高 い(「 プ レゼ ンテ ー

シ ョン」 は"50%以 上"が32.5%)一 方 で,個 人普 及 率 は"3%未 満"が と もに65%以 上 と

極 めて低 く,企 業 ・団 体 向 けが 主 体 の サ ー ビスで あ る こ とが うか が え る。

「遠隔 医療 ・診 断」 と 「電子 図 書 館 ・美 術館 ・博 物 館 」 は"実 験 レベ ル"な い し"特 定 ユ

ー ザ レベ ル"に と どま る
,と す る回答 が,合 計 で それ ぞ れ,16.2%,11.1%あ る。 「遠隔 医

療 ・診 断」 は,法 規 制,厚 生省 の 認可 な ど規制 の 問題 に加 え,誤 診が あ った と きの取 扱 い を

ど うす るか な ど,医 学 会の 体質 の 問題 もあ るよ うで あ る(図5-3参 照)。

(4)新 しい電子 情 報 サ ー ビス普及 の要 件

全体 を 通 じて要 請 が 強か ったの は,"通 信 コス ト低廉 化","B-ISDNな ど大 容量 高

速 通信 網 の整 備","マ ル チ メデ ィア端 末 の低価 格 化","動 画 圧縮 技 術の 標準 化","各

種情 報 の デ ジタル化",そ して"著 作 権 関連 法規 の 整備"な どで あ る(図5-4参 照)。
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サ ー ビ ス形 態 別 で は,「 オ ンラ イ ン ・デ ー タベ ー ス 」 に は,"通 信 コス トの 低 廉 化"

(70.6%),"大 容 量高 速 通信 網 の整 備"(67.1%),"高 速通 信 網 の通 信 プ ロ トコル の標

準 化"(44.8%),な どが 主 要 課 題 と して あが り,「 パ ッケ ー ジ型 デ ー タベ ー ス 」 で は,

"マ ル チ メ デ ィア端 末 の低 価格 化"(55
.2%),"著 作 権 関連 法 規 の整備"(52.4%)や,

"動 画 圧 縮技 術 の標 準 化"(42
.0%)な どを求 め る声が 目立 った 。

ア プ リケ ー シ ョ ン別 に見 て い くと,「 電 子新 聞」,「 ニ ュー ス ・オ ン ・デマ ン ド」,「 ト

ラ ンザ ク シ ョン」,「 遠 隔 医療 ・診 断 」,「 電 子会 議 」,「 ビデオ ・オ ン ・デマ ン ド」 な ど

は,い ずれ も,"大 容量 高 速通 信網 の整備","通 信 コス トの低 廉 化"が 共通 の重 要 課題 と

して あ が って い る。 これ以 外 に 「電 子 会議 」 と 「ビデオ ・オ ン ・デ マ ン ド」 で は"動 画 圧縮

技 術 の 標 準 化",特 に 「ビデオ ・オ ン ・デ マ ン ド」 で は"双 方 向CATVの 普 及"(47.6

%),ま た 「ニ ュー ス ・オ ン ・デマ ン ド」 で は"通 信事 業 法 と放 送 法の 行政 的垣 根 の解 消"

(39.2%)が 必 要 との意 見が 多 か った。

「電 子 出版 」 で は,"マ ル チ メデ ィア端 末 の低価 格 化"(57.3%),"著 作 権 関連 法 規の

整 備"(61.5%),"各 種 情報 の デ ジタル化"(41.3%)な ど,「 ナ ビゲー シ ョ ン」 で は,

"端 末 の低 価格 化"(42
.0%)の ほカ＼"個 人 向 け携 帯情 報 端 末 の普 及"(35.7%)な どが

あ げ られ て い る。"個 人 向 け携 帯情 報 端 末 の普 及"は 「電子 新 聞 」(37.1%),「 電 子 出版 」

(39.9%)に お い て も重要 課 題 と して あげ られ て い る。

「電 子 図書 館 ・美 術館 ・博 物館 」 と 「プ レゼ ンテ ー シ ョ ン」で は,"各 種 情 報 の デ ジタル

化"と"動 画圧 縮 技 術 の標準 化"が 共 通課 題 と して あげ られ るが,特 に 「電 子 図 書館 ・美術

館 ・博 物 館 」 で は これ に加 え,"音 声 ・画 像 ・映 像 な どの検 索技 術"(53.1%),"著 作権

関 連法 規 の整備"(55.2%)や,"HDTVの デ ジタル化"(35.0%)が 重要 で あ る,と の

結 果 が 出 た。

コメ ン トのな か で 目につ いた の は,「 結局,個 人 が情 報 の ため に支 出で きる コス トに は限

界 が あ るた め に,ハ ー ドウ ェア,通 信(利 用)コ ス ト,情 報料 金 と もに,妥 当 と思 われ る水

準へ の 低 廉化 が 必 須 で あ る」 とい うこ と,そ のた め の基礎 条 件 と して,プ ラ ッ トフ ォームや

情報 フ ォーマ ッ ト,通 信 手順 な どの標準 化 が必 要 で あ る との 認識 だ った。 この ほか,マ ル チ

メデ ィア情 報 サ ー ビスの国 際的 展 開 に は,機 械翻 訳 システ ムの 発達 が 必要 との意 見 や,日 本

で 同サ ー ビス を普 及 させ る ため の コ ンサ ー シア ムづ く り,ま た 政 府 が イ ンフ ラ整 備 で リー

ダ ー シ ップ を と るよ う求 め る意 見 も複 数 あ った。

(5)そ の他

電 子 新 聞 にっ いて は,CD-ROMに よ るパ ッケ ー ジ型 は,月 刊 で新 聞縮刷 版 タイ プ(68

%),新 聞 と独 立 の 特別 編集 版(50%)の 利 用 を望 んで い る。 オ ンライ ン リアル タイ ム型で
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はニ ュース ・オ ン ・デマ ン ド(68%),携 帯端末使用タイプ(60%)の 利用を望み ,料 金体

系 は従量制変動料金で現行の新聞購読料程度。広告 は購読料 を安 くす るために必要であると

し,新 商品紹介,書 籍 教育,カ ルチ ャー案 内やオ ンライ ンで発注できる トランザ クション

サー ビスなどをあげている。

マルチメディアは21世 紀の リーデ ィング産業になると64%が 答えてお り,そ の指導的な役

割を果 たす産業は通信,放 送,新 聞,情 報サ ー ビス,出 版分野であ ると考えている。

5.4今 後 の課題 と展望

5.4.1応 用領域全般について

新 しい電子情報サ ービスとして,マ ルチメデ ィア技術を用い,イ ンタラクテ ィブ性 の強 い,

リアル タイム型のデータベ ースを前提 と して,今 後の課題 と展望 を述 べる。 ここでマルチメ

ディアというキーワー ドを出す ことか ら,情 報 はディジタルであ り,文 字,音 声,音 響 ,図 形,

画像,動 画を含めて,コ ンピュータが統合的に扱 うことがで きるものを考えている。

このとき,実 際のサー ビスを提供す るには,ハ ー ドウェア面,ソ フ トウェア面,流 通面がそ

れぞれ一定の水準を満たす必要がある。 また,サ ー ビス提供者 とサー ビス利用者の双方 につい

て,価 値 とコス トのバラ ンスが とれ た ものでなければな らない。新 しい電子情報サー ビスにつ

いて,ど のあた りが適正なバ ラ ンス点であるかは,ま だ分か っていない。 しか も,提 供す る情

報その ものの コス トだけでな く,端 末機器や通信 に係 わるコス トの ことも考慮せねばな らず

現状で はまだ楽観視はで きない。

今回のデル ファイ調査の結果を,あ らためて別の視点か ら見直 してみ ると,今 後の課題 と展

望が見えて くる。

まず,調 査に協力 して くれた人 たちの多 くが,既 に現在データベ ースを利用 してお り,勤 務

先だけでな く自宅で もパ ソコ ンを利用 している,中 堅年齢層であることか ら,マ ルチメデ ィア

データベースの応用領域にっいて も,娯 楽や教育,プ レゼ ンテー ションとい った,現 在の時点

で将来の市場性が確かな ものが あが っている。 これ らの領域 は,現 在の不十分 なマルチメディ

ア技術の水準で も,既 にそれな りの利用価値が ある。 したが って,今 後の成長 は十分 に見込む

ことができる。

しか し,マ ルチメデ ィア技術が十分 に成熟 した近未来には,現 在 はまだ ほとん ど見通 しが た

っていない領域が,急 成長する可能性が ある。 これにっいては,本 調査の結果では見えていな

い。 マルチメデ ィアとい うキーワー ドその もの も,1990年 代になって急速に脚光を浴 びた。 ま

だ,こ とばに実体が追 いついていない感 もある。1980年 代に名前だけが先行 して結局期待 はず

一48一



・着 燕 ξが幕,告2

2璽宅鷲 璃 幣 ㌢㌧

3・§晶 誌 撫 ㌔ 酋

4.高 齢化社会の福祉 向上を促す

5.教 育 シ ス テ ム が 変 わ る

6・§言縫 舗 轟 高f誘

7.人 間 の 創 造 性 が 向 上 す る

8.人 の 移 動 が 減 少 す る

9.紙 の 使 用 量 が 減 少 す る

10.新 聞 購 読 者 が 減 る

1Lテ レ ビ の 視 聴 者 が 減 る

12.郵 便 の 需 要 が 激 減 す る

1埠 擁ン㌶ ざD蒜 ξく認

14.映 画 館 が な く な る

そう思う/ 答回ト

15.4

125

115

3L7

画

10.6灘

212

423

騨 灘 ・・5

講灘 鞘154

51.0

O

O

山

川

』

O

』

O

394 2L2

87譲 蒙404

i…藁蓑…365

1日

u5
無 難317

26』

2s9

192

317 240

L9%

317 37.5

ロ

ロ

ロ

ロ

ロ

ロ

ぱ

ぱ

ぱ

ぱ

じ

ぱ

鋼

醗
唖
灘

　
鰯
醐
墾

、
綴

図5-1マ ル チ メデ ィアデ ー タベ ー スによ る社 会 ・生活 環境 の変 化

一49一



〈 形 態 別 〉

オ ン ラ イ ン ・デ ー タベ ー ス

パ ッ ケ ー ジ型 デ ー タベ ー ス

〈 ア プ リケ ー シ ョ ン別 〉

電 子 出 版

電 子 新 聞

ニ ュー ス ・オ ン ・デ マ ン ド

ト ラ ン ザ ク シ ョ ン

ナ ビ ゲ ー シ ョ ン

電 子 図 書 館 ・美 術 ・博 物 館

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン

遠 隔 医 療 ・ 診 断

電 子 会 議

ビ デ オ ・オ ン ・ デ マ ン ド

エ ン タ ー テ イ メ ン ト

教 育 ・ ト レ ー ニ ン グ

図5-2

答回

＼

▲

L

、、、

しな

、

ら

、

か

へ

熱

L

＼
、

一6

5

'

」

、

堂
w
2

、

ー、
〃
乃

、

5

皐

'

低

5

一

ト

～一

2

二

十

レ

不

乙

現

≠

ー

OOI.7

o.DD.9

0.D34

12.O

O.0

6.O

l.4.3

5」

12.0

0.D

13.7

0.01.

10.3

0,

7.?

o.

51

1,7

平 均 成 長 率

(%)

1.715.4

0.O

l・717 .5

D.o

368

o.o

…・…・iii………1……………iiiiliii・o

o.o

…
Z

忽

修
/

145

30,S

239 162

9

9

9

7

9

9

9

9

9

9

り

ゅ

ユ

む

ロ

ロ

ロ

ロ

リ

む

む

ロ

ロ

ロ

劃

I

I

"
¶

T
l

輻
-

輻
-

輻
-

輻
I

i

O.9

0.90.OO、0

14・iii…i…ii…iiiilii…liiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiliii:i:1:iiliiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiliiiiiiii…iil………i・…・………1……i蛭 ・

1.7D.90.0

新 しい電 子情 報 サ ー ビスの2000年 までの平 均 成 長率

一50一

o.9

0.9

5

3

5

0

1

1

7

7

ク
岬

3

1

1

1

7

5

ウ
↑

1

1

471

0

∩
乙

1

2

1

1

3

2

3

只
U

1

1

451



〈 形 態 別 〉

オ ン ラ イ ン ・

デ ー タ ベ ー ス

oo

パ ッ ケ ー ジ 型

デ ー タ ベ ー ス

〈 ア プ リケ ー シ ョ ン別 〉

電 子 出 版

oOl

電 子 新 聞

1

ニ ュ ー ス'

オ ン ・ デ マ ン ド

0

ト ラ ン ザ ク シ ロ ン

1734

ナ ビ ゲ ー シ ロ ン

09

電 子 図 書 館 ・

美 術 ・ 博 物 館

フ'レ ゼ ン テ ー

シ ロ ン

遠 隔 医 療 ・ 診 断

電 子 会 議

43

ビ デ オ ・

オ ン ・ デ マ ン ド

エ ン ター テ イ メ ン ト

OOO

教 育 ・トレー ニ ン グ

00

企業 ・団体普及率

轡 粋 轡 回答

ooo 26

〉 、ジ

z、

ol

09

62

62

71

71

?|

62

1華 ＼修 z%
"

71

71

71

71

購
OiI

難illiiiiiiiiiiiii膠膓 ・・

llliiiiiiii:i:;1:ii:i霧髪
26 26

71

62

62

OO

個 人(家 庭)普 及 率

ト轡 琳 轡 答
/'、 、 ＼ ＼

oo34

DOl

1微

[

鎌 蝶:;ili>1
2643

" D934

62

6う

●

7|

71

7|

1734

09

2626

OOl

00

62

71

7

7

7

17

26

0026

図5-3新 しい電子 情報 サ ー ビスの普 及率(2000年 頃)

-51一

6



B-ISDNな ど大容量

高速通信網の整備

高速通信網の通信プロトコル

標準化

動画圧縮技術の標準イ

音声 ・画像 ・映像などの

検索技術

コンピュータのコス ト

パフォーマンスの向上

マルチメディア端末の

標準化

マルチメディア端末の

低価格化

個人向け携帯情報端末の
普及

HDTVの デジタルイ

双方向CATVの 普及

情報流通ルー トの整備

著作権関連法規の整備

通信事業法 と放送法の

行政的垣根の解消

各種情報のデジタル化

通信コス トの低廉化

0 20 40 60
(%)

80

図5-4新 しい電子情報サー ビスの普及要件(全 体平均)

-52一



れに終わ ったニ ューメデ ィアと比べ ると,マ ルチメディアの ほうはず っと堅実である。それで

も,マ ルチメデ ィア商品の主力が カラオケやゲームといった状況では,ま だまだ本格的な利用

形態には遠い。

一 つの重要な点は,利 用者による情報発信型のメデ ィアの実現であ る。既にケーブルテ レビ

やパ ソコ ン通信の水準でさえ,こ れ まで情報の受け手であ った人 たちが,情 報の送 り手 にもな

って いる。従来の少数の発信者か ら多数の受信者へ という構図か ら,多 数 の発信者か ら少数 の

受信者へ という構図に変化 しっっある。新 しい電子情報サー ビスでは,受 信者が発信者であ り,

発信者が再び受信者 になるという形 になる。

この とき,送 受信す る情報の中身に も,変 化が生 じるはずである。現在 はニュース性のある

情報 と知識情報が主体である。 しか し近未来には,何 かの自己表現の ような形の情報が占める

比率が上昇す るか もとれない。その いきっ く先 は芸術性の高い情報 ということになる。マルチ

メディアデータベ ースを,新 しい 自己表現のメディア として利用す ることが,近 未来の常識に

な るか もしれない。マルチメディアは,新 しいライフスタイルを情報社会に定着 させ る,一 つ

の きっか けを提供す る可能性 もあ る。

5.4.2電 子新聞について

今回の調査で,特 に2回 目の調査では,電 子新聞について重点的 に尋ねている。 これは第6

回の委員会で も話題になったことであるが,電 子新聞の位置づ けが まだ確かな ものになってい

ない。現在は,紙 メデ ィアの新聞 と,テ レビ,週 刊誌,そ れに文庫 本あたりまでが提供 してい

る情報 のかな りの部分が,こ こでの電子新聞が受 けもつ ことになる。そのとき,紙 メディアの

新聞やテ レビなどが共存す るのか,そ れ と も電子新聞がそれ らに置 き代わるのか も,ま だはっ

き りしていない。

例えば,新 聞を通勤時間に読む もの と位置づ けた場合,マ ルチメディア対応のウ ォークマ ン

が電子新聞だという議論 もあった。 また,新 聞をスクラ ップブ ックに切 り抜 いた 自己編集のデ

ータベ ースのための情報源 としての意義を重視す る人 もいる。

当然の ことなが ら,電 子新聞が社会に浸透 していく過渡的な状態で は,新 メデ ィアと旧メデ

ィアの共存の期間が あるはずである。その段階で淘汰がお こり,定 常的 に新旧メデ ィアが共存

す るか,そ れ とも新 メディアが旧メデ ィアに置き代わ るかが分かれる。あ るいは新メディアが

生 き残 ることがで きず,旧 メデ ィアに戻 る可能性 も皆無ではない。

新 しい電子情報サー ビスの大 きな特徴 は,社 会の多様性 に応え ることができることである。

送 り手側 に情報の選択権があ り,受 け手側が受動的なメディアで は,情 報社会の多様なニーズ

を満たす ことができない。電子新聞の もつイ ンタラクティブな性格 によって,受 け手側に自由
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度が大 きい,よ り能動的なメディアを実現で きるはずである。

今回の調査結果では,電 子新 聞へのニーズは,ま ず情報の速報性であ るが,そ れ以上に系統

だてた遡及性や編集性への期待が大 きい。考えてみ ると,現 在の新聞で も既にそ うした傾 向が

ある。速報性の点では新聞はテ レビには勝てないけれ ども,背 景 にある詳細な情報 を選択的に

得 るためには,新 聞は強力である。また新聞の縮刷版が隠れたベ ス トセラーであ り,図 書館で

利用率が高 い書籍の一角を占めて いることか ら見て も,紙 メデ ィアの新聞の段階で既 に,遡 及

性が無視できないことが分か る。

新聞の切抜 きによるス クラップブ ックは,情 報の受け手側が 自己編集す る典型的な形の一つ

であ る。趣味や社会活動 の同人誌で も,し ば しば新聞の切抜 きを会員の書 き下 ろ し原稿 と組み

合わせて利用 している。 こうした編集性 も,紙 メディアの新聞が提供す る情報の一面であ る。

紙メデ ィアの新聞の もっ遡及性や編集性が,電 子 メデ ィアの新聞でいっそう向上す ることは

明 らかである。利用者の期待が大 きい ことも十分理解で きる。特 に,デ ィジタルな情報表現に

統合することによって,マ ルチメデ ィア情報を含め た遡及性や編集性を実現できる。即 ち電子

新聞は,テ レビによるビデオ映像な どを取 り込んだ形での,遡 及性や編集性を もっ ことになる。

電子新聞の リアルタイム性やイ ンタラクティブ性 にっいては,現 時点ではまだ明確 な形が見

えない部分 もある。 リアル タイムとい うことばを即時性 と同義に解釈すれば,新 聞よ りもむ し

ろテ レビを進化 させた ものにな りそ うであ る。今回の調査結果の中の自由記述 コメン トの中に

あ るような,例 えば株価や為替相場 や気象情報など,時 々刻々変化する統計データのような も

のについて,利 用者が見たい部分だけを選択的に取 り出す ような しくみは,確 かに一つの リア

ルタイムでイ ンタラクティブな電子新 聞の利用形態であろ う。 しか し一般的には,電 子新聞に

求める リアルタイム性は,必 ず しも即時性で はな く,ニ ュース としての新鮮 さを失わない水準

で足 りているのではないか と思 う。 リアルタイムというよ りも,ア ブ ・トー ・デイ トとい うあ

た りではなかろうか。また,イ ンタラクテ ィブ性 にっいて も,読 み手の情報選択だけでな く,

読 み手か らの情報発信が容易にな ることを意味 して いるように思 う。

紙 メディアの新聞に とって も,読 者か らの投稿欄の 占め る位置 はかなり重要であ る。た とえ

編集者による質量 ともに厳 しい選別があ るにせよ,新 聞を介 した情報の双方向の流れがで きて

いる。電子新聞では,少 な くとも量 に関する選別 は紙メデ ィアの場合 よりは緩やかにで きるは

ずである。

5.4.3社 会的な側面

マルチメディア関連のハ ー ド技術 については,現 在で はまだ不十分な水準であ るが,望 ま し

い水準に到達す ることは時間の問題であろう。 ソフ トウェア技術についは,こ れ まで多 くの コ
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ンピュ一夕関連技術の場合がそ うだ ったように,ハ ー ドウェアほど楽観 はで きないか もしれな

い。それで も,ソ フ トウェアに関す る甘い見通 しの失敗が周知の事実 とな って きた分だけ,逆

説的ではあるが,そ れほど心配す ることはないのか もしれない。

短期的に見 た場合,特 にコス ト面で,ハ ー ドウェアや ソフ トウェアに関す る課題が大 きい。

しか し中長期 的には,技 術的な面よ りも,む しろ流通や法規制を含めた社会的な側面の ほうが,

今後の課題を多 く残 している。

その一例が著作権 の問題である。従来の文字や音響音声や図形画像など,そ れぞれのメデ ィ

アが個別 に著作権を管理 していた状況 と異なって,デ ィジタル表現で統合的 に情報 を扱 うマル

チメディアでは,そ の著作権の管理が容易で ない。文部省(文 化庁)で は,著 作権 の集中管理

も検討 してい るよ うである。 しか も,情 報発信の立場か ら見て,既 存のマルチメデ ィア情報 を

部分的に取 り出 し,変 更を加えて,新 しい情報を作 り出す場合 に,元 の情報 につ いての著作権

の扱いをど うす るかは,む ずか しい問題である。

コンピュータソフ トウェアにっ いていえば,大 学などで開発 した ソフ トウ ェアの多 くは,パ

ブ リック ドメイ ンに公開 し,簡 単 な手続 きだけで自由に利用で きる形 に している。その ことに

よって,コ ンピュータ会社への浸透が生 じて,取 捨選択による自然淘汰が起 こり,よ いソフ ト

ウェアは事実上の標準(デ ィフ ァク トスタンダー ド)に な るとい う傾向が見 られる。 おそ らく

マルチメデ ィア情報 について も,こ れに近い形 になって い くのではないか という気 もす るが,

まだ確か なところは分か らない。

著作権 に続 いて,標 準化の問題 も重要である。 これまで新 しい技術では,標 準化の動 きが技

術の進展 になかなか追 いつ くことができず,技 術が成熟 した段階にな って対応を困難 にした こ

とが多い。特 に国際標準 まで視野 に入 れておかないと,流 通段階に大 きな問題 を残 して しま う。

過渡的な段階か ら標準化を念頭 においた技術開発ができれば,最 終的には大 きなメ リッ トがあ

るように思 う。 これ は複数の機関による共同の技術開発であれば,当 然その関係機関の間での

標準化を考慮す ることか ら,早 い時点で標準化の道筋がたっ。む しろ逆に,将 来のイ ンパ ク ト

が大 きい技術開発は,初 期の段階か らで きるだけ共同開発す るよ うな方策で臨むべきなのか も

しれない。
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6.研 修 用教 材 デー タ ベー スの プ ロ トタ イ プ作 成

6.1概 要

教育,研 修や講演の現場で は,単 なる文字情報ばか りでな く,写 真,図 表,ビ デオなどの画像

情報が有効であることはい うまで もない。特に,具 体的な ものやシステムを扱 う技術関係の教育

では,画 像情報を抜 きに しては分か りやすい教育 は成 り立たないと考え られる。そのため,最 近

では,教 育の質の向上や教育効果の向上 など実現のため に,

スライ ド

OHP(オ ーバーヘ ッ ドプロジェクタ)

ビデオな どの画像機器

などの利用が着実に増加 して きている。また,最 近では中学校や高校の理科教育で もパ ーソナル

コンピュータを使 った シ ミュレー ションなどが取 り入れ られ るような状況 にな っている。

しか しなが ら,教 育の担当者が,授 業や研修などその 日のテーマに合わせて適当な画像教材を

用意す る ことはかな らず しもたやす いことではない。写真や ビデオの被写体を捜 し出す ことに も

苦労す るし,編 集に も装置やそれ らを操作す る技術が要求 される。 また,適 当な図や表をスライ

ドやOHPフ ィル ムにす るにして も現実 としてはかなりの時間を必要 とす る。

このよ うな状況 に鑑 みて,予 め関連す る分野の画像情報を集めてデータベース化 しておき,授

業や研修のその 日のテーマに合わせて画像情報を検索,編 集す ることがで きれば,誰 もが質のよ

い教材を容易 に,か つ短 時間 に作成す ることができる。また,蓄 え られた画像情報 はそれ 自身知

的情報資源 として文書に挿入す るな ど幅広 く利用す ることもで きる。

教材デ ータベースの利用者 は,講 義や研修会などで提示すべ き画像資料を本 データベ ースよ り

キーワー ドや区分などにより検索 し,そ れ らの中か ら適 当な ものを抽 出す る。更に,そ れ らの教

材の提示順序 を決定 し,教 材 フ ァイルを作成す ることとす る。教材の表示では,教 材 データベー

スシステムを搭載 したコ ンピュータを使 って表示す る場合 と,こ れ らの教材の画像情報 をフロッ

ピーなどの可搬媒体に再格納 し,講 義や研修会の現場での表示機能を使 って表示す る場合 の両方

に対応で きるよ うにす る。

以上 に述べた機能はデータベース ソフ トウェアの操作法 を知 らない人で も扱 いやす いよ うにメ

ニ ュー方式で操作で きるよ うにす るなど,ユ ーザイ ンタフェースに も十分配慮す る。

本研究で試作す るプ ロ トタイプの教材データベ ースの題材は,当 研究 グループの専門分野に近

い領域 の中か ら,画 像情報の収集 しやす い分野を選択す ることとした。具体的には,メ カ トロニ

クス技術 のなかの計測 ・制御分野 に焦点を合わせ,そ れ に加え,実 用時に問題 とな るノイズ対策,
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これ らの分野 に関連 のある基礎的 な情報 など も含めて広 く集めることとした。 また,デ ータベ ー

スに蓄え るべき画像 データの量はプロ トタイプの段階では1 ,000前 後 を目標 とし,そ れによ り評

価を行 うこととした。

6.1.1目 的

財団法人大阪科学技術セ ンターでは,情 報化人材育成のための事業 と してハイテクノスクー

ルを多年 にわたり行 って きた。 このハ イテクノスクールの教育 スタッフは,同 時に,こ の事業

に関連する各種の研究会,調 査会等で次世代の教育形態 にっいての検討を も行 った。今回のデ

ータベースの構築 は,こ の教育 スタッフの委員会で検討 された成果を もとに 「新 しい時代の教

育」,つ まり次世代教育 に移行す るために計画 された ものである。その計画構築には,次 の も

のが必要 とされ る。

① 教育教材の視認性(視 覚によ る認識)と 聴認性(聴 覚 による認識)

② 教育教材の検索,更 新 追加,訂 正 ・削除の簡便性(シ ソーラスの構築を含む)

③ 上記の運用のためのユーザフ レン ドリな周辺 ソフ トウェア

本データベースの構築は,こ の中の①及び②の実現のために必要な ものであ る。

従来の ビデオ教材はその製作者による思想の強要が ともすれば伴いやすい。当然 なが ら,そ

の教育達成には先生の存在 を必要 と しない。また,こ の教材は従来の映画作成 と同 じ費用を必

要 とす るので,非 常に高価な もの となる。 したが って,実 際の教育現場 においてあまり歓迎 さ

れて いないという事実がある。 ここでは,マ ルチメディアデータベースを,ど この教育現場で

も利用 されている,

スライ ド,オ ーバーヘ ッ ド,黒 板

などの代用 として,更 には知的資源辞書 として活用 しよ うとす るたあの ものであ る。本 システ

ムは ビデオ教材のように教 師を否定せず に,逆 に教育教材の提示をするだけにとどめるよ うに

設計 されている。素材の内容 は,

各種情報機器 とその周辺機器(過 去から現在 までの もの)

各種の言語教育に必要な素材

アナ リス ト育成のための情報化事例の素材

と し,こ れ らをデータベース化す る。

6.1.2実 施内容

本研究で実施 した内容 は以下の とお りである。
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(1)参 考資料及 びデータの収集

デ ータベースの構築 に当た り,そ れを実際に行 うハー ドウェア及びソフ トウェアの両 シス

テムの調査を実施 した。 また,入 力用データ作成のための参考文献 ・参考資料を収集 ・整理

した。

(2)入 力用データの加工,デ ータの取 り込み,キ ーワー ド付与

入 力用に収集 した各種 データを必要 に応 じて加工 ・整形,キ ー ワー ドを付与 してデータ シ

ー トを作成 し,パ ソコ ンに取 り込んだ。 この データ1件 ごとにファイル名,キ ーワー ドなど

をデータベースに登録 した。

(3)デ ータベースの構築

データベースシステムの仕様 につ いて検討 を行い,こ の仕様 に基づいてデータベース シス

テムの概要設計,デ ータ構造の分析 ・設計,デ ータベースの構築を実施 した。

(4)プ レゼ ンテー ション

データベースで検索 したデータを,シ ナ リオどお りに表示 させ るプ レゼ ンテー ションシス

テムを設計 ・構築 した。

⑤ プロ トタイプの運用 テス ト及 び評価

で きあが ったプロ トタイプの運用 テス トを実施 し,そ の評価を行 った。

6.2検 討(実 施)結 果

種 々の検討の結果,教 材データベースが もつべ き機能 としては,大 きく分 けて三つの機能が必

要であ るという結論 に至 った。っま り,教 材 となる画像をデータベース として蓄え る 「画像デー

タベース機能」,蓄 え られた情報の中か らある特定のテーマの教材を作 り出す 「教材編集機能」,

教材を表示す る 「教材表示機能」の三つである。

(1)画 像 データベース機能

・画像情報の登録 ・削除

・画像情報検索

② 教材編集機能(特 定 テーマの教材を編集す る)

・教材の検索(キ ーワー ドや区分などによる検索)

・教材の選択(検 索 され た情報の中か ら必要 な画像の選択)

・教材の並べ替え(表 示順)

(3)教 材表示機能

・表示用の画像情報の記録媒体への取 り出 し
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・画像教材の順次表示

これ らの機能を備えた教材データベース システムの全体的な構成を図6-1に 示す。 また,教

材データベースシステムの各ファイルの動態(時 間的な関係)を 図6-2に 示す。

ユーザ

関連情報
DB

画像情報
DB

教材
プアイル

画像
デー タ
ファイル

自動
表示用
ファイル

図6-1教 材 デ ータ ベー スの構造

原画像

画像情報

関連情報 ○

分類情報
など

画像情報
ファイル 検索

編集スキ
ャナ

入力

教材
ファイル

関連情報
ファイル

画像
ファイル

図6-2各 ファイルの動態

ス篇 ド §難

画像情報データベ ース と関連情報 デー タベースは原画像の情報を手入力す ることによって作
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られ る。その うち,原 画像の画像その もの はスキ ャナを介 して取 り込 まれる。

教材 フ ァイルは,画 像情報データベースと関連情報データベースを もとに,画 像の検索,必

要 な画像の選択,画 像の並べ替えなどを経て作 られ るファイルで,自 動表示 される画像 のファ

イル名を並べた もので ある。

自動 表示 ファイルは画像表示機能を用いて 自動表示す る画像の順序,時 間,画 像情報を もっ

た ファイルであ り,教 材 ファイルと画像 ファイルか ら作 られる。画像データベース システムと

離れた地点での講義などで記憶媒体に移 して運ばれ るのはこの 自動表示 ファイルである。

6.2.1研 修用教材デ ータベースの作成

画像関係のデータベースとしては,リ レーシ ョナルデータベ ース管理 システムの上 に,画 像

情報 データベースと画像間の関連 を示す関連情報データベ ースの二つのデー タベースを構築 し

た。

画像情報 データベースの構造及び関連情報デ ータベースの構造を表6-1と 表6-2に 示す。

表6-1画 像情報デ ータベースの構造

デ ー タ 項 目 名 データ型 けた数 備 考

図 番 文字 8 ユ ニ ー ク

名 称 文字 40

別 名 文字 40

大 区 分 文字 2 (コ ー ド)

中 区 分 文字 2 (コ ー ド)

小 区 分 文字 2 (コ ー ド)

キ ー ワ ー ド 文字 60

画像の種類 文字 2 (コ ー ド)

画像 ファイル番号 文字 8

画 像 画像

表6-2関 連情報データベースの構造

デ ー タ 項 目名 データ型 けた数 備 考

関連の種類 文字 2 (コ ー ド)

図 番1 文字 8

図 番2 文字 8
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画像データの検索について は,フ リーキー ワー ドと区分 コー ドの両方を併用す るため,画 像

情報データベースには,文 字型のキー ワー ド項 目と三つの区分 コー ド項 目(大 区分,中 区分,

及び小区分)を 設 けた。

6.2.2研 修用教材データベ ースの問題

本データベ ースシステム(プ ロ トタイプ)の 構築の結果,次 のような問題が明確 とな った。

(1)提 示す る画像,文 字な ど品質に関す る問題

文字,表 計算 などのソフ トウェアを利用 して,情 報が線や文字で保存 されているときには

問題はないが,一 度紙 に印刷 された ものについては,そ の画像品質を保つ ことは難 しい。

② データ容量及 び処理時間に関す る問題

画像 はその内包す る情報の割にはデータ容量が大 きい。 これ らをデータベース として扱 う

には,情 報空間の 巨大 さか らその取 り扱 いが難 しい。

(3)マ ルチメディアシステム構築に関す る問題

情報の重複がないよ うな効率の良い システム設計が必要であ る。

(4)シ ステムコス ト及び利用者の習熟の問題

マルチメディアでのプ レゼ ンテーシ ョン用の システムを一通 り揃え るには,本 研究程度の

規模で も,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの両方 に多額の費用がかか る。その上,そ れ らの シ

ステムに対 してある程度熟練す るための時間が必要である。多分,初 心者で は負担が大 きす

ぎると思われ る。

6.3今 後 の課 題

本データベースシステムは,こ のよ うな教育用のみな らず,一 般業務用 に拡張す ることがで き,

どこの分野で も使用できる基本的な応用手法 となると考え られ る。パソコ ンや ワープロの発展に

よ り,技 術系教育を受 けていない ものまで,そ れ らの技術を身につける必要が生 じたよ うに,本

研究で検討 したデータベース技術,マ ルチ メディア技術,各 種文書,画 像,表 計算 などの複合技

術の体得が情報系,教 育系の人材のみな らず一般の例えば ビジネスマ ンに も要求 され るよ うにな

るだろ う。 これ らの技術の更 なる発展のために,

マルチメディア技術関連の人材育成

データベース標準化の推進

著作権などの ク リア と有効利用

マーケ ッ トメカニズムの確立
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ソフ ト充実のための環境整備

などの一層の推進が必要 と考え られ る。

また,こ の技術 は今後,次 世代のマルチメディアデータベース として三次元動画像を中心 と し

た もの,と りわけ仮想現実感などが実現で きるデータベースなどに期待がかか ることになろう。

即ち,立 体視 仮想触覚,立 体音響 などを組み込んで,よ り真実味 ・現実味のある表現を行 うこ

とが可能 となるか らである。 この場合,こ れ らのデータを時間要素 とともに統一的に扱 うデータ

ベース技術をよ り普及 させて,教 育現場(対 面あるいは リモー ト型)で 自由に利用できるよ う,

更に操作 も簡略化 され ることが要求 される。.
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マイクロマシン技術情 報データベースの構 築調査

マ イ ク ロ マ シ ン セ ン タ ー財団法人

 

7





τ マイク ロマ シン技術情報 データベー スの構築調 査

7.1調 査 の概 要

7.1.1調 査目的

マイクロマ シン技術が次世代 の基盤技術 として注 目されているが,ま だその歴史 は浅いに も

係 わ らず世界の大学,研 究機関,あ るいは企業 において活発 な研究開発が行 われている。研究

開発の速度 も速 く,研 究開発に関す る情報,デ ータの発生量 は短時間に膨大な量にのぼってい

る。

このため,こ れ らの研究開発で得 られたデータ,国 内外のマイ クロマ シ ン関連の技術情報及

び国内外で発行 されている雑誌記事情報等の膨大な情報,デ ータを体系的 に整理,蓄 積 し,デ

ータベ ースと して活用す るため,当 セ ンターはマイ クロマシンの情報管理セ ンターの役割を果

たす ことが要請 されている。

更に,こ れ らのデータをタイム リーに集約的情報 として関係者 に提供で きるよ うに,情 報デ

ータ管理の長期的な体制を確立することが ,研 究開発の円滑かっ効率的 な推進には欠かせない

条件 となって いる。

そ こで本事業では,当 セ ンターでの望 ま しいマイ クロマシン技術のデータベースに関 して調

査検討を行 うことを目的と した。

7.1.2調 査項目及び内容

本事業では,当 セ ンターで望ま しいデータベースに関 して,以 下の4項 目について調査検討

を行 うこととした。

(1)デ ータベ ースに蓄積すべき情報の種類

(2)デ ータベースの利用者が提供を期待す る情報形態

(3)上 記を満足す るシステム形態

(4)上 記 システム実施に要す る経済的諸要素の予測

7.L3調 査方法及び調査体制

㈱マイクロマ シンセ ンターの組織規定(平 成4年3月26日 制定)第12条 に基づ き,マ イクロ

マシン技術情報 データベースの円滑な推進 を図 るため,学 識経験者等専門家か らなる委員会を

設置 し,デ ータベースに関する前項の調査検討を行 った。
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7.2デ ー タ ベー ス の蓄 積 情 報

7.2.1蓄 積すべき情報の種類

(1)デ ータベースの対象

マイ クロマ シン技術情報データベースに対 して,ど のよ うなニーズがあ り,ま たマイ クロ

マ シンセ ンターと して どのような情報を蓄積すべ きかを明 らかにする。まず,既 存の技術情

報 データベースについてサーベ イを行 い,次 いで具体的なニーズに関 し,各 委員の意見を集

約 して,2種 類のデータベースにっいて蓄積すべ き情報の具体的な検討を行 った。最後 に,

プロ トタイプ システムの製作を試み,本 システムの可能性 を探 った。

(2)デ ータベースのニーズ

マイ クロマ シンセ ンターは,研 究中枢の情報機能 として研究開発を支援す ることが重要 な

使命であ り,そ のためには研究開発技術情報の整備 と提供が急務であると考える。マイ クロ

マ シンセ ンターは,日 本 におけるマイクロマシ ン技術に関する中心的な存在 としてその情報

管理セ ンターの役割を果す ことが期待 されて いる。

このためデータベ ースと しての構築作業が不可欠 となるが,コ ンピュータに よるデータ

ベース化作業 に係 わる人材 ・時間 ・費用を考慮 し,情 報品質の維持向上,速 報性の重視,研

究賛助会員を 中心に した研究開発促進の援助サ ー ビスまで含めて検討す る必要があ る。 また,

当初か ら規模の大 きいシステムを視野 にいれ ることは投資 ・回収効率等の総合的な見地か ら

好 ましい結果 にはな らないことが予測 され るので,マ イ クロマ シンセ ンターと しての必要性

と研究賛助会員への不可欠 なサー ビス項 目の優先順位を重視 した。その結果,マ イクロマ シ

ンセ ンターに設置 されている研究開発部会,国 際委員会,業 務委員会,調 査研究部会等か ら

得 られるマイ クロマ シン技術情報の うち,「 雑誌 ・新 聞記事情報」をデータベ ース化す るこ

とと した。 また,特 定分野に関す る小規模データベースに関 し 「物性情報」をデータベース

化す ることの意義が認め られた。

物性情報デー タベースのデータ項 目を設定す るたあ、当委員会の委員に意見を求めた。そ

の結果、本委員会 として は,マ イクロマ シン及 びその材料 に関 しては,研 究段階であ り,未

だ確定的なデー タが ほとん ど得 られていない現状であるか ら,こ れ らのデータをすべて含む

ものをデータベ ース(容 れ物)と して提供 し,実 際にデータが得 られるか否か は特 に問題 と

しない こととした。

雑誌 ・新聞記事情報データベ ースに関 しては,雑 誌等 に掲載 されたマイ クロマ シン技術情

報の記事 は,マ イクロマ シンセ ンターで資料 集 として冊子で発行 されているので,そ の内容

をそのままデータベース化す ることと した。
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(3)物 性情報 データベ ースのプロ トタイプ

試行的に抽 出 したデータを もとに,デ ータベースのプロ トタイ ピングを行 った。 この際

以下 の点を考慮 した。

① 実際の研究者の思考を中断せずに,所 望するデータにた どりっ けること。 そのために,

簡便 なイ ンタフェースを備え,パ ソコ ン,ワ ークステー ションベ ースで使用できること。

② 材料の構造,履 歴(い わゆるメタデータ)な どか ら検索で きること。具体的には,プ ロ

セ ス温度,圧 力,不 純物濃度,ア ニールの有無などが これ に相当す る。

③ 原書 に当た らな くて も,あ る程度の内容を把握できること。

④ そのデータが 引用 したデータ,及 び引用 されたデータ(文 献)を リス トできること。

(4)現 有の技術情報 を直接使用 して雑誌 ・新聞記事情報 データベ ースのプロ トタイプシステム

を作 り,本 来の 目的の実現性を実証す ることを試みた。

その結果下記 の評価 を得た。

(a)市 販の ワープロソフ トで作成 された技術文書 は,全 文検索 システムにて容易に登録で

き,か っ利用者が簡単な操作で必要 とする情報を検索 しデータベースより取 り出せ る。

(b)文 書数:1,160件 の場合 プロ トタイプ システムにおいて

登録時間:22.1秒+テ キ ス トフ ァイル変換時間

検索時間:約1秒

の評価結果を得 た。

この結果 はデータベースの容量が1GB程 度(200万 件)に なって も実用 レベルで使用

可能である。

(c)利 用者の操作性 は提供 されて いる標準のGUIで も十分使用可能であることを確認 し

た。更には標準で提供されているAPI(ApplicationProgramInterface)を 使用 し

てマイ クロマ シンセ ンターの利用者向けのユーザ画面 を簡単 に作成で き,よ り一層分か

りやすい利用形態が実現で きることも示唆 された。

(d)ワ ー クステーシ ョンの通信機能を使用すれば,外 部のデータベ ースシステムと接続 し,

検索対象を広げ ることも可能である。

7.2.2情 報形態

(1)デ ータ形式

本委員会が検討す る物性情報データベース,雑 誌 ・新聞記事情報データベースでは,文 字,

数値情報が 中心であ り,将 来図形のデータベ ース化 も考え られ るが,当 面 は,デ ータベ ース

化の コス ト,利 用者が現有 システムを活用 して容易に利用できるとい う点を考慮 して,テ キ
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ス ト情報 に限 ることとした。

(2)デ ータベース システム上の表現形式

既存のデータベ ース システムを利用す ることが,導 入が容易であ り,コ ス ト面で も有利 と

考 え られることか ら,雑 誌 ・新聞記事情報 データベースでは,市 販の検索 システムを使用 し

て,プ ロ トタイプシステムを作成 した。操作性,及 びフロッピーディス ク上のデータのデー

タベースへの取 り込み も容易であ ることが明 らかになったので,こ れを採用することに問題

はないと考え られ る。

物性情報データベースでは,例 えば,Siの ヤ ング率 という一つのデータ項 目に対 して測定

条件,測 定者等 により複数のデータ群が対応することが普通 に起 こり得 る。 また,デ ータ項

目の確定 も今後 の課題 として残 されているので,ど のよ うなデータベ ース システムを採用す

るか も,今 後の分析,検 討を要す る。

7.3情 報 の利 用

マイ クロマ シン技術等の全体情報の利用者 は大 まかに次の3分 野 に分類す ることが可能である。

即 ち,研 究賛助会員を中心に した財団会員,マ イ クロマシン技術の研究開発支援をす るアカデ ミ

ックグループ,及 びマイクロマ シンセ ンター事務局スタ ッフの三つであ る。

キー ワー ドを基準にマイ クロマ シンセ ンターに問い合わせ ると,い ち早 く,関 連す る必要情報

が入手できる仕組みが望 ま しいが,コ ス ト的に利用 しやすいのは例えば,CD-ROMの ような

大容量メモ リディスクか ら会員がそれぞれ所有す るスタ ン ドアロ ン型マ シンで検索解読す る方法

である。ネ ッ トワークサ ー ビスは会員の利用頻度増大,利 用会員数の増大が ある水準を超 えた と

きに改めてオ ンライ ン化を考えて も問題無い。 また,財 団 として はデータの秘密保持性 と公開性

との線引 きをハ ー ドウェア ・ソフ トウェア上で明確に規定 しなが ら,デ ータベ ースの運用管理を

行 ってい くことが利用者 ・財団の双方 にとって好 ま しい形 になる。

7.4経 済性の検討

7.4.1前 提条件

検討に当た り,以 下の諸条件を前提 とした。

(1)デ ータベース化の対象

① 物性情報 データベース

② 雑誌 ・新聞記事情報 データベース

ー68一



② 利用者

当面,マ イクロマシ ンセ ンター及 び会員企業等に限定す る。将来 は,外 部利用者へのデー

タ開放の可能性 もあるが,本 調査では対象外 とする。

(3)デ ータベース設計

本調査で は,物 性情報データベ ースのデータ項 目にっいて は,今 後なお詳細な検討を要す

るもの とした。

また,メ タデータの扱 いにっいて,そ の必要性 は明 らかになったが,メ タデータとの リン

クの方法等 については,デ ータベースの詳細設計 と して具体的 に検討す る必要がある。

(4)デ ータ量

物性情報 データベースでは,Si,Fe,Al203,及 びNiTi合 金を対象 とす る。

登録すべ きデータ項 目は,な お検討を要するが,現 時点では候補にあげ られた全部のデー

タを収録す る もの と考える。

雑誌 ・新 聞記事 データベ ースでは,マ イクロマ シンセ ンターが毎月発行 している資料集を

対象 とす る。

(5)デ ータ取得

物性情報データベースについて は,既 存のデータベースや今後発表 される論文等がデータ

ソースとなるが,デ ータの選択 には,専 門家による高度な判断が必要である。 したが って,

データ取得のための特別の体制づ くりが必須 と考え られ る。

了.4.2物 性情報デ一夕ベ一一ス

デ一夕ベース構築に係わ るソフ トウェア,及 びデータ取得 に要する費用は,以 下のとお り

である。

(1)デ ータベース設計

(2)デ ータ取得費用

① 文献検索

② 文献入手

③ データの抽 出

④ データの整理 確認

⑤ データ入力

一69一



7.4.3記 事情報データベース

マイクロマ シンセ ンターが毎月発行 している資料集(冊 子)を 電子化するものである。デー

タベース構築 にかか る費用項 目は,以 下のとお りであ る。

① 記事収集費

(a)雑 誌 毎月50誌

(b)新 聞 毎 日7紙,月20日

② 抄録作成及びデータ入力費

7.4.4ハ ー ドウ ェア費 用

システ ム形 態 に よ り,ハ ー ドウ ェアの費 用 が異 な る。 ス タ ン ドア ロ ン型及 び ネ ッ トワー ク型

につ いて費用を見積 もった。

費 用 見 積

金 額(万 円)
項 目

ケ ー ス1 ケ ース2 ケ ース3

データ整備費(年 間維持費) 1,346 19,650 1,312

(内訳)

物性情報データベース(*1) 1,245 19,549 1,245

雑誌 ・新聞記事情報 67 67 67

デ ー タベ ース

追加データ配布(*2) 34 34 0

設 備 費(初 期費用) 1,404 1,404 2,695

(内訳)

ソフ トウ ェア 1,310 1,310 1,310

パ ッケ ー ジソ フ ト [10] [10] [10]
システム設計 [1,300] [1,300] [1,300]

ハ ー ドウ エア 94 94 1,385

ユーザワークステーション(1台) [94] [94] [75]

システム全体 一 一 1,385

合 計 2,750 21,054 4,007

(注)*1物 件情報データベースは,空 白が多 く,順 次埋 め られて い くもの と考えると,

ひ ととお りデータが整備 され るまでの費用であ り,毎 年全データが更新され るわ

けで はない。

*2追 加データ配布は,ケ ース1,2で 賛助会員(28会 員)に 追加データをフロッ

ピーデ ィスク各1枚 に収納 し,郵 送す る費用である。

ケース3の 場合 は,検 索等に際 して通信 コス トがかか るが,検 索頻度,伝 送 デ
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一夕量
,ユ ーザの所在地(通 信距離)が 不明のため見積 もり対象外 とした。

ケース1:ワ ークステー ション1台 で運用できるシステム とし,追 加 データは,フ ロ ッピー

デ ィスクに収納 し,毎 月1回 マイクロマシンセ ンターか ら会員各位に郵送す る。

なお,物 性情報データベース取得のための専門家人件費をゼロとす る。

ケース2:運 用及 びシステム形態 はケース1と 同 じ。データ取得の専門家人件費を1人 年 当

た り1,200万 円とす る。

ケース3:マ イクロマシンセ ンターにサーバを設置 し,会 員各位に クライア ント(ワ ークス

テーシ ョン)を1台 ずつ設置 し,公 衆回線を経由 して検索等を行 う。なお,物 性

情報デー タベース取得のための専門家人件費をゼ ロとす る。

7.5今 後 の課題

(1)蓄 積すべ き情報の種類

現在は基礎研究開発が最 も重要な課題であ り,研 究開発分野への支援が重視 されている。 「

物性データベ ースの構築」 はその一例であ る。

今後のマイクロマシン技術の開発進展 により,項 目分類 に新たな変化が起 きることを考慮す

る必要があ る。特 に,マ イクロマシ ン技術の成果が実用 され る段階で は,製 品 ・部品と しての

情報提供を考 えた新 たなデータベ ース項 目が必要になる。

(2)利 用者か らの期待

マイ クロマ シン技術のデータ利用 は上述のとおり,開 発初期段階では研究開発に従事す る人

々に集中す る。 しか し,実 用段階にな った状態では利用者層が変化す ることを予測 しておかな

ければな らない。

(3)デ ータベースシステム形態

「データベースは同 じものが世界 に一つ有れば良い」 とい う考え方 は,新 規データベ ース構

築の重複を如何 に避 けて相互利用す るか というコンセプ トをグローバ ルに確立することにあ る。

この観点か らのデータベース構築での システム形態は以下の点を考慮すべ きである。

① 基本 フレームの相互接続性

② 基本 フレームの拡張性確保

③ デ ータベースの完全置換性(ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの更新時)

④ 利用頻度 に応 じてのスタン ドア ロン型,ネ ットワーク型への柔軟性

⑤ フ レーム内での加工領域 と新規 ス トア領域の理論的区別

⑥ データのセキ ュ リテ ィと守秘性の確保
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⑦ データ入出力の簡易性

(4)シ ステム実施への経済的予測

データベース構築 は理想的なものを追求す ると,経 済的に破綻 し,事 実上 ,機 能不能になる

といわれるケースが多い。 したが って,資 金 ・人材 ・時間の基本資源をどのよ うに有効に割 り

振 るかが課題である。例えば,今 回のマイクロマ シン物性情報データベースの構築 を実施 に踏

み切 るとすれば,デ ータフ レームを構築 し,入 力すべ きデータを収集す る等のために しかるべ

き専門家を継続的に動員す ることにな り,そ の面の投資が重点的に必要 となる。データフレー

ム及 びデータが揃えば,ハ ー ドウェア ・ソフ トウェア ・入出力作業 は機械的な処理作業である。

この見積 りを予め十分検討することがテーマの優先順位の決定 とともに必要 である。

(5)国 際協力体制

例えば本報告書で一部試行を行 った物性情報データベースの例にみ るようにデータベースに

投入す るデータは,膨 大かっ非常 に高価な もので あ り,一 国で作成す ることは至難の技である。

将来的には適切な国際協力体制を樹立 しデータの入力を考えることが望 ま しい。

現在イ ンターネ ッ トの普及が非常 に進んで きて いるが,国 際的な中立的な機関の もとにイ ン

ターネ ッ ト内にマイクロマ シンセ ンターが スポ ンサー とな るフォーラムを設けるなどの手段が

安価かっ非常に有効であると考え られ る。
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8異 分 野 研 究 の た め の 知 的 オ リエ ン テ ー シ ョン ・

デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム の 構 築

株式会社 け い は ん な





8.異 分 野 研 究 の ため の知 的 オ リエ ンテー シ ョン ・

デ ー タ ベ ー ス シス テム の構 築

8.1は じめ に

産業技術の急速な発達 や企業の異分野進出のニーズの増大により,研 究者 ・技術者の重要性 は

ます ます高 まってい るものの,必 要十分なだけの質 と量の人材を企業が雇用す ることは現在,困

難 とな って いる。 しか しなが ら,人 材育成の指導者層は企業活動の複雑化,高 度化,高 付加価値

化などによ り,優 秀な人 ほど忙 しく,後 進を個別 に教育する時間がな く,指 導者層が不足 してい

るのが実状であろ う。一方,教 育を受 ける側か らみ ると,あ る分野ではた とえ第一人者であ って

も自己の専 門以外 の分野では勝手が分か らず,何 が必要 な素養であるか も分か らないので,学 習

の仕方が分か らず貴重 な時間を無駄に費や して しま うことが多 い。

このような場合,各 分野での専門家,第 一人者 か らあるいは大学な どの教育 ・研究機 関か ら,

その分野においては基礎的あるいは重要 なさまざまな知識 情報を入手 して,こ れをデータベー

ス化 したイ ンテ リジェン トなデータベースシステムが構築 されていると,こ れによ り,適 切なオ

リエ ンテー シ ョンやガイダ ンスを受 けることがで きるので,極 めて効率的に異分野の ことを勉学

で きることにな り,そ の効果は非常 に大 きなものになると期待され る。

本格的な本データベースが構築 された場合,デ ー タベース化 された知識 ・情報に何度で も繰 り

返 しコンサル トす ることが可能とな る。また,本 システムで はただ一人の情報で はな く,多 くの

人,多 くの教育 ・研究機関による横断的,網 羅的な情報を得 ることができるという利点 もあ る。

したが って,人 材教育の ノウハ ウ的な情報をデータベース化 し,シ ステム化,一 般化 した異分野

研究のためのオ リエ ンテ ーション ・データベース システムの構築のニーズは極 めて高い もの とい

え よう。

このような知的オ リエ ンテーション ・データベースシステムが構築で きると,異 分野の学習効

率が向上 し,人 材の活用 や人材の配置 ・転換の効率化が促進 され るとともに,異 分野の研究者 ・

学習者相互 の交流 も促進 され,企 業活動や産業の振興 に役立つ ことになる。 しか も,こ のよ うな

システムはこれ までに類例のない新 しいデータベース システム とな る。

本研究の 目的 は,こ のよ うな異分野研究のための知的オ リエ ンテー ション ・データベ ース シス

テムを構築 し,そ の稼働性を実証す るとともに,本 格 システムの実現に向け,利 用上 の問題点,

操作性,サ ー ビス内容 等にっいて検討 ・修正を行 うことである。
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8.2デ ー タ ベ ー ス シス テム の構 築

(1)提 供データ ・情報

異分野学習あるいは研究を行 うに当た って重要 とな る知識 ・情報 ・ノウハ ウの提供サー ビス

を行 う知的オ リエ ンテーシ ョン ・デー タベ ースシステ ムの実現 には種 々のデータ ・情報が必要

となる。本 システムが提供すべ きであ ると決定 されたデータ ・情報は以下のとお りである。

(a)大 学 ・学部 ・学科及び大学院 ・研究科 ・専攻に関す る情報。

(b)各 大学 ・学部の履修要覧に記載の情 報

(c)各 大学院 ・研究科 の履修案内に記載の講義 ・講座及び研究者情報

(d)研 究者へのア ンケー トあるいはイ ンタビューによる論文

(e)キ ー ワー ドによる検索におけ る同義語の検索 もれ を防 ぐため,専 門分野に も対処可能な同

義語辞書(キ ーワー ドは英語化 されてい るもの もあるので,科 学技術用英和辞書 も必要)。

これ らのデータ ・情報 は現在の ところ既刊の出版物か ら取 り込まなければな らない。そ こで,

この大量印刷データをOCRを 用いて,デ ーターベース化を行 った。大 阪大学工学部及 び大阪

大学大学院工学研究科 の上記の(a),(b),(c)の データにつ いてはデータベース化が終わ っている

(収集 したデータ量 は1Mバ イ ト強 とな ってい る)。 現在,実 際のオ ンライ ンサー ビスに向け

て京都大学,奈 良先端大学院大学のデータな ども収集 している。

② データベース管理 システムの開発言語 とスキーマ

本データベース システムの構築に当た って は知識工学的手法の適用の容易 さを考慮 して,シ

ステ ムの構築言語 としてPrologを 用いた。対象データの構造が多種多様な構造を もっが,対 象

データをPrologに おける事実 として記述できることを述べた。 また,Prologの 不定長の リス ト

機能を利用する ことにより,複 雑 な構造を もっデータで もそのままに近 い形で容易 にデータベ

ース化で きることも示 した
。

対象データは一般にdata1(A,,A2,…,ん).①

とPrologの 事実 として表す ことがで きる(A,,A,,…,A,は 対象データの各項 目,任 意のA,は

不定長の リス トとす ることも可能)。Prologで は,ユ ーザによりA,,ん,…,Anの うち,幾 つか

の項が指定 されたとき,他 の項を出力す るのは この言語の基本操作 とな ってい るので,単 独の

データにおける検索にっ いては問題 な く行 うことができる。

次に,単 独のデータで は検索で きないデータの検索法 にっいて述べ る。次のよ うにデータモ

デルによ り定義 された二つのスキーマが あるとす る。

1隠::1::::::1::::}②
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datalのk番 目の項 目んとdata2のj番 目の項 目B,が 関連 を もって い る場合,data1とdata2

の両 方 の情 報 を もっ 新 た な デ ー タdatal&2を,Prologの 定 義 を以 下 に示 す よ うに行 う こと によ

って新 たな ス キ ーマ と して生 成 す る ことが で きる。

　 　 騰 三

:i:1::;:r,t(A,B,).ト

ここで,γet(X,の はXとYの 関連 を 示すPrologの 定 義又 はデ ー タで あ る。XとYは 直接 的

な関 連が 無 くと も,Prologの 特 徴 で あ る推 論機 能を 用 いて 関 連付 け る こ と もで き る。例 と して,

んが学 部 や学科 な どの組 織 ・機 関の情 報 を表 し,B,が 研 究 者 名 を表 す情 報 とす る と,あ る学 科

の あ る研 究者 とい う関 連 を示 す 情 報が γet(ん,Bゴ)で あ る(特 別 な場 合 と してんとB∫が 同一 で あ

れ ば,ん とB,を キ ー と してdatal&2を 定義 で き るの で③ にお いてγet(A,B」)を 省 略 で き る)。

この定 義式 によ り,例 え ばdata1の あ る項 目の入 力情 報 に対 し(部 分 情 報 も可),datalの 情

報 だ けで な くdata2の 情 報 を も得 る こ とがで きるよ うにな る。

逐次 メニ ュー方 式 に お いて は,以 上 に述べ た定 義方 法 で 十分 に検 索 を行 う ことがで き る。 し

か し,次 に説 明す る一 括 対 話 方式 にお いて は提供 可能 な情 報 を一 括 して検 索 す るた め,更 に以

下 に示 す よ うな定 義方 法 が 必 要 とな る。

③ の よ うな定 義を 繰 り返 し行 う ことに よ り,④ の よ うに定 義 で き る。

attdata(ん,…,A。i,B,,…,B。2,C、,…,D,,・ ・一,Zb…,Z。N).④

しか し,④ の 定義 を そ の ま ま利用 したの で は④ に含 ま れ るす べ ての デ ー タを検 索 し,必 要 の

な い項 目につ いて もパ ター ンマ ッチを行 うの で検索 の 効率 が よ くな い。

そ こで,本 システ ムで は各 項 目ん,…,B,,…,D,,… に お いて入 力 され て い る項 目,ど の項 目

を 出力 したい のか の情 報,具 体 的 に は各項 目に対 しそ れ が必 要 で あ れ ば1を,必 要 で な けれ ば

0と い う コー ドを リス トと して もつ変 数ChoiceCode

C九〇乞ceCode=[1,1,0,0,1,・ ・・…]

(こ の リス トの要 素 はそれ ぞ れ,順 番 にん,A,,…,Zi,…,Z.に 対 応 して い る)を 利用 して以 下

の よ うに定 義 す る ことに よ り,適 切 な デ ータを選 択 して 必 要 な項 目の み につ い てパ ター ンマ ッ

チを行 うよ うに して い る。

αクattdata(伽iceCode,ん,…,A。1,B・,,…,8,・,Cl,… …,ZI,…,Z溺):-

checledata1(ChoiceCode,ん,…,A。1),

checledata2(ChoiceCode,βb…,β,2),

ch」θcたdataN(ChoiceCode,Zl,・ ・,Z.).
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例えばChoiceCodeの 情報 によ ってdatalとdata3だ けが必要 と判断 された場 合⑤は

aPatLdata(ChoiceCode,ん,…,A。i,,…,,Ci,…C。3 ,,…,):-

datal(ん,…,A,i),data3(Ci,…,C,3) .

と全 く同様 とな り,datal,data3以 外 のデータの項 目はパ ター ンマ ッチの対象 とな らないよ

うに している。

そのアルゴ リズムにっいて は,報 告書 を参照 されたい。

(3)逐 次メニュー方式による案内サー ビス システムの開発

従来のデータベ ースのコマ ン ドやキー ワー ドによるデータの検索 は検索の効率は高い ものの,

初心者には必ず しも便利 とはいえない側面を もっている。本 システムで は,デ ータベースの性

格上ユーザは利用が初めてでデータベース システム利用法を知 らない場合が多 いと予想 される。

このため,本 システムの初めての利用 者で も本 システムの機能を十分 に使い こなせるよ うに,

知識工学的手法を適用 して,シ ステム利用 に関す るノウハ ウ的知識 のデータベ ース化を図 った

ユーザ フレン ドリなシステムを実現す ることに した。 まず,初 心者向けの検索方式 として,逐

次対話型のメニ ュー方式 によるデータベース利用 により,初 めての人で も必要 とす るデータを

容易 に検索できるシステムとす るための種 々の創意工夫を こらした検索方式を開発 した。本 シ

ステムでは階層的に順次提示 される各メニ ュー画面 において,検 索支援関連情報を知識ベ ース

化 した知識ベ ースに基づいて,必 要 と考え られ る情報が一覧表示 され るよ うになっているので,

キー ワー ドによる検索を除いて,基 本的 にはシステムのメ ッセー ジに従 って該 当の数字を入力

していけば希望の情報を知 ることがで きるよ うにな っている。図8-1に 逐次 メニュー方式の メ

イ ンメニ ューを示す。

構築 した逐次 メニュー方式により受 け られるデータ案内サ ー ビスは以下の とお りである。

(a)大 学(大 学院)構 成学部(研 究科)名 や学科(専 攻)名,学 科定員数 などを紹介す る大学

・学部 ・学科(大 学院 ・研究科 ・専攻)案 内サー ビス

(b)各 大学の講座の研究スタ ッフ,研 究分野及 び現在進行 中の研究テーマにつ いて紹介す るだ

けでな く,研 究テーマについてのキーワー ドによる講座の逆検索 も行 うことができるような

大学の講座案 内サー ビス システム

(c)第 一線で研究 している大学の助手 を含む研究者,学 者の所属,地 位,研 究テーマなどの紹

介を行 うことので きるような研究者案 内サー ビスシステム

(d)大 学(大 学院),学 科(専 攻)な どを指定す ると,そ の学科(専 攻)に おける授業科 目名,

必要単位数,授 業内容の概要などを紹介す る科 目履修案内サー ビスシステム

(e)各 研究者 による各 自の専門分野における発表論文群などの文献紹介 を行 うことので きる専

門分野(文 献)案 内サー ビスシステム
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異 分 野 研 究 の た あ のイ
ン テ リジ ェ ン ト ・オ リエ ン テ ー シ ョン ・デー タ ベ ー ス シ ス テ ム

メ イ ン メ ニ ュー

碧空2縞裂 羨あ副 書2工蕃窮 達え濁 痴芸=藷 在留 い!
機関・組織案内

羅 鞠 ㌶ 臨 内[ggi
人の属性案内

5研 究者案内(R)

学習 ・研究分野案内

§ 繰 鰍(文 蹴)(ぷ 大学院科目履傑 内(GS)

6(1)薪 シャルメ=ユvへ

KIDS>■

[…]

田

図8-1逐 次 メ ニ ュー方式 のメ イ ンメ ニ ュー

(4)一 括対話方式によ る案内サービスシステムの開発

本 システムで採用 したメニ ュー方式によるデータベ ースの利用 は初心者で もデータベースを

容易に利用できるという利点が ある反面,2回 目以降の検索の ときはメニ ューの階層をたどる

のが面倒であ った り,人 によって は思考方式に合わない部分があ った りす る。また,予 め想定

したデータの検索 しかで きないという短所 もある。 このため,本 システムでは,メ ニ ューを横

断的 ・垂直的に一括 してた どって検索を行 うことので きる一括対話方式による対話型案内方式

も開発 し,提 供可能な情報の中の各項目を任意に組み合わせた情報を簡単に検索できることを

可能とした。

機 関 ・組 織

大 学 ・学部 ・学科(大 学院 ・研 究科 ・専 攻)案 内 ・
＼ ＼

講座案内 ざ
】

↓ … …

1研究者案内 鳥

＼ 人.:.・ 一.開.

一括対話方式による

案内サービス

"

＼-1科 目蔦修案鴫

-

巴r分 野案鴫

学 習 ・研 究分野,
一_一_一.

図8-2各 種 案 内サ ー ビスの関 連図
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逐次 メニ ュー方式における各案内は,図8-2に 示すよ うに互 いに関連 しあっている(例 えば,

大学 ・学部 ・学科の案内サー ビスは講座案内や科 目履修案内を受 けるの に必要,講 座案 内サー

ビスは研究者案内サー ビスを受 けるのに必要,研 究者案内サー ビスは科 目履修案内や専門分野

案内を受けるのに必要である)の で,必 要な情報を得 るのに何回か繰 り返 して検索 しないと得

られない場合 も多い。 これに対 して,一 括対話方式ではこれ らの枠組をな くしているので,よ

り多様で柔軟な検索要求 に一回の検索 で対応す ることが可能 となる。

短所 としては,検 索の実行処理速度が遅い ことが挙げ られる。 これは,Prologの 言語の特質

として,対 象 となるデータのすべてに対 して検索が行われているためであ る。 しか し,本 シス

テムでは,シ ステムの特質上,不 定型多種のデータのデータベース化を原則 と してお り,膨 大

量 データのデータベース化を行 うことは想定 していない。 このため,本 システムで必要 と考え

られ るデータ量を考慮す ると,こ の ことは特 に大 きな問題になることはないと思 われ る。

図8-3に 一括対話方式のメイ ンメニ ューを示す。図8-4に は一括対話方式のヘルプ画面を示

す。図8-4か ら,一 括対話方式では,提 供可能な情報の中の各項 目を任意に組み合わせ た情報

を簡単に検索で きることが分か る。

揺 ㍊ 芸蓋ント'オ リエンテーション'ア 一夕心 スシステム

難饗雛響
ii避難;瀦 樫灘テ 腰

li鐙 齢 天脇 明画面の出力(一ルプ)

KIDS>■

[一一一]

図8-3一 括対 話 方 式 のメ イ ンメ ニ ュ一
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議縣1灘 霧 ㌫ 郷 国享議

藩鍵灘1難 驚慾 ㌫1∴
なお、アルフフベ ットは次のように関連づけると憶え易いかも知れません。

零本1

、鱗 。,e)、t、 官 職(、㎞tus)

**1鯉 ◆繊

(㌦ 所.咽 公私立。別)
(UnlversitU)(θddress)(Univ。 〔距ganization)
f:学 部

(Facultg)
d:学科(牟:学 科定員)
(DepaPt簡ent)(Oep滅mentCapacitg)
1:講 座 一

(惜 躍 撫
,,研究テーマ)

(LdboPator」 ▲stufand∩ctivitU)(resear℃hThe口e)

欄 霧騨 三.選択。別 。過 、=期
(認 馴a両e)(Requ'ment)(臼ed't)(G随e)

(劔ef
(灘

輝 輝 曝 繊 ⇒ ・冒二書手年月
(KeΨordlist)(E>¢ 〕1ar旧tion)

検索 デークはできるだけ限定する方が検索の時間は短くなります。

入力例K　饗 竃 懸 嬬 鍛輪 編
助教授・姓名

KI田〉鵬 職 堅靱 霧
っ大学.学部名を出力

禰 文字列(り や不確敏 字(?)の 使用が可能ですKI『 鰺 纏 縫 麓 穀
ヲ璽篇鍵難 薔秀・

『 難璽㌶ 竃縫醤撒 き融

灘羅 轟轟欝欝
さい。

K　埜霧 箱 鐵 蓬議 嚇 §季羅瓢 ・・

難 轍羅灘欝欝 類;㍗
入力例
KIDS>u三§・簸 離 酬 隔

る大学を出力

KI『 糠 籠 麟 §竃 藷料∵8輸輪嚇

繍 員数は・n以 上(以下)とい う指定もで きます・
KI嗣 ヨ築

5灘 罐i計 繊 麗 込 持つ、大学名、学8階 出力

纏 聖 職 朝 願 目では文献の発表された年(西暦)を次のように効

i灘灘雑誌 ㌶
t』pereturnkey-… 一一一{]

図8-4一 括対話方式のヘルプ画面の表示
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⑤.シ ステムのデータ検索フロー

図8-5に 開発 した本 システムのデータ検索 フローを示す。図に示す よ うに本 システムでは,

イニ シャル メニュー(初 期 メニュー)か ら逐次 メニ ュー方式のメニ ュー画面又 は一括対話方式

メイ ン画面 にジャンプ し,こ こか ら各種の案 内サー ビスを受 けるように構成されてい る。

また,各 種の案内サー ビスを受けるに当た っては,種 々の支援を システムよ り受けれるよ う

に,シ ステ ム内には種 々の知識ベースが構築 されてお り,必 要に応 じて随時参照 され るように

なっている。

構築 された知識ベースは,府 県名 に関する知識 ベース,市 町村名に関す る知識ベース,地 位

に関す る知識ベース,著 者の英文表示の知識ベース,専 門用語同義語及 び和英同義語 の知識ベ

ースの5種 類であ る
。

争

各 サブメニ ューごとに定義

されたスキーマ をもとに検索

↓

キーワー ド検索の指定が

あればキーワー ドの入力

データ
知識 ベース

(同義 語辞書、etc)

必要に応 じて随時参照

各種Prolo9

(入力用 、出力用 、etc

奪

図8-5シ ステム の デ ー タ検 索 フ ロー

(6)イ ンテ リジェン ト機能

各種知識ベースを利用 して本 システム内に実現 されたイ ンテ リジェン ト機能を列挙す ると以

下の とお りとなる。

・収集 されたデー タはすべてその まま知識ベースと して利用可能な形態 となるので,単 独で も
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多様な利用が可能 となる。更に,ユ ーザの要求す る情報 を種々のデータを組み合わせて有機

的に新たに生成 し,提 供す ることも可能 とな る。必要 となる組み合わせデータは要 求 された

ときに生成 され るので,デ ータと して記憶 しておかねばな らない情報 は顕著に節約 され,記

憶容量がわずかで済む。 この ほか,単 独データでは提供不可能な高度な内容の情報をユーザ

が必要 と している場合で も,シ ステムが種々のデータを組み合わせて加工す ることによ り作

り出 して提供で きる。短所 としては,デ ータ生成に時間を要す るので,情 報検索 の応答性が

悪 くなる欠点があ る。 ただ し,プ ログラムの構築が簡単でデータの保守 ・更新が容易 となる

利点が ある。

・不確定文字"?"や 不確定文字列"*"を 使用す ることがで きるので,人 名や国際学会名 な

ど曖昧な情報,曖 昧な記憶 しかない場合に も容易 に情報検索することがで きる。 また,正 確

な情報 を有 してい る場合 には,入 力の省力化が図れ る。

・複雑な論理式をその まま解釈できるので,高 度な論理式を用 いて効率 よ く必要情報を検索で

きる。

・知識ベースと して専門用語の同義語及び和英同義語辞書を もち,同 義語をユ ーザに提示 し,

使用す るか どうか確認す るように しているので,キ ーワー ド検索時に検索 もれが生 じに くい。

ただ し,収 集 され た同義語 はサ ンプル的であ り,こ れを充実す る必要があ る。

・知識ベースと して著者名の英文表示辞書を もっているので,日 本語の著者名か ら英文の文献

も検索で きる。

・知識ベース として,府 県名や市町村名 に関する辞書や人の地位 に関す る辞書 を有 しているの

で利用が便利 となる。

・情報の入力において,"大 学","学 部","学 科"な ど,シ ステムが判定できる語句 は,

ユーザが入力 しな くて も,シ ステムが 自動的に判定す るように している。 これ らの機能はユ

ーザに余計な負担 をかけないため,ユ ーザがスマー トに本 システムを使いこなす ことを可能

とす る。

8.3オ ン ラ イ ンサ 一口ービ ス の 実 施

本 システ ム はオ ンライ ンの デー タベ ー スサ ー ビスをKIDS(KeihannaInteligentDatabase

System)と い う名 称 に よ って,関 西文 化学 術研 究 都市(学 研 都 市)の 研 究 交流 を 支 援 す る第 三

セ クタ ー,け い はん な㈱ が運 営 して い るパ ソコ ン通 信 ネ ッ トワー ク 「けい はん なネ ッ ト」 な どを

介 して,行 うこ とにな って い る。 図8-6に 「けい はん な ネ ッ ト」の メニ ュー画面 を 示 す 。

オ ンライ ンサ ー ビスに 向 けて の試 験運 用 を行 い,プ ログ ラム やサ ー ビス 内容 につ いて,多 くの
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修正 ・改善を行 った。その結果は これ までに説明 した システム内にすべて反映 されているので,

修正内容の詳細な説明は省略す る。

本 システムでは,利 用者の文献 データ登録のモー ドも設け られているが,オ ンライ ンによるサ

ー ビスが実施されることによ り
,最 新の文献データが利用者 自らの入力 によ り蓄積 されるので,

本 システムが最新の文献情報の交換 の場 として活用 されることも期待で きる。
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.・ …mgth醗b!

図8-6け い は んな ネ ッ トのメ ニ ュー画 面

8.4お わ りに

本研究では,異 分野学習 あるいは研究を行 うに当た って重要 とな る知識 ・情報 ・ノウハ ウの提

供サ ー ビスを効率的に行 うことので きるよ うな,イ ンテ リジェン トなオ リエ ンテーション ・デー

タベ ースシステムを構築 し,そ の実用稼働性を確証す るとともに,サ ー ビス内容 操作性,利 用

上 の問題点等にっ き検討 ・修正 ・改善を行 った。

本 システムのサ ー ビス対象 と したデータ ・情報は以下の とお りであ る。

(a)大 学 ・学部 ・学科及び大学院 ・研究科 ・専攻に関する情報。

(b)各 大学 ・学部の履修要 覧に記載 の情報。

(c)各 大学院 ・研究科の履修案内に記載の講義 ・講座及び研究者情報。

(d)研 究者へのア ンケー ト,イ ンタ ビューあるいは直接書 き込みによる論文情報。

本 データベース システムの構築 に当た っては,ワ ークステーシ ョン(NECEWS4800)上 に構築

し,シ ステム構築言言吾としてはPrologを 用 いた。Prologの 不定長 リス ト機能並 びに定義推論機能

を利用す ることによ り,多 種多様で複 雑なデータ構造を もつ対象データ ・情報をそのままに近 い

形で容易 にデータベース化す ることがで きた。また,単 独のデータでは提供不可能な情報で も,
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種 々のデータを有機的に結合す ることによ りユーザに提供す ることを可能 と した。検索時 に必要

に応 じて種 々のデータが有機的に組み合わさり,ユ ーザの要求す るデ ータが生成 され るので,シ

ステム自体が記憶すべ きデータ量は著 しく少な くて済む。なお,デ ータベース化 されたデータは

その まま知識ベースと して利用可能 な形態となる。

本 システムのサー ビス案内方法 としては,逐 次 メニ ュー方式 と一括対話方式の二つ について開

発を行 った。逐次 メニ ュー方式 は,初 心者で も容易 にデータの検索が できることを可能 と し,一

括対話方式では,よ り多 様で柔軟な検索要求 に対す る効率的な検索 を可能 とした。更に各種知識

ベースを構築 し,利 用者の検索を支援す ることによ り,デ ー タベース利用の初心者 にも使い易い

システムを構築 した。

本研究の遂行の結果,① 異分野学習あるいは研究を行 うに当たって重要 とな る知識 ・情報 ・ノ

ウハ ウの提供サー ビスを行 う知的オ リエ ンテーシ ョン ・データベ ース システムのサー ビスの 内容

及び有用性を明 らかにす ることがで きた。②提案データベ ースシステムの本格的実用 システムが

構築 され た。③ システム構築の過程並 びにオ ンライ ンの試行サー ビスを行 ったテス ト結果か ら,

本 システ ムの操作性,サ ー ビス内容等 に多 くの修正を加えるとともに,改 善を図る ことがで きた。

④情報ネ ッ トワー クサ ー ビス 「けいはん なネ ッ ト」等のネ ッ トワークを利用 して,オ ンライ ンに

より実際のサー ビスを行 うことがで きることが確認 された。

今後予想 され る効果を列挙す ると以下の とおりである。オ ンライ ンによるデータ案 内サー ビス

が実施 され るので①大学の研究者間あるいは大学 と企業の研究者相互の交流が促進 され る。②大

学や公的 な各種研究機関で研究 している研究者 にも有用なデータベ ースシステム とな り,わ が国

の先端技術の一層の発展 に貢献できる。③生涯学習を行 う上で有用な指針 を提供 で きるシステム

と して利用で きる。④大学へ進学す る高校生 の勉学,学 習 目的に適 した大学選択のための重要情

報を与え ることがで きる。 また,イ ンターネ ッ トなど国際ネ ッ トワークで利用で きるよ うにする

と,海 外で,わ が国への留学生が留学先の大学や研究室を選定するの に利用で きるので,情 報の

国際化 に も貢献で きる。
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設立の ための調 査研 究
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9.関 西広域 デー タベー スセ ンター設立 の ための調査研究

9.1概 要

関西 データベース協議会で は,平 成3年 か ら調査研究事業の一つ として,デ ータベ ース関連の

事業で社会的 に貢献 しうる対象を探 ってきた。そ して,平 成5年 度 に㈲データベース振興セ ンタ

ーか ら 「関西広域データベースセ ンター設立のための調査研究」を受託 して行 った研究成果 が本

報告書である。

本調査研究において設立を計画 している関西広域データベースセ ンターは,こ れ まで関西デー

タベ ース協議会が行 って きた関西地域 におけるデータベ ースに関す る調査 ・研究,啓 発 ・教育活

動 を引き続 き行 うとと もに,現 在そ して近い将来に必要 とされる社会的な要請を受 けて,デ ー タ

ベースの統合的な供給,デ ータベース開発,デ ータベース教育 ・コンサルティ ングを より一層推

進するための組織 として位置づけている。

本調査報告書では,以 上の ような役割の中か ら特 に,行 政情報の円滑な利用促進 を支援す るた

めの機能面 にっいての研 究調査を行 った結果を取 り上げて述べてい る。具体的には行政文書情報

の電子 「標準化」に係 わ る業務的支援であ る。

以下に,目 次に従 って,報 告書の概要を述べる。

9.2報 告書 の概要

9.2.1新 たな情報流通へ向けて

情報化社会 とい う言葉が使われ始めてか ら久 しいが,最 近においては国民生活 において情報

技術が普及 しっつ ある。 そ してコ ンビ三一夕を通信端末 として使用す るデ ジタル情報交換 は,

国民の間に確実に浸透 しつつある。利便性のある情報伝達,情 報獲得の普及の視点か ら捉 えれ

ば,現 状では,デ ータベ ース提供者側のインフラよりも,利 用者側 のイ ンフラの方が よ り先行

して整備されつっあ るよ うに考え られる。ただ し,提 供者側の技術的な標準化の問題点 も含め

て,そ れはまだ 「潜在 的な」 とい う意味におけるデータベース利用者である。

どち らかといえば,こ れまで電子情報 としてのデータベースは,ビ ジネスや学術研究 におけ

る専門的な利用が主 にイメー ジされて きた。 しか しこれか らは,浅 く広 く,ま た使用料設定の

問題 も含めて,一 般の利用者のポテ ンシャル とニーズに対応 した,誰 もがいっで もどこか らで

も自由にア クセスで きる,い わば 「情報公開型生活者 データベース」の構築 と整備 に も,非 常

に大 きな社会的必要性 と市場性があると考え られ る。
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この一方で,最 近の 「情報公開」 というキーワー ドに代表され るように,国 民サ イ ドか らの

行政や企業に対す る情報ニーズの発生 は,経 済的 な理由か ら社会的な理 由へ と拡大 されて きて

いる・ ここでは・経済財 と してのデータベースで はな しに,公 共性の強 い新 しい社会資本 とし

てのデータベース,そ してそのあ り方 について議論す る必要が あるだろ う。情報が公開される

ことにより,ま た,そ の情報検索やア クセスが簡単に行え ることで,大 き く社会的 コス トが削

減 された り,国 民生活 に有形,無 形 の利便性が還元 されることは,想 像す るに難 しくない。

特 に,情 報公開が求 め られてい るよ うな行政機関や大企業 にお いては,い わゆるOA化 あ る

いはFA化 が以前か ら展開 されてお り,大 型 コンピュータの利用な ど,か な りの レベルでの情

報のデジタル化がハー ドウェア面では実現 しっっあ る。 しか しなが ら 「社会的な利用のための

データベース構築」という概念やアイデアは,こ れまで行政機関や企業の間には,そ れほど浸

透 していなか ったといえ るだろう。 ここに問題 と課題が存在す る。全 く利用 されず に眠 ってい

るデータベースでは,大 きな社会的利益に反す ることにな って しまう。 「社会資本 と してのデ

ータベース」 という概念を
,ど のよ うに広 く啓発 し,醸 成 してゆ くのかが,当 セ ンターの役割

と して位置づ けることができるだろ う。

9.2.2グ ローバル化と情報流通

景気の低迷に直面 しているとはいえ,世 界経済における地位 も飛躍的に向上 した 日本の国際

的 な役割に対する期待は大 き くなる一方である。 しか しなが ら,日 本か ら発信 された 日本情報

が国際的に流通 してい るか とい う点 に関 しては,多 くの問題が残 って いる。 また経常収支の大

幅な黒字に伴い,海 外か らの 日本市場 の 「閉鎖性」を指摘す る声が存在す るが,こ こに も日本

に関する情報の流通上 の問題が係わ っている。

情報が うまく流れ るか どうか にっいては,基 本的 には言語の違 いとい う大 きな問題が横たわ

っている。 しか しそれ とともに,商 用 データベースにおいては採算ベースに合わない等の理 由

か ら海外に提供 していないという割合が7割 以上を 占めるとい った ことも,海 外への情報流通

が円滑でない要因と考え られる。

そ ういった点か らも,海 外 に対す る情報流通については,こ れまでの政府の活動努力を評価

しなが らも,よ り一層の国家的な努力が必要 になって きてお り,情 報を公開 してい るとい う事

実 を知 って もらうことに対す る努力 と,海 外か らの 日本の情報への アクセ シビリテ ィがあるこ

とを,今 後強 くPRす る必要がある。

そのためには海外 に対 して も,日 本の経済 システムに関連す るような行政文書 として記録 さ

れて きた官公庁の行政情報が容易 に利用できる基盤作 りを行 い,ま たそれ らが一般 に公開され

てい ることを知 って もらわねばな らない。行政情報の電子媒体化は,そ の体制を押 し進めるの
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に大 き く貢献す るで あろ う。

9.2.3情 報技術の普及 と電子化す る情報

90年 代初めか ら,こ のメデ ィアは職場の各人の机の上 にノー ト代わ りに置かれ,更 に個 々人

の 日常生活の レベルにまで深 く浸透 しっっある。 このようにパ ーソナル化 されたコンピュータ

は個人の知覚のみな らず感覚を拡大す るための道具 としての意味を もち始めてお り,今 後ネ ッ

トワー ク網 との連結を深め,新 しい社会資本 と しての位置を確実 に構成 しようとしている。

本章では,情 報流通に係わる情報媒体の中か ら,CD-ROMを 取 り上 げ,従 来の印刷媒体

との比較 を行 った。 またオ ンライ ン通信の中か らは,パ ソコン通信や最近話題 となっているイ

ンターネ ッ トを取 り上げ,情 報技術が情報流通 とどのように関連す るのかをみた。

技術の進歩 は遠 くない将来において文書,音 声,静 止画像,動 画像を同 じレベルのデータを

して扱 うことを可能 と し,企 業活動を形態を変え るといった影響は もちろん個人のライフスタ

イルまで大 き く変え る変化 となって現れる ことは確実である。

町に見かける本屋,フ ォ トショップ,新 聞スタ ン ドなどや出版社,放 送局,新 聞社,教 育機

関など従来マスの力で一方的に情報を送 っていた発信源や,マ ス情報 を運ぶ システム,更 には

旧来型の処理 しか施 しえないシステムなどは大 きく変化す るものと考え られ る。

「情報のイ ンフラ整備」は今後の社会や経済に及ぼす影響か ら考え,非 常 に公共性の高い も

のであ り,「 方式等 の標準化」など適切な処置を施 さないと無用 な混乱 を生 じることは近年 ビ

デオカセ ッ ト装置の方式の差異 による消費者の戸惑い等が如実に表 している。以上の技術的な

考察をふ まえ公共性 の高い新 しい社会資本を維持 し,技 術の推移 に適応 した標準化作業 は,関

西広域 データベースセ ンターの重要な役割であると考える。

9.2.4情 報流通 と標準

本章では,行 政文書情報の電子 「標準化」支援の背景 にある,情 報化の進展 に伴 う情報流通

の将来 と標準化の問題について考察を加え た。

情報化の進展は,以 下の三つの進展が相 まってなされる。

①情報技術の普及,情 報機器の普及 とネ ッ トワーク環境の整備

②利用ニーズの高ま りと操作 ・活用の知識の普及

③(情 報機器,利 用 ソフ トウェア,情 報の)標 準化

特 に,情 報が一組織あ るいは一個人内で完結する場合は別に して,組 織 間,個 人間で利用 さ

れ る場合 には,③ の 「標準化」に対す る認識が重要になって くる。

情報技術の利用に関 して,従 来の機器 と大 き く異なるところはハ ー ドウェアの標準化 にとど
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ま らず,そ の上で利用 され るソフ トウェアの共通化,そ してその ソフ トウェアを利用 した情報

の標準化が普及 に欠かせないことである。 これまで規格化 ・標準化が議論 されて きたのは,多

くはハー ドウェア及びそれに付随す る基本的 なソフ トウェアにっ いてであ った。

しか し,効 率化の観点か らは,情 報技術を用いて処理を行 う情報その ものの標準化が欠かせ

ない。卑近 な例でいえば,本 報告書は8人 の委員によ って書かれたが,多 くの原稿は異なるワ

ープロによ り書かれ,そ してパ ソコン通信によって文書のや りとりがなされ,そ の過程で調整

されなが ら完成 された ものである。 このような作業が円滑に行われるのは,文 書の書式か ら,

文体の統一,そ して電子的な送受信の標準化がなされているか らに他な らない。

行政の情報化 にっいて も同様の ことがいえ る。行政で作 り出される多 くの文書情報は,紙 ベ

ースで行われ ることか ら,行 政 内で多 くの煩雑な事務が発生するだけでな く,行 政,民 間両者

にわたってむだなコス トと時間を発生 させて いる。行政の文書情報に対す る標準化の必要性は,

これ らのむだを省 くことが主な 目的であるが,文 書が標準的な書式に従 って電子化 され,デ ー

タベ ース化 されることによ って,国 内外での行政情報の流通の円滑化が図 られ ることになるな

どの効果を発生させる。

要するに,行 政情報の標準化の意義は以下 の2点 に集約され る。それは,「 行政事務の効率

化」と 「情報公開」である。前者は行政内部の,あ るいは行政組織間の情報の円滑な流れを形

づ くることであり,後 者 は行政 と外部 との接触面での情報の流れの道筋 をっけ ることであ る。

9.2.5行 政と情報流通

ここでは,行 政情報の円滑な利用促進の必要性の背景について考察を行 った。

国民の活動 に関係す る行政の範囲は,単 に一省庁,一 部課に とどま らず,複 数の部署にわた

ることが多 くな りっっあ る。 また民間の諸活動のス ピー ドに呼応 して,行 政 に関す る情報の入

手に対す る迅速さへのニーズ も高 くな って きてい る。

一方
,眼 を国外 に向けると経常収支の黒字 による輸入拡大や市場開放の圧力が高まるととも

に,円 高による生産拠点の海外移転が急速に進展 している状況の中で,欧 米のみな らずア ジア

諸国か らも日本に関する情報の流通へのニーズが高ま りをみせている。

このような環境 のもと,90年4月 の第2次 臨時行政 改革推進審議会 は答 申の中で,「 情報処

理 ・通信技術の進展に対応 し,政 策の企画立案,調 査分析,窓 口業務 その他各種行政事務へ

の情報処理 ・通信技術の利用の拡大 ・高度化を推進す る」 と情報化への対応の必要性を述べて

おり,行 政の情報活動のよ り高度な支援,効 率化,そ して国民への行政サー ビスの向上を含む

情報化の推進を図 ることが要求 されている。特に昨年の行政改革推進審議 会で は,行 政の情報

化について 「情報は政策判断の基本であ り,多 様かつ高度 な情報の蓄積,分 析,加 工,総 合利
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用等が行政の意識の統一 を助け,行 政の総合性を確保 してい く。更 に行政の情報化は,行 政を

効率化 し,開 かれた行政の実現や国民の利便の向上 にも資す る」 とし,「 行政情報公開の推進

について も,更 に検討 を進めるべ きである」 と提言,こ れを うけて今年の政府の行政大綱で 「

行政の情報化の積極 的な推進 を図 るため,各 省庁を通 じ政府 と して中期的,計 画的にこれに取

り組むための推進計画を策定す る ことと し,本 格的な検討を進め る」 ことが明示 された。

これ らの行政への要望は,先 に も述べた行政への情報化へのニーズの高 まりの中か ら生 まれ

て きたとともに,昨 今の情報技術の急速 なる進展が,行 政 における情報に対す る考え方を基本

か ら考え直す ことを迫 っている。即ち,こ れまでの多 くの行政の事務処理が,基 本的には紙を

ベースに した考えか ら構築,実 施 されていることに対す る見直 しであるといえ る。国民への迅

速 な情報の伝達,そ して行政情報へのより容易なアクセスのためには,省 庁間を結ぶ横断的な

情報 ネ ッ トワー ク,中 央行政 と地方行政間を結ぶ縦断的 な情報ネ ッ トワーク,そ して海外か ら

の情報ニーズに対す る電子的な情報の提供 といった,新 たなメデ ィアを中心 とす る統合的な情

報 システムの開発が必要になっている。

9.2.6非 営利のデータベースセ ンターの必要性

関西広域データベースセ ンターで特 に強調すべ き役割 は,行 政情報の円滑な利用促進を支援

するための機能であ る。具体的には行政文書情報の電子 「標準化」に係 わる業務的支援が挙げ

られる。

このような機能 は,営 利企業が負 うべ き業務ではない し,単 独の行政団体が担当すべ きで も

ない。一行政内部の標準化だけであればそれぞれの組織内で処理す ることは可能であ るが,行

政組織を横断す る標準化を視野 に入 れた作業は特定の行政組織が な しえるものではなく,第 三

者的機関の存在が必要 とな る。

ここでは,商 用データベ ースの現状 と問題点を取 り上 げ,デ ータベ ースサ ー ビスの課題を洗

い出 し,行 政情報の活用のたあには標準化が必要であることを述べている。

9.2.7セ ンターの概要

関西広域データベースセ ンターは,公 共的,非 営利的な組織 としての設立を考え る。その主

な目的は,情 報技術の普及 ・進展 に伴 う情報化の中で,情 報価値が高いに も係わ らず,こ れ ま

でコマー シャルベ ースで,あ るいは単独の組織では,普 及 ・活用 し得 なか った情報を流通 させ

るための支援を行 い,推 進す ることにある。

そ して,そ の組織の活動 は,大 き く二つに分 け られ る。

一つは,広 くデータベースの領域 に関 して,関 西地域において必要 とされ る,① 調査 ・研究
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を行 うこと,② 教育,啓 発活動,コ ンサル ティングを行 うこと,③ データベースの開発の支援

を行 うこと,な どの活動であ る。今後,情 報化が普及す る上で,デ ータベ ースのユーザ層の拡

大 と,9.2.6に も述べたよ うに,デ ー タベ ースに関 しては,潜 在的に も社会的にニーズが高い

に も係わ らず,そ の潜在的利用者が特定 できないため,コ ス トの負担を誰がす るのか社会的 コ

ンセ ンサスが得 られていないなどの理由か ら,開 発に手が着 け られていないデータベースの開

発支援を行 うことは,社 会的にみて も欠かす ことがで きない機能である。

特 に,関 西には数多 くの中堅 ・中小企業が存在 し,関 西地域の経済の基盤を支えているが,

これ らの中堅 ・中小企業におけるデータベースの利用が今後増加するのに伴 い,啓 発 ・教育活

動 を行 うとともに,そ れ らのデータベース開発活動を支援することは,他 の地域への模範例 と

して も重要な活動であ ると考え る。

次 にセ ンター活動 と して挙げるの は,行 政情報の円滑な利用促進を図 るための,行 政文書情

報 の電子 「標準化」にっいての支援活動である。

文書の電子媒体化を対象 に した標準化に対 して,行 政機関か ら着手す ることには大 きな波及

効果が期待で きる。なぜな らば,行 政情報 には公開可能な情報が多 く存在 してお り,ま た標準

化 の下地がで きているか らであ る。そ して地域社会を構成す る産業 ・行政 ・市民の中で,行 政

は要の位置にある。行政が採用 した基準が一般社会 に広 く浸透す ることは,用 紙規格などで も

み られ る現象である。 また行政に とって,情 報公開基準か ら除かれ る以外の情報は本来公開す

べ きものであ り,公 開 に際 して利用者の便宜 を図 る上で も標準化 はで きるだけ速やかに実施 さ

れ る必要があ る。行政組織 は中央官庁,そ の出先機関,地 方 自治体な どさまざまな機関が タテ

・ヨコに密接につなが りを もって業務を行 っているが ,と きにタテの関係が強調 され るあまり,

ヨコのっなが りが軽視 され ることが ある。標準化の推進は縦割 り行政を貫 く情報共有 ・情報統

合に必須の機能である。

行政の文書情報の標準化の過程では,関 係する多 くの組織間での協議 ・調整が必要であるこ

とはい うまで もないが,そ の実施に当たって も多 くの業務が発生す る。その業務を支援す るの

が,関 西広域データベースセ ンターの機能であ る。

行政文書情報の標準化 に対す る地方 自治体への支援 を行 うこともセ ンターの大 きな役割 とな

るが,現 在,東 京一極集 中の見直 し,行 政機能の地方への分散がいわれている中,ま た国際化

への情報発信の場 と して関西新空港の開港を含め国際社会への対応 を進めている関西にセ ンタ

ーを設立す ることは,将 来の行政のあ り方 と して大 きな意味を もっ ことになるであろう。

セ ンターの行 うサー ビスは,行 政情報,特 に文書情 報の標準化を行 う上で発生す る数 々の課

題 について支援を行 うことである。

まず最初 に挙げ られ るのが,中 央官庁か ら,地 方 自治体 に至るまで,行 政において作成 され,
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用い られ そ して流通 している各種の文書 について,網 羅的 に調査を行 うことである。次 に,

標準化を行 うために,調 査 ・収集を した文書を分類 し,標 準のひな型を作成す ることである。

当然の ことなが ら,そ の分類 には,い ろいろな角度か らチ ェックが加え られ る必要があ る。 そ

れ らの文書の紙ベ ースの書式が いかな るものか,文 書がどこで作成され,保 管 され るか,ど の

ようなルー ト,手 段で いかなるところに配布 されているか,そ の改正の方法は,等 々である。

またそれ らの分類が,電 子的にどのような取 り扱 いにな るか とい うことも調査す る必要が ある。

続 いて,行 政文書 のデジタル情報 としての標準化の調査 ・研究であ る。 これ は,先 にも述べ

たように,人 間がみ ることを前提 とした文書の標準化に対比 され る,電 子的 な文書の標準化で

ある。

次に,電 子的 に標準化された行政情報が行政活動において実施 された場合に,行 政組織その

もの,そ して社会 に与え る効果 と影響に関す る調査 ・研究で ある。 この調査 は,広 範 にわた っ

て慎重にかつ じっくりと行 う必要がある。

そ して電子的行政情報が広 く活用されるようになったときの,行 政及び社会 に対す る教育 ・

啓発活動で ある。特 に,多 くの地方 自治体 に対する電子的行政情報の利用を促進す るためには,

系統だ った教育 のためのシステムが開発されなければな らないが,そ の開発支援を行 う。

9.2.8今 後の課題 と展望

行政情報 の標準化,特 に電子化そ してネ ッ トワーク化 を念頭においた標準化は,ま だ諸外国

において も十分な検討 がなされていないのが現状である。 また図面や図表,そ して各種のイメ

ージ情報 について は,そ の書式や取 り扱 いについてのコ ンセ ンサスが行 き渡 っていない状況 で

もある。

一方
,電 子的文書の取 り扱いにっいて も,社 会的慣習や法制上にまだ多 くの課題 が見 られ る。

そ して電子化 された情報 は検索や加工が飛躍的に便利になる反面,改 ざんや消去 とい ったこと

も容易に行われやす い ことか ら,セ キュ リティにっいての配慮が必要 にな る。

また,昨 今のマルチメディアに関する情報技術の普及 にみ られるように,情 報技術 は日進月

歩であ り,将 来の情報技術の進展 はとどまることがない。 そのよ うな中で将来的にみて,で き

るだけ不確実性を排 除 した電子的情報の標準化が求め られることになる。

社会的にみて も,情 報化の浸透は急速 に行われているとはいえ,コ ンピュータや各種情報機

器を操作す ることに不慣 れな,あ るいは抵抗を示す人 々が多 いことも事実 である。

以上の ように,行 政情 報の電子的標準化を行い,そ れ らの情報が広 く使 われ るためには,数

多 くの問題が 山積 してい る。 しか し,き たるべ き社会の中で,情 報化 は避けて通れない道であ

り,行 政 において も現在推進を していかねばな らない課題で もある。
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すべての革新には,常 に光 と陰が存在す る。そ して陰の部分 をいかに克服 し,プ ラスの面 に

転 じるかということが,ま さになさなければな らないことである。関西広域データベースセ ン

ターの活動の一つ と して,本 報告書で取 り上げた行政情報の標準化に関す る支援活動は,行 政

が新 たな社会において創 り上げてい く 「イ ンフォス トラクチ ャー」への不可欠の一歩であると

考 える。
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10地 域活性化 の ための産 ・学交流

支援データベースのプロトタイプ作成

東 北 イ ンテ リジ ェ ン ト ・コス モ ス 学 術 機 構





10.地 域活性化の ための産 ・学交流支援 デー タベー スの

プ ロ トタイプ作成

10.1産 ・学 交流支援 データベー ス構築 の背景

10.1.1東 北 インテ リジェン ト・コスモス構想 とデータベース

東北イ ンテ リジェン ト・コスモス構想の 目的 は,東 北地方が 日本の頭脳(研 究開発)と 産業

開発 の国際拠点 とな り,重 層的産業構造を もった未来型産業社会を形成す ることにあ る。 この

目的を達成 してい くために,研 究開発,新 産業育成 ・支援,高 度情報化,基 盤整備の四つを基

本 プロジェク トとして推進 している。そ して,こ れ らの基本プロジェク トを推進 していく際の

基盤 と して,デ ータベースは位置づ けることができる。

↑
プロジェクト推進基盤

データベースの構築

先行事例

「産 ・学交流支援データベース」

図10-1東 北 イ ンテ リジ ェン ト・コ スモ ス構 想 とデ ー タベ ー ス

10.1.2産 ・学交流支援 データベースの 目指す もの

産 ・学交流支援データベースが,東 北地方において果た してい く目的には,文 字通 り産 と学

との交流を促進するための道具 となること(狭 義の目的)と,東 北地方か らの情報発信の先進

事例 となること(広 義の目的)の 二つが挙げ られ る。

(1)産 ・学交流の促進のために

産 ・学交流支援 データベースは,業 種を越えた企業同士の交流,専 門分野を越えた研究者

同士の交流,更 に企業 と研究者の交流を促進 してい くための道具 とな らなければな らない。
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新 しい研究 ・新 しい技術 ・新 しい商品,そ して新 しい産業を東北の地 に創 出 し,研 究開発 ・

産業開発の国際拠点 として雇用の場を提供 して い く役割が期待 され る。

② 情報発信の先進事例

産 ・学交流支援データベースの構築は,東 北地方か ら世界へ向けての情報発信の先進事例

を作 ってい くことを示 している。 そこでは,中 央 と地方 ・大企業 と中小企業の区分けは何 も

必要がない。ただ,そ の情報に独 自性が あるか否かが問われている。後発の利を活か し,積

極的な情報の発進(攻 めの姿勢)に より市場を広げ,東 北の発展を促進 してい く必要があ る。

10.1.3プ ロ トタイプシステム構築の目的

産 ・学交流支援データベースを構築 して いこうとす る場合,何 の土台 もな く最初か ら理想的

本格 システムを実現 して い くことは,技 術的に も資金的に も非常 な困難を要す る。 したが って,

データベースに登録す る情報の内容 について,範 囲を区切 ってそのモデルを考えプロ トタイプ

システムを構築 してい く必要がある。

プロ トタイプシステム構築の大 きな 目的 は,集 積 され る各情報群を絞 り込んだ形で,そ の相

互関係 ・っなが りと情報を入手 して い くための検索方法,集 積 された情報の出力イメー ジを示

し,産 ・学交流支援 データベースの仕組みを,利 用者 に理解 していだ くことにある。

10.1.4実 施 内容

(1)プ ロ トタイプ システムへ登録す る企業 と研究者の ピックア ップ

① 団体情報 としての宮城県 内の主要製造事業所を対象 に実施

② 研究者情報 として東北大学工学部の研究者を対象に実施

③ 研究内容情報 として東北大学金属材料研究所を対象に実施

(2)情 報提供のための団体及び個人の確認作業

(3)産 ・学交流に伴 う情報の流れの確認

(4)プ ロ トタイプシステムの構築

(5)プ ロ トタイプシステム活用 によるモニター調査

⑥ モニター調査内容の分析
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10.2プ ロ トタ イ プ シ ステ ム の構 築

10.2.1産 ・学交 流支 援 デー タベ ー スの 構成 と概略

〔 、
＼ ノ

一 、
＼ ノ

/、
＼ ノ

研究者群

①

＼ ノ

ω

研究成果 ・
製品群
②

＼ ノ

(2)

団体群

③

＼ ノ

図10-2産 ・学交流支援 データベースの大分類

表10-1各 情報群の概略

項 番 群 名 概 略

① 研究者群 研究者に関連す る個人情報 ・所属機関 ・研究内容等の情報か ら構

成 され る。

② 研究成果 ・製品
群

製品品 目(品 物 のみに捕 らわれず 技術,産 物等 も含む)を 介 し
研究者群,団 体群 との結び付 きを表す。

③ 団体群
流通機構に参入 したい,各 種団体(民 間企業 ・組合 ・行政機関等)
の各種情報(団 体名 ・所在地 ・業種 ・PR情 報等)か ら構成され

る。

産 ・学交流支援 データベースは,① 研究者群,② 研究成果 ・製品群 ③団体群か らなる情報

群によ り構成 され,② 研究成果 ・製品群を介 し研究者群,団 体群の各情報の活用を充実 させ る

データベースであ る。

研究成果 ・製品情報の機能は,(1)製 品品 目に関係す る各研究成果 ・研究生産物 を検索可能

と し,か っ当該研究成果 ・生産物の研究発信元の情報 も検索可能 とす ることにより研究者情報

の活用を図る。(2)あ る製品品目か ら存在 している商品名を検索可能 とし,か っ扱 っている団

体の検索 も可能 とす ることによ り団体情報の活用を図 る。

(1),② より,産 業機 関 ・学術機関 と相互の交流 を促進 してい くものである。

更に,研 究者情報 ・団体情報各 々を,さ まざまな角度か ら検索可能 とし詳細 な情報を提供 し

よ うとす るデータベースである。

本データベースの詳細な構想案について は,「 研究者データベースの構築 に関す る調査報告」

(平成5年3月 発行)を 参照されたい。
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10.2.2プ ロ トタイプ システムの概要

産 ・学交流支援データベース(旧 称研究者データベース)の 内容をすべて盛 り込むのではな

く,研 究者群,研 究成果 ・製品群,団 体群の関連を限定 された格納情報により概念のみを表す

ものである。

構成的には,産 ・学交流支援データベース構想の大分類を保 ち,各 情報群の概念的機能のみ

を表現 しモニター対象の各機関の方 々に構想概念を掴んで頂 き,次 た るステ ップの足掛か りと

す る。

{e)

1
(注)

一一一→ 検 索 機 能

(c)

1

研究者群

①

(研 究者情報)

研究成果 ・

製 品群

②
(製 品情報)

」 L

-q

l
l

l
▼

団体群

③
(団 体情報)

*(a)製 品情報か ら当該製品品 目に関連す る研究成果を検索す る機能。

*(b)製 品情報か ら各団体が提供 している商品を検索する機能。

(c)(a)に て検索 された研究成果,又 は特定項 目により研究者個人情報を検索す る機能。

(d)(b)に て検索 された団体情報 ・商品広告情報,又 は特定項 目によ り団体情報を検索す る機

能。

(e)登 録 されている製品品 目を検索する機能。

(注)*:(a),(b)の 各検索機能 は,数 例のみモニター検索可能 とす る。
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10.2.3プ ロ トタ イ プ シス テム の操 作方法

プ ロ トタイ プ シ ステ ム

検 索 プ ロ グラ ム の起 動

メ イ ンメニ ューか ら

検索 情 報 の 指 定

検 索方法 の選択

メニ ュ ー に よ る検 索 キ ー ワ ー ド入 力 に

よ る検 索

キ ー ワ ー ド検 索 項 目

の

選 択

ド
ー

力

ワ

の

一

入

キ

該当件数の表示

1

表示 内容の選択

1

表示件数 の入力

1

検 索 デ ー タの表 示
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∨
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Ψ
か
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表10-2プ ロ トタイプシステムの内容

ー

⑩
o◎

一

項 番 デ ー タ ベ ー ス 名 概 略 入 力 情 報 元
① 研究者情報 (D研 究 者 の個 人 情 報 の抜 粋 項 目を格 納 す る。 東北大学 金属材料研究所 所属教授 より回答

研究者群 氏 名 ・所 属 ・学 歴 等 の項 目 によ り構 成 され る。 工学部 名簿よ り
論文情報 ② 論 文単 位 の ア ブ ス トラ ク トを格 納 す る。 東北大学 金属材料研究所 所属教授よ り回答

論 文名 ・著 者 ・共 同研 究 者 ・共 同 研 究 グル ープ ・共 同研

究 団体 ・ア ブ ズ トラ ク ト等 に よ り構 成 され る。

講 座 ・部 門情 報 (3)講 座 ・部 門 単 位 に概 略 を 格納 す る。 東北大学 金属材料研究所 所属教授よ り回答
講 座 ・部 門等 名 ・所 在 地 ・連 絡 電話 番 号 ・代表 者 等 に よ 工 学 部 「独 創 」 よ り

り構 成 され る。

② 製品情報DB (1)本 システ ム で活 用 され る製 品 品 目単 位 に登録 す る。 全国工業通覧 使用業種
研究成果 製 品 品 目名 ・対 応 の 製 品 品 目 コー ドに よ り構 成 され る。

・製 品 群 製 品 品 目 一関連 研究 (2)研 究 成 果 と応 用 ・利 活用 され て い る製 品 品 目と の関 係 を 東北大学 金属材料研究所 教授 より聞 き取 り
成果 登 録 す る。 工学部 教授 より聞 き取 り

研 究 成果 と製 品 が 同一 の場 合 もあれ ば,一 つ の 研 究 成果

が 複数 の製 品 品 目に応 用 活 用 され て い る場 合 も登 録 す る。

製 品 品 目 一関連 商 品 (3)各 団体 が 提 供 して い る商 品 名 と製 品 品 目との 関 係 付 を登 東北大学 金属材料研究所 教授 より聞 き取 り
録 す る 。 工学部 教授 より聞 き取 り
商 品 ご と のPRコ メ ン トを 付 加 。 一般商品の抜粋

③ 団体情報DB 各 種 団体(民 間 企 業 ・組 合 等)単 位 の 情報 を格 納 す る。 宮城県工場通 覧よ り抜粋

団体群 団体 名 ・代 表 者 ・業種 等 の 項 目に よ り構成 され る。



10.3モ ニ タ ー 調 査

10.3.1モ ニ タ ー調 査 方法

東 北7県(青 森,岩 手,宮 城,秋 田,山 形,福 島,新 潟)を 対 象 と して企 業50団 体,市 ・県

10団 体,研 究者50団 体,計110団 体 を抽 出 し,今 回構築 した 「産 ・学 交流 支 援 デ ータベ ー ス プ

ロ トタ イ プ システ ム」 を実 際 に体験 して 頂 き,ア ンケ ー トに よ り各 種 意 見 ・要 望を収 集 した。

10.3.2ア ンケ ー ト集計 結 果

(1)ア ンケー ト回答 集 計

表10-3県 ・職 種別 ア ンケ ー ト回収数

官 ・産 職種 青森県 秋田県 岩手県 宮城県 山形県 福島県 新潟県 小 計 計 合 計

産

回 答

1 3 4 1 1 2 5 16

57

職種 計

82

2 1 1 1 1 4

3 1 1 2

1 31

4 2 2 8 1 6 6 4 29

5 1 1 1 1 2 6

2 4

小計 6 6 12 3 8 11 11

官

回 答

1 1 1 3 2 1 3 4 15

25

3 2

2

3

4 37

4 6 1 1 8

5 1 1 2

5 8

小計 7 2 3 3 2 3 5

県別
合計 13 8 15 6 10 14 16

職種

(職 種1:管 理 ・企画部門)(職 種2:営 業部門)(職 種3:生 産部 門)(職 種4:研 究部

門)(職 種5:そ の他)

以降職種に関 しては,当 該職種 により表現する。

(2)集 計結果 による考察

ア ンケー ト回答数 による評価 と して

ア ンケー ト回答数によ り,110件 のア ンケー ト対象 より82件 の回答が得 られ74.5%の 回収

で あるため,本 ア ンケー ト結果 は,ほ ぼ適正であると判定す る。回答内訳 として,産 側回答
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:官 側 回答比 は,2:1の 比 率 とな って い る。 職 種 別 回答 と して,そ れ ぞれ

職 種1=37.8%,職 種2=4.9%,職 種3=2.4%,職 種4=45.1%,職 種5=9.8%

とな って お り管 理 ・企画 部 門 と研 究部 門 よ りの 回答 とな って い る と判定 で き る。

故 に,ア ンケ ー ト集計 の職種 別 の 回答 は,職 種1・ 職 種4・ その他 と して集計 した。

10.4今 後 の展 望

産 ・学交流支援データベース本格 システムの構築 に先立ち,産 ・学の交流を促進 してい くため

の新 しい情報提供の方法を プロ トタイプシステムの構築 によ り具体的に提示 した ことは,本 格 シ

ステムの構築にとって大 きな一歩であ ったといえる。今回の システムの特徴である研究者群 団

体群,研 究成果 ・製品群の三つの情報群の相互の関係づ けによ る各情報の検索の仕組 みは,東 北

7県 の産 ・官のモニターへの説明の過程 を通 し,利 用者の方 々に理解され受 け入れ られ たと思わ

れ る。本格 システムへ期待す る声の多さ も,そ れを裏付 けてい るといえよう。

今回構築 したプロ トタイプシステムを充実 しつつ,各 地での啓蒙 ・普及活動を通 し,本 格 シス

テムの構築を実現 してい くために,関 係各位の一層の協力 と努力が必要 である。
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「11中 小企 業技 術情報 デー タベ ースの構 築
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11.中 小企業技術情報 データベースの構築

11.1目 的

東京大田区の製造業,と りわけ金属加工関連の分野においては大田区は日本全国でも特異な存

在を示 している。即 ち,京 浜工業地帯の中心地 と しての地域優位性,更 に圧倒的な企業集積性を

活か して,日 本の一 大試作工場 と もいわれ 規模は小 さいなが らも,そ の技術 力の高さで,大 企

業 も手を焼 く,各 種試作品を短納期で しか も安価に仕上げている。

しか しなが ら,従 前のよ うな好景気の時代 は既 に過 ぎ去 り,大 手対下請 けの固定化 した関係 は,

希薄にな って きて いる。長引 く不況下にあ って,各 企業は生 き残 りをか けて リス トラに遭進 して

いるが,大 田区のよ うな中小企業 においては,リ ス トラもままな らず,特 に情報収集の面 におい

て,大 企業 に遅れをとっている。

そ こで,区 内企業 によ り多 くの ビチネスチ ャンスが与え られ るよ う,自 らの技術力を広 くPR

し,受 ・発注の拡大 に役立っ ことを目的と して 「中小企業技術情報データベース」を構築す るこ

とと した。

11.2概 要

大 田区内に事業所を有す るすべての製造業(6,600社)の 技術情報をデータベース化 し,電 話

網 を通 じて,全 国 どこか らで もオ ンラインで情報検索で きるようにする。

検索端末 は通信機能を もったパ ソコン,ワ ープロ,ワ ー クステーシ ョンを対象 とす るが,フ ァ

クシ ミリしか所有 しない利用者のためには電話機 とファクシ ミリによる検索 も可能 とす る。

11.3デ ー タ の収 集

データの収集 に当たっては,そ の 目的に照 らして,従 来のよ うな企業調査 とは異な った各企業

が保有す る生産 ・加工技術にスポッ トを当て る調査 とな るよう,ア ンケー ト調査票の設計段階か

ら詳細な検討 を行 った。特にデータベ ースの利用者にとって,使 い勝手が良 いものとす ることか

ら,保 有技術,取 扱素材,保 有設備(生 産 ・加工用の工作機械,測 定器な ど)に 特 に注意を払 い,

当社独 自の分類項 目を定 め,幅 広い検索要求 に対応可能な もの とした。

また,調 査対象件数が約10,000社 と膨大で あることか ら,調 査対象企業を従業員数 によ り3段

階に層別を行い調査を行 った。
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調査方法 としては,ま ず全件に対 して郵送によ り調査票を送付 した後,電 話督促等を行 った。

更に回収率を向上 させ るため,電 話によ る聞き取 り調査,FAXに よる送付 あるいは返送 も受け

付けた。 また,会 社名,住 所,電 話番号,代 表者 氏名 にっいては,記 入の際の負担を軽減す る意

味か ら,予 め調査票に印刷を した後に送付す る方法 を採用 した。

11.4シ ス テ ム の 構 築

11.4.1シ ステム構成

システムはUNIXワ ークステー ションを中心に クライア ン トパ ソコン及びルータ等がイー

サネ ットLANに よ り接続 されている。

データベースの利用 はLANに 接続 されたクライア ン ト(パ ソコン)か らは当然であ りその

他INS64の 利用による リモー トLANシ ステムか らのア クセスにも対応 してい る。

また,モ デムを使 った一般公衆回線か らの無手順方式によるアクセスに対応す るためパ ソコ

ンゲー トウェイ システムを設置 した。 これによ り,高 度デ ジタル通信か ら電話回線 によるア ク

セスまで幅広 いユーザか らのデータベ ース利用を可能 に した。 一'

11.4.2デ ータベースの構成

中小企業技術情報データベ ースは以下のデータベース表か ら構成 され る。

表 名 主たるフィール ド内容

管理表 データベース更新用

基本表 社名,住 所,電 話番号,代 表者名等

会社表 資本金,業 種,他 の事業所等

求人表 従業員数,求 める人材,求 あ る職種

事業表 仕入先,得 意先,外 注先,事 業形態等

技術表※ 技術29フ ィー ル ド,素 材27フ ィール ド

研究表 研究開発の有無

交流表 共同研究,開 発,受 注,情 報交換等の既実施 と希望

設備表 工作機械他7種 に細分

※の技術表 について は,当 社独 自の分類を以下の よ うに定めた。
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①技術フィール ド

鋳 造 切 削 カ シメ

鋳 造 研 削 印 刷

熱処理 研 磨 木 工

板 金 塗 装 縫 製

製 缶 メ ッキ 原材料関係

溶 接 プラスチ ック成形 金 型

プ レス プ リン ト基盤 治工具

絞 り 組 立 食品加工

曲 げ 配 線 その他

切 断 打 鋲

②素材フィール ド

銑 鉄 金 セ ラ ミック

鋳 鉄 銀 プ ラスチ ック

炭素鋼 白 金 石油化学製品

特殊鋼 ニ ッケ ル その他化学製品

ステ レンス 亜 鉛 ゴ ム

その他の鉄 チタ ン 木 ・紙

銅 真 鍮 繊維 ・皮革

鉛 その他非鉄金属 食品材料

アル ミニ ウム ガラス その他

11.4.3検 索メニ ューの構成

中小企業技術情報 データベースは8項 目による検索 と,更 にそれぞれの組み合 わせによる検

索が可能 とな っている。8項 目の分類 は以下の とおりである。

一103一



検索 の トップメニ ュー

企業名検索

所在地検索

業種検索

技術検索

素材検索

設備検索

求人検索

交流検索

11.5マ ニ ュ アル の 作 成

前項の検索 メニ ューによる検索を容易にす るための 「検索マニ ュアル」を現在作成中である。

その中で配意 した事項 は以下の とお りであ る。

① 企業名 は半角 カタカナの入力で検索可能 とした。本 システムでは部分一致方式で検索す るた

め,あ いまいな場合 は企業名の一部を入力すれ ば良い。

② 受 ・発注条件 と しての地域性を考慮 して,大 田区を60の 町名に分 けた。

③ 業種検索 は,「 日本標準産業分類」(行 政管理庁発行)に 概ね準拠 した20種 類による検索を

可能 とした。

④ 技術並 びに素材検索は,当 社独 自の分類 による29及 び27の キーによる検索方法 とした。

⑤ 企業の生産 ・加工能力を測る目安 と しての保有設備 について は,特 に詳細 な検討を行い,大

分類8項 目か ら容易 に目的の企業が検索で きるよ うな階層構造 と した。

⑥ 交流検索では異業種交流の最適なパー トナーが検索で きるよう,四 つの ジャ ンル分 けとした。

11.6デ ー タ の メ ン テ ナ ン ス

データベースの生命 ともいえるデータのメ ンテナ ンスについて は,そ の確実性を期す ることか

らも計画的な取組みが望ま しい。当社では既に平成5年 度か らメ ンテナ ンスのためのデータ収集

に着手 している。5年 度は従業員数10人 以上の企業約2,400社 にっいて調査を行 いデータもほぼ

回収済であ る。
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調査の回収率を向上 させ るために,前 回回答された内容をすべてプ レプ リン トして対象企業に

送付 したこともあ り,予 想以上の回収率の高 さがみ られた。

また,平 成6年 度 にっいて は,同 様の方法 によ り従業員数5～9人 につ いてメ ンテナ ンスのた

めの調査を秋頃実施す る予定である。

11.7今 後予想 され る効果

① 中小企業,特 に零細企業を中心 と して収録 した企業情報デー タベ ース として は,ま さに低成

長時代における企業の活性化並びに企業間交流に果たす役割が大 きいと考 える。

② 金属加工の分野では世界最高水準にある大 田区製造業を網羅 してお り,中 小企業 における取

引拡大が期待で きる。

③ 電話回線INS等 を利用 したネ ッ トワー クア クセ スは,将 来 の中小企業 におけるEDI

(ElectronicDataInterchange)ネ ッ トワー クと して機能 させ ることがで きる。
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12.地 域情報 を対 象 に した

分散協調 型 データベース システムの開発

12.1目 的 と概 要

12.1.1デ ータベース利用 における分散協調

わが国のデータベースの構築 と利用は,欧 米諸国に比べて まだかな り遅れているのが実状で

あるが,そ の原因の最大の もの はデータベースの重要性に対す る認識の欠如である。 しか し,

積極的にデータベースを構築 しそれを活用 しよ うとした場合で も,現 在のわが国で はそのため

の環境が十分 に整 って いない。データベースのための環境 とは,基 本的にはデータベースを容

易 に作成で きる機能 と,デ ータベースを効果的 に利用す るの に必要なネ ッ トワーク機能 である。

もちろん両者 に共通 して要求 されるのは,優 れたユーザイ ンタフェースであ る。

また,こ のような環境 の充実のほかに,デ ータベース といえばす ぐに大規模な ものだけを想

定す るのではな く,小 規模 で も有用で質の高いデータベースを数多 く構築 し,そ れ らの集合を

あたか も一つの大 きなデータベースとみなす,と い う分散方式への発想の転換 も必要 である。

一般 に分散 には二つの種類がある
。即 ち,あ る事柄を二つ以上の ものに分割す る分割的分散

と,あ る事柄を,そ れぞれで統治機能を もっ二つ以上の事柄によって統治す る分権的分散であ

る。MineSで は分散 とい う言葉を後者の分権的分散の意味で使用す る。

データベースを効果的に利用す るには情報の相互作用 とネ ッ トワーク化が不可欠であるが,

そのためには,(1峻 数 のデータベ ースに(仮 想 的で もよいが)同 時に アクセ スで きるよ う,

(仮想的で もよいが)一 つのネ ッ トワーク上 に存在す ること,及 び,② それぞれのデータベ ー

ス間の協調的利用が可能 な こと,が 要求 される。また,地 域の情報源 としてデータベースを考

えた場合は,更 に,(3)そ れぞれが,構 築時は独 自に存在 しなが らも,他 のデ ータベース と相互

利用で きること,が 必要 である。 これ ら,(1)～(3)の 用件 はとりも直さず,デ ータベースに分権

的分散が必要であ り,か っ協調的機能の必要性を意味する。

また,従 来のデータベースは,メ ディア としては文字 を基本 としていたが,多 様なメディア

に対す る情報処理技術の進展によ り,最 近 はデータベースにおいて も多 メデ ィアへの対応が要

求 され るよ うになった。 また,ネ ッ トワー クに関 しては,最 近急速 にイ ンターネ ッ トめ構築 が

進み,地 域内,国 内,海 外等 とのネ ッ トワーク利用が盛んにな った。 ところが,こ れ らの要望

に応え られ る優 れた ソフ トウェアは今の ところあまり開発 されて いないのが現状である。
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12.1.2MineSの 設 計 と開発

わが 国 のデ ー タベ ー スの構 築 と利 用 の活 性 化 の ため に は,(1)イ ンタ ーネ ッ トで動 作 し,(2)個

人 も含 め て誰 もが 簡単 に扱 え,(3)小 規 模 な デ ー タを対 象 に して い るが その統 合 が 可能 で,(4)マ

ル チ メデ ィアに も対 応で き るよ うな,デ ー タベ ー ス用 ソ フ トウ ェアを 開発 し流 通 させ る こ とが,

そ の方 策 の一 つで あ る。

本 プ ロ ジ ェク トで は この よ うな要 求 を満 たす ソ フ トウ ェア と してMineS(MultimediaInfor

mationNetworkEnvironmentServices)を 設 計 しプ ロ トタ イ プ システ ム を開 発 した。MineS

は一 般 の ユ ーザ に広 く提 供 す る実 用 的 な システ ムを 目標 と して い るが,デ ー タベ ー スの た めの

システ ム と して新 しい概念 や 機能 を取 り入 れ て お り,技 術 開発 や研 究 開 発 とい う側 面 も併 せ も

って い る。

12.2背 景 及び位置付 け

12.2.1デ ータベース利用の現状 と課題

データベース利用の形態 として,大 量の情報を,し か も高速 に検索す る必要がある場合,メ

イ ンフレームが使われ るのが一般的であ り,こ こで扱われ る情報 は文字情報が主体 とな る。 ま

た,利 用者は多 くの場合,特 定のデータベ ースに専用端末か ら専用回線を使 ってア クセスす る

ことにな る。

この場合,利 用者 は予め,ど のよ うなデータベースがど こにあるのか を知 って いなければな

らない。データベースが増 えてい くと,デ ータベースに関す るデータベースが必要 になる。ま

た,有 用 なデータベースが存在 して も,そ れぞれデータベースごとにア クセス方法が異 なって

いれば利用す る側に とって は戸惑い となる。

別の利用形態 としては,近 年,イ ンターネ ッ トによるデータベースへのア クセス も行われ る

よ うにな って きた。イ ンターネ ッ トでは専用端末か らの利用 と異な り,デ ータベースサー ビス

を行 っているコンピュータと利用者の コンピュータが協調動作 を行い,利 用者 に対 して,よ り

高度 な,そ して使 いやすいサー ビスが提供で きる可能性が ある。 イ ンターネ ッ ト上で利用でき

るデータベースのほとん どは,デ ータベースをサー ビス してい るホス トコンピュータへの リモ

ー トログインによるものだが,最 近で は,い わゆ るクライア ン トサーバ型 のデータベ ースツー

ルの登場 によ り,リ モー トログイ ンによ らず に,イ ンターネ ッ ト上 に分散 したデータベースが

利用で きるようにな ってきた。

しか し,扱 われるデータはやはり文字情報が主体であ り,画 像等のメデ ィアを活か して はい

ない。世界中を結んだイ ンターネ ッ ト上でのデータベースサー ビスは新 たなサー ビスへの期待

一108一



はあるが,現 状で はデ ータベースを有効かっ効果的に利用で きているとはいいがたい。サー ビ

ス内容やアクセス方法 などについて も課題を残 している。

利用者に とって望 ま しい これか らのデータベースのあり方 として,必 要な情報を速やかに,

そ して簡単 に探 し出す環境が必要 とな って きている。 その際,文 字情報 だけでな く,図 形,画

像等を含んだ付加価値 の高い情報提供が望まれ るように もなって きた。

12.2.2MineSの めざす もの

(1)地 域 データ利用の重要性

情報化社会 とは,情 報を社会における重要な資源の一つであると考え る社会 の こととす る。

地域情報化 とは地域 において情報化社会へ対応することであ るとする。地域情報化のために

は地域 の人 々を対象 に した情報を重視す る必要がある。そのためには,① 地域にある情報 自

身 に関する視点 と,② その情報の流通に関する視点,を もたな くてはな らない。

地域における情報 は一般 に小規模(以 後パーソナルデータと呼ぶ)で ある。そのため,必

ず しも特定のDBMS(デ ータベ ースマネージメン トシステム)に よ り管理され る必要がな

い ものが ほとん どで ある。例えば,ワ ープロの文書 ファイル と して保存されている もの,パ

ソコンのテキス トファイル として保存 されている ものがかな りの数 に及ぶ。 これ らは必ず し

もメイ ンフレームな どの大型の計算機,ワ ークステー ションなどの高機能計算機のみで処理

すべ きデータで もない。

(2)MineSが 構築す る情 報環境

MineSは コンピュータネ ッ トワークを用いてパーソナルデータを提供 し地域情報化を促進

す ることが 目的で ある。そのための具体例 として,イ ンターネ ッ トを用 いて,地 域 に既 に存

在す るパーソナルデータを用い,個 人を対象に したデータベース提供環境を構築す る。

イ ンターネ ッ トを用 いるとは,必 ず しも個人がイ ンターネ ッ トに直接接続 してい ることを

意 味 しているわけではない。イ ンターネ ットに接続されているコ ンピュータになん らかの方

法 で接続できるコンピュータであれば上記 のデータベース提供 システムを利用で きることを

示 している。

以上 を図12-1に まとめる。図に示すように,MineSは,① 特定の コンピュータの機種 に依

存せず,② イ ンターネ ッ トという特定のネ ッ トワークに も依存す ることな く,利 用す ること

がで きる。 したが ってMineSシ ステムの利用者 は,コ ンピュータの機種,ネ ッ トワー クを意

識す ることな く,MineSの 提供す るデータベースを用 いた情報提供 システム(MineSス ペ ー

ス)ヘ ア クセスす ることがで きる。MineSで はこのような立場で情報環境を構築 してい る。
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12.3開 発

前節 まで に述べたMineSの 目的を達成す るために,実 際に開発す るシステム(MineSシ ステム)

につ いて,シ ステム構築の際の仮定に相 当す る事柄,メ デ ィアの取 り扱い,ネ ッ トワークの利用

形態,及 び具体的なシステム構成につ いて述べ,全 体の動作の概要を説明す る。

12.3.1MineSの アーキ テ クチ ャ

(1)MineSシ ス テ ムの 目標

MineSは 前節 で示 され た要求 を 満 たす ため に,以 下の 三 つの 視 点 か ら,シ ス テ ムを構 築 す

る。 即 ち,① パ ー ソナ ル デ ータを 対 象 にす る,② それ ぞれ の コ ンピ ュー タの機 能 を 活か しな

が ら複 数の端 末 に対 応す るユ ーザ イ ンタ フェー スを もつ,③ イ ンタ ー ネ ッ トを 中心 と したネ

ッ トワー クであ りなが ら個 人が 利 用 で きる範 囲 の広 いネ ッ トワー クを利 用す る。

(2)メ デ ィアアー キ テ クチ ャ

MineSに おけ るメデ ィアの考 え 方 を 図12-2に 示 す。MineSで 扱 うメデ ィア は2種 類 で あ る。

即 ち,① 記 録 媒体 の抽 象 化 と して の メ デ ィア(い わ ゆ るマ ルチ メ デ ィ ア)② 記 録 メ デ ィ ア と
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転送 メディアを統合 し抽象化 したメデ ィア(ユ ーザメディア)で ある。MineSで はユーザに

対 して環境 と して情 報を提供す るために,ユ ーザメデ ィアも統一的な方法で複数扱 う(マ ル

チユーザメディア)こ とを目的と している。

ユ ーザ メデ ィア

複 数の種類のデー タを1つ の マ ル チ メデ ィア

記録 メデ ィアに記録

(音、文字、静止画を単一の方法で記録)

物理的表現形態 記 録 メ デ ィア

(音の記録方法、文字の記録方法、

静止画の記録方法など)

(識 量繁 忽 諸 記録デバイス

転送メディア

通信メディア

伝送デバイス

記録のためのメディア と伝送のため

のメディア を抽象化 し、統一的に扱

うメディア

情 報 の 転 送

(同期、非同期、ブロー ドキャス ト、

マルチキャス ト、1:1)

データ通信のための メディア

(ネッ トワーク)

(各種通信プロトコルなど、パソコン

通信、ファクシミリ、インターネット)

データ伝送(電 気通信)の ための

メディア

(同軸、光ファイバー、無線など)

図12-2メ デ ィアア ーキ テク チ ャ

(3)ネ ッ トワー クア ーキ テ クチ ャ

MineSは,利 用 者 が ネ ッ トワー クや 端末 を 意識 しな い で シス テム を利 用 で き るよ うに,図

12-1で 示 した よ うな,イ ンターネ ッ ト,公 衆 回線 無 線 な どの あ らゆ るネ ッ トワー ク利 用形

態 を想 定 して い る。

(4)シ ス テ ムア ーキ テ クチ ャ

MineSシ ステ ムの ア ーキ テ クチ ャを図12-3に 示す。 各 モ ジg－ ル は上記(1)及 び(2)を 満 たす

ため に,機 種,(② で述 べ た)メ デ ィア,ネ ッ トワー クを抽 象 化 し,そ の イ ンタ フ ェース を

定 め る こ とを 目的 と して い る。 また,各 モ ジ ュール(特 にユ ーザ イ ンタ フ ェース)は シス テ

ム稼 働 中 に デー タ に合 わ せ 柔軟 に変 更可 能 な よ うにな って い る。以 下 で は各 モ ジュール につ

いて 概説 す る。
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ee=DeLis(三 石 他 ,1993)

図12-3

TCP/IP

ソケッ ト

シス テム ア ーキ テ クチ ャ

≦隔

≦隔

①MineS/DB(デ ータベース)機 能

① データ格納機能

MineS/DBは データの格納機能を提供 し,デ ータの作成を支援す る。データはすべ

てテキス トで表現 されているので,MineSで 提供す るデータメ ンテナ ンスツールを使用

しな くと もデータの作成が可能であるとともに,変 更 も容易である。

⑪ データ検索機能

MineS/DBの データ検索機能は,複 雑 な検索機能を もたず,デ ータの変更,追 加 の

容易性か らフルテキス ト検索方式を用いている。 またマルチメデ ィアデータの検索につ

いては,独 自の管理機構を設 け実現 している。

⑥MineS/DBの 独立性

MineS/DBで は,MineS/UI(後 述)か らの検索要求を受 け取 り,そ の検索要求

を満たす データを返すインタフェースが規定 されている。即 ちこのイ ンタフェースを既

に存在す るDBMSに 対 して準備することで,そ のDBMSがMineSシ ステム上で利用

可能 となる。

②MineS/UI(ユ ーザイ ンタフェース)機 能

① ユーザ とのイ ンタラクション機能

MineS/UIは コンピュータの機種を意識す ることな く,使 い易いユ ーザイ ンタフェ

ースを提供す る。 このためMineS/UI機 能を担 うユーザ イ ンタフェースエ ンジン(U

IE)で はUIの 構造を記述す るための言語(UI記 述言語)を 定義 し,こ れ によ って

書かれたUIを イ ンタプ リタによ り実行す るイ ンタプ リタ方式を とる。イ ンタプ リタは
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各機種 ごとに作成 し,多 機種 に対応可能にす る。

⑥ ユ ーザイ ンタフェース記述言語によるアプ リケーションの作成機能

MineSで はユーザにマルチメデ ィアデータをいかに有用に提供す るかを考え,ユ ーザ

固有の メディアの形(ユ ーザメデ ィア)を 構築で きる機能を もっ。 このためUIEで は,

ユーザイ ンタフェース構築 ツールを提供す る。ユーザイ ンタ フェース構築ツールはUI

記述言語によ り提供 される。

⑥ ユ ーザイ ンタフェースによるデータのカプセル化

検索や蓄積の対象 となるデータその ものに,そ れぞれのデータの種別 に適合 したユー

ザイ ンタフ ェース情報を付加す ることによ って,デ ータベース構築時の負荷を減 らし,

利用者に とっては使 い易いユーザイ ンタフェースの提供を実現す る。

③MineS/CS機 能

① ネ ッ トワークの抽象化機能

具体的なネ ッ トワー クを抽象化 したMineS特 有のネ ッ トワーク機能をMineS/DB,

MineS/UIに 対 して提供す る。 そのためにMineS/CSは,(1A)複 数の同期 チャネ

ル(リ アル タイム利用のための通信 ポー ト。個数 は実装 され る機械の能力による)と,

(1B)一 つの非 同期チ ャネル(電 子 メールの転送のよ うに蓄積 されなが らデータの転送

を行 うためのポー ト)を 提供す る。

⑪MineS/CS間 での通信機能

それぞれのネ ッ トワークのデータ転送のための通信 プロ トコルをそのまま利用す る。

即ち,イ ンターネ ッ トであればTCP/IPで 直接通信を行 う。 また,パ ソコン通信 ホ

ス トでは無手順 でデータ通信を行 う。 これ らは(既 に現存す る)プ ロ トコルの変換器 を

通 して互いに通信可能である。

12.3.2全 体 動 作

MineSシ ステ ム全 体 の動作 の流 れ を図12-4に 示 す 。DBE,UIE,CSEそ してDBEが

管理 す るDB(デ ー タベ ー ス)が すべ て 実 装 され た システ ムをMineSフ ル シス テ ム と呼 び,デ

ー タの 蓄積 ・検索 要 求 を 受 け付 け るサ ーバ とな り得 る
。 またUIE,CSEの みが 実装 され た

システ ム は,ク ラ イ ア ン トと しての機 能 の み を もつMineSサ ブ システ ムで あ る。

この図 で はユ ーザ は左 側 にあ るMineSサ ブ システ ムのUIEと 直接 イ ンタ ラ ク シ ョンを して

い る。 サ ブ シス テ ムのUIEは ユ ー ザの 入 力 をUI記 述 に変 換す る。UI記 述 とはMineSのU

I(ユ ーザ イ ンタ フ ェ ース)の 構造 を記 述 した言語 で あ る。 サ ブ シス テ ムのUIEはCSEの

ネ ッ トワー ク抽 象 化 機 能 に よ り,ネ ッ トワー クを意 識 せ ず に,UI記 述 を用 いてMineSフ ル シ
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ステムのUIEと 通信す ることがで きる。UI記 述を受け取 ったフル システムのUIEは,U

I記 述をイ ンタプ リ トし,DBEへ 処理要求を出す。DBEはUIEか らの処理要求を受 けて,

DBに 対す るデータ検索,デ ータ蓄積な どの処理をす る。

ユーザとDBの仮想的な対話

ネ ッ トワ ー ク

マルチメデ ィアデー

索/格 納

求/検 索結果
渡し

図12-4全 体の流れ

DBEは 処理の結果をUIEに 返す と,サ ブシステムのUIEに 検索結果を渡すたあ,デ ー

タのカプセル化を行 う。 カプセル化 されたデータはCSEの ネ ッ トワー ク抽象化機能によ りサ

ブシステムのUIEに 渡 され,UIEは そのデータをイ ンタプ リ トしてユーザ に表示す る。

この ように,実 際はUIE,CSE,DBEを 通 じてユーザの要求が処理 され るのだが,ユ

ーザにはあたか もDBと 直接対話を して いるよ うに見えることになる。

12.3.3MineSの 実装

(1)今 回の開発の範囲

今回開発 した範囲 にっ いて,使 用 した機種 とOS,DBE,UIE,CSE各 エ ンジンの

実装を図12-5に 示 し,そ れぞれの詳細を説明す る。

(2)MineS/DB実 装

MineS/DBの 今回の実装 はUNIXの ファイル システムをその まま使用 した。

MineS/DBで はテキス トデータにっいて,独 自のファイル管理機構を設 けずに,UNI

Xフ ァイル システムを使用 している。 その ことにより安定 したファイル管理が可能 となる。

またその他のマルチメディアデータにっ いては独 自の管理機構を用 いてデータの管理を行 っ

ている。
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各種OSとMineSの 通信方法 現在の各エ ンジンの実装 代表的機種

OS プロ トコル等DBEUIECSE

1 UNIX TCP/IPに よる同期通信 ○ ○OUNIXワ ークステーション

2 無手順での同期通信 × × ×UNIXを 載 せ たパソコン

3 uucpな どによる非 同期通信 × × ×

4 MS-DO TCP/IPに よ る同期通信 × ○ ○

5 S 無手順での同期通信 × × ×PC-9800ノ ぐソ コ ン

6 uucpな どによる非同期通信 × × ×

7 MS-Windo TCP/IPに よ る同期通信 × ○ ○

8 WS 無手順での同期通信 × × ×PC-9800ノ ぐソ コ ン

9 uucpな どによる非同期通信 × × ×

10 MacOS TCP/IPに よ る同期通信 × × ×

11 無手順での同期通信 × ○OMacintosh

12 uucpな どによる非同期通信 × ○ ○

(注)「 各 種OS .とMineSの 通 信方 法 」 の 「無 手順 での 同期 通 信 」 とは,一 般 のパ ソ コ ン

通 信 の よ うに シア リル 回線 を 制御 す るソ フ トを用 いた場 合 を指 す 。

「現 在 の各 エ ン ジ ンの実 装 」の○ 印 は実 装済 を示 す。

図12-5MineS搭 載 可能 な コ ン ピュー タ と現 在 の実 装

(3)MineS/UI実 装

UIEは 各 機 種 ご との イ ンタプ リタ方 式 を と り,そ の上 で共 通 のUI記 述言 語 を定 義す る。

本 プ ロ トタイ プ シス テ ムで はSony社 のNewsワ ー クス テ ー シ ョン,Sun社 のSS10ワ ー クステ

ー シ ョン
,NEC社 のPC-9800(MS-Windows)パ ソ コ ンにそ れ ぞれ 対 応 す るUIEを 実

装 し,ま たUI記 述 言語 にっ いて は,ユ ー ザ とのイ ンタ ラ ク シ ョ ン(デ ー タの カ プセ ル化),

各 メデ ィア デ ー タの グラ フ ィカル な表 示(ユ ーザメ デ ィア)の 定 義 を行 った。MineSシ ス テ

ム全体 の 動 作 と して はサ ーバ をNewsに,他 を クライ ア ン トに し,複 数 の ユ ーザか らの ア クセ

スを想 定 した もの と して実装 した。

(4)MineS/CS実 装

今 回の 実 装 で は,以 下 の よ うに した。 ネ ッ トワー ク抽 象 化 の機 能 と して,(1A)複 数 の 同

期 チ ャネル の うち一 つ のみ,と,(1B)一 つの 非同 期 チ ャネ ル を実 装 した。MineS/CS間

通 信 と して は(2A)と もにTCP/IPを 用 い る もの,(2B)と もに無 手 順,(2C)TCP

/IP無 手順 に よ る もの(こ の 間 の プ ロ トコル の変 換 は ワ ー クステ ー シ ョンが行 う)を 実装
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し た 。

12.4運 用

Newsを サ ーバ に してDBE,CSE,UIEを 実 装,ま た クライ ア ン トと して はSS10,PC

-9800(MS-DOS
,MS-Windows)にCSE,UIEを 実装 し,東 北 地 域 の情 報産 業企 業 デ ー

タ(東 北 通 商産 業 局,1993)を 用 いて,文 字 デ ー タ,静 止 画 を含 む約 千 件 の デ ー タに よ るデ ー タ

ベ ー スを構築 し,ネ ッ トワー ク環 境 に東北 イ ンター ネ ッ トを用 いて運 用 実 験 を行 った。 図12-6は

運 用 中 の ウイ ン ドウで あ る。

図12-6運 用 中の ウイ ン ドウ

12.5評 価

全体的には,設 計 したアーキテクチャに基づ く実装 によ り,MineSの 要求定義が満たされてい

ることが確かめ られた。 また,UIEの 実装 と運用実験によ りUIテ ンプ レー トの動作 を確認 し

たこと,そ してユ ーザメデ ィアの構築が可能 とな ったことは,今 後のMineS開 発にとって非常 に

大 きな意味がある。

また,分 散協調 に関す るアーキテクチ ャを実装により確かめ ることができなか った ことは今後

の重要な課題である。 その他の課題 と しては,実 際にユーザが使用す る際の使 いやすいユーザイ

ンタフェースの実現でまだ改良の余地があ ること,今 後データの増加が予想 され るため広範囲の

分散協調型MineSシ ステムを実現 しなければな らないこと,ユ ーザメディアと して具体的な例を
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作成 しなが ら,ユ ーザメディアが もた らす効果 というものを これか らもっと明 らか に してい く必

要があることなどがあ る。

12.6展 望

今後,ユ ーザか らの データベースニーズが高 まることが予想 され,こ れ に応えるためにMineS

システムではさまざまなアプ リケー ションをのせ,多 くの人に使 って もらうよう機能拡張 してい

く。 この際 システム管理者か らの一方的な情報提供ではな く,ユ ーザ側か らの情報提供 もで き

る双方向のデータ通信機能 を実現す る予定であ る。

多 メディア対応の延長 として非定型のデータへの拡張を し,例 えば新聞,百 科事典,絵 本等を

扱えるよ うに したい。そ して,具 体的なデータベースの構築 と して,「 教育用 ソフ ト事例データ

ベース」(仙 台市教育セ ンター保有データ),「 東北地域 の動植物データベース」等を構築 し,

MineSシ ステムの適用を広げていきたい。

UIが 入 出力のデバ イスに依存 しないため,点 字ディスプ レイ等への導入 など障害者への対応

も考 えてい きた い。

参考 文献:

東北 通 商産 業 局,1993:東 北地 域 情 報サ ー ビス産 業一 覧 デ ー タベ ー ス

三石 他,1993:分 散 環境 の ため の言 語系DeLis,情 報 処 理学 会研 究 報 告93-PRG-10,pp.

57-64.
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13電 子 デバ イス情 報の海外提供

サ ー ビス に関す る調 査

電子デバイス情報サー ビス株式会社





13.電 子 デバ イ ス情 報の海外提供 サー ビスに関す る調査

13.1は じめ に

13.1.1調 査 目的

日本のエ レク トロニ クスメーカはアジア地域を始めとして広 く海外進出 しているが,特 に近

年 は世界的に見て もアジア地域がその重要性を ます ます高めつっあ る。電子 デバイス情報サー

ビス㈱ は 日本において半導体情報のデータベ ースサー ビスを提供 してお り,現 在約1,000を 超

える会員を もってい るが,こ のような背景にお いて,こ のサービスがア ジア地域を始め として

海外で提供可能ではないか とい うことが考え られた。そこで,ア ジア地域を中心 とす るこのデ

ータベースサ ー ビスの海外提供の事業可能性 を調査す ることを目的に本調査を行 った。

13.1.2調 査の方法

本調査の方法 と して,ア ジア地域 におけるエ レク トロニ クス産業の動向 と日本のエ レク トロ

ニ クスメーカのアジア地域への進出状況にっ いては文献を中心に調査 し,電 子デバ イス情報の

海外でのデータベ ースサー ビスのニーズにっ いて はアジア地域へ進 出 してい る民生用電子機器

メーカ,産 業用電子機器メーカ,電 子部品メーカ,半 導体メーカ,半 導体商社に対 してア ンケ

ー ト調査を行 った。

13.1.3報 告書 の構成

報告書の構成 と しては次のよ うになっている。

2章 で は,東 南 アジアを中心 と したエ レク トロニクス産業の動向 とア ジア地域での 日系企業

を中心 とした企業の動向を分析 している。

3章 で は,電 子 デバ イス情報の海外提供サー ビスにっいてのア ンケ ー ト調査の結果 について

分析 している。

4章 では,2章 及 び3章 のア ンケー ト結果をベ ースに,電 子 デバイス情報の海外提供サ ービ

スの事業可能性 と事 業展開にっいて考察 してい る。

また,そ の他の地域 に対する調査 として,欧 米5ヵ 所での海外デモ ンス トレーション実施 に

より得 られた結果について付属資料 にまとあている。
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13.2ア ジア地 域 の エ レク トロニ ク ス産 業

13.2.1東 南ア ジアを中心 と したアジア地域のエ レク トロニクス産業の動向

アジア地域のエ レク トロニ クス産業 は,一 般的に自国の産業を振興 させ るために外国企業を

誘致することによ り発展 してい った傾 向があ る。最初にア ジアNIES諸 国 に進 出 したのは欧

米のエ レク トロニ クスメーカであった。その後,プ ラザ合意以降の急激な円高傾向を見せ始め

るころか ら日系エ レク トロニ クスメーカはア ジアNIES諸 国を中心にア ジア地域へ生産 シフ

トしていった・ア ジアNIES諸 国に進出 していた日系 エ レク トロニ クスメーカは,賃 金上昇

などか らASEAN諸 国へ とシフ トしてい る。韓国に進 出 していた 日系エ レク トロニ クスメー

カ も賃金上昇や労働争議 などか らASEAN諸 国へ生産 シフ トしている。最近 は低賃金の労働

力,労 働力の確保,潜 在市場を求めて,日 系 エ レク トロニ クスメーカや韓国 ・香港のエ レク ト

ロニクスメーカなどは中国に生産 シフ トして きてい る。

13.2.2ア ジア地域 における企業動向

日本の家電産業 はア ジア地域への販売 を強化す るため に,合 弁会社 を含む現地工場の設立を

最初 に始めた。1970年 代後半か ら円高 と労働力不足か ら現地生産拠点 は輸出向けの体制を とる

ことになった。1985年 の プラザ合意によ り,日 本が アメ リカに代わ って,ア ジア諸国の経済発

展を推 し進 めることにな った。1985年 以降の急激な円高による競争力低下 と,通 商摩擦の激化

に対応す るために 日本の企業 はアジアにお ける現地生産へ と急激 にシフ トした。最近 は,現 地

企業の経営の現地化や開発 ・設計 にも力を入れている。ア ジアにおける日系エ レク トロニ クス

メーカは単 に生産 だけでな く,設 計,生 産,販 売 とい う一貫体制の構築が進 出国か ら要求 され

てい る。

ア ジア地域では 日系エ レク トロニ クスメーカや欧米 のエ レク トロニ クスメーカ以外に,韓 国,

香港,台 湾の現地企業 もエ レク トロニ クス分野で力をつ けて きている。

13.3ア ンケー トによ る電子 デバ イス情報 の ニー ズ分 析

13.3.1ア ンケー ト調査の 目的と対象範囲

海外での 日系エ レク トロニ クスメーカにおける電子デバイス情報のデータベースサー ビスの

ビジネスポテ ンシャルを探 るために,顧 客 となる海外進出 日本企業の このサー ビスに対す る意

見が重要で あ り,こ の意見を収集す るため にこれを 目的 としてア ンケー ト調査を行 った。

今回の調査では,日 系エ レク トロニ クスメーカの進出が多いア ジア地域に限定 した。 ア ンケ
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一 ト調査 は,ア ジア地域に拠点を もち電子デバイス情報のデータベースサー ビスの利用が考え

られ る,民 生用電子機器メーカ,産 業用電子機器メーカ,電 子部品 ・半導体 メーカ及 び半導体

商社に対 して行 った。

13.3.2ア ンケー ト調査 の実施方法

ア ンケー ト調査対象企業は,海 外法人 リス ト'92,東 洋経済海外進出企業総覧'93,現 在の

ELISNET会 員企業 リス トの中か ら,ア ジアに生産拠点を もっ民生用 ・産業用電子機器 メ

ーカ
,電 子部品 ・デバイスを製造 しているメーカ,ア ジア地域に半導体の販売網を もっ商社 と

いう条件で,91社,183事 業部を選択 し,ア ンケー トを送付 した。大手家電メーカなどは海外

生産拠点の管理を事業部で行 ってい るために事業部に対 して ア ンケー トを送付 した。ア ンケー

ト回収数は26社34事 業部であ った。

13.3.3ア ンケー ト調査実施結果

ア ンケー ト調査 によって回答を得た業種 としては,民 生用電子機器 メーカが20事 業部,産 業

用電子機器 メーカが15事 業部,半 導体 メーカが8事 業部,電 子部品メーカが3事 業部,半 導体

商社が2事 業部,総 合商社が1事 業部であ った。

回答 した企業の海外拠点 として は,全 体で164拠 点であ った。その うち,韓 国が16拠 点,中

国 ・台湾 ・香港が57拠 点,ASEANが88拠 点,そ の他 のア ジアが3拠 点であ った。

回答を得 た企業 の海外拠点の機能 としては,開 発/設 計機能が36拠 点,製 造機能が142拠 点,

調達/購 買機能が63拠 点,販 売機能が89拠 点であ った。最近 は製造機能だけでな く円高や現地

市場への対応か ら,海 外拠点の部品調達機能や開発/設 計機能が強化 されている。

開発/設 計機能 は,ASEANが13拠 点,中 国 ・香港 ・台湾が17拠 点,韓 国が6拠 点で あっ

た。製造機能 は韓 国が16拠 点,中 国 ・香港 ・台湾が47拠 点,ASEANが78拠 点,そ の他のア

ジア拠点が1拠 点 であった。調達/購 買機能は,韓 国が6拠 点,中 国 ・香港 ・台湾が21拠 点,

ASEANが35拠 点,そ の他のア ジア拠点が1拠 点であった。販売機能 は,中 国 ・香港 ・台湾

が4拠 点,ASEANが4拠 点であった。

回答 した企業の進出 目的は,韓 国では製造機能が多か った。中国 ・台湾 ・香港への進 出 目的

としては製造機能の ほかに,調 達/購 買機能,開 発/設 計機能 も比較的多 い。ASEANへ の

進 出目的 と して は,製 造機能 と並んで調達/購 買機能が多 い。 これ は,海 外拠点の部品調達の

現地化や国際調達基地の設置の増加が反映 されていると考え られる。

海外拠点において半導体情報が必要 とされ る業務機能 と しては,調 達/購 買機能が多 く55拠

点,開 発/設 計機能で28拠 点,販 売機能で4拠 点であ った。製造機能では半導体情報を特 に必
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要 とされない ことが分か った。

半導体情報が必要 となる頻度 は1回/月 が多 く,そ の次が1回/週 であ り,現 在のELIS

NETが ユーザ当た り7～8回/月(平 均)の アクセス回数であ ることに比べ るとそれ ほど頻

度 は高 くない。

現在の半導体 情報の入手経路 は半導体 メーカの代理店への問 い合わせや 日本本社か らの情報

入手が多 い。

海外で入手できる半導体情報の問題点 としては次の ものがあ った。

・日本製部品の英文カタログの入 手に時間がかかる

・仕様書の取 り交わ しが難 しい

・部品メーカ現地窓 口の対応範囲が不 明確である

・生産中止情報が分か らない

・電子デバイスを扱 っているメーカ ・代理店及 び扱 っている製品が分か らない

海外での電子 デバイスデータベ ースサー ビスが提供 された場合の導入検討については,是 非

検討 したいとい うところはなか った。 しか し,条 件次第では検討 したい という事業部が34事 業

部中25事 業部あ った。

提供言語 については英語 と日本語の両方のサー ビスを併用す る形態 につ いてニーズが多か っ

た。 日系企業で も現地の従業員が使用す ることが多 く,英 語でのサ ー ビスは避けて通れない。

提供データの レベルについては,日 本 において提供されて いるELISNETと 同 レベルで

よい とい う回答が多か った。 また,世 界で生産 されている電子デバ イス情報 について もニーズ

が高か った。

サー ビス形態について は,海 外現地 セ ンターか らのオ ンライ ンサー ビスのニ ーズが多か った

が,こ れ は回線料 の問題でな く,現 地生産や現地で購買可能 な電子デバイ スの情報が入手 した

いとい う背景がある。CD-ROMに 対 して も,8事 業部か らニーズが あった。

データベースサー ビスの料金 については,日 本で提供 されているELISNETと 同 じ金額

の月額8,000円 ぐらいが妥当 と考えていることが伺われた。

13.4電 子 デバ イス情報 データベー スの海外提供 サー ビスの事業展 開

13.4.1電 子 デバイス情報 に対す るデータベースサー ビスのユ一一ザニーズ

電子デバ イス情報のデータベースサー ビス事業を考え る上で,ユ ーザを どれだけ確保で きる

か,そ のユーザポテンシャルを分析す ることが重要である。今回の調査で は,ELISNET

が現在 日本で提供 しているサー ビスをその まま利用す るとい うことで,エ レク トロニ クス業界
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の海外進出企業でア ジアに拠点を もっ ところを対象に電子デバ イス情報のデータベースサ ー ビ

スの調査を行 ったが,是 非 とも電子デバイス情報のデータベースサー ビスを検討 したい とい う

企業 はなか った。 しか し,条 件次第では検討するという事業部が ア ンケー トに有効回答 した34

事業部の うち25事 業部あ り,高 い比率を示 している。今回 ア ンケー トの対象 とした183事 業部

が単純 にこの比率で条件付 きで検討すると仮定す ると約135事 業部 になる。 また今回,条 件次

第では検討す ると回答 した事業部(企 業)の 中には,電 子 デバイス情報のデータベ ースサー ビ

スの利用を2拠 点以上で考えているところ もあ った。

電子 デバイス情報のデータベースサー ビスを条件次第では検討す ると回答 した事業部が考え

ている地域 と しては,中 国 ・台湾 ・香港 とASEANが 多 く,こ の理由 と して はこれ らの地域

の多 くの 日系エ レク トロニクスメーカの海外拠点が,半 導体情報を必要 とす る開発/設 計機能

や調達/購 買機能 を もっているためと考え られ る。国単位では,開 発/設 計機能は シンガポー

ル,香 港,台 湾,そ して調達/購 買機能 はシンガポールや香港 に多いと考え られ る。今回の調

査で は,電 子デバ イス情報のデータベースサー ビスのニーズを もった海外拠点が特定の国に限

定 されてな く,中 国 ・台湾 ・香港,ASEAN,韓 国など分散 していることが確認 された。

最近 の急速な円高 によって,日 本の電子機器メーカを中心 としたエ レク トロニ クスメーカは,

更 なる海外展開を余儀 な くされている。それに伴 い,今 後 のア ジア地域でのエ レク トロニ クス

メーカの海外拠点の動向 としては,よ り一層の生産機能の充実 と一部設計機能の取 り込み,部

品の現地調達の拡大 などが挙げ られ る。

一部 の 日系家電 メーカでは,シ ンガポールやマ レーシアに商品開発セ ンターを設け,こ の地

域の市場向 けの商品開発を行 ってお り,今 後 ともこの傾向は強まる。また急速 な円高によ り,

よ り低 コス トの部品調達を求めて,海 外拠点での現地部品調達率の増加や部品調達基地の設立

がみ られる。 このよ うに,ア ジアにおける日系企業の海外拠点 では,単 に生産機能だけでな く,

設計機能や部品調達機能を強化 しつっある。 これに伴い,今 後 は電子デバ イス情報の必要性 は

よ り高 くな り,電 子 デバイス情 報のデータベースサービスのニーズ も高 くなることが期待で き

る。

今回の調査で は,日 系エ レク トロニ クスメーカを対象 として調査を行 ったが,ア ジア地域 に

は,欧 米のエ レク トロニ クスメーカ も既 に多数進出 してお り,ま たアジア諸国のエ レク トロニ

クス関連の現地 メーカ も成長 して きている現状を考え ると,日 系エ レク トロニ クスメーカ以外

も対象 とす る電子 デバ イス情報のデータベ ースサー ビス も今後 は大 いに期待す ることがで きる。

13.4.2電 子デバイス情報 データベースサー ビスの内容

今回の調査では電子 デバ イス情報データベースの提供言語 と して,
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語の提供に対 してニーズが非常に高 い ことが分か った。電子デバイス情報のデータベースサー

ビスの海外展開において英語 と日本語の両方 の提供 は不可欠 であると思われ る。 しか しなが ら,

事業的には翻訳 コス トが一番の問題 とな るであろ う。

英語での提供が実現 されれば,日 系企業だけで な くアジア地域 に進 出 している欧米企業や現

地企業に対 して もサー ビス提供が可能 とな り,よ り多 くのユーザを対象 とす ることがで きる。

更に次のステ ップとしては,ア ジア地域だけでな く,欧 米において もサ ー ビスの提供を考え る

ことができる。

データベースの内容 につ いては,今 回のア ンケー トで は日本で提供 されているELISNE

Tと 同 じレベルのサー ビスを期待 してい る。 その一方で,現 地で調達可能な電子デバ イスの情

報提供のニーズが高 く,電 子デバ イス情報データベースの海外展開ではデータベ ースの内容 に

現地情報を盛 り込む必要が ある。現在,ELISNETに 半導体情報を提供 している半導体 メ

ーカに対す るヒア リングでは
,電 子デバイスの製品によって違 いはあるが,地 域 によ って技術

サポー トを行 っていない場合 もあるために,製 品の地域別の技術サポー ト情報 も盛 り込む必要

が あるという意見が聞かれた。

13.4.3電 子デバイス情報のデータベースサー ビスの事業展開

今回の調査において回答 した海外進出企業 ・事業部のなかで,是 非 とも電子 デバイス情報 デ

ータベースを海外で使用 した とい うところはなか
ったが,条 件っ きではあるが使用 したい とい

うところは34事 業部 中25事 業部 あ り,比 較的高 い比率であ る。 ただ し,条 件によっては利用を

検討す るとい う事業部で も,そ の事業部のすべての海外拠点 で利用す るわけではない。 また,

日本企業の海外拠点では開発/設 計機 能,調 達/購 買機能を強化 してお り,今 後の電子デバ イ

ス情報デ ータベースのニーズの拡大 も期待 できる。ア ジア地域での電子デバイス情報データベ

ースサー ビスの中心的なユーザ と考え られ る民生用 ・産業用電子機器の 日系海外企業は234社

あるが,今 回のア ンケー ト結果 を考慮 す ると,ア ジア地区の電子デバ イス情報データベ ースサ

ー ビスのユーザ数は,こ の うちおおよそ50%く らいではないか と考え られ る。

海外 における電子デバ イス情報のデータベ ースサー ビス事業 を考えた場合,潜 在的にはある

程度のユ ーザ数(最 大で150ユ ーザ ぐらい)を 期待できるが,サ ービスを開始 した時点で確実

に獲得で きるユーザ数を特定できないために,こ のデータベースサー ビス事業の展開は最初か

らフルサー ビスで行 うので はな く,段 階的に行 って リスクヘ ッジす ることが望ま しい。今回の

調査では,海 外における電子デバ イス情報 のデータベースサー ビス事業の展開を3段 階で考え

てい る。
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(1)デ ータベースサー ビス事業展開の第1段 階

データベースサー ビス事業展開の第1段 階では,ユ ーザ数 も限定 され,ユ ーザの海外拠点

の存在す る国 も分散 しているため に,日 本以外 にホス トコンピュータを設置 してサー ビスを

提供す ることは採算的にも不可能であ りリスクも大 きい。 したが って,こ の段階では日本 に

ホス トコ ンピュータを設置 して海外ヘサ ービスを提供す ることが現実的であろ う。現在,E

LISNETに 情報提供を行 っている半導体 メーカに対 して も海外展開 について追加料金が

発生す るよ うな ことは当面考えないほうが賢明であると思われ る。

データベ ースの言語について は英語は必須であり,最 低限電子 デバイス情報の抄録部分の

翻訳 は必要 とな るが,当 面顧客数が限定されているためにすべての情報を翻訳す ることはコ

ス ト的 に難 しくな ると思われる。 したが って,比 較的ニーズの高かった新製品情報の分野を

英語 に翻訳 することか ら,デ ータベースサー ビスを始めることが考え られ る。 このデータベ

ースの情報には,製 品の技術サポー トの可能な地域などの情報 も付加す ることがで きれば申

し分ない。 また システム的には,現 在のELISNETの システムと共用す ることが コス ト

的 にも,ま た システムの運用上 か らも望 ましい。対象地域 と してはア ジア地域 を対象に して

いるが,英 語の情報を提供す ることを考え ると,ア ジア地域での 日系企業以外のユーザや欧

米のユーザへのサー ビス提供 もこの段階か ら可能 となるので,特 にア ジア地域に こだわる必

要がないのは当然 のことである。

料金体系 に関 して,オ ンライ ン端末情報 にっいてはデータ量が少 ないために固定制で問題

とな らないが,フ ァックスによるデータ伝送 についてはデータ量が多 く回線料金が高 くなる

ので従量制が望 ま しい。(フ ァックス1枚 の伝送 にっいて回線料金だけで も数百 円必要 とな

る)

事業の採算制 にっいて は不確定要素が多いために議論することは難 しいが,機 械翻訳の利

用が可能であ り,ま た一部のメーカの最新製品情報が英語で準備 されていれば翻訳 コス トを

低減で き,あ る程度のユ ーザが確保で きれば,採 算制にっいて は特 に問題 にな らないと考え

られ る。

(2)デ ータベ ースサー ビス事業展開の第2段 階

ユ ーザ数が多 くな ってきた段階で,海 外へのデータベースの 内容につ いては新製品情報だ

けで な く,す べての情報 を翻訳 して提供する。また電子デバイスの製品情報にっ いては,今

回の調査でニーズの高か った世界中で利用可能な製品をサポー トす ることが必要であ る。 こ

の時点ですべての半導体情報が英語で利用可能 になるので,電 子 デバイス情報のCD-RO

Mを 作成 し,海 外への提供を開始す る。 この場合,サ ー ビス提供地域 と しては全世界を考え

る。
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(3)デ ータベースサー ビス事業展開の第3段 階

ユーザ数が更に拡大 した段階で は,日 本以外の地域でユーザが多 くホス トコンピュータを

設置 して も採算的に引き合 うところを選択 し,そ の地域のホス トコンピュータか らデータベ

ースサー ビスを行 う。 この場合,デ ータベースの構築 にっいては,日 本だけでな く電子 デバ

イス情報 の収集が便利な地域で行 うことも考慮す ることが必要である。また,そ の地域 に特

化 した情報 などもデータベースに盛 り込む こと も必要 となる。

13.4.4ま とめ

電子デバ イス情報の海外データベースサー ビスにっいては,ア ジア地域の 日系企業において

比較的高いニーズがあることが調査か ら分析 されたが,ユ ーザ数が まだ少ないために,限 定的

な情報か らのサー ビスか ら始め るとい う事業展開が現実的であるとい う結論 にな った。 しか し,

日本のデータベースサー ビスのなかで海外展開の実績が ほとん どない状況において,こ れが実

現 されれば,日 本のデータベ ースサー ビスの海外展開の第一歩になると考え られ る。

今回の調査では,日 本のデータベースサービスの宿命で もあるデータベース情報の翻訳 の問

題が,調 査対象 とした 日本の海外拠点 に対 してのデータベースサー ビスで も課題 として上が っ

た。今後.自 動翻訳 システムの活用など,デ ータベース情報の翻訳をいかに効率的に,し か も

低 コス トでや るか とい うことがデータベ ースの海外展 開において重要 とな ると考え られ る。

現在,電 子デバイス情報を大規模に提供 しているデータベ ースサー ビス業者はアメ リカにお

いて数社 あるが,ア ジア地域では見当た らな く,こ の電子デバイス情報のデータベースサー ビ

スの海外展開を着実に行えば,世 界的に も成功 したデータベースサー ビスにな る可能性が高 い

と考え られ る。
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14其 日キ ー ワ ー ド変 換 機 能 を もつ

デ ータベ ース検 索 システム の 開 発

カ テ ナ 株 式 会 社





14.英 日キ ー ワー ド変 換機 能 を もつ デー タ ベ ー ス検 索 シ ステム の

開 発

14.1目 的

現在,わ が国は巨大化 した経済を背景 に多 くの分野 においての国際協力が叫ばれてい る。 そ

のため,多 くの国々 との平和的,文 化的な交流が不可欠であ り,正 確で速やか な情報の交換が

必要 とな って くる。 国際間での情報伝達手段は過去において も,電 信,電 話,衛 星通信等のさ

まざまな手段が利用 されて きた。

本課題で着 目す る 「オ ンライ ンデータベースサー ビス」 も情報伝達手段の一 つであ り,次 の

ような利点か ら,現 在,拡 大傾向にある産業 といえるだろう。

① 学術,医 療 ビジネス等の多 くの分野の情報をユーザが検索 しやすいよ うに体系的 な保管

を している。

② ユ ーザの検索 しやす いような機能体系を整備 している。

③ 知的所有権等の無形資産の価値が評価される時代になって きている。

しか し,反 面,い ろいろな問題点 も挙が って きている。

① コマ ン ドが不統一である。

② 統一 シソーラスが無い。

③ 自然言語を検索言語に して欲 しい。

④ 検索手順が煩わ しい。

⑤ オ ンライ ンデータベースサー ビス産業の規模が小 さい。

が あ り他国のデータベ ースの利用 とな ると,国 内的な問題に もま して,次 の ような問題が挙げ

られ る。

① 使用言語が違 うため利用 しにくい。

② 国産 データベースの シソーラスの分類方法が海外ユーザの利用法 と整合 しない。

③ 海外の端末は,日 本語対応の ものが少 ない。

以上のよ うに海外か らわが国のデータベースを利用す る場 合,問 題点が多 く,わ が国のオ ン

ライ ンデータベースサー ビス産業を育成する上での阻害要因にな っている。

そ こで,本 課題では,英 田キーワー ド変換機能を もったデータベース検索 システムを海外製

のパーソナルコンピュータ上で作成 し,国 外ユーザの評価を受けることを目的と している。

そ して国外の評価がわが国のオ ンライ ンデータベースサー ビス産業を普及 ・育成す る上での

問題提起 となることが期待で きる。
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14.2関 連 シ ステ ム の動 向

国外のデータベースの利用を考えるとき,二 つの点 に留意 しなければな らない。一つ は,簡 単

に検索す ることができること,も う一つは,言 葉 の違 いにっいてのサポー トがで きることで ある。

簡単に検索す ることがで きるという意味では,各 ディス トリビュータが独 自の開発を行いいろい

ろな形態があ る。言葉の違 いについてのサポー トは,ホ ス トコンピュータ側で英 日翻訳機能 を も

っ ものがあるが,検 索す る前にキ ーワー ドを変換す る機能を もっ ものはない。現在,ホ ス ト側,

端末機側,そ の他のソフ トウェアで国外のデータベースを検索す るときに有効 だと思われ るもの

の動向について,「 ディス トリビュータが用意 している」,「 端末用 ソフ トウェア」,「 機械翻

訳 ソフ トウェア」の観点か ら調査 した。

14.3英 日 シ ソ ー ラ ス

本課題で採用す る其 日シソーラスは日英パ イロ ッ トシソーラスをベースに作成 されてお り,そ

の 日英パイロ ッ トシソーラスは,国 産データベ ースの特定分野の シソーラスに英語を付与 した形

態の端末内 シソーラスである。元 のシソーラスは,「 日経 シソーラス」の ビジネス分野が中心 に

な っている。 この国産 シソーラスの用語 に英語が1件 ずつ割 り付 けている。

この シソーラスは三つの用途を想定 して作成 されている。

① 付加情報(日 本語,ロ ーマ字,関 連語,同 義語,類 語)を 検索 したい。

② 階層順に検索 したい。

③ 単語で検索 したい。

これ らを実現するために,次 の3種 類の ファイルを用意 してい る。

① アルファベ ッ ト順 リス ト(シ ソーラス本体)

② 階層 リス ト

③KWICリ ス ト

14.4プ ロ トタ イ プ シス テ ム

本プ ロ トタイプシステムは,キ ーワー ドの入力支援,デ ータベースの検索支援,デ ータベース

検索に伴 う通信制御を中心 とした システムで,次 のよ うなシステム構成 にな ってい る。
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[キーワー ド入力]

① 手入力

② アル ファベ ッ ト範囲指定入 力

③ 階層順検索

④ 単語検索

[英 日シ ソー ラ ス]

・ アル フ ァベ ッ ト順 リス ト

・ 階層 順 リス ト

・KWIC形 式 リス ト

[キーワー ド確認]

① 削除 ② 全削除 ③ 関連語参照

④ 用語詳細表示 ⑤ 日本語表示

[一次検索]① キーワー ド日本語変換 ② コマ ン ド生成

③ コマ ン ド送信 ④ 検索集合受信

[二次検索]① 検索集合論理演算 ② 検索集合選択

③ 絞り込み条件入力(掲 載期間,メ ディア)

④ コマンド生成 ⑤ コマンド送信

⑥ 検索集合受信

[結果表示]① 検索集合選択 ② コマンド生成 ③ コマン ド送信

④ タイ トル受信 ⑤ タイ トル選択 ⑥ コマン ド生成

⑦ コマンド送信 ⑧ 内容受信 ⑨ 内容表示

本プロ トタイプ システムは,MS-WindowsV3.1を 採用す ることによって操作性 の向上を図 っ

た。Windowsは,デ ィスプ レイに窓を開いて,ア プ リケー ションを実行す るOSで ある。Window

s自 身は,MS-DOS上 で稼働 している。従来の,MS-DOSの 環境で は,処 理の実行や プ

ログラムの起動をするためにプログラムは,プ ログラムの存在す るデバイスを意識 しなが らキー

ボー ドか らコマ ン ドを入力 しなければな らない。キーボー ド入力が中心になっていた環境で は,

コマ ン ドの名前 などを覚えな ければな らず,初 心者 にとっては特に使 いに くい環境 になっている。

それに対 して,Windowsの 環境では,処 理の実行や プログラムの起動 は,マ ウスを使 った操作が

中心になる。アプ リケー ションの実行中で も特定の名称を入力す る以外 は,す べてマウスを使 っ

たオペ レーシ ョンになる。 コマ ン ドを入力す る代わ りにアイ コン,メ ニ ュー,ダ イアログボ ック

スのボタ ンを クリックす ることでほとんどの ことができる。
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英語の検索キーワー ドを入力 して 日本のデータベースを検索するために,本 プロ トタイプシス

テムで は,英 日シソーラスパ イロ ッ トモデルを使用 している。 この シソーラスは,前 にも述べた

とお り,次 の性質 を もってい る。

① 日本のデータベースを基本 に している。

② 英語 と日本語 は,1対1で ある。

③ アルフ ァベ ッ ト順に整理 してあり,関 連語等の情報を備えている。

④ 上位概念か ら下位概念 までを階層的に整理 している。

⑤ 単語で検索で きるように整理 してい る。

検索キーワー ド作成機能体系 は,以 上の性質を もっ内部 シソーラスを利用 して,一 次検索 に利

用す るキー ワー ドの候補を作成す るための ものである。

データ検索 は,ユ ーザの必要 な情報を いか に効率的に取得す ることができるかが,ポ イ ン トに

な って くる。本プロ トタイプ システムで扱 う新聞記事情報 は,タ イ トルや抄録 のみの リファレン

スデータベースではな く,全 文を収録 したファク トデータベースである。正確にいえば,写 真,

絵,図,表 を除いたファク トデータベースといえよ う。 したが って収録件数が多いので,絞 り込

むための条件の与え方が通常 の通信 ソフ トを使用 した検索で も難 しい。

しか し,本 プロ トタイプシステムの 目的 は,可 能な限 り難解な操作を避けることにあ るので使

用す るコマ ン ドは必要最小限に した。 しか も,こ の コマ ン ドは手で入力す るわけではな くダイア

ログボ ックスでの操作を行 ってい くうちに,自 動的 に生成 され る。

想定 した検索手順は,次 の とお りであ る。

① 検索キーワー ドの作成

② 検索キーワー ドの和訳

③ 検索キーワー ド個別の検索

④ 検索集合に対す る論理演算

⑤ 特定検索集合に対する条件検索

⑥ 特定検索集合のタイ トルー 覧表示

⑦ 特定検索集合のタイ トル選択による内容表示

以上の操作をWindowsを 利用 してユーザイ ンタフェースの向上を図 る。

従来のデータベ ース検索 はユ ーザの判断で コマ ン ド入力 し,検 索手続 きを進めてきたが,本 プ

ロ トタイプシステムは,MS-Windowsの ユーザイ ンタフェースを利用 して コマ ン ド入力を しな く

て もよい形式 に している。

コマ ン ド入 力は,メ ニ ューやボタ ンコン トロールをマウスで クリックす る操作が,コ マ ン ドの

パ ラメータの入力は,リ ス ドボ ックスに表示 されている項 目を選択す る操作が それぞれ ほぼ対
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応 して いる。主 に使用す るコマ ン ドは,日 経テ レコ ンコマ ン ド体系の 「FIND」 コマ ン ドと

「SHOW」 コマ ン ドであ る。ユーザの操作を解析 して,こ れ らのコマ ン ドを 自動的 に生成する。

オ ンライ ンデ ータベ ースサービスを利用す る上 で通信は必要不可欠である。通常 は,パ ソコン

で通信 ソフ トウェアを稼働 させて検索を行 う。本プロ トタイプシステムは,ユ ーザイ ンタフェー

スに重点を置いているので,MS-Windowsを 採用 してい る。MS-Windowsア プ リケー ションにも

通信 ソフ トウェアは幾つかあ り,そ の ままで も利用 できる。 しか し,本 プロ トタイプ システムは,

キーワー ド作成支援機能 も含んでいるので通信機能を内蔵すべきであ り,し か も,通 信 ソフ トウ

ェア並みの機能が要求 され る。

MS-Windowsで 通信 をサ ポー トす ることは簡単ではない。通信 は,パ ソコンの シリアルポー ト

にモデムを接続 して行 われ る。特に,受 信データは転送速度が フロ ックス ビー ドに比べ ると遅 く

いつデータが着信す るか分か らない。通信 は,割 り込み制御なので,MS-Windowsア プ リケー シ

ョンより処理が優先 され る。

しか し,MS-Windowsは,複 数アプ リケーションが同時に実行で きるとい う構造原則がある。

受信データのチェ ックを単な るループ構造 にすると他の実行中のアプ リケーシ ョンの処理が停止

して しまう。 こうした問題を解決す るために,MS-Windowsの タイマー制御を使用す るのが一つ

の方法である。 タイマー制御 とは,指 定 した間隔(通 信の場合は0.1秒 程度)に1度 アプ リケー

ションにメ ッセージを返す機能である。即 ち,タ イマーのメ ッセージが返 って くるタイ ミングで

受信データのチェ ックを行 い,他 のアプ リケー ションに迷惑をかけない という思想で ある。 こう

した思想で,デ ータベース検索での送受信を行 う。 また,通 信 ソフ トウェアに もある機能で,オ

ー トパイ ロッ ト機能,通 信条件設定機能を用意 している。

14.5実 用 システム に向 けての課題

本課題で,作 成 したプ ロ トタイプ システムは 「海外運用 システム」 と名乗 っていて,海 外か ら

わが国のデータベースを検索す ることを 目的に して いるが,今 後の システムの拡張によ ってはわ

が国か ら海外のデータベースを検索することも可能である。また,日 本語,英 語以外 も利用でき

る可能性が ある。 これは,本 プロ トタイプシステムがWindowsア プ リケー シ ョンであ る点が大 き

く,関 連アプ リケーシ ョンを追加す ることもで きる し画面やメ ッセージなど視覚 に訴 える部分の

修正が アプ リケー ションのプロセス部分か ら独立 しているので比較的容易で ある。本プ ロ トタイ

プシステムを便利 な検索 サポー トツールにす るために,次 の切 り口か ら実用 システムに向けての

課題を考察 した。それはハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,デ ータベースの現在状況及び将 来につい

て検討 した 「外的環境 に関す る課題」,シ ステム自身の機能にっいて検討 した 「システム的な課
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題」,其 日内部 シソーラスの内容,拡 張性,用 途 にっいて検討 した 「内部 シソーラスについての

課題」である。

14.5.1外 的環境に関する課題

現在,パ ーソナル コンピュータは,大 き く分 けて二つの潮流があ る。一つは,IBM-PC

か ら始ま ったMS-DOSを 基本OSと したDOS系 マシンの勢力,も う一つ は,ア ップル社

のマ ッキ ン トシュの勢 力である。マ ッキ ン トッシュ系のマ シンは,初 めか らGUI(グ ラフィ

カルユーザイ ンタフェース)を 基本 と したOSで 画面上のアイコンをマ ウスで クリックす るこ

とで動作 し,ユ ーザイ ンタフェースが非常 に優れている。 しか し,ア ップル社のマシンで しか

プログラムは動かない。オブジェク ト互換性,デ ータ互換性が ともにない。DOS系 のマ シン

は,別 メーカの互換機が台頭 して きてい る現実をふ まえて,本 プロ トタイプ システムで使用す

るハ ー ドウェアは,DOS/Vが 標準である海外製 のパーソナル コンピュータであ り,低 価格

化が最 も進行 している。オープ ン化が既 にUNIXの 代名詞 という時代ではな くな り,価 格の

低いパー ソナル コンピュータ上でWindowsを 稼働 して も十分実現で きるようになった。ハ ー ド

ウェア,ソ フ トウェアの高性能化によ り,メ モ リ容量の問題 ディス ク容量の問題 実行速度

の問題な どの心配が な くなってきている。反対 にユーザの立場か らは,選 択す る幅が増えたと

いうことで,ハ ー ドウェアとソフ トウェアの コーデ ィネイ ト能力が重要 な位置を占めてきたと

いえるだ ろう。

次 に,わ が国のオ ンライ ンデータ通信サー ビス産業の問題 にも触れなければな らない。民間

がデータベ ースを構築 す る際には,経 済性が再優先 される。 そのため に,コ ス トに見合わない

か らとい って,必 要 と思われて も構築 されないデータベース も数多 いのではないだろうか。公

共的に も必要であると思われ るデータベースは,政 府が政策 的な助成をす る方針を とってい る

が,こ れが商業ベ ースにのる保証 はない。 また,ユ ーザ側 も,デ ータベ ースか ら得 られ る情報

の価値基準が はっきりしていない。 このよ うな背景か ら,現 在,わ が国のデータベースサー ビ

ス産業 は,普 及の状況,情 報の質 と量,検 索の仕組 み,価 格など,ど れをとって もアメ リカに

遅れを とっている。特に価格 にっいて は,非 常 に深刻で,い くらハー ドウ ェアやソフ トウェア

の低価格化が進んで も,肝 心のデータベース使用料が高ければ,意 味がな くな る。今後のディ

ス トリビュータの コス ト削減の努力が待たれ るところであ る。

14.5.2シ ス テム 的な課 題

現在 の デー タベ ースサ ー ビス の ほ とん どが,通 信 ソ フ トウ ェアに よ るオ ンラ イ ンの メニ ュー

選 択 と コマ ン ド入 力 の混 在型 で あ る。MS-Windowsの アプ リケ ー シ ョンの 役 割 は,メ ニ ューを
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選択す る行為 とコマ ン ド入力す る行為をダイアログボ ックスで行 う。即ち,ユ ーザの操作が介

入す る部分 を可能 な限 りマ ウスの クリックで行い,キ ーボー ド入力は,単 語入力程度の最小限

に とどめ るという.考え方である。 これ らをふ まえてMS-Windows上 で稼働す るために作成 した

アプ リケーシ ョンの開発の問題点 とシステムの今後の方 向性 にっ いて考察 した。

MS-Windows用 の通信 ソフ トウ ェアは,市 販 されているが,デ ータベースサー ビスを利用す

る場合,検 索の手続 きに従 って,操 作を選んでい くのですべてが手入力にな りMS-DOS用

の通信 ソフ トウェアの操作 と変わ らない。 しか し,コ マ ン ドの入力は,あ る程度データベ ース

のホス ト側 の機能を限定(使 用す るコマ ン ドを最小限にす る)す ればダイアログボ ックスのボ

タンをマウスで選択す る方法が コマ ン ド入力の代わ りにな りユーザにとって も使 いやすい。 し

たが って,MS-Windowsの 操作性 を十分利用するためには通信制御機能を内蔵 した形態の シス

テムを構築す るべ きであ ろう。

本課題で開発 した システムは,プ ロ トタイプシステムの立場か ら対象 とす るデータベースを

一つ にしているが,ユ ーザ は,複 数のデータベースを利用す ることが想定され る。

どのデータベ ースも検索の考え方は似てい るが検索 コマ ン ドと検索手続が微妙 に異なってい

る。通信 ソフ トウ ェアは,簡 易 ファイルをカスタマイズす ることでログイ ンまでのコマ ン ド入

力の 自動化が可能 だが,デ ータベースを検索する段階になると,ユ ーザ独 自の判断が必要 な場

面が多 くなって くるため,デ ータベ ースごとに異 なった作 り方 を しなければな らない。外にみ

える入出力のイ ンタフェースをとる部分 は,そ れぞれのデータベースの特長であるデータソー

スの種類 によ って変化す る し,内 部的な コマ ン ド生成 は,コ マ ン ド体系 によ って変化 して くる。

また,デ ータベ ースによ って は,ホ ス ト側の設定を コマ ン ド入力によって行えるものがあ る。

この場合,ユ ーザが どのよ うな設定を行 ってい るかを判定す ることは非常 に難 しい。 この よう

に複数のデータベースの相 手をす るときの拡張性が これか らの課題である。

本プロ トタイプ システムは,DOS/V,MS-Windows環 境上で開発 してお り,AT互 換機

やPC98系 のハー ドウェアを対象 としている。 これ らは,世 界的な シェアを もち,今 後,ま す

ます高性能化,低 価格化が進む ことが期待 される。実際 ここ1,2年 の間に発売 されたAT

互換機 は,処 理速度の高速化(CPUの バージ ョンア ップ),メ モ リ容量,デ ィスク容量の大

容量化 には,目 を見張 る ものが ある。また,従 来のデス ク トップ型パーソナル コンピュータの

他 にノー トブ ックパ ー ソナル コンピュータも普及 して きてユーザの好みによ りいろいろな組 み

合わせが可能 にな った。

ソフ トウェア面か ら見 ると,MS-Windowsを 使用 して いるので他のWindowsア プ リケー シ ョ

ンと併用 して使用す る ことがで きる。 この ことか ら,検 索結果のデータをワープ ロソフ トウェ

アや表計算ソフ トウェア更には機械翻訳 ソフ トウェアで扱 うことができるよ うになる。
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現段階では,扱 う検索結果データはテキス トデータだが,将 来的にはデータがマルチメディ

ア化(画 像,音 声,動 画等)に 向か うことが予想 され,MS-Windowsの 特長であ るGUIを 高

度 利用 した形態が実現す ることにな るだろう。.

[システムの将来像]

端 末 機(AT互 換 機)

MS-DOSV5.0以 上

MS-WindowsV3 .1以 上

データベース

検索 システム

検索結果

i将 来i

表計算 ソフ トウェア

日英翻訳 システム

編集結果

ファイル出力

14.5.3内 部 シソーラスについての課題

本 プロ トタイプシステムで採用 した英 日シソーラスパイ ロッ トモデル は,次 の条件で作成 さ

れている。

① 英語 と日本語は1対1で ある。

② アル ファベ ット順検索できる。

③ 階層順 に検索で きる。

④ 用語に含 まれている単語で検索で きる。

通常,ユ ーザは階層順に統制語を整理 して掲載 しているデータベース別の シソーラスブ ック

を見 なが ら,キ ーワー ドを入力 してい る。 したが って,シ ソーラスの用語は,上 位概念語か ら

下位概念語を階層順 に検索す る方法が一般的であろう。 こうした,階 層構造 は,カ テ ゴリー別

に分類 して いるので上位概念語を外 して しまった ら,目 的の用語を探 し出す ことがで きない。
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このよ うな ときの補完機能 として,用 語のアルファベ ッ ト順検索,用 語に含 まれて いる単語の

アル ファベ ッ ト順検索を用意 している。 しか し,デ ータ検索の専門家 は検索 コス トを安 くす る

とか,必 要な情報を正確 に取得するといった観点か ら,い ろいろなアプローチを用意 している

と思われる。多角的な検索を実現す るには,某 日シソーラスはまだ改善の余地があ る。

将来的な改善点 として,次 のような方 向が考え られる。

① 英語 と日本語の関係 は,1対1だ けでは無 く,1対 多,多 対1も ある。 また,日 本語にあ

って英語に無い概念,英 語 にあ り日本語 に無い概念が ある。 この問題をど こまで解決で きる

か?

② 英語以外の外国語対応。

③ 現在,日 本語 シソーラスを英訳 しているが,海 外ユーザか ら見れば,自 国のデータベース

の シソーラスを基軸 とした内部 シソーラスが欲 しいのではないか?

④ 用語の利用頻度の統計を とり,ほ とん ど使われない用語 にっいての存続を検討する機能を

用意す る必要があるのではないか?

⑤ わが国のデータベ ースは,半 角カタカナのキーワー ドで検索す るものが,ま だ多いので カ

タカナ変換機能を追加する必要が出る。
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及 び 関連 諸制度 一覧の構 築
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15.CD-ROMに よる5ヵ 国対訳特許 用語辞典及び

関連諸制度一覧 の構築

15.1概 要

国際的知的所有権 もボーダー レス時代 を迎え,国 際摩擦の焦点 として浮か び上が り,企 業や特

許事務所 ・弁護士事務所が国内 ・外 を問わず多数の諸問題 に直面 している。 このなかで基本的な

用語の問題を少 しで も無 くすために5ヵ 国(日 本語 ・英語 ・フランス語 ・ドイツ語 ・スペイ ン語)

の特許用語の単語 と熟語 と慣用語各8,000語 の特許用語のデータベースの構築 とCD-ROM化

を図る。

更に特許 資料 として各国の工業所有権法制概要一覧表,条 約に基づ く出願ル ー ト,出 願手続チ

ャー ト,知 的所有権訴訟手続概要を収録 し,体 系化 を したのちCD-ROM化 をす る。

15.1.1目 白勺

この対訳特許用語辞典が完成 されることに よって特許用語の国際的な標準辞書 として育成す

ること。

特殊な特許用語の意味のニュア ンスの誤解を少な くし,国 際間の コ ミュニケー ションを円滑

に し事務的な用語の国際摩擦 の解消に寄与す ること。

15.1.2実 施 内容

PM研 究会(パ テ ン トマ ネ ジ メン ト研 究 会)を 通 じて各 企 業の特 許実 務 に 必要 な用 語 を現 在

出版 され てい る書籍 ・雑誌 ・報告 書の 中か ら必 要 と思 わ れ る もの を抽 出 し編 集 した。 その後P

M研 究 会 の編集 責 任者 を金 山敏彦 弁護 士 と し,抽 出 され た 用語 の検討 を行 った。

日本語 と英語 の 単語 及 び熟 語 の原稿 を決定 し,約8,000語 の 日本語 ・英 語 の用語 を 完成 した。

この8,000語 の用 語 を各 国 の弁理 士事 務所 に金 山弁護 士 を通 じて 翻訳 の依 頼 を し,承 諾 を得

る。

この結 果,ド イ ツ語 はTIEDTKE-BUHLNG-KINNE&Partner(Bavariaring4,P.0.Box202403

D-8000Muich,2German),フ ラ ンス語 はCABINETIAVOIX(2,Plase(fEstienned'Orves

75441ParisCedexO9,France),ス ペ イ ン語 はROEB&CO.S.L.(PaseodelaCastellana,

129,28046Madrid,Spain)の 弁理士 事 務所 に翻訳 を依 頼 した。

また金 山弁 護士 を中心 にPM研 究 会 で今 回,人 力す べ き工 業所有 権 の法 制 を各 国 にっ き検 討

し,そ の概要 を理 解 し易 く表 に して 「各 国工 業 所有 権 法制 概 要一 覧表 」 と して作 成す る こ とに
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し た 。

そ れ ら の 一 覧 表 に っ い て は 前 出 の 事 務 所 を 始 あ と し て ,ア メ リ カ に 関 し て はFISH&RICHARD

SON(601ThirteenthStreet,N.W.,Wasshington,D .C.20005U.S.A.)に,イ ギ リ ス は

BOULT,WADE&TENNAT(27FurnivalStreet,LondonEC4AlPQUnitedKingdom)の 各 弁 理 士

事 務 所 に 依 頼 し た 。

PM研 究 会 の メ ンバ ー 構 成 は 以 下 の と お り で あ る 。

岩崎正雄

大木要次

金山敏彦

桑田 忠

小島輝男

越野勇夫

笹川 徹

杉山睦男

佐藤 豊

高沢秀明

高津章造

高畑正也

田中春彦

仲 隆弘

中川寿夫

林 英機

福田保夫

大 日精化工業㈱(特 許部部長)

東邦チタニウム㈱(技 術開発部 特許 ・情報担当技師)

吉田 ・金山 ・石田国際特許事務所(弁 理士)

東京有機化学工業㈱(東 京研究所 特許室室長)

クリナップ㈱(研 究開発本部 開発管理課主査 弁理士)

オルガノ㈱(法 務特許部 次長)

ぺんてる㈱(特 許課 担当次長)

HOYA㈱(特 許部部長)

リズム時計工業㈱(技 術開発本部 特許参与)

日本ペイント㈱(法 務部 特許グループ課長)

日本化学工業㈱(特 許室室長)

高畑特許事務所(所 長 弁理士)

東燃科学㈱(研 究開発部 部長代理)

住友ベークライ ト㈱(知 的財産部部長)

TDK㈱(技 術本部特許部課長)

石原産業㈱(法 務本部特許部主管兼社長室秘書)

福田国際特許事務所(所 長 弁理士)

15.2実 施 結 果

特許関連諸制度一覧,8,000語 の特許用語,

うに構成 され ることにな った。

そ して検索方法や機種が,検 討の結果以下のよ

15.2.1作 成 した関連諸制度一覧

作成 した関連諸制度一覧は,

(1)工 業所有権法制図

以下の とお りである。
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図1工 業所有権法概要対比

日 本 イ ギ リ ス ス ペイ ン ド イ ツ フ ラ ン ス 了 メ リ カ

図H特 許 制 度(日 本語 ・英語) ○ ○ ○ ○ ○ ○

図1-2実 用新案制度

(日 本語 ・英語)

○ ○ ○

図1-3意 匠 制 度(日 本語 ・英語) ○ ○ ○ ○ ○ ○

図1-4商 標 制 度(日 本語 ・英語) ○ ○ ○ ○ ○ ○

図2条 約 に基づ く出願 ルー ト

日 本 イ ギ リ ス ス ペ イ ン ド イ ツ フ ラ ンス ア メ リカ

図2-1パ リ条約 ルー ト

(特 許(実 用新案)意 匠、商標) ○ ○ ○ ○ ○ ○
(日 本語 ・英語)

図2-2PCTル ー ト

(特許(実 用新案)) σ ○ ○ ○ ○ ○
(日本語 ・英語)

図2-3EPCル ー ト

○ ○ ○ ○
(日本語 ・英語)
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図3各 国の出願手続系統図

図3-1特 許

日 本 イ ギ リス ス ペ イ ン ド イ ツ フ ラ ン ス ア メ リ カ

図3-1-1日 本における特許 出願手続

○
(日 本語 ・英語)

図3-1-2英 国における特許出願手続

○
(英語)

図3-1-2-1英 国 にお ける特 許 出願手 続

○
(英語)

図3-1-2-2英 国 にお ける特 許審 査手 続

○
(英 語)

図3-1-2-3英 国 にお ける上 訴審 手続

○
(英 語)

図3-1-3ス ペ イ ンにお け る

特許出願手続 ○
(ス ペ イ ン語 ・英 語)

図3-1-4ド イツにお ける特許出願手続

○
(ド イ ツ語 ・英 語)

,図3-1-5フ ラ ン ス に お け る

特許出願手続 ○
(フ ラ ンス語 ・英 語)

図3-1-6米 国における特許 出願手続

○
(英 語)

図3-2実 用新案

日 本 イ ギ リ ス ス ペ イ ン ド イ ツ フ ラ ン ス ア メ リカ

図3-2-1日 本 に お け る

実用新案出願手続 ○
(日本語 ・英語)

図3-2-2ス ペ イ ンにお け る

実用新案出願手続 ○
(ス ペ イ ン語 ・英 語)

図3-2-3ド イ ツに お け る

実用新案出願手続 ○
(ド イ ツ語 ・英語)

図3-2-3-1ド イ ツ に お け る

実用新案出願取消手続 ○
(ド イ ツ語 ・英語)
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図3-3意 匠

日 本 イギ リス ス ペイ ン ド イ ツ フ ラ ン ス アメ リカ

図3-3-1日 本 にお け る

意匠登録出願手続 ○
(日 本語 ・英語)

図3-3-2英 国 にお け る

意匠登録出願手続 ○
(英語)

図3-3-3ス ペ イ ンに お け る

意匠登録出願手続 ○
(ス ペ イ ン語 ・英 語)

図3-3-4ド イツ にお け る

意匠登録出願手続 ○
(ド イ ツ語 ・英 語)

図3-3-4-1ド イ ツ に お け る

意匠登録取消手続 ○
(ド イ ツ語 ・英 語)

図3-3-5フ ラ ンス にお ける

意匠登録出願手続 ○
(フ ラ ンス語 ・英語)

図3-3-6米 国 にお け る

意匠登録出願手続 ○
(英語)

図3-4商 標

日 本 イ ギ リ ス ス ペ イ ン ド イ ツ フ ラ ンス アメ リカ

図3-4寸 日本 にお け る

商標登録出願手続 ○
(日 本語 ・英語)

図3-4-2英 国 にお け る

商標登録出願手続 ○
(英語)

図3-4-3ス ペ イ ンに お け る

商標登録出願手続 ○
(ス ペ イ ン語 ・英語)

図3-4-4ド イ ツに お け る

商標登録出願手続 ○
(ド イツ語 ・英語)

図3-4-4-1ド イ ツ に お け る

商標登録出願取消手続 ○
(ド イ ツ語 ・英 語)

図3-4-5フ ラ ンス に お け る

商標登録出願手続 ○
(フ ラ ンス語 ・英 語)

図3-4-6米 国 にお け る

商標登録出願手続 ○
(英語)
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図4各 国の知的所有権侵害訴訟系統図

日 本 イ ギ リス ス ペイ ン ド イ ツ フ ラ ン ス 了 メ リカ

図4-1日 本における侵害訴訟
(特 許実用新案,意 匠,商 標) ○

(日 本語 ・英語)

図4-2英 国における侵害訴訟

○
(英 語)

図4-3ス ペイ ンにおける侵害訴訟

○
(ス ペイ ン語 ・英語)

図4-4ド イツにおける侵害訴訟

○
(ド イツ語 ・英語)

図4-5フ ランスにおける侵害訴訟

○
(フ ラ ンス語 ・英 語)

図4-6米 国における侵害訴訟

○
(英語)

図4-7米 国ITC訴 訟

○
(英語)

以上の図の中の図1-1の 特許制度 と図1-2の 実用新案制度 を抜粋 して次に掲載する。
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図1-1特 許制度

国 名 日 本 イギ リス スペ イ ン ド イ ツ フラ ンス アメ リカ合衆国

パ リ 条 約 加入 加入 加入 加入 加入 加入

特 許 法 有 り 有 り 有 り 有 り 有 り 有 り

出 願 人 発明者及び承継人 発明者及び承継人 発明者及び承継人 発明者及び承継人 発明者及び承継人 発明者のみ

実 体 審査 有 り 有 り 有 り 有 り サ ー チ レポ ー ト 審査主義有り

新規性判断

の基準

国内公知公用

内外国刊行物

内外国公知公用

内外国刊行物

内外国公知公用

内外国刊行物

内外国公知公用

内外国刊行物

内外国公知公用

内外国刊行物

国内公知公用

内外国刊行物

存

続

期

間

起算日 公告日 出願 日 出願日 出願の翌日 出願 日 特許日

期 間 15年 20年 20年 20年 20年 17年

特許の対象

となりえな

い発明

●2

原子核変換

による物質

●2 ●2 ●2 ■2 原子兵器における

特殊な核物質

出 願 公告

(異議申立)

3月 な し 6月 な し な し な し

実 施 義務
不実施3年

出願から4年
特許から3年

公告から3年

出願から4年
な し

特許付与から3年

出願から4年
な し

PCT 加入国 加入国 加入国 加入国 加入国 加入国

EPC 批准国 批准国 批准国 批准国

公開 制 度 18ヵ 月 18ヵ 月 18ヵ 月 18ヵ 月 18ヵ 月 な し

審 査 請 求 7年(出 願 日か ら) 6ヵ 月(公開 日か ら) 7年(出 願 日か ら)

備 考 ■1

'1存 続期間は出願か ら20年 制度 情報提供制度 審査前置制度 国内優先権制度あ り
'21発 見

,科 学的理論及 び数学的方法2美 的創作物3ゲ ーム及び商業的方法及 びコンピュータ
プログラム4情 報表現形式5動 ・植物の品種6診 断方法,治 療方法

図1--2実 用新案制度

存 続 期 間

国 名 実体審査 出願公告 備 考

起 算 日 期 間

日 本 な し 出願 日 6年 な し

ド イ ツ な し 出願 日の翌 日 はじめ3年 な し 改正法が1990年7月1日

十 に発効。

延長2年 形状の要件が廃止 され,

十 非定形の物質も保護の対

延長2年 象 とな り,科 学物質,食

品,化 粧品,医 薬 も保護

の対象 となった。

スペ イ ン 有 り 出願 日 10年 出願公告制度 特許に関す る規定が,実

用新案 に も適 用され る。
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図1-1 PatentSystem

ContryName Japan U.K.(England) Spain Germany France U.S.A.

ParisConvention Yes Yes Yes Yes Yes Yes

PatentLaw Yes Yes Yes Yes Yes Yes

Applicant lnventoror

Assignee

Inventoror

Assignee

[nventoror

Assignee

Inventoror

Assignee

Inventoror

Assignee

Inventoror

Only

Examinationas

tosubstance

Yes Yes Yes Yes Searchreport Yes

ExaminationStandard

fornovelty

●3 ■4 ■4 ■4 ●4 ●3

Period

forthe

Duration

hitialDate

ofReckoning

Publicationdate ApPlicationdate ApPlicationdate Nextdayof

ApPlicationdate

ApPlicationdate Patenteddate

Term(year) 15 20 20 20 20 17

UnpatentableInvention
■2硲5 ■2 ■2 ■2 ■2 ■6

Oposition 3months No 6months 3monthsafter

patented

No No

Obligationofworking

(year)

3ysnon-use

4ysafter

apPlication

3ysafter

patented

3ysafter

publication

4ysafter

application

No 3ysafter

Patented

4ysafter

application

No

PCT Yes Yes Yes Yes Yes Yes

EPC Ratification

country

Ratification

country

Ratification

country

Ratification

country

Laying-Open

monthsfrom

apPlicationdate

18months 18months 18months 18months 18months No

Requestfor

Examination(year)

7yearsfrom

ApPlicationdate

6monthsfrom

Publicationdate

7yearsfrom

ApPlicatondate

Remarks ■1

1■

2■

3■

4■

ロ
∨

6

■

●

Theperiodofthedulationsiwithin20yearsfromtheapplicationday

ThereareInformationsystem,ZENCHIExaminationsystem,andSystemofDomesticPriorityRight.

1.Discovery,ScientificLogic,MathematicalMethod

2.AestheticCreation

3.Game,MethodofCommerc'e,ComputerPrograming

4.FormofExpressingInformation

5.VarietyofAnimalandPlant

6.Diagnosticmethod,Methodofmedicaltreatment

InternalPublicKnownandUse

InternalandExternalPublication

InternalandExternalPublicKnownandUse

InternalandExternalPublication

Substancesmanufacturedbythetransformationoftheatom

SPecialnuclearmateria1'intheatomicweapon

－144一



図1-2SystemofUtilityModel

Country Examination PeriodfortheDulation Publication
Remarksasto of

Name substance InitialDate Term(year) ApPlication

ofReckoning

Japan None ApPlication 6 None SinceJan1,1994,New
Date Lawwasenforced

Germany None NextDayof Initial None Therevisedlaw
ApPlication 3years十 tookeffectonJuly,

Date 2years十 1,1990.Thesubject
2years matterprOteCtediS

materialSwithOut

fixedforms,chemical
materials,foods,

cosmeticsand

medicines.

Spain Yes ApPlication 10 Systemof Therulesforpatents

Date Publication areapPliedto

of utilitymOdelS.
ApPlication

15.2.2検 討結果

8,000語 の用語の構築過程の一部 を以下に添付す る。

なお,こ れ らは完成以前の校正紙で,左 か ら英語,日 本語,ス ペ イン語,ド イツ語,フ ラ ン

ス語 と順 に並んでお り,英 語の左の数字はアル ファベ ット順であるが他の言語の頭の数字は英

語 との対応を見 るたあの数字で,実 際の画面 には表示 されない。

また,ド イツ語,フ ランス語,ス ペイ ン語の特殊文字(ウ ムラウ トやア クサ ンテギ ュな ど)

は,実 際の画面では正 しく表示 され るが,校 正の段階ではそれに近 い記号 や文字で表示 されて

いる。

日本語のひらがなに表示 されている"/"は,前 方 ・後方 ・条件検索 を制作す るための

ものであ る。
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更 に,こ のCD-ROMの 作成 に 当 た り,最 大 の 問題 で あ る検索 ソフ トウ ェア と機 種 の設 定,

特 に対 応 と変 換 にっ い ての検 討 を始 め た。

CD-ROMに 関 して は,そ の ソフ トウ ェア とハ ー ドウ ェア の組 み合 わせ が 決定 して お り,

従来 の ソフ トウ ェア とハ ー ドウ ェアの 関係 の概 念 を払拭 せ ざ るを得 ず,そ の 選 定 にお いて現 在

どれ だ け普及 して い るか,あ るい は,今 後 どれ だ け成長 す るか を見極 め,な お かつ よ り多 くの

世 界 の人 達 に操作 し易 い もの を,と の コ ンセ プ トで あ るた め に非 常 に検 討 に時 間 を要 し,そ の

結 果以 下 の もの に決 定 した。

(1)必 要 な機 器構 成

・PC-9801版

(本 体)NEC9801シ リー ズVX以 降 メモ リ640KB以 上

(CD-ROMド ライ ブ及 び イ ンタ フ ェース ボ ー ド)ISO9660対 応 の 各社 の機 器

(ソ フ トウ ェア)MS-DOSVer3.1以 上

MS-DOSCD-ROMExtentions2.0以 上

(デ ィス プ レイ)640×400ド ッ トのPC9801用 カ ラーデ ィスプ レイ

・IBM-PC版

(本 体)IBMPC/AT及 び その互 換 機

(CD-ROMド ライブ及 びイ ンタ フ ェー ス ボー ド)ISO9660対 応 の各 社 の機器

(ソ フ トウ ェア)MS-DOSVer3.1以 上

MS-DOSCD-ROMExtentions2.0以 上

*IBM-PC版 で 日本 語 を表 示 す る場 合 にはDOS/Vが 必 要 であ る。

(デ ィスプ レイ)640×480ド ッ トのIBMPC用 カラ ーデ ィス プ レイ
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画面のイ メージは,以 下の基本画面で行 うことに決定 した。

(例1)関 連資料 を選択する場合

一

→ 日本の場合
米 国の場合
フランスの場合

ドイツの場合
スペ インの場合

前頁 次頁 復帰

関連資料を選択する 日本の場合 を選択す る

↓

パ リ条約の規定ルー ト

審査手続系統一・覧表
→審判手続系統一覧表

工業所有権4法 の比較

前頁 次頁 復帰 決定

一 →

メ ニ ュー に従 い 、見 たい項 目 を選 択 す る。 該 当項目が表示 され る。
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(例1)用 語の検索の画面

日本語から検索

単語検索(前 方一致)
→単語検索(後 方一致)

条件検索 一ー一→

前頁 次頁 決定

単語検索(後 方一致)

[弁 論

単語検索(後 方一致)を 選択するとき 「弁論」と入力 します

↓

相手方の弁論
→公開弁論

次頁

一 →

(英)publicproceedings

(仏)proceurepublidue

(西)debatespublico

(独)offentlicheVerhand

Leng

「～弁 論」 とな る用語 が 表示 され ます 。 日本 語と他の5カ 国語対訳が表示

され ます 。
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用語検索に関 しては前方一致,後 方一致,条 件検索の三つの方法で も検索で きるように作成

した。画面では英語 と日本語のニ カ国語で,操 作 し表示で きるように した。

15.3海 外でのCD-ROMの 日本語表示の問題

検索 ソフ トウ ェアの問題点 として海外でのハー ドウェアの対応 につ いて,日 本語の表示がロー

マ字のみで しか表示がで きない ことと,こ の問題 についてIBM-PCの 機種にハ ー ドウェアを

決定 し,DOS/Vを 使用す ることで 日本語の表示が可能 となった。 しか しDOS/Vが 使用で

きない機種 については,日 本語の表示 はローマ字のみである。

15.4今 後 の 課 題

言語を増やす ことによって,よ り国際的な特許対訳用語辞典を作成で き,今 後 は中国語,韓 国

語 を始あ,更 に発展 させる ことを考えなければな らない。

また使用機種 にっいて現在PC9801とIBM-PCの みで使用で きるが今後マ ッキ ン トッ

シュや富士通等,よ り多 くの機種 にも使用で きるように検討 を重ね ること。

内容 について も,8,000語 の用語を12,000語 程度まで レベルア ップを図 るだけでな く,諸 問題

の一覧 について もよ り多 くの対比表 を作成す ることによって国際的な視野で特許制度の理解度を

高め られるようにす る必要がある。
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16人 体形状画像 データ合成のための技術開発
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16.人 体形状画像 データ合成 のための技術 開発

16.1総 論

16.1.1緒 言

本来,製 品その ものは使 う側の要求か ら生 まれる ものであるが,経 済の高度成長に伴い,生

産体制の合理化や効率化を最優先に考えた技術開発が進 み生産者が主体 とな った製品開発が行

われ続けてきた。 しか し現在,今 後の新たな方 向性 として使 う側 の要求である使 いやす さや疲

れに くさ,そ して安全性 とい う 「質j,更 には使 う人間の嗜好や価値観に添 った満足感 とい う

「ゆ とり」や 「豊か さ」を満足 させる製品開発が考え られ始めている。

「質の高い」 「人間性豊かな」製品設計を行 うためには,人 間の基本的な特性の多 くのデー

タが必要 となる。 しか し,現 時点で これ らのデータの蓄積は極めて少ない。

当セ ンターに人 間の特性 についてのあらゆるデータをデータベース化 し,さ まざまな分野に

広 く提供することを大 きな 目標 としている。その第1段 階 として,ま ず形態特1生に関す るデー

タベ ースの作成を現在行 って いる。

当セ ンターで収集 ・蓄積 ・データベース化 された形態 データは,さ まざまな企業において安

全で快適な使 う側に立 った製品 を生み出す もととして利 用 され,人 々の生活にゆ とりと豊か さ

を育 むであろう。

16.1.2技 術開発の目的

当セ ンターでは,形 態特性データベースを作成す る第1段 階である"人 体計測データベース"

事業の第1ス テ ップ として,全 国において小学生以上 のすべての年齢層の男女を対象 に人体形

状 に関す るデータを収集 し,こ のデータを用いて,ま ずサ イズデータ(バ ス ト,ウ エス ト等の

数字データ)の みをデータベ ース化 し採寸 ・統計データベ ースを作成 したD。

人体形状その ものを精密に表す画像データよりサイズデータを取 り出すことはその利用法の

ほんの一部で しかない。次の段階での画像データの有効利 用 としては,コ ンピュータグラフィ

ック(CG)へ の取 り込み,製 品 と人体 モデルを同時に ビジュアル情報 として とらえ,人 体 モ

デルを動か しなが ら人体にフィッ トす る最適な製品設計 を行 うことが可能であ る。

"人 体計測データベ ース"事 業の第2ス テ ップは,こ の ような画像データの有効利用のため

に,画 像データベースの構築を 目標 としている。

しか し,収 集段階での3次 元画像データは六つのブロ ックに分割 されてお り,こ の六つ を合

成す ることで初めて,人 体 モデル としてCGに おける製品設計等への有効利用が可能 となるの
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で あ る。(図16-1参 照)§

そのたあに画像データの合成による単_デ ーi

夕での全身形状の表現が必要 となる。 今回,当 …

…
セ ンターで は,画 像 デー タの デ ータベ ー スを構

築する前段階として人体全体を表現する六つの1
■

データを合成 し,一 つの完成 された3次 元人体
‖

モデルを生成するプログラムを作成 した。 …
身

AA
A

台庖

蕊
$ ,

、,'
合姪

立個個記

＼ 謬
凪固

‖ 亮時合用抱泉

図16-1

16.2開 発 内容

16.2.1技 術開発概要

本技術開発では,3次 元形状計測機 によって六つのブロックに分割 して計測,保 存されてい

る画像データに対 し,半 自動計算で位置合わせ,モ デ リング(現 実の3次 元形状をコンピュー

タ内部の表現に置き換え ること)を 行 い,一 つの完成 された3次 元人体モデルデータを生成す

るシステムを設計,開 発 した。

本 システムでは レーザース リッ トスキャン方式 の非接触3次 元形状計測装置によって計測 さ

れた白黒256言 皆調で表現 された ビジュアルデータである輝度画像データと,形 状を表すX,Y,

Zの3次 元座標データである高 さ画像 データの2種 類のデ ータが入力 される。

レーザー光形状計測 システムは,カ メラの視野内にある1方 向の面 しか計測できない。その

ため,人 体全身の形状データを取得す るためには複数方 向か らの計測 が必要 となる。本 システ

ムに入力 され る形状データでは,人 体を回転ステージに載せて180。 回転 し前面 と後面を,更

に人の移動 によって側面 を計測する ことで,全 身のデータをカバ ー している。そのたあ,1人

の計測データは,そ れ 自体では何枚かの座標系がば らばらな高 さ画像 の集 まりである。高 さ画

像 を横断 して計算を行わなければな らない断面周囲長等は,既 存のデータ構造では処理で きな

い。そ こで,ま ず各高 さ画像の座標系 を統一 し,次 に複数 の画像を一つのデータとして まとめ

る必要がある。

以上の ことを行 うたあ,以 下の点に留意 して本システムの設計を行 った。.

(1)位 置合わせは作業効率 の観点か ら,可 能 な限 り自動計算によ り行 う。

(2)位 置合わせの精度,確 度を向上 させるため,自 動計算 された結果 に対 し評価 を行い,一 定

の レベルに満たない ものは手動によって再処理 を行 う。

(3)位 置合わせの一連の手順(ア ルゴ リズム)は 安定性,処 理時間の観点か ら,で きる限 り単

純な ものを採用する。
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(4)対 象物が人体であ り,計 測時間が比較的長いことを考慮 して,複 雑な位置ずれ も吸収す る

処理を行 う。

⑤3次 元人体モデルデータの生成に当た り,今 後の広範 囲な分野でのデータの使用を考慮 し

て,デ ータ構造 を設計する。

図16-2に 本 システムの処理 の流れを示す。

まず,必 要なデータ(高 さ画像,輝 度画像,補

助 データ等)を 読み込む。

次に後述す る三つの手法による位置合わせ を行

い,各 高さ画像の座標系を修正,統 一す る。 この

とき,位 置ずれを自動計算 し,精 度に満たない場

合 は入力 データの修正追加 を行 って再 び位置合わ

せ処理を施す。

更に位置合わせの終了 した高 さ画像に対 し,デ

ータの欠落 している領域の補間処理を行 った後,図16-2

最終的に一つの3次 元人体 モデルデータと して出力する。

〔 卜 ＼
㍉

16.2.23次 元画像デー タ位置合わせ技術開発

1

(1)入 力 データの特質

本 システムに入力 されるデータは以下 の3種 類である。

① 高 さ画像 データ 人体 『:皆2

レーザー光形状計測によって得 られた被験者の高さ画像

② 輝度画像データ

レーザー光形状計測のときに同時に計測される被験者の輝
正 面'＼

,

度画像
、 ζ1.□

③ 補助数値 デー タ 人体 〆 カメラ
180'

,〆

手計測,あ るいは高さ画像 に対 して演算 された数値データ 〆

上に示 したデータの うち,① 及 び② は同時に計測 されて るた 図16-3

め,二 つの画像 における各画素の高 さ情報 と輝度情報 は1対1

に対応 してい る。

本 システムで処理す る実際の高 さ画像,及 び,輝 度画像は,図16-3の ようにカメラ位置

を固定 した状態 で,被 験者の方向を変え ることにより,前 後面,左 側面方 向か ら上下二つの

カ メラで計測 されているため,1人 の被験者 につ き6方 向か らのデータが存在す る。
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また,前 後面の180。 方向転換は回転 ステー ジによって正確に行われるが,左 側面の計測

では被験者本人が足元のマ ークに合わせて方向転換す る。

回転ステー ジ上の被験者 を計測 した高 さ画像は統一 された座標系を もっていないため,こ

の ままでは3次 元人体モデルを生成す ることはで きない。更に,回 転 ステージの回転 角情報

を使 って座標変換を行 って も,計 測が数十秒 にわた って行われ るため,被 験者の各部位 の相

対的な位置ずれは避け られない。特 に側面データに関 しては客観的な位置合 わせの基準情報

が存在 しない。

このような入力 データの特質によって,複 雑 な位置ず れが発生 している。

(2)位 置合 わせの手法

(1)で述べたさまざまな要因による複雑 な位置ずれを補正す るプログラムの設計 と作成 を,

以下の三つの手法を用いて行 った。

① 補助 データを用いた位置合わせ

計測時の システムの位置決あ等の情報を用いて複数 のデータの座標変換を行 う。具体的

には,後 面データを180。,左 側面データを90。 座標変換する。また,計 測時 に上部 カメ

ラと下部 カ メラの座標原点が較正作業によって検 出,保 存 されているため,こ れを用いて

上下 データを座標変換す る。

この時点で,前 後面 に関 しては座標系が統一 される。ただ し,前 後面 に関 しては,計 測

中に被験者が動いているため,実 際 には数 ミリか ら数セ ンチのずれが存在す る。 また側面

に関 しては全 く座標軸の統一が保証 されない。

②2次 元のエ ッジ画像を用いた重ね合わせ

高 さ画像か ら人体の輪郭 を生成 し,合 わせ たい二つの画像の輪郭の各点の距離が最小 に

なるように重ね合わせ を行 う。距離の計算を行 う二つの輪郭上の点(ペ アデ ータ)は 修正

前の距離 及 び法線 の最 も小 さな二つのポイ ン トを使用 している。

ここでの処理によ り,XY,XZ,YZ平 面内のずれはほぼ修正 され る。 しか し,実 際

の側面 データは,一 つの平面内におさまらない3次 元的なずれを もってお り,こ のずれは

ここでの処理では解消できない。

③3次 元座標値を用 いた重ね合わせ

②の手法では解消できない前後面 と側面のず れを解消す るたあに,3次 元空間上の各ペ

アデータの距離が最小 になるように重ね合わせを行 う。距離の計算 を行 うペ アデータは修

正前の距離,及 び法線 の差が最 も小 さな二つのポイ ン トを使用 している。

以上が本開発で とった手法の主な ものであるが,実 際 には もっと細 かな工夫 もとられてい

る。
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(3)位 置合わせの評価基準

位置合わせ処理の確度 を向上するため,以 下の ものを基準 として位置合わせ精度の評価計

算を 自動で行 っている。評価基準は次の とおりである。

① 修正後前後面エ ッジ画像のペアデータの平均距離

② 修正後前後面 エ ッジ画像のペアデータの法線の平均誤差

③ 修正後前後面3次 元データと側面3次 元データのペアデータ平均距離

④ 修正後前後面3次 元データと側面3次 元データのペアデータ法線の平均誤差

これにより精度 の低いデータに対 しては,補 助データの訂正入力,及 び追加補助データの

入力を行い精度の向上 を図 っている。

16.2.33次 元人体 モデル生成技術開発

(1)3次 元人体モデルの必要性

単に位置合わせが行われただけの高さ画像では,今 後作成されると予想される解析 表示

のプログラムでの処理が以下の点において困難である。

①6方 向の高 さ画像 では重複する領域 あるいはどの高さ画像 に も検 出されていない不可

視領域が存在す る。 また,座 標データが統一的な配列でないため,断 面面積,表 面長等の

マスプロパテ ィの計算,コ ンピュータグラフィックス表示時に複雑な処理が必要 となる。

② 高 さ画像のフ ァイルは,カ メラの画像 データをすべて含んだラスター形式(画 像を矩形

の点の集 まりとしたデータ構造)に なっているたあ,人 体データが存在 しない無効領域 も

データに含 まれてお り,メ モ リの使用効率が悪い。

③1人 のデータが複数のファイルにわたるため,デ ータ管理が複雑 になる。

以上 のような問題 を解消す るためには,6方 向の画像 データを併合処理 して余分なデータ

を削除 し,不 可視領域を補間 した3次 元人体モデルデータを生成する必要がある。

②3次 元人体モデルのデータ構造

本 システムの出力 とな る3次 元人体モデルデータは,以 下

の点 を考慮 し,断 面間に張 られた3角 パ ッチをベースに した

データ構造を とることに した。(図16-4参 照)

① 開発後のデータの使用範囲の広 さを考え,さ まざまな

データ構造に変換 し易いフ ォーマ ッ トとす る。

② 元の高 さ画像の精度 を低下 させない。

③ 輝度画像 と高 さ画像 の対応関係が失われないようにす

る。
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④ 面の裏表情報が失われないようにする。

⑤ 今後の部位の変形処理や,ア ニ メー ション化な どを考慮 し,胴,手,脚 な ど各部位のデ

ータを分割処理(セ グメン ト化)す る
。

⑥ レーザー光形状計測 システムでの不可視領域は,デ ータの補間を行い穴埋めをす る。た

だ し,補 間領域はそれ以外 との識別 を行 うためのデータの状況を示す変数(識 別 フラグ)

を用意 して計測データ との区別ができるよ うにす る。

3角 パ ッチとは3角 ポ リゴンとも呼ばれ,3点 でひ とかたまりの微少平面領域を形成す る

一般的な自由曲面を表現するデータ構造である
。

今回の3次 元モデルデータでは更に,そ れぞれの3角 パ ッチには輝度画像データのア ドレ

ス(デ ータの格納場所を示す番地)が 付加 されてお り,ま た,補 間領域に関 して も識別 フラ

グも付与 されている。

(3)3次 元人体モデルの生成

3次 元人体モデル生成処理 は次 の四つの段階 に分 け られる。

① 断面抽出

位置合わせが行われた高 さ画像か ら,重 力軸に垂直な面での断面 を抽出す る。 この際

一般に用いられているアルゴ リズムでは安定性
,性 能の面で不安があるため,本 システム

で入力 され るデータの特性を活か したアルゴ リズムを採用 している。 また,補 間による誤

差を極力おさえるため,高 さデータがそのまま反映 され るように工夫 した。

② 断面補間

抽出 した断面 に対 して不可視領域の補間を行 う。

補間は3次 曲線を用いて行われ,平 滑化 により断面間のデータの滑 らかさを得ている。

③ 平滑化

移動平均法(注 目するデータ点近傍の平均値を用 いて平滑化を行 う手法)に よる平滑化

を行 う。

ただ し,こ の処理は元データの精度を落 とさないようにするため,補 間領域 と,前 後側

面データの繋 ぎ目を中心 に処理を行 ってい る。

④3角 パ ッチデータ生成

③ までに得 られた人体の断面モデルに対 し,断 面間に3角 パ ッチを張 ることにより3角

パ ッチデータを生成する。

これ らの処理によ り,後 処理の行 い易い3角 パ ッチベースの3次 元人体モデルが生成 され

る。
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16.2.43次 元人体モデルの精度

人体のような計測対象に関 しては,精 度を確認するための一般化 された手法は確立 されてい

ない と考え られる。本技術開発では3次 元人体モデルの精度を表す座標 として,胴 体のマネキ

ンを用いての3次 元人体モデルと手計測 データとの差異を以 って,補 間を含めた達成精度を評

価 す る。

① 上部胸囲等,比 較的単純な形状,有 効画素数が大きい部分1%以 内

② 乳頭位胸囲等,比 較的複雑 な形状の部分3%以 内

③ 下腿最小囲等,有 効画素数の小さな部分3%以 内

16.3今 後 の課 題(ま とめ)

16.3.1技 術開発の成果 と今後の課題

今回の技術開発により,レ ーザ ー光形状計測 システムによって計測 された1人 当た り6枚 の

高 さ画像 データを,半 自動的に位置合わせ し,モ デ リングを行い,一 つの完成 された3次 元人

体 モデルデータを生成す ることが可能 とな った。 これによ り,CAD,CAMへ の取 り込みや,

人体 に対す る直接計測で行われ るよう周囲長,表 面長計算 はもちろん,直 接計測 では難 しい任

意方向の断面形状抽出や部位体積,表 面積計算を コンピュータ内部で行 うたあのベースを築 く

ことがで きた。

今後 当セ ンターにて進めてい くべき課題を以下に示す。

(1)不 可視領域補間法の検討

今回の技術開発では不可視領域の補間に単純 な3次 曲線を適用 してい る。 この手法では脚

内側,腕 内側な どの比較的単純な形状 をもった部位に関 しては精度 的に問題は見 られない。

胴体側面に関 して も腹部か ら腰部側面 にわたる部分では大 きな誤差はみ られない。 しか し,

腕部 と胴体部が密着 している脇の周辺 は,可 視領域のデータ自体が腕の位置により変形 し,

また,側 面 に凹形状をもつな ど複雑な曲面形状を もっている。 メジャーによる手計測ではこ

れ らの複雑 な形状 を反映せず,ま た形状 その ものを大き く変形 させているため,3次 元人体

モデルか ら算 出されたデータと大 きく食い違 う。 これ らの問題を解決す るためには,人 体の

骨格,筋 肉の形状,変 形情報を3次 元人体モデルに反映す る必要がある。

(2)3次 元画像のデータベース化

"人 体計測データベース"事 業の第2ス テ ップとして,当 セ ンターが保有す る人体形状に

関す るデータのほとん どを占める画像 データの有効利用のため3次 元画像のデータベース化

を予定 している。
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今回開発 された技術 によって合成 される画像データを用いて,個 々の画像の もつ特徴での

検索や統計の処理を行 うことができ,さ まざ まな局面でのユーザニーズを満たす画像データ

ベ ースの構築を進めている。

(3)デ ータ提供のオ ンライン化

現在の情報化社会 において外部利用者 に,よ り使いやすいデータベースとす るために電話

回線 によるオ ンライ ン化の必要 性が考え られる。

(4)3次 元画像データのニ ーズ対応

① 形状の平均化

日本人の平均3次 元形状や,体 型その他の特徴によりカテゴ リー化 された中での平均3

次元形状のニーズが考え られる。 これに対 して,形 状の平均 を算 出す る演算手法の確立が

必要 となる。

⑤ 動的な3次 元情報の推定

現時点での静止3次 元情報では得 られない人体の可動領域や動的 なニーズに対する技術

開発を進めてい く。静止画像 を可動な状態 にす ることで,CAD,CAMに よるさまざま

な姿勢での製品の設計,評 価が可能 となる。 また,可 動域の推定がで きれば,建 築等の空

間設計 にも広 く応用されるであろう。そのためには静止3次 元人体情報に人間の骨格情報

等 を絡め,動 的な3次 元情報を推定す る技術が必要 となる。

16.3.2ま とめ

今回技術開発 された画像 データの合成によ り,ま ずサイズデータのデータベース化か ら始 ま

った"人 体計測データベース"は,よ り広い範囲での有効利用に向けて次のステ ップを登 り始

めたのである。

これにより人体計測データベースが人間の生活 のあ らゆる方面 において より快適な製 品設計

に貢献 し,豊 かな生活環境を生み出す もととな ることを願 っている。

「参考文献」

1)㈱ データベース振興セ ンター,㈱ 人間生活工学研究セ ンター:デ ータベース構築促進及 び

技術開発に関する報告書(1993)「 人体計測データベースの構築 」
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170CRを 利 用 した キ ー ワ ー ド自動 抽 出 に

関 す る調 査 研 究

株 式 会 社 エ レ ク トロ ニ ッ ク ・ラ イ ブ ラ リー





17.OCRを 利 用 したキー ワー ド自動抽 出 に関す る調査研究

17.1概 要

17.1.1背 景 と目的

株式会社エ レク トロニ ック ・ライブラリー(略 称EL)は,わ が国で発行 されている新聞,

雑誌の記事をイ メー ジの まま網羅的 ・横断的に蓄積 し,検 索サービスに供することを目的 とし

て,1986年 に設立 されたデータベースサー ビス会社である。

94年2月 現在で新聞45紙,雑 誌約120誌 の記事約350万 件を蓄積,1,500を 超す会員に1日

平均4～5万 件の記事 をファクシ ミリを通 じてサー ビス している。

データベースは切 り抜 きスタイルの記事原文であるたあ,文 字 コー ドがな く,キ ーワー ドは

人手で付与 してお り,1日 平均約2,100記 事を100人 近 くの人で処理 している。 このため,デ

ー タベース構築 コス トが高 く,索 引 ・入力作業の 自動化が緊急の課題 になっていた。

90年 以降 株主社 である日本電信電話株式会社技術陣の協力を得て,OCR(光 学的文字読

み取 り装置)と 日本語処理 ソフ トウェアによるキーワー ド自動抽出の検討 を行 ってきたが,こ

こ数年来のOCRの 文字認識精度 と処理速度の向上 には 目覚 ましい ものがあ り,記 事の切 り抜

きを文字 コー ド化す る ことが現実的にな った。

そこで,① 現在商 品化 されている汎用機器 とソフ トウェアの組み合わせに一定の工夫を加え

ることによって,商 用に耐え得 る水準のキーワー ド自動抽出が可能か,② その際 どの程度の

作業効率化が見込めるか,③ 実用化に当たっての課題 は何かの3点 を見極め るとともに,「 マ

ルチ メデ ィア時代」を前 に,そ の大 きなす そ野 として期待 される印刷物イ メー ジデータベース

の効率的で高性能な システム構築の可能性 を提示する ことも視野 に入れ本調査研究を行 った。

17.1.2実 施内容 と結果の概略

調査研究では,商 用サー ビスのデータの一部を使い,OCRで の文字読み取 り,独 自の絞 り

込みルールによるキー ワー ドの自動抽出と,そ れを使 った検索 によって品質テス トを行 った。

また,自 動抽出方式に よる作業効率化への寄与度の試算 を行い,そ れぞれの結果を分析 ・検証

した。

その結果,以 下の諸 点が確認で き,比 較的少量のキーワー ドで効率が良 く,か つ商用に耐え

る精度を もつキーワー ド自動抽 出システム構築への展望 を得 ることができた。

① 既に商品化 されているOCR,日 本語処理 ソフ トウ ェア と既存の各種辞書をベースに,一
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定 の補正機能 と絞 り込みルールを付加す ることによって,1記 事平均8～15個 前後に絞 った

キーワー ドの 自動抽出が可能である。

②1記 事12個 以上のキーワー ドを抽 出すれば,EL社 が現 に商用サー ビスしている人手付与

に よるキーワー ドと比較 して も質的に劣 らず,付 与量,均 質性な どを加味すれば より優れ

た結果が得 られ ると判断できる。

③ これ らのキーワー ドを使 った検索結果 も,商 用サ ービス と比較 してそん色がない。

④ キーワー ド絞 り込みのルールを操作す ることによって,キ ーワー ド,検 索結果双方で一定

の質,量 の調整ができる。

⑤OCR,日 本語処理 ソフ トウェアな ど既存のツールの改良を始め として,各 種 システム辞

書 の整備 ・開発,キ ーワー ドの絞 り込みルール ・修正機能 の改善な ど,品 質 と処理速度 に係

わる今後の開発,改 善,工 夫の余地 が多 々あ り,そ の成果はいずれ も今回のテス ト結果に上

積 み される。

⑥ 現行作業量 の下で20～30%の 作業効率化 が期待で き,作 業量が増え るにつれ省力効果は更

に拡大 してい くことが見込まれ る。

⑦ 自動抽出方式導入に当た っては,抽 出キーワー ド数を制限す ることに よって検索結果の出

力量の調整 が可能性であ り,現 行商用サー ビスの激変 を避 けなが ら,緩 やかな移行が可能で

あ る。

17.2実 施 結 果

17.2.1実 施方法の概略

品質 テス トでは,EL社 の商用サー ビスrELNET」 の うち,ユ ーザが予め登録 しておい

た検索式 に ヒットした記事を,フ ァクシ ミリで直接送信するrMOR」(モ ーニ ングレビュー)

の実 データをサ ンプル とした。 まず,①OCRに よる文字 コー ドデータの作成,② 日本語処理

による名詞の 自動抽出,③OCR誤 読文字の 自動修正,④ 独 自の 「絞 り込みルール」によるキ

ー ワー ドの決定手段を踏み,1記 事平均15.2個 のキーワー ドを自動抽 出 した後,⑤ 抽出キーワ

ー ドの評価づけを し,⑥ そのキーワー ドを使 って実サービス用登録検索式によるテス ト検索を

行い,人 手作業 によるサー ビス との全般的な比較分析 を行 った。

次 に,「 キーワー ド抽出制限値」を変化 させ ることによって,1記 事平均15.2個 か ら10.5個

まで計8段 階のキーワー ドの抽出 と検索 テス トを行い,そ れがキーワー ドと検索結果の質,量

に どのような影響 を与 えるか を分析,検 証 した。

作業効率化への寄与度は,現 行人手作業の分析 と自動抽出方式採用に よる作業の増減を比較
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し,全 体 として どの程度の効率化が見込 まれ るかを試算 した。

17.2.2キ ー ワー ド自動抽出 と人手作業 との比較 【テス ト1】

(1)テ ス トデータの選定

テス ト用データの選定に当た っては,① 現行サー ビス との比較検証 を行 うため,ユ ーザの

検索式が予め登録 されているrMOR」 を対象 とし,② データ量 は分析 ・検証作業の負荷 を

考慮 して商用サー ビスの1日 分の約1割 に当た る170記 事 とし,③ 一般紙,専 門紙な どのバ

ラ ンス,記 事の ジャンル,形 式,分 量な どの分布に配慮 してサ ンプル抽 出 した。

サ ンプルは93年5月18日(火)付 朝刊25紙 の1,615記 事か ら抽出 した。

(2)OCRに よる文字データの作成

OCRに よる文字の読み取 りは,東 芝製のrEXPRESSREADER70Jjで 行

った。 レイアウ ト自動解析のエラーは人手で修正 し,記 号な ど記事 に出現 しない文字 は誤差

として自動削除を行 った。

(3)キ ーワー ド候補の抽出 とキーワー ドの決定

上記の方法で読 み取 った文字 データを,NTTデ ータ通信株式会社の 日本語処理 ソフ トウ

ェアrINDEXER」(日 本電信電話株式会社NTT情 報通信網研究所で開発)に か けて

単語単位 に分解を した後,誤 読文字の補正,単 語の連結 ・分解,置 き換え,文 中に現れない

語の一部追加を行 った。 この後,「 重みづけ」による独 自の絞 り込みルールを使 ってキー ワ

ー ドを決定 した。

主な処理の内容は以下のような ものである。

(a)辞 書

キーワー ド候補の抽出に当た っては,rINDEXER」 に読み込 まれている汎用 シス

テム辞書 とEL辞 書(約60万 語)を 併用 した。

(b)OCR誤 読文字の 自動修正

単語分解の結果切 り出された名詞がEL辞 書にない場合,「 誤読の統計データ」を もと

に一部 を別の文字 に置き換えて再度EL辞 書 と照合 し,辞 書 にあれば自動修正するとい う

方法を とった。

(c)自 動又は人手 による一部修正

文字 データか らキーワー ド候補 となる語 を切 り出 した後,最 低限必要 と思われる以下の

「後処理」を,自 動又は人手 で加えた。

① 置 き換え ・追加

・ 「米」→ 「米国」,「 工場 を建設」→ 「工場建設」,「 発売 」→ 「新製品 」,「 開
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発 ・販売」→ 「新製品」な ど,一 定のルールに従い置き換えを行 った(自 動)。

② 名詞分類な どの修正

・ 「タイ」(一 般名詞 と地域名詞)な ど違 った名詞分類を もっ語
,INDEXERの

システム辞書 とEL辞 書の間で名詞分類が食い違 ったキーワー ドなど計ll7語 をチ ェッ

クし,一 部 を修正 した(人 手)。

③ 「限定句 」<注1>の 追加

・ 「中国」の ように表記 も名詞分類 も同 じ(い ずれ も地域名詞)で
,違 った意味を も

つ語12個 に,検 索時の識別に使 う 「限定句」を追加 した(人 手)。

<注1>限 定句 検索者が例えば 「中国」 と入力す ると,画 面上 に 「1中 国(国 名)」

「2中 国(地 方)」(下 線部分が限定句)と 表示 され,「1」 又 は 「2」 を選択す る

ことで特定で きる仕組み。

(d)「 重みづ けjと 抽出制限式による絞 り込み

INDEXERで 切 り出 された名詞の うち,EL辞 書 にあるものに対 し,次 の①のよう

な配点基準(サ ンプル)で 「重みづ け」を し,総 合点の高 い順か ら②の制限式に当てはめ

てキーワー ドとした。

① 重みづ け(配 点例)

〈名詞分類別基礎点 〉

・企業 名 ,人 名,団 体名

・一 般 名 詞 ,地 域名

・サ変名詞

〈統制語加算 〉

・EL辞 書の統制語

〈MOR加 算 〉

50点

20点

10点

・MORの ユーザ検索式にあ るもの

く初 出位 置加算 〉

占
…

5

・見 出 し

占01

・第1段 落

・第2段 落(地 域名,サ 変名詞を除 く)

・第3段 落(同 上)

・第4・ 第5段 落(一 般名詞,地 域名,サ 変名詞 を除 く)… …5点

く強調語加算 〉

・ 「 」で囲まれた強調語な ど10点

20点

10点

5点

5点
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〈分割語減算 〉

・INDEXERが 切 り出 した複合語か ら分割 した単位単語 …-5点

② キーワー ド抽 出数制限式

1記 事当た りの抽出総数の上限 は,現 行 システムとの関係で40個 とし,具 体的な抽 出

数 は(イ)企 業名,人 名,団 体名 は合わせて35個 まで(ロ)そ の他の語は次の制限式か

ら導かれる数 を上限 とし,そ れぞれ総合得点の高い ものか ら順 に採用す るとい うルール

によって決定 した。

制限式:2+(制 限値 一2)×
(-0.003× 記 事 の文字 総 数)}

(式 中の 「制 限 値(L)」 は 【テ ス ト1】 で は15に 仮設 定,【 テ ス ト2】 で は14か ら8

まで変化 させ た)

以上 の処理 を加 え た結果,対 象 の170記 事 か ら2,595個 の キ ー ワー ドが抽 出 され た。1記

事 当 た りの平均 キ ー ワー ド数 は15.2個 だ った。

一方
,比 較対 象 と した同 じ記事 に対 す る人手 に よる付与 キ ー ワー ド総 数 は1,060個 。1記

事 当 た りの平均 キ ー ワー ド数 は6.2個 だ った。

(4)キ ー ワー ドの評 価 づ け と分 布

(a)キ ー ワー ドの評 価

人 手 で付与 され た1,060個 と,自 動 抽 出の2,595個 を合 わ せ た2,988個(667個 は共通)

の キ ー ワー ドを以 下 の3ラ ンクに評価,分 類 した。

「必須 」

・ 「不要 」

「関 連 」

必要不可欠なキーワー ド

検索時にノイズ となるキーワー ド

「必要」とも 「不要」ともいえないキーワー ド

評価は人によって違いが出るため,商 用サービスのデータ作成に従事 しているイ ンデ ク

サー,情 報制作管理者,営 業担当者 の7人 による評点を合算 し,4人 以上の判断が一致 し

た ものを 「必須 」又は 「不要」 とし,そ れ以外の 「関連」(「 記事主題に何 らかの関連を

もつキーワー ド」 とい う意味)と した。

(b)評 価キーワー ドの分布

人手 による付与 キーワー ドと,自 動抽出キ ーワー ドの評価づ け結果の分布 は図17-1の

ようにな り,以 下のような特徴がみ られた。なお,人 手,自 動双方に共通 したキーワー ド

(「 共通 」)は,評 価の際 「必須 」と同 じ扱いに した。'
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[豆][亘 動
計1,060総 計2,988計2,595

必 須 一ー 一 〉

関連→

不要→

一 必須

関連

不要

注 数字は抽 出キーワー ド数

図17-1抽 出キーワー ド群の分布(概 念図)

① キ ー ワー ド総 数

キ ーワ ー ド総数 は人 手付 与 の1,060(1記 事平 均6.2)に 対 し,自 動 抽 出で は,2,595

(15.2)と 約2.5倍 にな った 。

② 「必要 」 キー ワ ー ド数

「必 須 」キ ー ワー ド数(「 共通 」 を含 む)は 人手 付 与 の933に 対 し,自 動 抽 出 は1,268

で,約1.4倍 。 「関連 」 も広 い意 味で 「必 要 キ ー ワー ド」 と考 え る と,そ の 総計 は人手

1,046個 に対 し自動 抽 出 は2,268個 で,約2.2倍 とな った。

③ 精度

人手 と自動 を合 わせ た全 抽 出 キー ワー ドに 占め る 「必 須 」 キ ー ワー ドの 比率(精 度)

をみ る と,人 手31%に 対 し自動 は42%で 約11%上 回 った。 「関 連 」 も含 め た 「必 要 キ ー

ワー ド」の比 率 で は35%対76%と な り,自 動 の方 が41%上 回 った。

④ 漏 れ

「必 須 」キ ー ワー ドの 「漏 れ 率 」<注2>は,人 手39%に 対 し自動 は17%で,自 動 は

人 手 の半分 以下 だ った。 「必 要 キ ー ワー ド」 に広 げてみ る と,人 手 が60%強 にの ぼ るの

に対 し,自 動 は14%弱 で4分 の1以 下 に な った。

<注2>漏 れ率 こ こで は人手 と自動 で付 与 され た 「必 須 」 キ ーワ ー ド(「 共 通 」 を含

む)の 和 を 「必 須 」キ ー ワ ー ドの 総数 と仮定 し,こ れ に対 す る人手,自 動 そ れ ぞれ の

「必須 」 の欠 落の率 をみ た。
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⑤ ノイズ

ノイズとなる 「不要 」キーワー ドは,人 手では14個(全 抽出キ ーワー ドの0.5%)に

とどまったのに対 し,自 動抽出は327個(同 約ll%)に のぼ った。

(5)評 価キーワー ドによる検索 とヒッ ト結果の分布

(a)評 価づけキーワー ドによる検索

人手付与 と自動抽出が実際の検索結果にどのような影響 を与えるかをみるために,そ れ

ぞれのキーワー ドを商用サー ビスrMOR」 に登録 されている1,990の 検索式 に当ててテ

ス ト検索 を行 った。

検索は,「 必須」 「不要」 「関連」の3ラ ンクに評価づ けされたキーワー ド群を,更 に

図17-2の 下部 に示す4グ ループに くくって行い,そ れぞれの群で ヒッ トした記事の リス

トを照合 して同 じ3ラ ンクに 自動分類 ・集計 した。

〈評価キーワー ド群 〉

人 機械

MlA1

1:「必須」2:「 関連」3:「 関連」

C:「 共通」=「 必須」扱 い

〈キーワー ド群の組 み合 わせ〉

M(Manual)群=人 手 付 与 の 全 部

<Ml+M2+M3+C>

A(Auto)群=自 動 抽 出 の 全 部

<A1+A2+A3+C>

L(Large)群=「 必 須 」 「関 連 」 の 全 部

<Ml+M2+C+A1+A2>

S(Small)群=「 必 須 」 の 全 部

<M1+C+A1>

〈4群 による検索 〉

M

人 自動

A

人 自動

S

人 自動

L

人 自動

←必須

←関連

←不要

図17-24種 類の検索
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(b)ヒ ッ ト結果の分布

ヒッ ト結果は,キ ーワー ドの評価づけに従 って以下の方法て自動分類 した。検索式に含

まれる論理演算 の影響を 自動分類に正 しく反映 させ るため,rS」 群 とrL」 群の検索結

果の照合を行 った く注3>。

「必須 」

・ 「不要 」

「関連 」

「S」 群 とrL」 群 の 検索 で と もに ヒ ッ トした記 事

「S」 群 とrL」 群 で ともに ヒッ トしな か った記 事

「S」 群又 はrL」 群 の一 方 のみ に ヒ ッ トした記 事

<注3>「 関連」キーワー ドは 「必要 とも不要 ともいえない もの」 と定義づ けたため,検

索結果の分類に当た っては 「関連」キーワー ドの有無によって結果が異なる記事を 「グ

レーゾーンにある記事 」として,「 関連 」に入れた。

ヒット記事群の分布 は図17-3の ようにな り,以 下に述べ る特徴がみ られた。

[画[亘 到
計3,411総 計5,809計5,133

(必 須 計3,207必 須 総 計4,220必 須 計3,734)

必須→

関連→

必須

関連

不要

注=数 字は ヒッ ト記事数

S、L共 に ヒッ トした記事 を必須

S、Lの 片方 のみ ヒッ トした記事 を関連

S、L共 に ヒッ トしない記事 を不要

図17-3ヒ ッ ト記事群の分布(概 念図)

① 総 数

ヒ ッ ト記事 総数 で は人 手3,411記 事 に対 し自動 抽 出 は5,133記 事 と約1.5倍 にな った。
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② 「必要」記事の ヒッ ト数

「必須」記事 は人手3,207記 事 に対 し,自 動抽出は約1.2倍 の3,734記 事。 「関連」

を含めた 「必要記事」数では3,386対4,876で,自 動 の方が約1.4倍 になった。

③ 精度

人手 と自動を合わせた全 ヒット記事に占める 「必須 」記事の比率(精 度)は,人 手55

%に 対 し自動は64%で,自 動 の方が約9%,527記 事多 くヒッ トした。

「関連」 も含めた 「必要」記事で,人 手58%強 に対 し自動 は84%弱 で,自 動の方 が約

26%上 回 った。

④ 再現率,漏 れ

人手 と自動双方で ヒッ トした 「必須」の和 を 「必須」記事の全量 と仮定す ると,再 現

率は人手76.0%に 対 し自動は88.5%。

これ と裏腹の関係にある 「漏れ」は,「 必須」記事で人手24.0%に 対 し自動ではll.5

%に な った。 「関連」を含あた 「必要」記事でみると,人 手約39%に 対 し自動は約12%

だった。

⑤ ノイズ

全 ヒッ ト記事 に占める 「不要 」記事は,人 手では25記 事,0.4%に とどまったのに対

し,自 動では約10倍 の257記 事,4.5%と な った。

自動の場合 は 「不要」キーワー ドがあ ったためにノイズ とな った ものがほ とん どであ

るのに対 し,人 手の方は 「必須 」キーワー ドがっいていなか ったため,論 理演算 のrN

OTjで 除けず ノイズとな った ものが大部分を占あた。

(6)人 手 と自動の比較評価

(a)キ ーワー ドレベルの評価

前項 「キー ワー ド分布 」でみたように,人 手 と自動 では 「必須 」キーワー ドレベルの

「精度」で約11%,「 漏れ」で約22%の 差があ りいずれ も自動の方が優れた結果を示 して

いる。

人手によるキーワー ド付与では,ノ イズはほ とん ど出ない。 この点は人手作業の最大の

強み。逆に自動抽出ではノイズの率が高 まることが最大の悩みである。 しか し,キ ーワー

ドレベルで11%,検 索結果で4.5%と い うのはかな り低い といえ よう。

(b)検 索結果の評価

「必須」記事が全 ヒッ ト記事に 占める比率は,人 手55%に 対 し自動64%と な り,自 動の

方が約9%高 く優れた結果 を示 した。

自動の 「漏れ」は 「必須 」記事群で人手 に比べ半減,「 関連」を合わせると3分 の1以
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下 にな り相対的にはかな りの品質 向上が期待 され る。

ノイズについて も 「漏 れ」と同様,単 なる数字の比較 だけでは済 まない性格の問題だが,

少 な くとも全量の4.5%に とどまっていることは明るい展望を抱かせ る。

(c)総 合評価

以上の分析か ら,人 手の方が優れていたのは 「ノイズ」が少ない点だけであり,「 精度」

「漏れ」の差をみれば,キ ーワー ドを1記 事平均15個 程度に絞 って も,自 動抽 出の方が相

対的に優れてい るとい う判断がで きた。 また,自 動抽出が本来的に もっているキーワー ド

の付与量 に対す る柔軟性,付 与 キーワー ドの均質性 を併せて評価すれば,そ の差は更に大

き くなるといえる。

17.2.3キ ーワー ド数 の調整 と ヒッ ト結果 の関係 【テス ト2】

(Dテ ス トの目的 と方法

自動抽 出キーワー ドの 「制限値」を変えることによって8段 階のキーワー ド抽出 レベルを

設定 し,1記 事当た りの平均抽 出キーワー ド数の変化が品質 に与え る影響 を探るとともに,

人手 によるキーワー ド付与 との関係を検証することを目的 とした。

テス トデータは 【テス ト1】 と同 じ93年5月18日 付rMOR」 の170記 事 とL990の ユー

ザ登録検索式を使 用 し,キ ーワー ドの評価づ けも同 じものを使 った。

本テス トではまず,【 テス ト1】 で15に 設定 していた 「キーワー ド抽出制限値」(L)を

一つずつ8ま で減 らし,そ れぞれの レベルでキ"ワ ー ドを抽出 した。

次に このキーワー ドを,【 テス ト1】 で行 った評価づ けデータに従 って 「必要 」 「関連」

「不要」の三つにグループ分 け し,【 テス ト1】 と同様 にrManualＬrAuto」 「Large」

「Small」 の4グ ループに く くって検索を行 い,ヒ ッ ト記事 を 「必須」 「関連 」 「不要」

「共通 」の4群 に 自動分類 した。

(本 テス トに当たって検索 ソフ トウ ェアの一部を手直 ししたため,(L)15段 階の ヒッ ト

記事数で 【テス ト1】 との間に若干 の差が出た。 【図17-3】 と 【図17-4】 の数字の違

いはこのための ものである)

(2)テ ス トの結果

(a)ヒ ッ ト総量の変化

キーワー ド制限値(L)を15か ら8ま で1刻 みで減 らしてい くと,抽 出キーワー ド数,

総 ヒット記事数 とも,ほ ぼ これに比例する形で減 り,現 行人手の場合 と較べ ると,制 限値

15=【 テス ト1】 ではヒッ ト記事総数が50%強 増えたのに対 し,制 限値10で は23%弱 の増

加に とどま り,制 限値8で は10%強 まで下が ることが分か った。
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LO8(10.5) LO9(11.3) L10(12.1) L11(12.9) L12(13.7) L13(14.4) L14(15.0) L15(15.2)

M1 763 714 626 591 555 530 489 488

M2 157 157 156 158 157 160 163 165

M3 22 22 23 23 24 24 25 25

C 2,469 2,518 2,606 2,639 2,675 2,697 2,734 2,733

A1 675 698 736 782 885 945 1,010 1,015

A2 490 590 676 765 917 1,028 1,088 1,117

A3 132 143 165 167 192 220 257 259

図17-4制 限値の変化に伴 う 「必須」

M:人 、A:機械、1:必須、2:関連、3:不要、C:共通

「関 連 」 「不要 」 「共通 」各群 の ヒ ッ ト記 事 数 の変化

(b)「 必須 」 「関連」 「不要 」群の変化

ヒッ ト記事数 が減 るに従 って 「必須」 「関連」 「不要 」 「共通」の記事群はいずれ も漸

減 した。一方,「 漏れ」は逆に増え,(L8)で は(L15)の56%増 とな った。 ヒッ ト記

事の実数,構 成比 とも減少カーブは 「関連 」が最 も大 きか った。

人手付与 キーワー ドによるヒッ ト結果 との比較でみ ると,「 必須 」は抽出キーワー ド数

が減るに従 って人手 との差が狭 まり,平 均ll.3個(L9)付 近で交差 し,平 均10.5個(L

8)で は逆転 して人手の方が上回った。 自動抽出の 「不要j部 分 も,緩 やかではあるが,

キ ーワー ド数 とともに減少 してい くことが分か った(図17-4)。
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必要 記 事 の 「漏 れ 」 は,平 均 キ ー ワ ー ド15.2(L15)で は488(自 動,人 手 を合 わ せ た

「必 須]記 事全 体 に 占 め る比率 は11.5%)だ った が,12.1レ ベ ル(L10)で は626(同

14.8%),10.5レ ベ ル(L8)で は763記 事(同18.1%)に 達 した。

以上 の点 か ら,キ ー ワー ド抽 出制 限値 を変 化 させ る こ とに よって,「 関 連 」 「不要 」記

事 の抑 制 が 一 定程 度 可 能 で あ る こ とが分 か った が,キ ー ワ ー ド抽 出数 がll個 以 下 で は,

「必 須 」 キ ーワー ドの 減少,「 漏 れ」 の増 加 が大 き く,自 動 抽 出の品 質上 の メ リッ トが失

わ れ る こ と も明 らか にな った。

(c)キ ーワ ー ド群 の変 化 と ヒ ッ ト記事 との関 係

本 テス トで 抽 出 され たキ ー ワー ド群 と ヒッ ト記事 との関係 をみ る と,① 「必 須 」 キ ー ワ

ー ドは
,キ ー ワー ド抽 出制限値 が1増 え る ご とに30前 後 ず つ増 えて い く,② 「必 須 」キ ー

ワ ー ドに よる記事 数 は,制 限 値が 増 え る に従 って23→38→46…60→65… の右 肩上 が りに増

えて い く,③ 「関 連 」部 分 のキ ー ワー ドも,「 必須 」の ほぼ倍 に当 た る60～70ず つ増 え,

ヒ ッ トも 「必 須 」 とほ ぼ同様 の傾 向を示 す こ とな どが 分 か った。

17.2.4作 業効率化への寄与

現行作業 にかか ってい る人数 と実働時間を個別 に測定 して集計,全 体の実作業時間 との比率

をみた結果,キ ーワー ド付与関係作業が全体 に占める割合は,40～50%程 度 と想定 された。

自動抽出方式によって新 たに発生す る最 も大 きな作業は 「OCRの レイアウ ト補正 」 とみ ら

れ るが,オ ペ レーシ ョンの改善テス トを行 った結 果,1記 事を1分 以内で処理できる見通 しが

つ き,作 業量 は現行作業量全体の10～20%前 後 に当たると推定 された。

また,自 動抽出に伴い,キ ーワー ド辞書の メンテナ ンスの強化な ど,補 完作業が必要になる。

この部分 に要す る作業は,全 体の5～6%と 想定 された。

以上の結果に,作 業の流れの変化 による影響,作 業改善の見通 しな どを加え総合的に判断 し

た結果,現 行作業に比べ20～30%の 作業効率化が期待できると想定された。

17.3成 果 と今後 の課題

17.3.1成 果

本調査研究の直接的な成果は,① 既 に商 品化 されているOCRと 日本語処理 ソフ トウ ェアを

組み合わせ,こ れに独 自の修正及 び絞 り込み方式を加味す ることによって,印 刷物 を対象 とし

た効率が良 く,か っ精度の高いキーワー ド自動抽出 システムを構築できる,② 一定 の作業効率

化が見込め,現 行の人手 によるデータベース構築の硬直性 をやわ らげることがで きる,③ 新 シ
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ステムを採用す る場合,抽 出キーワー ド数の調整によって,現 行の商用サー ビスの激変 を避け

なが ら緩やかに移行す ることが可能である,と の展望を もちえた ことである。 これ らの展望を

発展 させ,印 刷物 を素材 としたイメージデータベース構築のすそ野の拡大に資する ことがで き

れば更 に大 きな成果 とな りえ よう。

17.3.2課 題 と展望

本調査研究の実用化 に当たっては今後,品 質,シ ステムの両面か らの詰めが必要になる。品

質面では,① 「漏れ」 「ノイズ」な どの対策 ② キーワー ド抽出ロジックと各種辞書の改良,

③ よ り適切なキーワー ド抽出数の設定な ど,シ ステム面か らは,① 投資効果の精査,② 効率的

な作業の流れの構築,③OCR,INDEXERの 機能改善 と補完機能の開発,な どが主な課

題 となろう。

『データベ ース白書1993』 は,92年 のわが国のデータベースの動向を分析す る中で,新 聞

や雑誌記事の イメージデータベースサー ビスが伸 びていることを指摘 し,「 データベースサー

ビスもようや く,出 版物に近い表現力を身に付けてきた といえる」 と述べている。

マルチメデ ィアやオ ンラインジャーナルが脚光 を浴 びる一方,成 熟 した情報伝達媒体である

印刷物 を素材 とす るイ メー ジデータベースの構築は緒 についたばか りである。

本調査研究の本来の課題 は,イ メージデータベース構築のノウハウを開発 ・改良す ることに

よって,今 後 もなお相 当長期 にわた って有効性を発揮 し続けるであろう印刷物の分野の,デ ー

タベ ースのすそ野の拡大に資す ることにある。その意味では,今 回の調査研究は 「小 さな一歩 」

にす ぎない。

ここで得 られた成果を,具 体的なシステム化 につなげ,更 に汎用的なシステムへ と発展 させ

ることが今後の課題 といえ よう。
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18既 存 画 像 デ ー タ の フ ォ ー マ ッ ト変 換 シ ス テ ム の

プ ロ トタ イ プ作 成

株 式 会 社 ジ ー ・サ ーチ





18.既 存 画 像 デ ー タ の フ ォー マ ッ ト変換 システム の

プ ロ トタ イ プ作 成

18.1概 要

18.1.1目 白勺

マルチ メディア時代を迎えた今 日,オ ンライ ン商用データベ ースの分野において も,FAX,

NAPLPS(NorthAmericanPresentationLevelProtcolSyntax:北 米 ビデオテ ックス通

信規約),JPEG(JointPhotographicExpertGroup)な ど種 々の画像 フ ォーマ ッ トによる

サ ー ビスが提供 されている。 しか し,こ れ らの画像 フ ォーマ ットは符号化方式,圧 縮方式が各

々異なるため,利 用者 は各 々の画像 フ ォーマ ッ トに対 して専用の端末 ソフ トウ ェア,機 器等 を

用意す る必要がある。 また,画 像サー ビスを提供するデータベース業者は,画 像 フ ォーマ ッ ト

の選定,複 数 フォーマ ットでデータを有す ることによる費用負担等め問題を抱えている。

この様な状況に対処す るには,こ れ らの画像情報の変換を行 うシステムを開発す る必要があ

る。 これ によ り,あ る特定のフ ォーマ ッ トで記述 された画像データに対 して,必 要に応 じて変

換を施す ことが可能 とな り,利 用者が専用 ソフ トウ ェア,機 器等をすべて取 り揃 えることは不

要になる とともに,提 供者の画像情報保持に関す る負担 を軽減す ることが可能 となる。

18.1.2特 長

現在,オ ンライ ン商用データベースの分野ではさまざまな画像情報が提供 されているがその

数は まだ少な く,文 字情報が大半を 占めているのが現状である。 この様 な状況にあって,当 社

は数値 デー タベースを素材に文字情報か ら画像情報への変換に取 り組みNAPLPSに よるグ

ラフ表示機能 を既に商品化 している。今回プロ トタイプの作成 を行 ったNAPLPSか らFA

Xへ の変換 について も,デ ータベース業界においては初めての試みである。

18.1.3実 施 内容

オ ンライ ン商 用 デ ー タベ ース サ ー ビス 「G-Search」 に お いて,「 ア イ ・エ ヌ産業統

計 デ ー タベ ー ス」 は数値 デー タの テキ ス ト表 示 の 他に,全 部 で6種 類(折 れ 線 グ ラフ,棒 グラ

フ,積 み 重 ね グラ フ,帯 グ ラフ,2種 類 の 円 グ ラ フ)のNAPLPSに よる グ ラ フ表 示機能 を

提 供 して い る。

本課 題 では,こ のNAPLPSデ ー タか らFAXデ ータへの変 換 を行 うシス テ ムの プ ロ トタ

イ プ を作成 し,そ の評 価 を行 った。
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18.2プ ロ トタ イ プ仕 様

18.2.1対 象 データの調査 ・分析

(1)NAPLPSの 特長

NAPLPSは,ア ルファ ・ジオメ トリック方式 を採用 している。 これは,端 末のディス

プ レイを仮想的な方眼紙 に見立て,横 軸 をX軸,縦 軸をY軸 と して座標 を指定 し,ベ ク トル

データで画像 を描 く方式である。作画に当た っては座標位置のほかに,直 線や曲線な どの図

形を指定 し,あ とは端末の グラフィック表示機能に依存 して画像 を完成 させてい くのが特徴

である。

一般的に,ビ ッ トマ ップイ メー ジのデータファイルより小さいサイズで画像を表現するこ

とがで きる。

(2)NAPLPSの コー ド体系

NAPLPSで の コー ドの表現方法には,7ビ ッ ト表現 と8ビ ット表現の二つがあるが,

どち らの表現 法で もNAPLPSで 扱 うすべてのコー ドを1度 に表現するには不十分である。

そ こで,NAPLPSで はISO2022-1982符 号拡張技術に基づいて,同 じコー

ドに異な った意味を与えている。

コー ド拡張は,コ ー ド表を制御 コー ドと図形 コー ドの二つの部分 に分 け,そ れぞれの部分

に対応す るコー ド集合 を入れ替え ることで行 う。8ビ ッ ト環境における符号拡張 は,7ビ ッ

ト環境 における符号拡張を包含 している。

18.2.2適 用範囲

・サポー トす る符号集合

CO制 御集合CO制 御

基本文字集合ASCII文 字列

日本語文字集合2バ イ ト表現の 日本語文字列(一 部 を除いてサポー トす る)

PDI集 合 一般図形記述命令(一 部 を除いてサポー トす る)

・本バージ ョンではサポー トしない符号集合

C1制 御集合

追加文字集合

片仮名文字集合

モザイク集合

マクロ集合

テキス ト形式,マ クロ等の制御

ラテ ン語を基礎 とす る文字列

1バ イ ト表現の片仮名文字列

2×3の 要素か らな る65通 りのモザイ ク文字

マ クロ集合
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DRCS集 合 動的再配置可能文字集合

(1)CO制 御集合

CO制 御集合の中で,NAPLPSで 使用す るのはコー ド拡張制御キ ャラクタのみである。

なお,ア クテ ィブポ ジシ ョンセ ッ ト等はフ ォーマ ッ トエフ ェクタキ ャラクタと呼ばれ,カ ー

ソルを文字単位に移動するための コマ ン ドであ り直接描画には関係 しないが,ク リアスクリ

ーン(CS)だ けは描画で使用す る。

(2)基 本文字集合

基本文字集合 は,94の アル ファベ ッ ト文字,数 字,句 読点,記 号で構成 される。本 システ

ムでは,文 字数ASCIIコ ー ド文字列への リンク,文 字列の原点か ら,予 め設定 されて

いる幅,高 さ,回 転方向,文 字 間隔を考慮 して1文 字ずつ描画す る。

(3)日 本語文字集合

日本語文字集合は,2バ イ ト表現 の日本語文字列であり,罫 線素片を除いてサポー トす る。

本 システムでは,文 字数JIS漢 字 コー ド文字列への リンク,文 字列の原点か ら,予 め設

定 されている幅,高 さ,回 転方向,文 字間隔を考慮 して1文 字ずっ描画す る。

(4)PDI(PictureDescriptionInstruction)集 合

PDI集 合は,そ れぞれ四つの型を もつ六つの ジオ メ トリック図形プ リミティブと八つの

制御符号及び数値データに対する64の 文字位置によ り構成 されてい る。本 システムでは円弧

をサポー トしていないたあ,円 グラフは対象外 としている。

18.3プ ロ トタ イ プ作 成

18、3.1ハ ー ドウ ェア構 成

(1)NAPLPS⇒FAX変 換 システ ム

富 士 通S-4/670

NAPLPS

デ ー タ

フ ォー マ ッ ト

変 換 ア プ リ

FAX

デ ー タ

図18-1フ ォー マ ッ ト変 換 システ ム構成 図
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(2)変 換結果検証 システム

NECPC-9801

FAX

デ ー タ

STAR
FAX

図18-2検 証 システム構成図

18.3.2ソ フ トウ ェ ア 構 成

NAPLPSコ ー ド

解析処理

↓

↓

描画処理

FAXフ ァイル

作成処理

NAPLPS

デ ー タ

Xサ ー バ

(OPEN
WINDOWS)

FAX

デ 一 夕

ピクスマップ

(メ モ リ)

フ ォー マ ッ ト変 換 アプ リケ ー シ ョン

図18-3ソ フ トウ ェア構 成図

18.3.3機 能詳細

(1)NAPLPSコ ー ド解析処理

対象 とす るグラフが描画可能である レベルを認識する。 したが って,マ クロ集合,追 加文

字集合,モ ザイ ク集合の認識は しない。

以下の棒 グラフの場合の解析例(一 部)を 示す。
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機能(集 合名)

CAN(cO):18

NSR(cO):1f4040文 字方 向:0。

行 方 向:左 →右

文 字 と文字 の 間 は,0文 字分 あ け る

行 と行 の 間 は,0文 字 分 あ け る
カ ー ソル,描 画点 同 時移 動

線 種 は実線
ハ イ ・ライ トしな い

テ クスチ ャ ・パ ター ンは ソ リッ ド

描 画 色 は 白

SO、(cO):Oe

RESET(pdi):20

7f7f

オ ペ ラ ン ド長 とカ ラー ・モ ー ドをデ フ ォル トにす る

カ ラー ・モ ー ド→1

カ ラー ・マ ップ ー 〉デ フ ォル ト値

デ ィス プ レー面 全 体 を黒 にす る

RESET:カ ー ソル ・ホ ー ム後,文 字関 連 パ ラ メタを デ フ ォル ト値 に

す る

BLINK:ブ リ ンクを解除 す る

(2)Xイ メー ジ描画処理

①Xウ イン ドウシステム

Xウ イ ン ドウシステムでは,各 種の処理は クライアン トとサーバの二つのプログラム間

で分担 して行われる。

・サーバ

ウイ ンドウを生成 し,ス クリーン上に表示 させた り図形 を表示 させた りす る。 また,

キーボー ドやマウス ・ボタンの動作を検知 して,そ の情報 をXプ ロ トコル(イ ベ ン ト)

として,ク ライア ン トに転送す る。

このよ うに,サ ーバは直接 デバイスへのア クセスを担当する。

・クライア ン ト

ウイ ン ドウの生成を要求 した り,ス クリー ンの表示,図 形の 出力を要求する。 これ ら

の要求は,Xプ ロ トコルとい うバ イ トス トリームによってサーバに転送 され る。 また,

キーボー ド入力やマウス ・ボタンの動作は,サ ーバか らXプ ロ トコル(イ ベ ン ト)で 通

知 され る。

この ように,ク ライア ン トはXプ ロ トコルによって結合 しているサ ーバ を通 じて間接

的にデバイス との入出力を制御する。

また,ク ライア ン トとサーバは,ネ ッ トワーク上の異な った システ ムに各 々分散 される

ことも一つの システムに共存 させ ることもできる。
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② 本 システムでの描画

サーバが管理するデバ イスには,物 理的な周辺装置 としてのデ ィスプ レイ,キ ーボー ド,

マウスのほかに,ピ クスマ ップ と呼ばれ るメモ リも存在す る。

本システムで は,ウ イ ン ドウに描画す る代 わ りにこの ピクスマ ップに描画 して,描 画が

完了 した ビッ トマ ップイ メージをサーバか ら得 る。

実際には ピクスマ ップは メモ リに確保 され,サ ーバの構造上 ピクスマ ップ内部での描画

形式はベ ンダごとに 自由でよい ことになる。

また,サ ーバか ら得 られるXイ メージ構造体経 由の描画完了 ビッ トマ ップイメー ジはフ

ォン トを除いてベ ンダに依存 しない。

ク ラ イ ア ン ト

Xイ メージ

構 造 体

ア
バ
イ

ス
依
存

O
S
依
存

ジーメ

た
イ

し
プ

了

ツ

完

マ

の
ト

画

ツ

描

ビW

ピク スマ ップ

(メ モ リ)

図18-4本 システムでのXウ イン ドウの使用概念

(3)FAXデ ータファイル作成処理

ファクシミリで送受信するデータは,MH符 号(ModifiedHuffmancode)かMR符 号(Mo

difiedReadcode)と 呼ばれるビッ トデータである。 それぞれのデータはMH符 号化(1次

元符号化),MR符 号化(2次 元符号化)と 呼ばれる圧縮処理が行われている。

MH符 号化方式は63ド ッ トまでのそれぞれの ランレングス(連 続 した同色の ドッ トの こと)

にター ミネータ,64ビ ット以上 に64の 倍数 ごとにメー クア ップを割 り当て,そ の組み合わせ

で走査線方向の ビットデータを表現する。 ター ミネータ及 びメー クア ップは,パ フマ ン符号

で構成 され る。

MR符 号化方式はMH符 号化方式 に加 え,縦 方 向 も圧縮す ることで,更 に30%程 の圧縮 を

実現 している。
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本 システムでは,検 証のためにSTAR-FAXで 読み込み可能なTIFFフ ァイル形式

にFAXデ ータを変換 して出力 している。

18.4プ ロ トタ イ プ評 価

18.4.1テ ス ト内容

本 システムのテス トを以下の手順で行 った。

①G-Searchの 「アイ ・エ ヌ産業統計 データベース」に接続する。

② 適当なデータを選択 し,数 値 データを表示 した後NAPLPSに よるグラフ表示を行 う。

③ 作成 したNAPLPSデ ータを本システムに転送する。

④ 本 システムを起動 し,FAXデ ータに変換す る。

⑤ 作成 したFAXデ ータを検証用 システムに転送す る。

⑥FAXモ デムを使用 して,FAXに 出力す る。

①

端 末

数 値
デ ータ

⇒
NAPLPS変 換
アプ リケ ー ション ⇒

②

NAPLPS

デ ータ

ア イ ・エ ヌ産 業 統 計 デ ー タベ ー ス

③↓

FAX

デ ータ

⑤↓

← 拓Zこ 煕eNAPLPS
データ④

NAPLPS⇒FAX変 換 システム

FAX

デ ータ

FAX通 信
アプ リケー シ ョン

変換結果検証 システム

図18-5テ ス ト概 念図

折 れ線 グラフと棒 グラフの場合の実行結果を次に示す。
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業務種類別売上高(月 次ベース)

単
位

百

円

17000

16000

15000

14000

万13000

12000

11000

+デ ー タベ ース

70000

60000

単50000

位
40000

百

万30000

円
20000

10000

0

1224681012246810
919293月 次

出所:通 産省 「特定サー ビス産業動態統計月報 」

一 業務種類別売上高(月 次ベース)

12345
93

一 データベース

■■各種調査等

6789101112

月次

出所:通 産省 「特定サー ビス産業動態統計月報」

-182一



18.4.2テ ス ト評価

それぞれの グラフに対す るテス ト結果は以下 の とおりにな った。

なお,実 行時間とはNAPLPSフ ァイルを読み込みフ ォーマ ッ ト変換を行 ったあとFAX

フ ァイルを書 き出す までの時間であ る。

この結果をみ ると,圧 縮の時間による実行速度の差はほ とん ど見 られない。 これは圧縮 によ

る時間差 よりも,メ モ リにイ メー ジを展開後 そのイメージを取得す るのに時間を要す るためと

思われ る。

使用する環境 にもよるが,商 用サー ビスにおいて も十分実用的な速度であ る。

1折 れ線グラフ 棒 グラフ 積み重ねグラフ 帯グラフ

NAPLPSサ イズ 2,121バ イ ト 1,193バ イ ト 1,597バ イ ト Ll93バ イ ト

M

H

実 行 時 間

1

3秒 4秒 4秒 4秒

FAXサ イ ズ 39,946バ イ ト 59,674バ イ ト 67,624バ イ ト 10L276バ イ ト

M

R

実 行 時 間

1

4秒 4秒 5秒 5秒

FAXサ イ ズ 27,642バ イ ト 57,986バ イ ト 68,756バ イ ト 58,924バ イ ト

M

M
R

実 行 時 間

1

4秒 4秒 5秒 5秒

FAXサ イ ズ 17,628バ イ ト 42,100バ イ ト 50,136バ イ ト 39,286バ イ ト

無
圧
縮

実 行 時 間

1

3秒 4秒 3秒 4秒

FAXサ イ ズ 505,994バ イ ト 505,994バ イ ト 505,994バ イ ト 505,994バ イ ト

図18-6テ ス ト結 果

18.5今 後 の課 題

(1)色 変換について

NAPLPSは カラー表現が可能な プロ トコルである。本 システムでは,モ ノクロFAX

データを対象 としているので,違 う色のデータは違 うパ ターン(縦 縞,横 縞 など)を 用いて

表現 している。

ただ し,今 回の開発では淡い色や濃 い色の差をつけることを行 っていないので,元 の画像

の もつイメージを十分に表現 しているとはいい難い。 さまざまなテス トデータを用意 して,

よ り自然に見える表現方法を研究す る必要がある。

(2)円 グラフのサポー トについて

「アイ ・エ ヌ産業統計データベース」では,6種 類のNAPLPSに よるグラフ表示を提
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供 しているが,本 システムでは円グラフはサポー トしていない。

これは,イ メージデー タを展開す る過程において,NAPLPSデ ータの曲線 に対応 して

いないためである。一般的なNAPLPSデ ータで曲線が使われ る可能性は高 く,必 要不可

欠な機能 となるため,次 期エ ンハ ンスとしてサポー トす る予定である。

(3)商 用サー ビスへの適用

本 システムは,プ ロ トタイプ開発 とい うことで,エ ラーチェックなど異常時の処理は最小

限の機能 しか もたせていない。 しか し,商 用サービスでは高い信頼1生が要求 され るため,今

後の開発において最優先に対処すべ き点である。

18.6結 び

本 システムの開発意義 は,NAPLPSと い うどち らか といえば知名度の低いプロ トコルを,

世の中に広 く普及 しているFAXデ ータに変換す る点であ った。

実際,無 手順方式が一般的なオ ンラインデー タベースサー ビスにおいては,当 社が提供 して

いるNAPLPSに よるグラフ表示機能 も利用者が限 られて しまうのが現状である。

本開発の最 も重要な成果は,こ の問題に対 してユ ーザへの負担を増やす ことな く解決す る糸

口を見いだ したことである。 また,同 様な問題を抱える情報提供者 にとっての参考 となれば幸

いである。

文字情報が主流のオ ンラインデータベ ースサー ビスにおいて,画 像情報が もつ多大な情報量

は もっと認識 され るべ きであり,今 後更なる普及につなげるために も,本 システムの必要性は

高いと思われ る。

今回の開発は,NAPLPSか らFAXデ ータの変換 とい う限 られた用途のプロ トタイプシ

ステム開発であ ったが,今 後 はほかの さまざ まな画像 フォーマ ッ トに対応 してい く予定である。
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19安 全研 究における多重シソーラス・システム構 築の

ための基本安全用 語 データベ ースの開発

株式会社 紀伊國屋書店





19.安 全研究 にお ける多重 シソーラス ・システム構築 のための基本

安全 用語 データベー スの開発

19.1概 要

「安全 」問題 は,労 働 輸送,土 木 ・建築,原 子力,環 境 化学,食 品 ・医薬品に至 る科学

技術全般 の広い分野で扱われている。 したが って,安 全問題に関す る情報を収集するためには,

これ らの分野それぞれをカバ ーしている多数の文献 データベースを探索 しな ければな らない。

現在,文 献 データベースは,そ れぞれ個別の索引語体系によって管理 されているため,同 一 の

概念に対する索引語は個 々のデータベースによって異な っている。 このため,安 全問題におい

ては,一 つのテ ーマにつ いての情報 を得 るために,デ ータベ ースごとに索引語を調べ なければ

な らないとい う,た いへんな労力 ・時間を要 して しまう。 また,全 文検索機能を用いて標題 ・

抄録 中の用語 を検索 して も,同 一の概念に対 し分野固有の異な った表現があ り,複 数のデー タ

ベ ースに対 し精度の高い検索を行 うことは困難を極める。

「安全 」情報 にっいて,こ のような問題を も解決す るためには,「 安全」の中心的な概念に

ついて,分 野 ごとに又はその分野を代表す るデータベースで使用 されて いる用語,索 引語間で

相互変換 を可能 にする必要がある。 このためには,上 記の分野 における 「安全 」概念に密接 に

関連す る用語をデータベースごとに再整理 ・体系化 し,更 に個 々のデータベースで使用 ・管理

されている 「安全 」関連の索引語,分 野固有の表現 との リンケージの情報 を有す る,言 い替 え

れば複数 の シソーラス,複 数データベース間での用語の相互ア クセスを可能 とす る 「安全j分

野の基本用語データベースを開発す ることが求め られる。

19.1.1目 白勺

本研究は,前 節で挙 げた問題を解決するために,「 安全」の観点か ら,上 記の分野における

「安全 」概 念に密接 に関連す る用語 を再整理 ・体系化 し,個 々のデータベ ースで使用 ・管理 さ

れている 「安全」関連の索 引語 との リンケージの情報を付加 したゲー トウェイ機能 を もっ専門

用語 データベースの開発を意図 した ものである。

19.1.2実 施 内 容

19.1.2.1実 施体制

本データベース開発 を推進するに当た っては学識経験者 と専門家で構成 される 「安全用語
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検討委員会」を設置 し,

委員長 藤原鎮男

委 員 山本晴彦

委 員 河村正一

委 員 高木伸司

委 員 小幡行雄

委 員 後藤智範

下記の委員の協力をえて開発を行った。

東京大学 理学部 名誉教授

神奈川大学 理学部 応用生物科学科 教授

神奈川大学 理学部 化学科 教授

神奈川大学 理学部 化学科 教授

神奈川大学 理学部 情報科学科 教授

神奈川大学 理学部 情報科学科 助教授

19.1.2.2実 施経過

本データベースの開発に当た り,上 述の各委員が諸処の事項を分担 し,更 に下記 に挙 げる

10回 にわたる委員会で,さ まざまな観点か ら問題提起 ・評価 ・検討を行い完成 を見た。

平成5年7月15日

平成5年8月27日

平成5年9月7日

平成5年9月17日

平成5年10月13日

平成5年11月12日

平成5年11月13日

平成5年12月14日

平成5年12月21日

平成6年1月18日

平成6年1月28日

委託契約の締結

第1回 安全用語データベース検討委員会(用 語収集の対象分野 ・デー

タベース選定)

第2回 安全用語データベース検討委員会(第 二次用語抽出作業)

第3回 安全用語データベース検討委員会(用 語抽出の方針)

第4回 安全用語データベース検討委員会(安 全用語候補語のスクリー

ニング法)

第5回 安全用語データベース検討委員会(安 全用語選定作業)

第6回 安全用語データベース検討委員会(安 全用語の第一次分類方法)

第7回 安全用語データベース検討委員会(安 全用語の第二次分類方法)

第8回 安全用語データベース検討委員会(安 全用語の第二次分類作業)

第9回 安全用語データベース検討委員会(基 本安全用語の追加)

第10回安全用語データベース検討委員会(基 本カテゴ リーの再構築)

19.1.2.3実 施内容

本年度 は下記 に示す項 目を実施 した。

㊧ 用語収集対象の分野の拡大。具体的には,環 境及 び運輸分野を用語収集対象分野 とし,

これ らの分野の代表的な書誌データベースか ら用語収集 を行 う。

⑤ 昨年度の研究で収集 した用語及 び本年度 ①で得 られた全用語に対 し,安 全用語データベ

ースの構築に必要な下記に挙 げる項 目を実施す る。

① 収集用語 に対す る 「安全 」観点か らのよ り正確なス クリーニ ング
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② 昨年度で採用した安全カテゴ リーと比較し,よ り広範囲の視点か ら展望 した包括的な

安全分類体系の構築

③ 収集された安全用語から基本安全用語の同定

④ ③で得られた基本安全用語に対 し,② で得られた分類体系に基づく分類

⑤ ④で同定された基本安全用語に基づ く,収 集された安全用語の分類

⑥ 各安全用語に対するデータベース情報の付加ごとの リンクづけ。

⑦ 上記の情報を項 目として包含する安全用語データベースの開発

19.2実 施 結 果

19.2.1安 全 用 語 の収 集

昨年 度 は安 全 用語 の 収集 対象 分 野 と して,医 学 ・生 物 学,化 学,エ ネ ルギ ー ・原子 力の3分

野 を選 定 し,そ れ ぞれ,EMBASE,CASearch,ENERGYSCI.&TECH.の

3デ ー タベ ー スを収集 対象 デー タベ ー ス と した。 本年 度 は,下 記 の2分 野 一2デ ー タベ ー スを

収集 対 象 に選 定 した。

・環 境 分野:ENVIRONLINE

・交 通 ・運 輸 分野:TRIS(TransportationResearchInformationServices)

これ らの デ ー タベ ース に対 し,安 全 観 点 か らの可 能 な限 り検 索精 度 を 向上 させ るたあ に,昨

年 度 に採 用 した探索 戦 略 に基 づ きDIALOGを 使 用 し検索 を行 い,検 索結 果の うちの500レ

コー ドを用語 収 集対 象 と した。 これ ら500レ コー ドか ら収集 され た安 全 用語 の一 部 を表19-1,

表19-2に 示 す 。

表19-1ENVlRONLlNEの 入力 デー タの 一部

93-005258toxictort

93-005258worker,scompensationsystem

93-005258toxictortlitigation

93-005258toxictortlitigation

93-005258exposure

93-005258manifestationofharm

93-005258hazardoussubstance

93-005258injuryda皿ages

93-0052580ffensiveforeignsubstance

toxic

compenstion

toxic

Iitigation

harm

hazardOUS

damages

offensive
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表19-2TRlSの 入 力 デー タの一 部

lneckinjuries

lsafetybelts

linjuries

ltwo-carcrashes

lroadaccidents

lviCtiminfOrmatiOn

linsuranceclaims

laccidentrep(!rts

2safety

2accidentevents

1njurles

safety

crashes

accidents

victim

lnSurance

accident

accident

表19-1,19-2に おいて,い ずれ も第1項 目は レコー ド番号,第2項 目は抽出された安全

用語,第3項 目は用語 を構成す る単語 で安全概念 を特に表現 している単語 を示 している。

19.2.2収 集用語の スク リーニ ング

前段階の作業で得 られた用語 につ いて,重 複を削除 し,対 象データベ ースごとに用語ファイ

ル化 した。 用語 ファイルには下記に挙 げる観点か ら,安 全用語 として不適合な用語を含んでい

る。

①5語 以上か らなる複合語,"of"以 外の前置詞,後 方修飾句を含む句な ど表層的特性 によ

り専門用語 として不適格な用語

6)単 独では安全 との関連が低い用語

◎については,コ ンピュータプログラムにより不適合語 を除去 し,⑤ については専門家(委

員)の 判定 により除去 した。EMBASEか ら収集 された用語を例 として,図19-1に ①で除

去 された用語,図19-2に ⑤で除去 された用語の一部 を示す。

exposuretotoxic

exposuretoworkers

hazardforhealth

impuユsenoiseonhe

injuioustorabbit

inJuriestothe

irritantsforth

irritationofth

lifeti皿erisksf

occupatinalexpo

・-

皿

m

r

L
鼠

r

U

ring

yes

cous皿embrances

cousmembrances

ancer

toorganic801vents

図19-1専 門用語 と しての不適合語 の一部(EMBASE)
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*airborneche皿icals

*aircraft

*airPOrts

‡alcohol

‡alkylatingagents

*an

*an

*an

‡an

*an

esthesia

estheticgase3

1ytical皿odel

tomicaldistribution

stheticgases

図19-2主 題的観点からの不適合語の一部(EMBASE)

19.2.3安 全用語の分類(第 一次分類)

安全問題 は最終的には人体の安全に係わ ってお り,人 体に悪影響 を及ぼす種 々の化学物質,

また,そ れによって生 ずるさまざまな疾病や症状な どがある。 これ らの用語 は,い わゆる固有

名であ り,安 全概念を表現する一般的な用語 とは区別すべ きと考え られる。前段階で得 られた

安全用語集合にはこれ らの用語が含まれているので,化 学物質名,疾 病名を表す用語には,そ

れぞれM,Dの 記号を付 け区分 した。図19-3に 疾病 を表す用語,図19-4に 化学物質を表す

用語の一部 を示す。

Dbreastcancer

Dbronchialcarcinoma

Dbronchospasm

Dcancer

Dcancers

Dgastrointestinalcancers

Dhairycellleukemia

Dhepaticcirrhosis

Dhepatitis

Dhyperkeratosis

図19-3疾 病 を表す用語

Mchlorinatedhydroearbon

Mchlorine

Mchro血ate

Mfor皿aldehyde

Mhalohydrocarbons

Mhazardousmaterial

Mleadchro皿ate

Mmercury

Morganotins

Mparathion

図19-4化 学物質 を表す用語

上述の作業を経た後 で,五 つの対象データベース ごとに用語 ファイル された ものを,重 複 を

削除 し,更 に出現 したデータベース名を付加 した安全用語統一 ファイルを作成 した。表19-3

に この ファイルの一部 を示す。
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表19--3安 全 用語統 合 フ ァイ ルの一 部

Ssy皿pto皿atic

Ssymptoms

Ssyncarcinogenic

*syndoromes

Ssyndrom

Ssyndro皿e

Ssynergism

Mtar

Stargetmelt

Mtc99m

energy

casembaseenergytris

energy

cas

energy

casembaseenergy

cas

embase

energy

embase

表19-3で,第1項 目は用語の区分 を示す記号で,第2項 目は安全用語,第3項 目はその用

語が 出現 したデータベース名を示 している。

19.2.4基 本安全用語の選定

昨年度の研究では,安 全概念を表現する核 とな る約50語 の基本安全用語 は労働安全分野のN

IOSHデ ータベースの索引語か ら選定 された。昨年度及 び本年度の安全用語収集作業で,対

象主題分野 は5分 野に拡大 された。その結果,網 羅的かっ包括的な安全用語分類体系を構築す

るためには,50語 では不十分であ り,こ れ らの分野か ら基本安全用語 となる語を選定す る必要

があ る。基本安全用語の選定を効率的 に行 うために,図19-5に 示す手順で選定を行 った。

安全用語統合 ファイルで記号Sが 付加 された用語の一覧 リス トを作成する。

②NIOSHか ら収集 した50の 基本安全用語 と照合する。

基本安全用語及 びそのカテゴ リー番号 を見出 しとした リス トを作成する。

照合 しなか った用語 には,カ テゴ リー番号 として"X"を 与え る。

④ 記号Xが 付与された用語,即 ち基本安全単語 を含 まない用語を単語 に分割 し,

頻度付加,ア ルフ ァベ ッ ト順 ソー トし,単 語 リス トを作成す る。

図19-5基 本安全単語の選定手順
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表19-4に 図19-5の ④で得 られた単語 リス トの一部 を示す。 この リス トを もとに,専 門家

により基本安全単語を選定 した。約230の 単語が基本安全単語 として選定 された。図19-6に

この一部 を示す。

表19-4不 一致単語 リス ト

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

4

4

4

4

4

5

0

0

0

0

1

41

1

1

1allergy

lallowable

lalpha

lalpha-emitters

3alpha-emitting

2ames

lbombs

lbovine

lbrake

lbreath

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

9

9

9

9

9

0

5

5

5

5

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

5

1

1

1

1

biomarker

biomechanics

biopsy

biphenyls

bitumen

blood

CO皿 皿itment

committed

cO皿plaints

compound

DNA-damage

DNA-damaging

aberration

aberrations

abuse

addiction

alar皿

allergens

allergy

bioaccu血ulation

ill

illness

illnesses

inadequate

inappropritate

intoxication

liability

limit

li皿its

overexposure

図19-6選 定された基本安全単語の一部

19.2.5包 括的安全分類 カテ ゴリーの構築

NIOSHデ ータベ ースの索引語か ら選定 された約50の 基本安全単語及 び全段階で選定 され

た約230の 基本単語 をさまざまな観点か ら分析 ・評価を行 った。最終的な,既 存の主題分野 に

制約 されない,安 全についての包括的な分類 カテゴ リー体系を提案 した。図19-7に これを示

す。
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安全性を包括的に表す概念

安全を侵す原因(危 険因子)を 表す概念

危険因子との接触あるいは接触経路を表す概念

危害を表す概念

1.一 般的に危害を表す概念

2.人 体以外のものに対する危害を表す概念

3.人 体に対する危害を表す概念

1.人 体に対する一般的な危害を表す概念

2.中 毒に関連する概念

3.過 敏症に関連する概念

4.発 ガンに関連する概念

5.生 殖毒性に関連する概念

6.そ の他の毒性に関連する概念

危害の程度に関連する概念

危害の研究 ・調査手法に関連する概念

危害への対応に関連する概念

危害防止に関連する概念

危害に伴 って生ずる問題に関する概念

その他の安全に関連する概念

図19-7安 全 カ テ ゴ リー

19.2.6基 本安全用語の分類

図19-7に 示 される新 しい安全のカテゴ リーに基づ き,総 計約280の 基本安全単語を分類 し

た。図19-8に 分類 された基本安全用語の一部を示す。
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O.安 全 性 を包 括 的 に 表 す 用 語

risk

safe

security

安 全 を 侵 す 原 因(危 険 因 子)を

表 す 用 語 、

allergen

burden

carclnogen

contact

conta皿inant

corrOSlon

crack

deterioration

dust

ePOSlon

error

fall

fatigue

3.危 害 を 表 す 用 語

3A.一 般 的 に 危 害 を 表 す 用 語

abnorma1?

accident

accumulation(bioaccumulation)

danger{endangering)

damgage(DNA-damage)

defect(defects}

disaster

disturbance

hazard(biohazard)

incident

prolifration

3B.人 体 以 外 の も の に 対 す る危 害 を

表 す 用 語

collision(collide)

crash

explosion

meltdown

図19-8基 本安全用語 リス ト

19.2.7安 全用語の分類

上述 した新たな基本安全用語,及 びその分類 カテゴ リーに従 って,図19-8に おける1～3'

の手順に より,安 全用語 を分類 した。 この方式では,各 用語の分類は基本用語が含 まれるか否

かによる表層的な照合 であるため,意 味的 に誤 って分類 される用語 もあ る。 このたあ,専 門家

に より分類結果を分析 し,誤 分類を修正 した。

19.2.8安 全用語 データベース

これ までの作業に より得 られた情報をすべて用語データベースに収録するために,本 用語 デ

ータベースには
,図19-9に 示すデータ項 目を設 けた。
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語番号

見出し語

構成文字数

構成単語数

品詞

基本語/派 生語識別記号

基本語語番号

出現データベース

適応分野 コー ド

10.最 上 位語 識 別 記号

11.下 位 語個 数

12.分 類 コー ド個 数

13.最 上位 語

14.上 位語 語 番号

15.下 位語 語 番号

16.関 連語

17.分 類 コー ド

図19-9安 全用語データベースのデータ項 目

これ らの項 目は下記のように分類で きる。

項 目1～4:表 層的特1生か ら得 られ る情報

項 目5～7:統 語 ・意味的特性 に関する情報

項 目8～9:情 報検索的特性に関す る情報

項 目10～17:階 層構造情報

基本安全単語,安 全用語 に対 し,コ ンピュータプログラム及びマニ ュアル作業により図19-

9の デー タ項 目か らなる安全用語の専門用語データベースを構築 した。

19.3今 後 の課 題

本年度 は,安 全用語データベースを開発す るに際 し,そ の情報 ソースとして,書 誌 データを

構成す る標題及 び抄録を用いた。即ち,本 用語データベースに含 まれる各用語 は,自 然語,言

い替 えれば,非 索引語(非 統制語彙)で ある。 オ ンライン検索において検索効率を高あるため

には,こ れ らのテキス ト中に出現す る用語のみで検索式を組み立てることは不十分である。 し

たが って,本 用語 データベースをより効果的な ものにす るためには,下 記 に挙げる用語データ

を含めることが必須 とされ る。

① 収集対象 とした書誌 データベースで採用されているシソーラスについて,安 全観点か ら分

析 し,安 全概念 を表現 してい る索引語 を同定 し上位語,下 位語及 びそれ らの階層情報を本 デ

ータベースに含 める
。
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② 同様に,書 誌データベースごとに体系化されている分類 コー ドを安全観点か ら分析 し,上

位分類,下 位分類及 びその階層情報 を本データベースに追加する。

また,用 語間の関連 をよ り緊密に し,利 用者に安全概念に対す る広範囲にわたる展望 を与え

るためには,下 記の情報 を付加す ることが有効 と考え られる。

③ 自然語(テ キス ト中の語),索 引語(シ ソーラス用語)及 び分類 コー ドの意味的な関係を

示す リンク情報

④ 同一の概念を表現 してい るが,分 野 ごと,デ ータベースごとに異なる索引語,分 類 コー ド

を リンクする情報

更 によ り効率性の高いデータベース検索を実現す るたあには,下 記の研究を行 うことが必要

であると思 われる。

⑤ 本データベースに登録 されてい る各用語(自 然語,索 引語の両者を含む)同 士の共出現頻

度分析

用語の共 出現頻度分析 を行 うことにより,用 語 の運用上の文脈的な関連度を数値的 に表現す

る ことができ,ま た この情報を用い ることにより関連す る用語にア クセスす ることが可能 とな

る。

この ような研究を実施す ることに より,安 全用語について既存の研究領域,デ ータベースの

収録主題範囲を越えたハ イパーテキス ト化 された用語知識ベ ースの構築 を実現する ことが可能

とな ろう。
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20.デ ー タベ ー ス検 索 サ ポ ー トシス テム の プ ロ トタイ プ作 成

20.1概 要

商用データベースの数はここ数年飛躍的に増え,カ バーす る分野 も多岐にわた ってきた。 また,

端末機 となるパ ソコンや ワープ ロの低価格化,情 報通信基盤 の確立,パ ソコン通信か ら商用デ ー

タベースへのゲー トウェイ接続など,デ ータベースを利用す るための環境が 日ごとに整 ってきた。

一方利用者の立場か ら見ると,形 のない情報商品が増え続 けている弊害 として,ど のデータベ

ースのどの ファイルに必要な情報が存在するかが分か りに くくな って きている。 この ことが初心

者や利用頻度の少ない利用者 に与える影響は大き く,普 及の妨げの一 因になっているといって も

過言ではない。

そこで,平 成4年 度委託事業 において,初 心者を対象にデ ータベースの利用実態を調査 し,検

索 目的や意向を論理的に解析 しデータベースに導 く検索サポー トシステムを提案 した。 この研 究

成果 に対す る利用者の反応 は大 き く,実 用化を望む声が多 く寄せ られた。そ こで平成5年 度 は初

心者のみな らず,経 験 豊富な利用者 も対象に機能を充実 し,幅 広い利用を想定 した検索サポー ト

システムのプロ トタイプを作成 し,そ の有用性にっいて評価 した。

20.2実 施 内 容

20.2.1方 針と内容

本研究では以下の手順によりプロ トタイプの開発を行 った。

① マ ンマシンインタフェースの開発

② レファレンス機能の検討及び開発

③ クライアン ト管理機能の検討及び開発

④ サポー トシステムの検証

20.2.2検 索サポ ー トシステムの検討

平成4年 度の調査研 究において以下のよ うな課題が挙げ られた。

① 初心者や経験が浅い利用者だけでな く,サ ーチ ャーや経験豊富 な利用者に も使え るように

工夫できないか。

② レファレンス機能を充実 してマニュアル レスで検索で きないか。

③ 専門分野のデータベース も含めた包括的なシステムにで きないか。
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④ マ ンマシンイ ンタフェースは初心者 にも適当な仕様であ ったか。

⑤ 検索例や内容がサ ンプル として有用であ るか。

⑥ ネ ッ トワーク環境での実用性 はどうか。

以上の課題をふ まえて,今 年度は

・対応で きるデータベースを増や し,専 門分野のデータベ ースにっいて も一部利用可能にす る。

このため通信部の仕様を変更す る。

・メニ ュー構造を含むマ ンマ シンイ ンタフェースを検討す る。

・経験豊富な利用者 も考慮 したより実用的な レファレンス機能の追加 をす る
。

・ネ ッ トワーク環境を活か した クライア ン ト管理機能の充実を図 る。

に重点をおいてプロ トタイプの開発を行 った。① に関 してはすべての レベルの利用者に対応す

ることが実際には困難であるとい う結論 に達 した。ただ し,レ ファレンス機能等において は経

験豊富な利用者 にっいて も対応できるもの とした。

更に,企 業内利用を想定す るため,複 数の利用者が繰 り返 し利用す ることを条件 とし,利 用

者(ク ライアン ト)管 理ができる機能を追加する。

サポー トシステムの概念図を図20-1に 示す。

20.2.3マ ンマシンインタフ ェース

平成4年 度の調査結果 を もとに,こ の一年 間に追加 された新 しいサー ビスで有用 なもの並び

に通信部の変更によりメニューに取 り込む ことが可能にな るフ ァイルをメニ ューに追加 し,メ

ニ ュー構造及び接続 ファイルを検討 した。

実用化に向けては,利 用形態,業 種,部 署,テ ーマの偏 り等 に合わせてメニ ューを対応 させ

る必要性があると思われ る。今回の プロ トタイプ作成においては将来的な実用性を重視 し,メ

イ ンメニ ュー及びサ ブメニ ューのカスタマイズをユーザ レベルで可能にす ることに した。

20.2.4レ ファレンス機能

実際の検索においては単純な検索以外 にファイル選択後,検 索 コー ドや項 目を参照 しコマ ン

ドを組み合わせるなど,き め細かい検索を必要 とす る場合 も多 々あ る。

検索時の有用性を考慮 し以下の項 目にっいて レファレンス機能を作成 した。

・検索 コマ ン ド

・検索可能な項 目

・検索 コー ド
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づハ
A

テ

企 業

人 物(プ ロ フ ィ ー ル)

雑 言忠言己事 、医.
▼ ・、

デ ー タベ ー ス

B

製品

図書

新聞記事

デ ー タ ベ ー ス

C

人物(人 事)

+技 術(研究者)

1.人 物 人材調査

2.企 業 の信用 情報

3.競 合 会社 の動向 調査

デ ー タベ ー ス

D

マ ーケ テ ィ ング

4科 学(論文)

4.業 界t市場1動向調査

5.技 術情報 の調 査

6.新製 品開発 動向調 査

<

図20-1検 索サポー トシステム概念図

① 検索 コマ ン ド

本サポー トシステムで対象 と したデータベースの操作方法には,メ ニュー方式のみの もの・

コマ ン ド方式のみの もの,両 方式を併用 しているものがあ る。メニ ュー方式において はコマ

ン ドや検索可能な項 目を覚え る必要がないので,レ ファレンス機能 は必要 ない。初心者があ
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る程度 メニュー方式に慣れて くると,次 のステ ップ として コマン ドによる検索へと レベルア

ップするパ ターンが多 く見受け られ る。 このような利用者にとって,コ マ ン ドの レファレン

ス機能は有用であると思われ る。一方,コ マ ン ド方式に慣れているユーザにおいて も,す べ

てのデータベースについて熟知 しているとは限 らない。各データベースにつ いて,コ マ ン ド

を参照で きれば接続中にコマ ン ドが分か らな くな った場合に も,対 処す ることが可能であ る。

② 検索コー ド

本サポー トシステムで採用する各データベ ースについて,コ ー ドの種類 ・ボ リューム ・更

新頻度を調査 した。

検索コー ドの調査結果を本サポー トシステムに採用 したデータベ ースファイルに対応 させ

抽 出 し,更 に更新 ・見直 しの頻度にっ いては各デ ィス トリビュータ,プ ロデューサへの ヒア

リング追加調査を行 った。

調査の結果,全 体 として,検 索 コー ドのメ ンテナ ンスのために実用性を損 なわれ るものは

ないと思われ る。

以上をふ まえて,実 際に利用され る頻度の高い分類 コー ドにつ いて採用 した。

③ クライア ン ト管理

データベースを導入 している企業においては,複 数の利用者が繰 り返 し利用す るため,ど

の部署の誰が何のサ ービス(シ ステム,フ ァイル)を どの程度(料 金,時 間)利 用 したかを

把握することは重要な業務である。

そこでサーバ に利用者の管理をす る機能を もたせることが実現すれば,管 理者の負担を軽

減 し,企 業内におけるデータベース導入を促進す ることも可能であると判断 した。

管理機能を付加す るために以下の項 目につ いて検討 した。

① 利用データベース

② 利用 ファイル

③ 利用者

④ 利用 日時

⑤ 利用料金

上記の①②にっいては検索サポー トシステムのメニ ューを選択 した時点で決定するので容

易 に管理することが可能である。③④ にっいて もサーバの管理機能を開発すれば実現可能で

ある。⑤の利用料金 にっいて は,ま ずデータベースの課金方法 とその表示方法を調査す るこ

とによ り,可 能かどうか検討することに した。

代表的なデータベースの課金体系及 び利用料金表示の有無,そ の表示方法について調査結

果を表20-1に 示す。
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表20-1代 表的なデータベースの課金体系等一覧

課 金 体 系

(件数/時 間)
料金表示

フ ァ イ ル

ご と の

料 金 表 示

料 金 表 示 の

タ イ ミ ン グ

G-SEARCH 件数+時 間
件数のみ
時間のみ

有
※1

有 終了時

JOIS 件数+時 間 有 有 ファイル切替え時
終了時

PATOLIS 件数+時 間 有 有 ファイル切替え時
終了時

ASSIST 時間 有 有 終了 コマ ン ド入力時

EL-NET 件数+時 間 △※2 無 rA」 コマ ン ド入 力 時

CD-NET 件数+時 間 有 有 終了時

C&C-VAN 件数のみ
時間のみ

△※3 有 ファイル切替え時

終了時

日経 ニ ュース テ レコ ン 時間 △※4 無 終了時

TSR-BIGS 時間 有 終了時

DIALINE 時間 △※5 有 終了時

　
エ

リ
ム

む
ば

　

　
り

※

※

※

※

※

各 ファイル ごとの料金のみで合計 はな し

コマ ン ドによ り件数 と時間表示を表示可能,金 額 は表示な し

フ ァイル ごとの使用時間を表示

全体の接続 時間のみ表示 され,金 額 は表示な し

フ ァイル ごとの使用時間を表示

調査の結果,課 金体系にっいては時間課金が最 も多 く,他 に出力件数 と時間による課金,件

数のみの課金が存在 した。

課金体系及 び料金表示にっいて分析 した結果,各 システム ごとに多様であ り,特 定のパター

ンに分類す ることは困難であることが明 らかにな った。

サーバによる料 金の管理をす る方法 として,料 金表示部分の通信 データを読み取 る方法が考

え られる。 しか し,前 項で述べ たとお り料金の表示形式が多様であ り,表 示 され るタイ ミング

も終了時のみでな くフ ァイルを切 り替える ごとに表示 され るもの もあ り,中 には表示 されたデ

ータのみでは料金を確認できない場合 もある
。 このような条件でサーバが 自動的に料金を管理

す るのは複雑を きわめ,現 実的ではない と判断 した。次善の方法 として,今 回のプロ トタイプ

作成においては検索の ログをすべて一定期間残す方法を採用す ることに した。
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20.2.5シ ステム構成

(1)シ ステムの概念及びプロ トタイプ作成の 目的

平成4年 度調査研究において検討を行 った結果,プ ロ トタイプとしてある程度実用 に耐え

るためには更に以下の2条 件を追加す る必要のあることが分か った。

即ち

① 利用者の利用記録の管理

② レファレンス機能の強化

これ らの ことをふ まえて,プ ロ トタイプを開発するに当たり,シ ステム的には下記の こと

を念頭にお き設計を行 った。

・ハ ー ドウェアやOSは 汎用的な ものを念頭 におき設計する。

・画面仕様及び操作性 は実用化に耐えるものにす る。

・画面の仕様変更は容易にで きるようにす る。

・通信中や誤操作 によるエラー処理及び明 らか に実現可能な もので本検討で予算的に困難な

機能 は削除す る。

(2)シ ステムの概略

システムの概略は図20-2の とお りであ る。

サ ー バ ]パ ソ コン

(
1

1 パ ソ コン

一

1
モデム

`

パ ソ コン

/

(＼ ノ

＼ ノ

「'1
)＼L[

くll

(パ ス型LANの 場 合)

(

亙 デ ー タ ベ ー ス

図20-2シ ステ ム構 成図
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20.2.6プ ロ トタ イ プ

本 サ ポー トシステ ムの 操 作 フロー と,管 理 機能 の端 末 画面 を例 示す る。

・操作 フ ロー

○ 企業の信用調査

○ 人物人材調査

○ 競合会社の動向調査

● 業界/市場/動向調査

○ 技術情報の調査

○ 新製品開発/動 向調査

[亟 コ[亙 コ 団

① 各項 目をマウスで選択す る。選択されると表示が○→● に変わ る。

② 選屹[蓮 コ ボタンをクリ・クすると各項目のサブメニユーウ・ンドゥがオープ

ンす る。

口 業界ノ市場1動向調査

○ マーケティング情報

○ 業界 レポー ト

○ 消費者情報

○ 新聞記事

○ 雑誌・業界誌

○ 雑誌記事全文

[亟 コ[亙 コ 国 E鉋][三 口
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● マーケティング情報

○ 業界 レポー ト

○ 消費者情報

○ 新聞記事

○ 雑誌・業界誌

○ 雑誌記事全文

[亟コ[亙 コ 国
③ サ ブメニ ューに表示 された各項 目をマウスで選択する,

回
接続 を クリックす ると対

応す るフ ァイル に接続す るための確認 ウィン ドウがオープンす る。

接続する場合は はい(Y) キ ャンセルす る場合は いいえ(N) を ク リックす る。

①

④ ファイルを選択す る前 に 「内容」や 「検索例」を参照 したい場合は,項 目を選択後それぞ

れのボタ ンを選択す ることにより,サ ンプル ウィ ン ドウがオープ ンする。

⑤ ファイル選択後に検索 コマ ン ドや検索 コー ドを参照 したい場合には,画 面上部 にあ るサポ

ー トシステム と表示された ウィン ドウを利用す る。サ ブメニ ューか ら項 目を選択すると,ウ

ィン ドウに以下の ようなメニ ューが表示 され る。

フ ァ イ ル(F)概 要(G)コ マ ン ド(K)検 索 項 目(T)コ ー ド(C)

各項 目を ク リ ックす る こと によ り,選 択 した項 目 に対 応 した フ ァイル の概 要,検 索 コマ ン

ド ・検 索 項 目 ・検 索 コー ドが プル ダ ウ ンメニ ュー に表 示 され る。 この プル ダ ウ ンメニ ューか

ら参照 した い項 目を選 ぶ と,レ フ ァ レンス用 ウ ィ ン ドウが オ ー プ ンす る。
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口 サ ポ ー トシ ス テ ム

フ ァ イ ル(F)概 要(G)コ マ ン ド(K)

、iii、iiiiiiiiiiiiiiiii漁i8iiii頴漁 、・:

':'・仲1':ξ':'・'1':'・㌔

対 象者 ア イ テ ム

i鱒i 検索 コー ド:商 品産業分類

コ ー ド1分 野

農 林 ・水 産(OIOO)

OIO1:般

OIO2:農 業

OIO3:農 業 関 連 設 備 ・緑 化 ・園 芸

0104:オ(産 業

鉱 業(0200)

エ ネ ル ギ ー(0300)

0301:般

0302:電 力

0303:石 油 ・ガ ス

建 設 ・関 連 資 材(0400)

0401:住 宅 一 般

0402:建 設 工 事 一 般(住 宅)

0403:建 材

0404:部 材

食 品(0500)

0501:般

0502:農 産 ・農 産 加 工 品

0105:畜 産 業

0106:ペ ッ ト ・そ の 他 動 物

0107:林 業

0304:原 子 力

0305:新 エ ネ ル ギ ー 関 連 産 業

0306:そ の 他

0405:プ レ ハ ブ

0406:Ut備

0407:エ ク ス テ リ ア 関 連

0508:菓 子

0509:酒 類
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管理用端末画面

1.利 用者 か ら探 す

2.利 用 日か ら探 す

3.デ ー タベ ー ス か ら探す

4.集 計用 デ ー タ を作成 す る

E.終 了

>1

利用者 のmを 入力 して くだ さい

>RUK99999

利用年 月(YYMM)を 入力 して くだ さい(改 行:全 て の期 間)

>9401

NO.利 用 者 開 始 時 間 終 了 時 間

1.RUK9999994010115309401011600

2.RUK9999994010512009401051215

3.RUK9999994012018529401201910

4.RUK9999994012515329401251632

番 号 を 選 ん で く だ さ い(E:メ ニ ュ ー へ 戻 る)

>2

シ ス テ ム フ ァイ ル

G-SEARCHCOSMOS2

ASSISTWHO

T肌ECOM日 経4紙

C&C-VAN東 商工

東 京 商 工 リ サ ー チ 企 業 情 報(TSR2)

社 名 検 索 コ マ ン ド?SCO=二 亦ンf"ンキ〈リS－ン〉

電 話 番 号 コ マ ン ド?STEL=03-3454-1111〈 リターン〉

表 示 詳 細 表 示 コ マ ン ド?PC3〈 リターン〉

終 了 メk－ 表 示 コ マ ン ド?E〈 リターン〉

コ マ ン ド?SPO=162

011315{牛PO=162

コ マ ン ド?SKB=1

021218f牛KB=1

コ マ ン ド?S#iAND謬2

NO.利 用 者 開 始 時 間 終 了時 間

1.RUK9999994010115309401011600

2.RUK9999994010512009401051215

3.RUK9999994012018529401201910

4.RUK9999994012515329401251632

番 号 を選 ん で く だ さ い(E:メ ニ ュ ー へ 戻 る)

>E

1.利 用 者 か ら探 す

2.利 用 開 始 時 間 か ら探 す

3.デ ー タベ ー ス か ら 探 す

4.集 計 用 デ ー タ を作 成 す る

E.終 了

〉

‖サーバの

1エ デ ィタ を起動

シ ス テ ム フ ァイ ル

G-SEARCHCOSMOS2

ASSISTWHO

T肌ECOM日 経4紙

C&C-VAN東 商工
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20.3今 後 の課 題

今回のプロ トタイプ作成の最 も重要な成果 は,初 心者か ら経験豊富 な利用者まで幅広 い利用者

を対象 とす る検索サポー トシステム実用化の可能性を確認で きたことであ る。

一方,本 システム構築においては,課 金管理など重要な機能にっいて,課 題 も多 く残 された。 こ

れ らを解決す るには,更 に数多 くの現状調査並びに分析 と技術開発が不可欠である。

ユーザにとって課金の管理 は重要な関心事であるが,今 回その 自動管理 について は料金表示方

法の制限によ り見送 った。今後,料 金の明示化及びデータベース提供各社間で表示方法の統一な

どを図ることによりデータベースの利用を促進す ることが可能ではないだろ うか。

今回の研究成果は利用者のニーズを最優先に開発 された ものであることか ら,デ ータベース提

供会社やプロデューサ とも連携 し,よ りユーザフ レン ドリな システム開発を期待 したいものであ

る。本検索サポー トシステムを更に発展させ,誰 にで も簡単にデータベースにアクセスできる環

境を整え ることが,商 用データベースの普及 ・利用促進に もつなが ると思われ る。

更に,検 索 目的か ら検索 までのステ ップを自動化するなど,よ り高度な支援機能 を付加 した検

索サポー トシステムについて,引 続 き研究 してい くことが重要である。

以上 よ り次の2項 目を提言する。

① 課金管理は利用者 にも提供者に も重要であ り,更 に仲介業者の役割を明確にす るために もそ

れぞれの課金の根拠 と料金を明確に し,そ れ らの明示の義務 と表示の規格化を行 う必要がある。

② 専門データベ ースやマルチメディアデータベースに対応 して,グ ラフィックスを含む広範な

問合わせ機能に対す るサ ポー トシステムは,ま す ます重要 となるが機種依存性,特 殊処理機能

を含めてユーザ向けの システムを検討 し,併 せて規格化す る必要がある。
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21.グ ルー プワー ク支援 のための分散型 トランザク シ ョン管理方式

の調査研究

21.1概 要

21.1.1目 的

これ までの情報 システムは,個 人の作業の支援が中心であ ったが,今 後は,複 数の個人 によ

るグループ作業の支援,い わゆるグループウェアが情報 システムの重要な役 割を担 うことにな

る。従来のデータベ ースでは,主 として小量のデータを短 時間操作す るものであったが,グ ル

ープウェアでは
,大 量の複雑な構造のデータが長時間操作 される。 このため,グ ループワーク

で動的に更新 されるデータの管理方式,い わゆる分散型 トラ ンザクシ ョン管理方式につ いて調

査 ・研究を実施 し,も ってデータベース構築技術の向上を図るとともに,わ が国におけるデー

タベースの発展に寄与す ることを目的 とす る。

21.1.2実 施内容

本調査 ・研究における主 な実施内容は,以 下の項 目に示す とお りである。

① グループワー クでのデータ共有方式の検討

共 同ウィン ドウ,共 同執筆を例 としてデータの共有形態に関す る調査 ・研究。

② トランザ クションモデルの検討

グループワー クでの トラ ンザ クションにおけるモデルの検討。

③ 同時実行制御方式の検討

従来のreadとwrite演 算 に基づいたロック方式に対 して,応 用の意味 に基づいた意味的な

ロック方式の検討。

21.2実 施成果の要 旨

21.2.1グ ループウェアとデータベース

近年,グ ループワー クを支援す るソフ トウェア として グループウェアが脚 光を浴びている。

グループは,個 人 よりは社会的であるが,組 織ほ どはフ ォーマルではな く,し たが って個人や

組織に関す る知識だけでな く,グ ループ とその内部の グループプロセスを明確 に し,そ のプロ

セス と整合性のあ る支援 システムが要求される。

一方
,デ ータベース システムは,こ れまで リレー ショナルモデルが主流であ ったが,最 近の
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グループウェアの進展に伴い,オ ブ ジェク ト指向モデルが重要 とな りつつある。 グループウェ

アでのデータベースの利用は,検 索だけでな く常に更新 を必要 としてお り,ま た こうした検索

もグループ内での整合性の とれた ものでな ければな らない。っ まり,複 数の更新演算が,完 全

に実行 された時のみ完了 し,一 つで も正 しくない実行が存在 した場合は,す べての演算を無効

としなければな らない(こ れを 「原始 的」 と称す)。 このように,ユ ーザに よるデータベース

の更新演算が 「原始的(Atomic)」 に行われ ることを,「 トランザ クシ ョン(Transaction)」

と定義 し,こ れを もとに今回の調査 ・研究を展開 した。

21.2.2デ ータベースシステムの進展

データベースシステムは,こ れまで主 として組織体が必要 とするデータを統合 し,集 中的に

管理す るシステムとして利用 されて きた。 しか し,今 日のワー クステー ションの高性能化 ・低

価格化,情 報 ・通信 ネッ トワークの進展等 によってその構造が変化 しつつ ある。つ まり,デ ー

タベースシステムの利用者イ ンタフェース機能 とデータベースに関す る基本操作機能を分離 し,

各 々の機能を クライアン トとサ ーバ として異な った ワー クステーシ ョンに分散す ることが可能

とな った。更に,独 立に設計 され運用 されてきた複数のデータベースサ ーバ を利 用することも

可能 とな っている。 この ように,情 報 ・通信技術の進展 に伴 うデータベ ース システムの高度化

によ り,複 数のデータベースサーバか ら構成 され る分散型データベ ースシステムが重要 とな り

つつ あるが,こ れについて これ までの経緯をふ まえっっ明確 に した。

21.2.3シ ステムモデル

今回の調査の対象 となるシステムモデルにっいて考察 した。 ここでは,複 数のデータベース

サ ーバ と複数の クライアン トか ら構成 される システムを分散型データベースシステムと定義 し,

データベースサーバ とクライア ン ト間の関係 について検討を行 った。 また,分 散の独立性につ

いて も併せて考察 した。

21.2.4デ ータの分散

分散型データベ ースシステムの 目的の一つ は,利 用者 にデータの分散 と独立1生を提供す るこ

とにある。利用者か ら見た場合,分 散型 デー タベースシステムにおけるデータベースは,テ ー

ブルの集合であ って実際のテーブル内の値は各 データベースサーバに格納 され る。 したが って,

デー タベ ースサーバ内に実際 に存在す る物理的テーブルと,ユ ーザか ら見た場合の論理的デー

タベースにつき,ま たその対応関係 について も調査 ・研究を行 った。更に,論 理的テーブルを

物理的テーブル として格納す る場合の格納方式にっいて も検討を行 った。
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21.2.5ト ランザク ション

本調査 ・研究では,デ ータベースは複数のオブジェク トか ら構成 されるとしている。 したが

って,各 オブ ジェク トは異 なったデータベースサーバ内に分散 され,そ れぞれのオブ ジェク ト

がデータ構造 とこれに対する操作演算を提供す る。即ち,利 用者 はオブジ ェク トのデータ構造

をオブ ジェク トが提供す る演算を用いることによって操作できることになる。例えば,あ る銀

行か ら他の銀行に送金す る場合,両 方の 口座の変更を同時に行 う必要がある。っ まり,両 方の

更新 を正 しく行えた ときのみ,送 金が完了す るわ けで,こ のように複数の操作演算の実行系列

を トランザ クシ ョンと称す る。

こうした トランザ クションの もつ性質につ き検討を行い,ト ラ ンザ クシ ョンの実行につ き具

体例を もとに検証 を行 った。

21.2.6同 時実行制御

座席予約や銀行 口座の入 出金等では,各 トランザ クシ ョンは少 ないオブジェク トを短時間操

作す るだけで よいが,グ ループウ ェアの トランザ クシ ョンでは複雑 なデータ構造を もっ大量の

オブ ジェク トを長時間操作 しなけれ ばな らない。 したが って,こ れ までのよ うなReadとWrite

演算 についての二相ロ ック形式ではな く,グ ループウェアで必要 とされ る同時実行制御方式 に

っいて調査 ・研究を行 った。 ここで は,複 数 のデータベースサーバ 内のオブ ジェク トを操作す

る場合 に,各 データベ ースサーバ内のデータベースが一貫性 を保つ,い わゆるイ ンテ グリテ ィ

制約 を保 った状態 にあること,ま た,シ ステム全体のスループ ッ トを向上 させ ることが重要 に

なる。

21.2.7コ ミッ トメ ン ト制御

トランザクションが複数のデータベースを更新す る場合,更 新の原子1生,つ まりすべてが更

新 されたか,あ るいは全 く更新されなか ったかのいずれかであるこ とを保障する必要がある。

このための制御を コ ミッ トメン ト制御 と称 し,こ れについての検討 を行 った。分散型 デー タベ

ースでは
,通 信 ネ ットワー クとデータベースサ ーバ又は クライア ン トによるプロセスか ら構成

されるため,こ れ らに生ず る障害 について も考察を行 った。 このため,プ ロセス障害 とネ ッ ト

ワー ク障害の発生状況 にっいて調査 ・研究を行い,更 に障害 とその障害か らの復旧に関す るプ

ロ トコルについて も検討を行 った。

21.2.8ビ ザ ンチ ン合意 プ ロ トコル
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コ ミッ トメン ト制御では,プ ロセスの停止に関す る障害を中心 に考察 したが,こ こではコ ミ

ッシ ョンとかオ ミッションによる障害 について検討 を行 った。例えば 障害を起 こしてい るプ

ロセス(障 害 プロセス)に つ いて何 も仮定で きない場 合に,障 害 を起 こしていない プロセス

(信 頼プロセス)の すべてが合意 に達 してい ることを ビザ ンチ ン合意 と定義 し,こ れに関する

プロ トコルについての調査 ・研究 を行 った。

21.2.9意 味的な同時実行制御

グループウェア とかCADと い った分野では複雑 な構造のデータが大量かっ長時間操作 され

るたあ,こ うしたアプ リケーシ ョン分野での トラ ンザ クションでは,複 数 の トランザ クション

が他の トランザ クションの ロックの開放を待ち合 っている状態(デ ッ ドロック)が 発生す る確

率が増大する。 したが って,こ うしたデ ッドロックについて考察す るとともに,補 償不可能な

デ ッ ドロックが生 じないような方式等 について も調査 ・研究を行 った。

21.2.10意 味的同時実行制御の応用

これ までのデータベースシステムは,事 務処理分野における伝票処理等定型的なアプ リケー

ションに用い られるケースが多か ったが,最 近では設計,グ ループウェア等の新 しい分野での

利用が増加 している。特 にCADシ ステム等では,表 現す る対象が複雑であ り,デ ー タ構造や

データ操作 も複雑 となる上,共 有データの更新 も頻繁に行われるため トランザ クションの概念

が重要 となる。 このため,CADシ ステムで広 く用い られている ソリッ ド(幾 何形状)モ デル

を例に,オ ブジェク ト指 向データベースシステムでの階層型 トラ ンザ クションについて考察を

行 うとともに,ト ラ ンザ クシ ョン障害か らの復旧方式について調査 ・研究を行 った。特に,こ

の場合の復旧方式 として,過 去の同一状態に復旧 させ るのではな く,意 味的に同値な状態 に復

旧させ る方法について検討を行 った。

21.3今 後 の課 題

グループウェアが実現 することに よって,在 宅勤務が より身近な もの とな り,今 後,作 業形

態 も変革 していこう。 しか し,そ れぞれの利 用者が もつ個性や立場の違いか ら生 じる問題 も少

な くない。特に,数 多 くの個性的な利 用者が システムを扱 う場合,こ れまで以上に同時実行制

御 やデ ッドロックに関 して注意 を払 う必要がある。 また,分 散型 トランザ クション管理方式に

おけるセキュ リティの問題がある。っ まり,ネ ッ トワー クや情報の利用が極 めて 「オープ ン」

であるだけに,CAD等 企業の戦略的な情報につ いてのセキ ュ リティの保護 について十分配慮

しなければな らない。_212_
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